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札幌市
交流と創造の空間・
活動づくり

1258 1258050 110010
PFI事業を推進するた
めの税制措置，補助
金の弾力的適用

PFI事業として公共施設等の整
備を行う場合の補助金交付
や，税制措置について，地方
公共団体等が自ら事業を実施
する場合とイコールフッティン
グを図る。

PFI事業についても非課税措置がなされたり，
BOT方式，BTO方式に関わらず補助金が交付
されることによって，PFI事業が一層推進され，
行政サービスの民間開放が促進される。

現行の制度では，課税措置を避けたり，補助金の交付を
受けやすくするために，BTO方式のPFIを採用するケース
が多くなりがちであり，所有も含めた民間開放に結びつき
にくい。

（地方公共団体が実施する事業につい
て課税の一部または全部を免除してい
るなどの優遇措置がなされている事業
の税制優遇措置の根拠条文のすべて。
地方公共団体が実施する事業について
補助金を交付しており、かつ、同事業を
民間事業者が行う場合において交付要
件、補助率において地方公共団体と差
違をつけている補助金の交付要綱の全
て）

（地方公共団体が実施する事業につ
いて課税の一部または全部を免除し
ているなどの優遇措置がなされてい
る。地方公共団体が実施する事業に
ついて補助金を交付しており、かつ、
同事業を民間事業者が行う場合にお
いて交付要件、補助率において地方
公共団体と差違をつけている。）

3・6

本構想の個別の事業が明らかになった
段階で、当省において可能な措置の存
否を精査し、具体的な措置の検討を行
う。【３】
また、税制措置に関しては、一義的に
は財務省及び総務省の所管である。
【６】

イコールフィッティングの観点から、
BOT方式、BTO方式を問わず補助対
象とできないか検討されたい。

3・6

本構想の個別の事業が明らかにな
り、提案の内容が当省の補助金に係
る内容であると確定した段階で、当省
においてイコールフィッティングの観
点から、BOT方式、BTO方式を問わ
ず補助対象とできないか等、可能な
措置の存否を精査し、具体的な措置
の検討を行う。【３】
また、税制措置に関しては、一義的に
は財務省及び総務省の所管である。
【６】

特定非営利
活動法人日
本デスカウ
ンセリング
協会

高齢消費者を回想法
で育成する事業

3110 3110010 110020

高齢消費者の育成と
痴呆老人抑制のため
の回想法センター設
置事業

従来、消費者と痴呆予防は別
のものと考えられてきたが、回
想法センターを開設すること
で、外出への意欲が刺激さ
れ、外出ついでに介助サービ
ス技術を所有する店員がいる
デパートによって買い物をす
る。回想法センターでは、痴呆
予防となる回想法とともに介助
サービス講座を開催して高齢
者が安心して買い物ができる
商店街を育成する。支援措置
としては、藤代町で管轄する
「古屋」の改装費用と維持費を
希望する。住民から公益活用
を希望して管理委譲されたが、
町ではその予算がない。

現在、町で回想法の勉強会を開催したり、傾
聴ボランティアをしているが、急速に進む高齢
化対応として、回想法センターを開設したい。
具体的な物件はあるのだが、資金がない。回
想法センターができれば、消え行く藤代町の
文化を保存でき、また一人ぐらい高齢者の外
出を促すこともできる。

現状では行政予算がない。 - - 6 - 当省の所管ではない。

佐渡連合商
工会

佐渡産業の再構築
への体制づくり再生
計画

3030 3030010 110030
商工会への事業所統
計などの調査実施業
務の移譲又は委託

■何に関して：［12添付資料
①］による統計業務
■誰の権限：県又は市
■誰に：佐渡島内の10商工会
■どの程度：まとめまでの全面
的な移譲又は調査部分の実施

■事業の内容：［12添付資料①］の統計業務
の実施～まとめ。
■その効果：①行政合併による職員減少の
中、事務のアウトソーシングによる合理化がで
きる。②調査対象の6割以上は商工会員であ
り調査の効率的実施ができる。③商工会の財
源確保。④商工会は現場ともいえる合併前の
地域に止まる。このため、広大な佐渡における
調査活動が円滑に実施できる。

■現在の定めでは統計業務は、調査員となることもでき
ない。しかし、商工会は国認定の指導団体として定めら
れたカルテともいえる商工業者名簿をもち、秘密保持も課
せられ、かつ事業者側もそれらを話すことに抵抗は少な
い。したがって、多くの支障なくして正確で円滑な調査実
施ができる。

商工会法第１１条第１０号
商工会が行政庁から委託を受けて事
業所統計の調査実施業務を行うこと
は可能である。

5

商工会が行政庁から委託を受けて事
業所統計の調査実施業務を行うことに
ついては、商工会の目的の範囲を逸脱
するものではないことから、商工会法
上妨げられるものではない。

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。

5

商工会が行政庁から委託を受けて事
業所統計の調査実施業務を行うこと
については、商工会の目的の範囲を
逸脱するものではないことから、商工
会法上妨げられるものではない。

㈱北海道二
十一世紀総
合研究所

地方分権・民間主体
型統計分析の実施

3036 3036010 110040
地域経済動向に関す
る統計の一元化と地
方主体の実態把握

１．国で実施されている統計業
務の都道府県（市町村）への
移管
２．公的主体で管理・実施して
いる統計作業、集計作業の民
間への譲渡

１．地域の各種統計（人口、商業、工業、雇用
動向、景気動向、企業データベース等）で国で
実施されているものの都道府県（市町村）移管
２．地域企業による統計の一元管理と実施（地
域での臨時雇用者を中心とした雇用管理を含
む）
３．地域企業による、地元企業や住民が利用
しやすい（利用促進につながる）形式へのデー
タの加工、公表手法、デザインの検討
４．上記は、北海道での「道州制特区」の枠組
みで、試行することも考えられる。

１．失業率のように、地域では四半期ベースのみ公表さ
れるため、月きめ細かな雇用政策の立案が困難な状況
にある。
２．景気動向や世論調査等複数のアンケート調査等が同
一企業や個人に依頼される結果、多大な手数をかけてい
る。
３．一部統計については、都道府県レベルのデータ公表
に留まり、市町村レベルでの施策推進に不十分なデータ
もある。
４．総務省アンケートによれば、こうした統計結果が市民
や企業に有効活用されているとはいえない状況にある。
以上に対して、地域の民間企業の一元管理の上で統計
調査等を実施すれば、データの地域密着化やデータ集
計・管理の効率化が図られるとともに、データの有効活用
を推進する。また、調査員の募集・管理も地域企業が実
施することにより、地域での雇用創出につながる。

・統計法
・統計法施行令
・各種調査規則等

【国の統計調査の移管】
　国が行う基本的な統計調査は、国の現状を把
握するために、国が本来果たすべき役割として、
全国的な規模で、一元的な企画の下、統一的な
方法で実施されているものであり、国の実態を把
握するのみならず、地方の実態も一定の範囲で
把握できるものとして、その結果が提供されてい
るところである。そして、各自治体において、さら
に詳細な情報が必要とされるときには、各自治
体において追加して調査が行われているところ
である。

【統計事務の民間委託】
　統計に関する各種事務の民間委託について
は、「国の行政組織等の減量・効率化等に関す
る基本的計画」（平成11年4月27日　閣議決定）
に基づき、各省において推進が図られているとこ
ろである。
　ただし、指定統計調査については、国の基本
的統計調査として、調査の円滑かつ確実な実
施、調査結果の制度を確保するため、特に必要
があるものについては、都道府県、市町村、統
計調査員の調査系統によって実施されており、
統計調査員を設置する場合には、国又は地方公
共団体が任命する非常勤の公務員をもって充て
ているところである。調査の実施方法について
は、調査実施者（各省）において、調査ごとに規
則（一部の調査については政令。以下同じ。）を
定めているところであり、調査の規模・内容等を
踏まえて統計調査員を置く場合には、その旨が
規則で定められているところである。
　なお、指定統計調査以外の統計調査について
は、民間委託について基本的に法令上の制約
はなく、その可否については、調査実施者の判
断に委ねられる。

３：国
の統
計調
査の
移管，
７：指
定統
計の
実施
事務
に係る
民間
委託，
５：指
定統
計調
査以
外の
統計
調査
実施
事務
に係る
民間
委託

【国の統計調査の移管】
　国が行う基本的な統計調査の実施に当
たっては、左記の現状であるとともに、統計
法の趣旨に沿って、重複の排除、調査の簡
素・合理化についても、常に配慮されている
ところである。
　仮に、国は、全国的な動向把握のみにと
どめ、地方は地方ごとに調査を行うとした場
合には、都道府県・市町村それぞれが同様
の調査を重ねて行うことにより自治体の経
費負担の増大や報告者の負担を増大さ
せ、また、一元的な企画の下で統一的な方
法で行われないことにより、国のみならず、
地方にとっても、調査結果の精度の低下・
比較可能性の困難化を来たし、その結果と
して、調査の実施面及び調査結果の利用
面の双方において混乱を生じるおそれが高
い。

【統計事務の民間委託】
　統計に関する各種事務の民間委託につい
ては、左記のとおり、各省においてその推
進が図られているところである。
　なお、指定統計の実施事務に係る民間委
託に関しては、特区第４次要望において総
務省から回答済である。指定統計調査以外
の統計調査については、基本的に法令上
の制約はなく、調査実施者の判断に委ねら
れるものと考える。

国が行う、統計調査の都道府県（市
町村）への移管については、データの
集計管理の効率化や雇用創出の観
点から、要望を実現することが出来な
いか再度検討されたい。

３：国の統計
調査の移
管，
７：指定統計
の実施事務
に係る民間
委託，
５：指定統計
調査以外の
統計調査実
施事務に係
る民間委託

要望の趣旨は、統計に関する各種事
務の民間委託の推進であると理解し
ているが、これについては「国の行政
組織等の減量・効率化等に関する基
本的計画」（平成11年4月27日閣議決
定）に基づき、各省において推進が図
られている。民間委託の更なる推進
については、平成16年に関係府省に
より設ける検討会議における議論を
経た上で検討すべきものと考えてお
り、同検討会議において「調査精度へ
の影響など統計調査における民間委
託の状況や問題点を把握した上で、
委託先として求められる業務能力、
委託分野、委託方法などについて検
討し、報告者の信頼確保に重点を置
いた統計調査の民間委託に係るガイ
ドラインを平成16年度中に作成する」
（「統計行政の新たな展開方向」平成
15年6月27日各府省統計主管部局長
等会議申合せ）こととしている。

クリーン伊
万里市民協
議会

環境保全創造事業
伊万里『環の里』計
画

3099 3099010 110050

食品リサイクル法にお
ける登録再生利用事
業者の登録基準の改
正

本プロジェクトでは、食品リサイクル法の趣旨
に鑑み、飲食店組合・旅館組合の食品関連業
者の支援協力のもと生ごみ（食品残渣）、廃食
油、その他の有機性廃棄物の分別収集を計
画し、バイオマス（有機性廃棄物）の堆肥化・
廃食油の燃料化を核とし、循環資源の再利用
による、各事業の実践普及活動を行うもので
ある。

登録には、施設の種類、規模が事業を効率的に実施す
るもに足りるものとして、処理能力が１日当たり５ｔ以上の
基準が定められており、本市のような人口の少ないところ
においては、「５㌧」以上を確保することは、容易ではな
く、同法の恩恵を受けることが出来ない状況であります。

食品循環資源の再生利用等の促進に関
する法律に基づく再生利用事業を行う者
の登録に関する省令第３条第２項

「食品循環資源の再生利用等の促進
に関する法律」に基づく、登録再生利
用事業者に係る特定肥飼料等製造施
設の基準として、１日当たりの処理能
力を５トン以上としているのは、一定の
事業性を有する再生利用事業者の規
模の基準として処理能力５トン以上と
するのが適当であると考えられること
によるものであり、一般廃棄物処理施
設の許可要件が一日あたり５トン以上
となっていることを参考にしている。

5

規模要件の規定が無い「再生利用事
業計画の認定」制度により対応可能
（食品循環資源の再生利用等の促進
に関する法律第１８条）

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。

5

食品リサイクル法の促進のための措置として①
再生利用事業者の登録制度、②再生利用事業
計画の認定制度の２つの制度があり、いずれも
廃棄物処理法の特例や肥料取締法及び飼料
安全法の特例が適用され、食品リサイクル法の
「恩恵」が与えられる。①再生利用事業者の登
録制度は、食品関連事業者（食品循環資源の
排出元）が、食品循環資源の再生利用を安心し
て委託できるよう、安価かつ効率的に再生利用
を実施できる優良なリサイクル業者を育成する
ことを目的としている。安価かつ効率的な再生
利用を実施するには、一定の規模が必要であ
り、５トン以上という基準が設けられている。こ
れに対し、②再生利用事業計画の認定制度
は、食品関連事業者、再生利用事業者（リサイ
クル事業者）、農林漁業者等（リサイクル製品の
利用者）の３者が連携し、再生利用事業に関す
る計画（再生利用事業計画）を策定した場合に
ついて、主務大臣が認定を行うものであり、関
係者が連携した計画的な食品循環資源の再生
利用の確保、その推進を図ることを目的として
いる。排出者、再生利用事業者、再生品利用者
が連携し、確実に再生利用を実施していくこと
が認定の要件であるから、特に規模についての
基準は設けられていない。「環の里」計画は、食
品関連事業者（飲食店等）、再生利用事業者
（はちがめプラン）、農林漁業者（農家）の連携
が図られており、再生品の利用を含めた計画で
あるため、②の再生利用事業計画の認定制度
の方がなじむと思われる。
したがって、本制度の利用により、提案者の要
望を満たすことも可能である。
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広島県

行政サービスの民間
開放による地域の新
たなビジネス機会等
の創出

2042 2042020 110060
特定計量器の検定業
務の委託の推進

特定計量器の検定業務の委
託を推進するため，知事が検
定指定機関を独自に指定でき
るように計量法を改正するこ
と。

特定計量器の検定業務について，民間等へ
の委託を推進。（新たなビジネス機会や雇用
機会の創出などの効果）

定期検査については，計量法により，知事が指定定期検
査機関を指定し，定期検査を行わせることができるが，検
定については，経済産業大臣のみが指定検定機関の指
定を行うことになっており，知事が指定できないため，民
間委託等による行政サービスの民間開放が図れない。

計量法第１６条第１項第２号イ、第７０
条、第１０６条

計量法においては、検定は国、都道府
県知事、日本電気計器検定所及び経
済産業大臣が指定した機関（指定検
定機関）が行うこととされている。
このうち指定検定機関については、法
律の基準を満たすものであれば民間
機関も指定することが可能となってい
る。

5 －

現行制度においても、自治体に代わっ
て検定業務を行えるような適切な者を
指定検定機関として経済産業大臣が
指定することで、検定業務を外部化す
ることは可能である。したがって、具体
的な要望があれば法律に基づき審査
をする。
　なお、適正計量の信頼性はいったん
失われたらこれを回復することは非常
に困難であり、計量制度の根幹をなす
検定制度については全国一律に検定
機関のレベルを維持していくことが不
可欠である。各県ごとに検定機関を指
定する場合には当該検定機関のレベ
ルを見極める能力が必要とされ、この
ための行政コストが新たに発生するこ
とから、現行制度により国が一律に指
定する方が合理的である。
　また、今回提案された制度の導入に
当たっては、上述の検定レベルの維持
の観点から慎重な意見を持つ自治体
が多いものと思われる。

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。 5

　現行制度においては、経済産業大
臣は計量法第１０６条に基づき指定
検定機関の指定を行うこととされてお
り、都道府県知事に代わって検定業
務を行おうとする者から当該指定の
申請があれば、経済産業大臣は指定
基準に沿って審査を行い、当該基準
を満たす場合にはその指定を行うこと
となる。
　その結果、都道府県知事は検定業
務を当該指定を受けた者（指定検定
機関）に行わせることが可能となる。

伊勢崎市
伊勢崎オートレース
「リニューアルプロ
ジェクト」

1217 1217010 110070

小型自動車競走実施
事務の委託業務の拡
大・施設設置基準の
緩和

競走実施事務の委託できる業
務内容の拡大を図ることによっ
て、施行者が競走事務以外の
場内における全ての運営を民
間企業等にアウトソーシングで
きるようにするための法第４条
の緩和

小型自動車競走法第４条第２号（勝車投票券
の発売または払戻金及び返還金の交付）で定
められた一括委託できる業務内容の拡大を図
ることにより,施行者が小型自動車競走事務以
外の全ての場内における運営（従業員の雇
用、施設管理、駐車場管理、場内警備、売店
等の運営等）を民間企業等に一括委託するこ
とにより、経営の健全化を推進する。

近年の長引く景気低迷やレクリエーションの多様化によ
る市民ニーズの変化等に伴い、車券売上金額の減少に
よって、本市の財政運営と公営競技本来の目的である公
共公益の増進に多大な支障を及ぼす状況にあることか
ら、オートレース事業の抜本的再建策として、「競走事務
の一括委託可能となる業務の拡大の容認」によるアウト
ソーシングの推進と「競走場内における設備に関する基
準の緩和」による総合的アミューズメント施設への転換を
車の両輪として実施し、新たなファン開拓と来場者の増
加による事業運営の健全化を図るものである。特に、新
たな雇用を創出する総合的アミューズメント施設への転
換は、公共公益の増進への寄与と地域再生に向けて大
きな効果が期待できる。

小型自動車競走法第４条第１項

小型自動車競走法第４条においては、
のみ行為などの不正行為・不正競走
等を防止する「競走事務」以外の事務
については、施行者が他の地方公共
団体、小型自動車競走会又は私人に
委託できる旨平成１４年に法改正を行
い既に施行済である。なお、同様に、
不正行為・不正競走等を防止するた
め、小型自動車競走場について一定
の基準があるが、これに影響のない範
囲内で施設のアミューズメント化を図
ることは可能である。

5

理由：左記のとおり、開催経費の中心
である車券発売事務を始めとして、警
備、清掃、売店運営、施設管理といっ
た「競走事務」以外の事務は、現行法
第４条において、私人（民間企業）に委
託できるとされているため。

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。

5
競走事務以外の事務の運営は民間
企業等に委託することは可能

伊勢崎市
伊勢崎オートレース
「リニューアルプロ
ジェクト」

1217 1217020 110080

小型自動車競走実施
事務の委託業務の拡
大・施設設置基準の
緩和

競走場内設備の設置基準等に
おいて、日用品等を取り扱う物
販店舗や他の公営競技の簡
易型場外発売施設等の設置を
可能とすることにより、新たな
雇用の創出、ファンの開拓と売
上増を図るための法第５条第４
項の緩和

第５条第４項及び施行規則第１０条第４号（小
型自動車競走場の設置許可に関する位置、
構造及び設備に関する規定）　における場内
設備の設置基準を緩和して、日用品等を取り
扱う物販店舗や他の公営競技の簡易型場外
発売施設等の設置を認めることにより、新たな
ファンの拡大と来場者の増加による売上増、
来場者の利便性の向上、さらには公営競技施
設を総合的アミューズメント施設として再生す
る。

近年の長引く景気低迷やレクリエーションの多様化によ
る市民ニーズの変化等に伴い、車券売上金額の減少に
よって、本市の財政運営と公営競技本来の目的である公
共公益の増進に多大な支障を及ぼす状況にあることか
ら、オートレース事業の抜本的再建策として、「競走事務
の一括委託可能となる業務の拡大の容認」によるアウト
ソーシングの推進と「競走場内における設備に関する基
準の緩和」による総合的アミューズメント施設への転換を
車の両輪として実施し、新たなファン開拓と来場者の増
加による事業運営の健全化を図るものである。特に、新
たな雇用を創出する総合的アミューズメント施設への転
換は、公共公益の増進への寄与と地域再生に向けて大
きな効果が期待できる。

小型自動車競走法第５条第４項

競走場には、一般に飲食店等が設置
されていることにみられるように、小型
自動車競走法第５条では、のみ行為
や不正競走を助長し、公安上及び競
技運営上支障を来すものでない限り、
物販店舗等の設置は容認可能。

5
8

競走場には、一般に飲食店等が設置さ
れていることにみられるように、小型自
動車競走法第５条では、のみ行為や不
正競走を助長し、公安上及び競技運営
上支障を来すものでない限り、物販店
舗等の設置は容認され得る。なお、他
の公営競技の場外車券売場の設置に
ついては、他競技の基準の問題であ
り、小型自動車競走法の規定とは関係
ない。

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。

5
8

のみ行為や不正競走を助長し、公安
上及び競技運営上支障を来さないよ
う配置を工夫すれば、日用品等を取
り扱う物販店舗は設置可能。（他の公
営競技の簡易型場外車券売場の設
置は他競技の基準の問題）

鹿島町
健康と福祉のまちづ
くり構想

1057 1057020 110090
収益が生じると認めら
れる事業への補助金
要件の見直し

電力移出県交付金により整備
する場合において、主事業の
目的の有効性の増大に寄与す
る収益事業を含む交付対象の
範囲を広げ、運営を民間委託
しても民間事業者のノウハウ
や創意工夫による効果発揮の
妨げとならないようにする。

タラソテラピー施設を核とした広域交流拠点を
整備する。運営を民間委託の効果を最大限発
揮し、観光開発による産業振興及び雇用の安
定、促進を図る

バランスのとれた産業構造の形成と広域的な地域振興を
図るため、タラソテラピー施設を核とした広域交流拠点を
整備するには、アウトソーシングの形で民間のノウハウ等
を積極的に利用することが効果的かつ効率的である。町
財政は厳しく単独で施設整備を行うのは困難で補助金は
必要不可欠である。補助金適正化法により地元特産品
の物販や収益事業とされる部分がネックで十分な効果が
発揮されない危惧がある。以前は棟を別にしたり、面積
割りなどで対象外事業とする指導があったが、補助要件
の見直しで民間委託が柔軟に対応できるようお願いした
い。

発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

電源立地特別交付金電力移出県等交
付金枠については、２００３年１０月に、
他の交付金と合わせて電源立地地域
対策交付金へと統合されたが、これに
より、交付対象事業が大幅に拡充さ
れ、地方公共団体が実施する事業を
幅広く選択することが可能となってい
る。なお、電源立地地域対策交付金に
おいて実施しようとする事業が収益を
上げる可能性が高い場合には交付申
請時に届出をするよう指導している。

5

電源立地地域対策交付金について
は、収益性を上げる事業についても交
付可能となっており、現行の制度を特
段変更することなく対応可能となってい
る。

大阪府
電気工事士免状交
付事務のアウトソー
シング

2037 2037010 110100
電気工事士免状の交
付事務の民間へのア
ウトソーシング

電気工事士免状の交付事務を
民間へアウトソーシングする。

電気工事士免状の新規交付、紛失等に伴う再
交付、氏名変更に伴う書換交付の事務を民間
へアウトソーシングする。これにより新たなる
雇用の創出を図るとともに民間が有するノウ
ハウを活用したサービス向上や交付事務のス
ピード化を図る。

電気工事士免状の交付事務を民間へアウトソーシングす
ることにより、雇用の創出、府民サービスの向上が期待
できる。

電気工事士法第４条第２項
電気工事士免状は都道府県知事が交
付する

2 Ⅰ

電気工事士法の免状交付について
は、申請者の実務経験等の審査を必
要とする場合があるため、その審査業
務は引き続き都道府県において実施す
ることが必要であるが、それら以外の
事務については、個人情報の厳格な管
理等一定の要件を満たすことを条件と
した上での委託が考えられる。よって、
それを踏まえたスキームの検討を行う
こととする。
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広島県

行政サービスの民間
開放による地域の新
たなビジネス機会等
の創出

2042 2042030 110110
電気工事士の免状交
付業務の委託の推進

電気工事士の免状交付業務に
ついて，知事の判断で民間等
への事務委託が可能になるよ
う電気工事士法を改正するこ
と。

電気工事士の免状交付業務について，民間
等への委託を推進。（新たなビジネス機会や
雇用機会の創出などの効果）

電気工事士法第４条第２項の規定により，免状交付事務
は知事が行うこととなっているが，事務委託ができる旨の
規定がないため，民間委託等が図れない。
※高圧ガス保安法，液化石油ガス法，火薬取締法には，
免状交付に係る事務委託についての規定あり

電気工事士法第４条第２項
電気工事士免状は都道府県知事が交
付する

2 Ⅰ

電気工事士法の免状交付について
は、申請者の実務経験等の審査を必
要とする場合があるため、その審査業
務は引き続き都道府県において実施す
ることが必要であるが、それら以外の
事務については、個人情報の厳格な管
理等一定の要件を満たすことを条件と
した上での委託が考えられる。よって、
それを踏まえたスキームの検討を行う
こととする。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325680 110120
中核的支援機関の認
定に際する同意

新事業創出促進法第19条第2
項による、都道府県等が新事
業創出支援体制の中心となる
もの（中核的支援機関）を認定
するに際しての、経済産業大
臣への協議及びその同意を不
要とし、もって認定権限を政令
県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

新事業創出促進法第１９条第２項

新事業創出促進法第１９条第１項に基
づき都道府県等は中核的支援機関を
認定することができるが、その際に
は、同条第２項に基づき、経済産業大
臣に協議し、その同意を得なければな
らない。

3

国は、新たな事業の創出を促進するた
めの総合的な施策を展開する立場か
ら、都道府県等が整備する新事業創出
支援体制の中心として適切かつ確実に
機能すべき中核的支援機関が、国（経
済産業大臣）として、法定の基準を満
たすものであることを確認する必要が
あるため。

国が確認する必要性を明確にされた
い。提案の実現により、真に住民に必
要なサービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に行うことができるとい
う趣旨を踏まえ、再度検討されたい。

3

国は、新たな事業の創出を促進する
ための総合的な施策を展開する上
で、その基礎となる個々の施策が活
力ある経済社会を構築していくという
目的の達成に十分資するものである
ことを確認しなければならない。その
ため、中核的支援機関についても、そ
れが法定の基準を満たすものである
ことを、国が確認する必要がある。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325690 110130
「高度技術産業集積
活性化計画」の同意

新事業創出促進法第24条第5
項による、都道府県が作成す
る「高度技術産業集積活性化
計画」への主務大臣の同意を
不要とし、もって計画策定権限
を政令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

新事業創出促進法第２４条第１項

新事業創出促進法第２４条第１項に基
づき、都道府県等は高度技術産業集
積活性化計画を作成し、主務大臣に
協議し、同意を求めることができる。

3

国は、新たな事業の創出を促進するた
めの総合的な施策を展開する立場か
ら、都道府県等が作成する「高度技術
産業集積活性化計画」（新たな事業の
創出のため基盤となる高度技術産業
集積地域が有する機能の維持及び強
化に関する計画）が、国として法定の
基準を満たすものであることを確認す
る必要があるため。

国が確認する必要性を明確にされた
い。提案の実現により、真に住民に必
要なサービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に行うことができるとい
う趣旨を踏まえ、再度検討されたい。

3

国は、新たな事業の創出を促進する
ための総合的な施策を展開する上
で、その基礎となる個々の施策が活
力ある経済社会を構築していくという
目的の達成に十分資するものである
ことを確認しなければならない。その
ため、「高度技術産業集積活性化計
画」についても、それが法定の基準を
満たすものであることを国が確認する
必要がある。

堺市 地域雇用再生構想 2088 2088030 110140
新事業創出促進法に
関する権限委譲

新事業創出促進法第2条第8
項の規定に中核市を追加す
る。

本市では、「テクノフロンティア」及び「新事業
創造センター」等を活用し、新規事業の創出に
取り組んでいるところであるが、さらに国の制
度を活用し、新産業の創出を図る施策を充実
させ、雇用の拡大を図る。

本市内のインキュベーション施設を有効活用するともに
各種の新事業創出策をより充実させるため。

新事業創出促進法第２条第８項、第１８
条、第１９条

新事業創出促進法第２条第８項にお
いては、新事業創出支援事業を行うも
のであって、同法第１８条に規定する
都道府県又は政令指定都市が作成す
る基本構想に定められているものを
「新事業支援機関」と定めている。ま
た、同法第１９条により都道府県又は
政令指定都市は、「新事業支援機関」
のうちから新事業創出支援体制の中
心として「中核的支援機関」を認定す
ることができる。

3

本法は、従来、各地域に存在する各種
産業支援機関の相互連携が図られて
こなかったことをかんがみ、各地域にお
いて、それらの連携強化・統合を通じた
新事業創出支援体制の整備を促進す
るものであるが、そもそも法律によって
新事業創出支援体制の整備を促進す
る意義・必要性が認められるのは、都
道府規模の地理的広さ又は政令指定
都市規模の人口を有する地方公共団
体であり、中核市一般については、か
かる意義・必要性が乏しいため。

中核市には、意義・必要性が乏しいと
する理由が不明確。要望を実現する
ことが出来ないか再度検討されたい。

3

都道府県・政令指定都市において
は、従前、区域内に潜在する経営資
源（地域産業資源）を顕在化させるた
め、各種の産業支援機関が設立され
てきたが、産業支援機関相互の連携
が有効に図られてこなかったため、産
業支援機関の試みが十分な成果を
挙げていなかった。そこで、本法の制
定により、産業支援機関相互の連携
強化・統合を通じて新事業創出支援
体制を整備することとしたのである
が、このように法律によって新事業創
出支援体制を整備する意義・必要性
が認められるのは、都道府県規模の
地理的広さ又は政令指定都市規模
の人口を有する地方公共団体であっ
て、中核市（人口３０万人以上、面積
１００㎢（人口５０万人未満の市の場
合））一般が、あえて法律によって産
業支援機関相互の連携強化を図らな
ければならないほどの事態にあると
は認めがたい。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325670 110150
「基盤的技術産業集
積活性化計画」の同
意

特定産業集積の活性化に関す
る臨時措置法第５条による、都
道府県が作成する「基盤的技
術産業集積活性化計画」への
主務大臣による同意を不要と
し、もって計画策定権限を政令
県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

特定産業集積の活性化に関する臨時措
置法第５条

都道府県は、同法第４条にに基づき主
務大臣が定めた活性化指針に基づ
き、当該都道府県内の基盤的技術産
業集積であってその活性化を図ること
が特に必要であると認められるものご
とに、基盤的技術産業集積の活性化
に関する計画を作成し、主務大臣に協
議し、その同意を求めることが出来
る。

3  

国は、基盤的技術産業集積の活性化
を図るための総合的な施策を展開する
立場から、都道府県等が作成する「基
盤的技術産業集積活性化計画」（基盤
的技術産業集積の有する機能を活用
し、その活性化を講ずることにより、地
域産業の自律的発展の基盤の強化を
図るための計画）が、国として法定の
基準を満たすものであることを確認す
る必要があるため。

国が確認する必要性を明確にされた
い。提案の実現により、真に住民に必
要なサービスを地方自らの責任で効
率的・効果的に行うことができるとい
う趣旨を踏まえ、再度検討されたい。

3

国は、基盤的技術産業集積の活性化
を図るための国の財政上の支援措置
を含めた総合的な施策を展開する立
場から、都道府県が作成する「基盤
的技術産業集積活性化計画」（基盤
的技術産業集積の有する機能を活用
し、その活性化を講ずることにより、
地域産業の自律的発展の基盤の強
化を図るための計画）が、国として法
定の基準を満たすものであることを確
認する必要があるとともに、国は財政
資源の有効性にかんがみ、かかる財
政支援が産業政策上の適切性を有
することを担保する観点から、当該計
画について、国は同意をすることが必
要であるため。

堺市 産業集積再生構想 2087 2087010 110160
工場立地法の地域準
則に関する権限委譲

工場立地法における大都市の
特例の範囲を中核市まで拡大
することにより、市独自の準則
の策定を可能とする。なお、地
方自治法第252条の１７の２の
条例による事務処理の特例の
活用についても併行して検討
を進めていく。

本市では、臨海部及び内陸部には、多くの企
業が操業しているが、現行法の工場緑地の規
制のため、設備の更新や増設が困難な状況
にあり、域外への施設統合が進んでいる。こ
のため、工場立地法における大都市の特例の
範囲を中核市まで拡大することにより、市独自
の準則を策定し、環境保全と経済活動の活性
化の両立を図る。

大阪府では、地域準則策定の予定がない。また、本市独
自の課題に対応するため。

工場立地法第４条の２
工場立地法第１５条の４

・都道府県は、緑地及び環境施設
のそれぞれの面積の敷地面積に
対する割合については、緑地面積
率などに関する区域の区分ごとの
基準の範囲内において条例で定
めることができる。

2 Ⅰ

工場立地法は、国が定める準則に
変えて、都道府県及び政令指定都
市に一定の幅で緑地等の面積率を
設定することができるようにしてい
るところであるが、中核市等におい
ても、その実需、要望などを踏まえ
て、地域の実情に応じた緑地面積
率の設定を可能となるような方向で
対応。
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静岡県 静岡政令県構想 1325 1325710 110170
「伝統的工芸品産業
に関する振興計画」の
認定

伝統的工芸品産業の振興に関
する法律(以下「伝産法」とい
う｡)第４条による、特定製造協
同組合等が都道府県を経由し
た「伝統的工芸品産業に関す
る振興計画」の経済産業大臣
への提出、経済産業大臣によ
る認定を不要とし、もって計画
策定権限を政令県に委譲す
る。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第４条第１
項
製造事業者（伝統的工芸品を製造する事業者をい
う。以下同じ。）を構成員とする事業協同組合等（以
下「製造共同組合等」という。）であって、当該伝統
的工芸品の製造される地域において製造事業者を
代表するものとして政令で定める要件に該当するも
の（以下「特定製造共同組合等」という。）は、伝統
的工芸品産業に関する振興計画（以下「振興計画」
という。）を作成し、これを当該伝統的工芸品の製
造される地域を管轄する都道府県知事（当該地域
の全部が一の市町村の区域に属する場合にあって
は、当該市町村の長。第１３条第１項、第１４条第２
項、第２２条第３項及び第２７条を除き、以下単に
「都道府県知事」という。）を経由して経済産業大臣
に提出し、当該振興計画が適当である旨の認定を
受けることができる。

静岡県には、経済産業大臣が指定し
た伝統的工芸品が３品目あるが、振興
計画を実施している品目は１品目の
み。

5

５
伝統的工芸品産業の振興に関する法
律施行令第５条により振興計画が終了
した後に実施される振興計画に係る法
第４条第１項に規定する経済産業大臣
の権限に属する事務は都道府県知事
に権限委譲済み。

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。

5

５
伝統的工芸品産業の振興に関する
法律施行令第５条により振興計画が
終了した後に実施される振興計画に
係る第４条第１項に規定する経済産
業大臣の権限に属する事務は都道
府県知事に権限委譲済み。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325720 110180
「伝統的工芸品産業
に関する共同振興計
画」の認定

伝産法第７条による、特定製
造協同組合等が都道府県を経
由した「伝統的工芸品産業に
関する共同振興計画」の経済
産業大臣への提出、経済産業
大臣による認定を不要とし、
もって計画策定権限を政令県
に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第７条第１
項
特定製造協同組合等は、販売事業者（伝統的工芸
品を販売する事業者をいう。以下同じ。）又は、販
売協同組合等（販売事業者を構成員とする事業協
同組合、協同組合連合会、商工組合その他政令で
定める法人をいう。以下同じ。）とともに、前条第４
号、第６号又は第７号に掲げる事項（同条第６号に
掲げる事項にあっては製品の共同販売に関する事
項、同条第７号に掲げる事項にあっては消費者へ
の適正な情報に関する事項に限る。）について伝統
的工芸品産業に関する共同振興計画（以下「共同
振興計画」という。）を作成し、これを都道府県知事
を経由して経済産業大臣に提出し、当該共同振興
計画が適当である旨の認定を受けることができる。

静岡県には、経済産業大臣が指定し
た伝統的工芸品が３品目あるが、共同
振興計画を実施している品目は無い。

3

3
「共同振興計画」は、地場の製造業者
以外の者も参画し、その事業の広が
り、経済効果が広範であると考えられ
るため、都道府県の自治事務とするこ
とはなじまない。

都道府県の自治事務とできない理由
を明確にされたい。提案の実現によ
り、真に住民に必要なサービスを地
方自らの責任で効率的・効果的に行
うことができるという趣旨を踏まえ、再
度検討されたい。

3

3 伝統的工芸品の製造事業は、複数
の都道府県にわたる事業者の協力に
より成り立っているものが多い。ま
た、流通業者も同様に複数の都道府
県にわたる事業者の協力が不可欠。
静岡県の伝統的工芸品である「駿河
雛人形」を例にとると、埼玉県、群馬
県や京都府等から材料や頭等の部
分品を仕入れ、組み立てた後に、流
通業者によって、全国各地で販売さ
れている。
よって、複数の都道府県の連携をとり
振興施策を立案することが望ましい
ため、単独の都道府県の自治事務と
することはなじまない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325750 110190

「伝統的工芸品産業
の振興を支援する事
業に関する計画」の認
定

伝産法第13条による、支援事
業を実施するものが都道府県
を経由した「伝統的工芸品産
業の振興を支援する事業に関
する計画」の経済産業大臣へ
の提出、経済産業大臣の認定
を不要とし、もって計画策定権
限を政令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

伝統的工芸品産業の振興に関する法律
第１３条第１項
従事者の後継者の確保及び育成、消費
者等との交流の推進その他の伝統的工
芸品産業の振興を支援する事業（以下
「支援事業」という。）を実施しようとする
者は、当該支援事業に関する計画（以下
「支援計画」という。）を作成し、これを当
該支援計画に係る当該伝統的工芸品の
製造される地域を管轄する都道府県知
事を経由して経済産業大臣に提出し、当
該支援計画が適当である旨の認定を受
けることができる。

静岡県には、経済産業大臣が指定し
た伝統的工芸品が３品目あるが、支援
計画を実施している品目は無い。

3

3
「支援計画」は、地場の製造業者以外
の者も参画し、その事業の広がり、経
済効果が広範であると考えられるた
め、都道府県の自治事務とすることは
なじまない。

都道府県の自治事務とできない理由
を明確にされたい。提案の実現によ
り、真に住民に必要なサービスを地
方自らの責任で効率的・効果的に行
うことができるという趣旨を踏まえ、再
度検討されたい。

3

3 伝統的工芸品の製造事業は、複数
の都道府県にわたる事業者の協力に
より成り立っているものが多い。ま
た、流通業者も同様に複数の都道府
県にわたる事業者の協力が不可欠。
静岡県の伝統的工芸品である「駿河
雛人形」を例にとると、埼玉県、群馬
県や京都府等から材料や頭等の部
分品を仕入れ、組み立てた後に、流
通業者によって、全国各地で販売さ
れている。
よって、複数の都道府県の連携をとり
振興施策を立案することが望ましい
ため、単独の都道府県の自治事務と
することはなじまない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325730 110200
「活性化事業に関する
計画」の認定

伝産法第９条による、製造協
同組合等が都道府県を経由し
た「活性化事業に関する計画」
の経済産業大臣への提出、経
済産業大臣の認定を不要と
し、もって計画策定権限を政令
県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第９
条第１項
製造事業者又は製造協同組合等（製造共同
組合等を除く。以下この項及び次条において
同じ。）は、単独又は共同して、活性化事業
（次に掲げる事業のうち１又は２以上の事業
であって、伝統的工芸品産業の活性化に資
するものをいう。以下同じ。）に関する計画
（以下「活性化計画」という。）を作成し、これ
を都道府県知事を経由して経済産業大臣に
提出し、当該活性化計画が適当である旨の
認定を受けることができる。この場合におい
て、製造事業者又は製造共同組合等が共同
して活性化計画を作成したときは、経済産業
省令で定めるところにより、代表者を定め、こ
れを都道府県知事を経由して経済産業大臣
に提出しなければならない。

静岡県には、経済産業大臣が指定し
た伝統的工芸品が３品目あるが、活性
化計画を実施している品目は無い。

3

3
「活性化計画」は、地場の製造業者以
外の者も参画し、その事業の広がり、
経済効果が広範であると考えられるた
め、都道府県の自治事務とすることは
なじまない。

都道府県の自治事務とできない理由
を明確にされたい。提案の実現によ
り、真に住民に必要なサービスを地
方自らの責任で効率的・効果的に行
うことができるという趣旨を踏まえ、再
度検討されたい。

3

3 伝統的工芸品の製造事業は、複数
の都道府県にわたる事業者の協力に
より成り立っているものが多い。ま
た、流通業者も同様に複数の都道府
県にわたる事業者の協力が不可欠。
静岡県の伝統的工芸品である「駿河
雛人形」を例にとると、埼玉県、群馬
県や京都府等から材料や頭等の部
分品を仕入れ、組み立てた後に、流
通業者によって、全国各地で販売さ
れている。
よって、複数の都道府県の連携をとり
振興施策を立案することが望ましい
ため、単独の都道府県の自治事務と
することはなじまない。
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（事項名）
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31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、
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38.制度等の現状

39.措
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40.措
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静岡県 静岡政令県構想 1325 1325740 110210
「連携活性化事業に
関する計画」の認定

伝産法第11条による、製造協
同組合等が都道府県を経由し
た「連携活性化事業に関する
計画」の経済産業大臣への提
出、経済産業大臣の認定を不
要とし、もって計画策定権限を
政令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

伝統的工芸品産業の振興に関する法律
第１１条第１項
製造事業者又は製造共同組合等は、単
独又は共同して、連携製造事業者（他の
伝統的工芸品を製造する事業者をいう。
以下同じ。）又は連携製造共同組合等
（連携製造事業者を構成員とする製造共
同組合等をいう。以下同じ。）とともに、
連携して実施する活性化事業（以下「連
携活性化事業」という。）に関する計画
（以下「連携活性化計画」という。）を作
成し、経済産業省令で定めるところによ
り、代表者を定め、これを都道府県知事
を経由して経済産業大臣に提出し、当該
連携活性化計画が適当である旨の認定
を受けることができる。

静岡県には、経済産業大臣が指定し
た伝統的工芸品が３品目あるが、連携
活性化計画を実施している品目は無
い。

3

3
「連携活性化計画」は、地場の製造業
者以外の者も参画し、その事業の広が
り、経済効果が広範であると考えられ
るため、都道府県の自治事務とするこ
とはなじまない。

都道府県の自治事務とできない理由
を明確にされたい。提案の実現によ
り、真に住民に必要なサービスを地
方自らの責任で効率的・効果的に行
うことができるという趣旨を踏まえ、再
度検討されたい。

3

3 伝統的工芸品の製造事業は、複数
の都道府県にわたる事業者の協力に
より成り立っているものが多い。ま
た、流通業者も同様に複数の都道府
県にわたる事業者の協力が不可欠。
静岡県の伝統的工芸品である「駿河
雛人形」を例にとると、埼玉県、群馬
県や京都府等から材料や頭等の部
分品を仕入れ、組み立てた後に、流
通業者によって、全国各地で販売さ
れている。
よって、複数の都道府県の連携をとり
振興施策を立案することが望ましい
ため、単独の都道府県の自治事務と
することはなじまない。

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

1377 1377060 110220
権限委譲による補助
金交付決定の迅速化
と規制緩和

経済産業省の「経営革新支援
対策費等補助金」や「地域活
性化創造技術研究開発費補
助金」などの決定権を県に委
譲する

国・県の研究開発型補助金は「事業者→県→
国」の順で交付申請が行われ、その逆の順で
交付決定が行われているが、決裁手続き等の
事務処理のため交付決定の時期が大幅に遅
れ、開発期間を十分確保できない。そこで、県
に対し権限を委譲し、迅速な交付決定、支払
いができる仕組みを構築する。また、開発型
補助金を資産となる製造装置の開発にも利用
可能となるよう要綱等を緩和する。

企業での実質的な研究開発期間を確保するために、交
付決定までの期間を短縮する必要がある。

補助金適正化法

中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱第７４条、第７６条～第７７条及
び第８９条

（交付手続きについて：地域活性化創
造技術研究開発事業）
中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱において、県からの申請書
の提出があったときは、その内容を審
査の上、適当と認められるときは補助
金の交付決定を行っている。

（交付手続きについて：中小企業経営
革新対策費補助金）
中小企業経営革新支援対策費補助金
については、県からの申請に基づく国
の交付決定については、県からの申
請受理後回答を行うまで、概ね一週間
強にて処理を行っている。

（目的外使用について）
　交付要綱に定める処分制限財産を
財産処分（生産設備への転用等、目
的外使用を含む）する場合には、交付
要綱において所轄経済産業局長の承
認が必要と規定している。

3：対
応は
不可
能（権
限委
譲）

2:全国
的に
対応
（目的
外使
用）

Ⅶ

　国から県への補助金交付に関して
は、補助金適正化法により、国が適正
な執行を審査することとなっているた
め、県への権限移譲は不可能である。
なお、中小企業経営革新支援対策費
補助金については、国の申請受理後、
概ね一週間強にて処理を行っているた
め、国において諸手続に時間を要して
いるとは言えないと考える。

　また、当該補助金の交付対象となっ
た新商品開発事業が終了し、当該補助
金で取得した機械、装置等を当該新商
品開発事業補助金の補助目的に従っ
て利用する余地が乏しくなった場合に
は、生産設備への転用その他の商業
活動へ転用することは可能であり、補
助金の返還も不要とする方向で検討し
ている。

補助金の決定権限の委譲について
は、要望を実現することが出来ない
か再度検討されたい。また、交付要
綱に定める処分制限財産を財産処分
（生産設備への転用等、目的外使用
を含む）する場合について、何が新た
に認められ、その時期はいつかを明
確にされたい。

３

２

Ⅴ

　国から県への補助金交付に関して
は、補助金適正化法により、国が適
正な執行を審査することとなっている
ため、県への権限移譲は不可能であ
る。なお、中小企業経営革新支援対
策費補助金については、国の申請受
理後、概ね一週間強にて処理を行っ
ているため、国において諸手続に時
間を要しているとは言えないと考え
る。

　補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、当該補助金で取得した機械・装
置等を当該補助金の補助目的に従っ
て利用する余地が乏しくなった場合、
等の承認要件を明示した運用通達を
平成16年度中に作成する。

平田村
遊休農地利用による
循環型農業の村づく
り

1268 1268010 110230
有機農業の振興と都
市市民との交流

中山間地域活性化資金貸付
基準の緩和、国有林野許可権
限の一部県への移譲

遊休農地等所有者から畑地を借り受け、可能
な限り耕地を集団化し、地区ごとに農作物等
を作付けし、事業の共同化を図る。収穫、加
工、発送は地元農家・住民の労働力を確保
し、雇用を図る。加工・流通施設は、1年を通じ
可動可能な地元の風土、気候を活用した製品
の開発を目指す。

中山間地域活性化資金貸付基準の緩和、国有林野許可
権限の県への移譲

6 提案事項を所管していない。

福岡市
福岡アジアビジネス
交流拠点都市構想

2079 2079090 110240

アジアビジネス等の拠
点形成事業施設整備
に係る民間事業者へ
の支援事業

「民間事業者の能力活用によ
る特定施設の整備の促進に関
する臨時措置法」による施設整
備に関し、純民間事業者への
支援措置について第３セクター
への支援措置と同程度とする
こと及び、施設認定の要件を
緩和するとともに認定権限を構
造改革特区認定の地方自治
体に権限委譲する。

（内容）
　アジアビジネスの交流拠点形成等に資する
純粋民間事業者の施設整備が促進される。

（効果）
　純粋民間事業者が整備した各種施設を拠点
として、対内投資が促進されるとともに九州の
企業への投資増や、産学連携に関する取り組
みが促進され、地域経済の活性化及び雇用
の創出が見込まれる。

特定施設要件が詳細に規定されているため、地域の実
情に応じた必要な施設整備になかなか適用ができない。

民間事業者の能力活用による特定施設
の整備の促進に関する臨時措置法第２
条～第６条、第10条、第11条　　等

「民間事業者の能力活用による特定
施設の整備の促進に関する臨時措置
法」（以下民活法）による施設整備に
関し、純民間事業者と第３セクターとで
支援措置内容が異なるのは、事業所
税の減税措置とＮＴＴ無利子融資。
また、施設認定の要件となる基本指針
の策定及び認定は主務大臣が行って
いる。

前半
３．５、
後半３

事業所税の軽減措置については、自
治体に税収減の影響を与えることから
公的主体に準じた自治体出資の事業
者であることを要件の一つとしている。
このように、自治体の税収減に直接的
な影響を与えるため、当省としては一
律に要件の緩和を行うことは困難であ
る。また、ＮＴＴ無利子融資について
は、純民間事業者においてもＮＴＴ低利
子融資を受けることが可能であり、昨
今の低金利の状況を鑑みれば、第３セ
クターへの支援措置と同程度であると
認識している。
 
施設認定要件については、「民間事業
者の能力活用による特定施設の整備
の促進に関する臨時措置法」の「基本
指針」により、地域の実情に応じるため
に、施設の公共性を担保する最低限の
要件のみを定め、主務大臣が認定を行
うものである。施設認定の要件緩和
は、新たな財政措置を伴うものであり、
不可能。

提案の内容は、要件の緩和により、
地域の実情に応じた必要な施設整備
が可能となるというものであり、最低
限の要件を定めて、自治体が認定で
きないか、検討されたい。

3 -

民活法の認定については、以下の理
由等から主務大臣に代わって、自治
体が認定することは認められないが、
これまで地域の自発性等を十分勘案
するため、自治体と調整しながら認定
を行っている。なお、民活法は平成１
８年５月までに廃止することとされて
いる。
１． 大規模な施設については、施設
整備による影響が広範囲の自治体に
及ぶことから、一自治体の判断による
認定は困難なこと。
２． これまでの民活施設の認定案件
では、自治体が出資する第３セクター
が事業者となっている案件が多数を
占めているため、自治体が認定を行
うことは適当ではないこと。
３． 技術革新、情報化及び国際化と
いった経済的環境の変化等を認定要
件へ柔軟に反映させていくためには、
要件を定める主体と認定主体が一体
であることが好ましいこと。
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再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
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c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

福岡市
福岡アジアビジネス
交流拠点都市構想

2079 2079070 110250

競争的資金等に係る
情報提供・受付窓口
の一本化、採択権限
の地方移譲

産学官連携を推進するための
競争的資金等は、多くの省庁
が所管し、様々な時期に様々
な媒体を通して公募されること
から、産学官研究開発グルー
プには、情報収集等に大きな
障害となっている。産学官研究
開発グループへの周知徹底・
利便性向上を図るため、情報
提供・受付窓口の一本化を図
るとともに、その採択にあたっ
ては、国の出先機関等が、地
域の実情に応じて、決定できる
よう権限移譲を行う。

（内容）
　産学官連携の推進による研究開発機能の強
化を通した地域産業振興
（効果）
　利便性向上により、競争的資金等の活用拡
大が図られ、産学官連携が促進される。また、
権限移譲により、地域の実情に配慮した研究
開発が推進される。

産学官連携に係る競争的資金等は、多くの省庁が所管
し、様々な時期に様々な媒体を通して公募されることか
ら、産学官研究開発グループには、情報収集等に大きな
障害となっている。また、中央で決定されることから、必ず
しも地域の実情が反映されていない。

「産業技術研究助成事業公募要領」

経済産業省の当該制度に関するイン
ターネットのホームページは、文部科
学省の科学研究費補助金にもリンクし
ており、研究者の情報収集の効率化
を図ったところ。　また、同事業の公募
にあたっては、インターネットによる掲
示に加え、全国主要都市で公募説明
会を開催しており、情報収集に際し、
地域格差のないようつとめているとこ
ろ。当該事業は、全国の大学・独立行
政法人等の若手研究者や若手研究
チームから研究開発テーマを公募し、
独創的かつ革新的な研究テーマを選
定し、研究者個人に助成金を交付する
もの。

前半
５、後
半３

ー

　情報収集の効率化については、イン
ターネットによる公募に加え、省庁連携
として今年度より、文部科学省の科学
研究費補助金ホームページへの接続
を可能にした。省庁横断的な取り組み
については、総合科学技術会議（内閣
府）での議論等を踏まえた今後の検討
課題と考えている。産業技術研究助成
事業は、全国的な研究者の提案の中
から優れたものを選定することを制度
の目的としており、採択審査は一元的
に行うこととしている。

要望の内容は、権限の委譲、窓口の
一本化により、、産学官連携が促進さ
れ、地域の実情に配慮した研究開発
が推進され効果があるというものであ
るが、その趣旨を踏まえ再度検討さ
れたい。

前半５、後半
３

情報収集の効率化については、イン
ターネットによる公募に加え、省庁連
携として今年度より、文部科学省の科
学研究費補助金ホームページへの接
続を可能にした。省庁横断的な取り
組みについては、総合科学技術会議
（内閣府）での議論等を踏まえた今後
の検討課題と考えている。産業技術
研究助成事業は、全国的な研究者の
提案の中から優れたものを選定する
ことを制度の目的としており、採択審
査は一元的に行うこととしている。

ゼッタテクノ
ロジー株式
会社

新観光立国一知ノユ
キビタス地域戦略プ
ロジェクト

3049 3049010 110260

観光政策における知
のユキビタス社会をめ
ざすため、①人材育成
費行う財政措置を、②
ⅠＴ技術の分野③大
学学科の増設に関す
る権限委譲

権限移譲：文部科学省による
大学の学科増設及び定員に関
する助言等に関する権限を都
道府県に移譲する。　財政支
援：人材育成について、地域活
性化に関する交付金・補助金
に計上する。

１．コミュニティ・クリエーター育成事業　２．観
光評価システム事業　３．地域の大学の観光
学科増設事業　４．情報ネットワーク構築事業
５．地域の歴史文化遺跡・施設等整備事業

現下の地方公共団体の財政悪化では、地域創生の為の
新事業の創出が実施できにくい状況にあるため。また大
学の学科増設については、地方公共団体には決定権が
ないため。

- - 6 -

観光振興は我が国の活性化にとって
非常に重要であると認識しており、昨
年７月に観光立国行動計画が策定さ
れ、当省としても積極的に取り組んでま
いる所存である。同計画の中で、各省
庁の取り組むべき政策課題がまとめら
れている。今回の提案については、同
計画の中で、当省が対応すべきとされ
ておらず、担当ではない。

新城市
鳳来町

木質バイオマス利用
を中心とした森林総
合産業の創出

1238 1238010 110270
森林の健全化と木材
の有効利用を軸とした
持続可能社会の構築

森林の健全化に関する財源の
確保権限 補助制度(地球
温暖化防止森林吸収源10か
年対策に基づくものなど)があ
るものの、エネルギー面や環
境面、教育面を含めたトータル
な施策を実施するものとなって
いないため、森林の健全化に
資するすべてを包括する財源
制度として再編し、それを地域
に密着して取り組む市町村長
に移譲する。

○市民参加の森づくり
市民参加の森づくりを促進するため、森づくり
ボランティア、森林提供ボランティア(森林所有
者) を募集する。また、森林管理アドバイザー
や大型機械とそのオペレーターなどを確保し、
森林の健全化に取り組もうと希望する誰もが
植林・育林・伐採などにかかわれるようにす
る。

○林地残材等有効活用事業
木質バイオマス利用等持続可能な地域づくり
になると認定した場合、森林所有者以外でも
林地残材を搬出することができ、かつ搬出作
業の対価に見合う環境貢献ポイント制を確立
し、取り組みを促進する。これにより、資源循
環型社会づくりの推進と参加者のモチベーショ
ンアップを図ることがてきる。

①平成13年の森林・林業基本法の制定、森林法の改正
により、木材生産を中心にしたものから国土の保全、水
源涵養、環境の保全等森林の多様な公共的機能に配慮
し、その機能を持続できるようにするものとされているが、
縦割り行政の中でその趣旨が十分発揮できていない。さ
らに、森林法に基づく森林施業計画では森林所有者への
義務履行を迫るためには弱いところがある(違反者に対
する罰則規定がない。代行措置がとれない等)。
②森林の所有問題。現状では森林所有者以外、あるい
は森林所有者の許可なく森林の手入れをすることができ
ない。さらに、手入れが経済的に見合わないため、森林
所有者による管理が放棄されている。
③木材副産物は、昭和30年代はじめまではエネルギー
資源として活用されていたが、現在は廃棄物の処理及び
清掃に関する法律とダイオキシン類対策特別措置法に
よって活用しにくくなっている。

平成１４年１２月に閣議決定された「バ
イオマス・ニッポン総合戦略」に基づ
き、関係府省が一体となって、木質系
をはじめとするバイオマスの総合的利
活用を積極的に推進している。

5

平成１４年１２月に閣議決定された「バ
イオマス・ニッポン総合戦略」に基づ
き、関係府省が一体となって、木質系
をはじめとするバイオマスの総合的利
活用を、引き続き積極的に推進する。
　なお、提案の趣旨が新たな補助金等
の創設を求めるものであるとすれば、
新たな財政措置を伴うものであり、不
可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 5

平成１４年１２月に閣議決定された
「バイオマス・ニッポン総合戦略」に基
づき、関係府省が一体となって、木質
系をはじめとするバイオマスの総合
的利活用を、引き続き積極的に推進
する。
　なお、提案の趣旨が新たな補助金
等の創設を求めるものであるとすれ
ば、新たな財政措置を伴うものであ
り、不可能。

兵庫県
中心市街地における
商業集積活性化促
進構想

2108 2108010 110280

中心市街地活性化法
に基づくＴＭＯ計画の
認定権限の県への移
譲

中心市街地活性化法に基づく
中小小売商業高度化事業計
画（ＴＭＯ計画）の認定権限を
県へ移譲する。

・テナントミックス店舗の設置
・アーケード、カラー舗装等の整備　等

現行では中心市街地活性化法でＴＭＯ計画の認定権限
が県に認められておらず、補助申請手続きのみ行ってい
るため、地域の特性に応じた中小企業への指導等を十
分に行うことができない。そこで、ＴＭＯ計画に係る経済
産業大臣の認定権限を県に移譲する必要がある。

中心市街地活性化法第20条
ＴＭＯ計画の認定は経済産業大臣が
行う

3

国が財政上の支援措置を講ずるとされ
ている計画を自治体が作成する場合に
ついては、国は財政資源の有限性に
かんがみ、かかる財政支援が中小企
業施策上の適切性を有することを担保
する観点から、国は当該計画について
認定することが必要である。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

国が財政上の支援措置を講ずるとさ
れている計画を自治体が作成する場
合については、国は財政資源の有限
性にかんがみ、かかる財政支援が中
小企業施策上の適切性を有すること
を担保する観点から、国は当該計画
について認定することが必要である。

美浜町
自助・自立の地域、
そして町づくり

1302 1302020 110290
公の施設の地元地域
への移管

美浜町立デイサービスセン
ターに関する町から地域団体
への移管

現在の施設の設置及び管理に関する規則を
廃して、施美浜町立デイサービスセンターを町
から農業協同組合（地域団体）へ移管し、設管
理及び運営の合理化並びに効果的な室（部
屋）の利用の促進を図る。

美浜町立デイサービスセンターの設置及び管理に関する
規則を緩和して、施設の設置及び運営の合理化並びに
効果的な室（部屋）の利用の促進を図る。

特定公共施設等用ソーラーシステム設
置費補助金交付要綱

2 Ⅴ

個別具体的な検討が必要であるが、一
般論としては、 ①当該施設の用途が
維持されること（当省が転用を承認した
場合を除く）、②管理体制が相当程度
合理化され、かつ、適切な管理体制が
確保されていること、③譲渡を受けた
者が処分制限を承継すること、④無断
処分等の不適切な事態が生じた場合
の責任関係が明らかになっていること、
⑤売却益が発生した場合には一定割
合を国庫に納付すること、等の要件を
満たす場合には、ご提案のような移管
の承認を行える蓋然性が高い。

何が新たに認められ、その時期はい
つなのかを明確にされたい。

2 Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の処分申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、①当該施設の用途が維持される
こと（当省が転用を承認した場合を除
く）、②管理体制が相当程度効率化さ
れ、かつ、適切な管理体制が確保さ
れていること、③譲渡を受けた者が処
分制限を承継すること、④無断処分
等の不適切な事態が生じた場合の責
任関係が明らかになっていること、⑤
売却益が発生した場合には一定割合
を国庫に納付すること、等の承認要
件を明示した運用通達を平成16年度
中に作成する。
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からの回答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325020 110300
石油貯蔵施設立地対
策等交付金事務

交付金の交付に関する地方経
済産業局長の交付権限を廃止
し、市町村に対する間接補助
事業については、政令県で概
ね完結するよう、権限を移譲す
る。

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自
然環境の保全と復元、森林・林業の多面的機
能の発揮など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における環境に関する総合的な事務
事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、
政令県の自主性・主体性に委ねることにより、
地域において受益と負担の明確化が図られ、
真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能
となる。

　大量生産・大量消費・大量廃棄を基調とした経済社会
システムから、最適生産・最適消費・最少廃棄を基調とす
る経済社会システムへの変革を促進し、「環境の世紀」に
ふさわしい“美しい地球文明”のモデル県をめざすために
は、電源三法交付金の交付事務、国立公園内の行為の
許認可、国有林野の管理などの行政権限を可能な限り
一元化し、総合的に推進することが最も効率的・効果的
である。

（事務委任）
石油及びエネルギー需給構造高度化対
策特別会計法第２６条
昭和５３年９月２８日通商産業省告示第
４３６号
（交付金）
 石油及びエネルギー需給構造高度化
対策特別会計法第１条第２項第２号ホ、
同法施行令第１条第３項第１、２号、石
油貯蔵施設立地対策等交付金交付規
則

石油貯蔵施設立地対策交付金の交付
事務は、適正化法第２６条の規定に基
づき、経済産業局長及び沖縄総合事
務局長に委任されている。

3

エネルギー政策は国自ら行っていくべ
きものであり、本交付金制度もその一
環であるが、「政令県」制度が導入され
た場合には、その段階で検討させてい
ただきたい。

要望の内容は、様々な施策を総合的
に実施することで、より効率的・効果
的な施策を実施することにあり、環境
に関する多くの事務事業権限を委譲
する観点から、要望を実施出来ない
か再度検討されたい。

3

エネルギー政策は国自ら行っていく
べきものであり、本交付金制度もその
一環であるが、「政令県」制度が導入
された場合には、その段階で検討さ
せていただきたい。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325030 110310
新エネルギーに関す
る政策

「新エネルギー利用等の促進
に関する特別措置法」、「エネ
ルギー政策基本法」等により、
国や地方公共団体は新エネル
ギーの導入促進を図ることとさ
れている。経済産業局の「新エ
ネルギーに関する政策」の事
務は、新エネルギーの普及啓
発（理解促進）である。現在、
新エネルギーの普及啓発業務
は、県と経済産業局の両者が
二重に行なっているので、これ
を政令県に委譲する。

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自
然環境の保全と復元、森林・林業の多面的機
能の発揮など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における環境に関する総合的な事務
事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、
政令県の自主性・主体性に委ねることにより、
地域において受益と負担の明確化が図られ、
真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能
となる。

　大量生産・大量消費・大量廃棄を基調とした経済社会
システムから、最適生産・最適消費・最少廃棄を基調とす
る経済社会システムへの変革を促進し、「環境の世紀」に
ふさわしい“美しい地球文明”のモデル県をめざすために
は、電源三法交付金の交付事務、国立公園内の行為の
許認可、国有林野の管理などの行政権限を可能な限り
一元化し、総合的に推進することが最も効率的・効果的
である。

①新エネルギー利用等の促進に関する
基本方針（第３（５））
②エネルギー基本計画（第２章第３節３
②）

地方公共団体と並んで、国においても
新エネルギーの普及啓蒙活動を行っ
ている。

3

新エネルギーの導入促進のためには、
地方公共団体や住民主導による草の
根レベルでの取り組みが重要である
が、新エネルギー利用等の促進に関す
る基本方針第３（５）にあるとおり、国民
のコンセンサスを得るためには政府に
よる普及啓発活動も重要であることか
ら、国、地方公共団体等が一丸となっ
て取り組んでいく必要があると認識して
いる。

要望の内容は、様々な施策を総合的
に実施することで、より効率的・効果
的な施策を実施することにあり、環境
に関する多くの事務事業権限を委譲
する観点から、要望を実施出来ない
か再度検討されたい。

3

経済産業局においては、国全体とし
て新エネルギーに対する国民のコン
センサスを得るための普及啓発活動
を行うのに対し、地方公共団体にお
いては住民主導による地域に根ざし
た普及啓発活動であり、それぞれ役
割が異なるため、仮に権限委譲を
行ったとしても効率的・効果的な施策
の実施に寄与するとは考えにくく、不
可能。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325040 110320
省エネ法に基づくエネ
ルギー管理指定工場
に関する事務

現在、経済産業省関東経済産
業局に報告されている県内の
エネルギー管理指定工場にお
けるエネルギー使用量の報告
等の事務を、政令県に全て移
譲

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自
然環境の保全と復元、森林・林業の多面的機
能の発揮など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における環境に関する総合的な事務
事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、
政令県の自主性・主体性に委ねることにより、
地域において受益と負担の明確化が図られ、
真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能
となる。

　大量生産・大量消費・大量廃棄を基調とした経済社会
システムから、最適生産・最適消費・最少廃棄を基調とす
る経済社会システムへの変革を促進し、「環境の世紀」に
ふさわしい“美しい地球文明”のモデル県をめざすために
は、電源三法交付金の交付事務、国立公園内の行為の
許認可、国有林野の管理などの行政権限を可能な限り
一元化し、総合的に推進することが最も効率的・効果的
である。

エネルギーの使用の合理化に関する法
律施行令第１５条（権限の委任）

エネルギーの使用の合理化に関する
法律における経済産業大臣及び主務
大臣の権限の一部を、地方支分部局
の長に委任している。

3

当該法律は、エネルギー環境問題に果
たす国の役割の重要性に鑑み、国の
エネルギー消費量の大きな部分を占め
る、エネルギーの使用量が特に大きい
事業所を指定して、エネルギー使用の
合理化の進捗状況を統一的に把握し
ているものであり、国がエネルギー使
用の合理化の状況を統一的に把握し
て施策に反映していく必要があるた
め、国の地方支分部局で直接行うこと
が適当である。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

当該法律は、エネルギー環境問題に
果たす国の役割の重要性に鑑み、国
のエネルギー消費量の大きな部分を
占める、エネルギーの使用量が特に
大きい事業所を指定して、エネルギー
使用の合理化の進捗状況を統一的
に把握しているものである。
エネルギーの使用の合理化は、エネ
ルギーの安定供給、地球環境問題へ
の対応等に資する施策であり、国が
統一的に対応していくべき施策である
ため、国の地方支分部局で直接エネ
ルギー使用の合理化の状況を統一
的に把握して、施策に反映していく必
要がある。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325650 110330
特定事業活動に関す
る計画の承認（中小企
業者及び組合を除く）

エネルギー等の使用の合理化
及び資源の有効な利用に関す
る事業活動の促進に関する臨
時措置法第４条により主務大
臣が有する、特定事業活動を
行おうとする事業者等から提
出される当該特定事業活動に
関する計画の承認権限を政令
県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

エネルギー等の使用の合理化及び資
源の有効な利用に関する事業活動の
促進に関する臨時措置法に基づき、
中小企業の申請承認については、各
都道府県が、大企業については経済
産業省がそれぞれ承認している。

3

本法に基づく事業計画の承認は、エネ
ルギーの使用の合理化、資源の有効
な利用の促進という国の政策に照ら
し、支援対象として意義の高いものに
対し計画を承認すべきであること、ま
た、計画承認に基づく債務保証、利子
補給は、国が財政支援を行うものであ
るため、計画承認は国の責任の下行う
べきものである。なお、中小企業は際
めて多数であることを勘案し、中小企
業者に対する承認は、経済産業大臣
の機関委任事務として、都道府県知事
による承認としている。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

本法に基づく事業計画の承認は、エ
ネルギーの使用の合理化、資源の有
効な利用の促進という国の政策に照
らし、支援対象として意義の高いもの
に対し計画を承認すべきであること、
また、計画承認に基づく債務保証、利
子補給は、国が財政支援を行うもの
であるため、計画承認は国の責任の
下行うべきものである。なお、中小企
業は際めて多数であることを勘案し、
中小企業者に対する承認は、経済産
業大臣の機関委任事務として、都道
府県知事による承認としている。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325660 110340 共同事業計画の承認

エネルギー等の使用の合理化
及び資源の有効な利用に関す
る事業活動の促進に関する臨
時措置法第６条により主務大
臣が有する、共同事業者から
提出される共同事業計画の承
認権限を政令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

エネルギー等の使用の合理化及び資
源の有効な利用に関する事業活動の
促進に関する臨時措置法に基づき、
共同事業者から提出される共同事業
計画の承認については、事業所管大
臣が承認している。

3

本法に基づく事業計画の承認は、エネ
ルギーの使用の合理化、資源の有効
な利用の促進という国の政策に照ら
し、支援対象として意義の高いものに
対し計画を承認すべきであること、ま
た、計画承認に基づく債務保証、利子
補給は、国が財政支援を行うものであ
るため、計画承認は国の責任の下行う
べきものである。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

本法に基づく事業計画の承認は、エ
ネルギーの使用の合理化、資源の有
効な利用の促進という国の政策に照
らし、支援対象として意義の高いもの
に対し計画を承認すべきであること、
また、計画承認に基づく債務保証、利
子補給は、国が財政支援を行うもの
であるため、計画承認は国の責任の
下行うべきものである。なお、中小企
業は際めて多数であることを勘案し、
中小企業者に対する承認は、経済産
業大臣の機関委任事務として、都道
府県知事による承認としている。

四日市市

石油貯蔵施設立地
対策等交付金の有
効活用による地域活
性化

2155 2155010 110350
石油貯蔵施設立地対
策等交付金の対象事
業拡大

石油貯蔵施設立地対策等交
付金は、交付規則第4条により
対象事業が定められている
が、対象事業を拡大して頂くこ
とにより、より広く社会基盤整
備を進めたい。
そのため、過去に同交付金を
受けて設置した施設の維持管
理等の費用にも充当可能とな
るよう拡大頂きたい。

同交付金を受けて整備した施設の維持管理
等に充当していく。

同交付金をより有効に活用して社会基盤整備を進めるこ
とにより、周辺住民の一層の福祉向上等を図りたい。

石油及びエネルギー需給構造高度化対
策特別会計法第１条第２項第２号ホ、同
法施行令第１条第３項第１、２号、石油
貯蔵施設立地対策等交付金交付規則
第４条

　石油貯蔵施設立地対策交付金の交
付対象事業は、交付規則において定
められており、石油貯蔵施設の設置に
伴って必要な消防施設等の公共用施
設が対象。
　交付金で整備した施設の維持管理
費は交付対象となっていない。

3

交付金対象経費については、厳しい予
算制約の中で政策効果の最大化を図
る観点から決定しており、交付対象事
業の追加は新たな財政措置を伴うもの
であり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

交付金対象経費については、厳しい
予算制約の中で政策効果の最大化
を図る観点から決定しており、交付対
象事業の追加は新たな財政措置を伴
うものであり、不可能。
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11　経済産業省　再検討要請

15.提案主
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想管理
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b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請
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等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325360 110360
簡易ガス事業の許認
可

経済産業局長が行うこととされ
ている、「ガス事業法37条の２」
の事業許可、「同法37条の７」
において準用される事務（供給
区域の変更許可、ガス工作物
の変更の届出、事業の譲渡し
及び譲り受け並びに法人の合
併及び分割の許可、事業の休
止及び廃止並びに法人の解散
の許可、事業許可の取消し、
供給約款の許可、業務改善命
令、ガス工作物の改善命令、
主任技術者選任の届出、主任
技術者の解任命令、保安規定
の届出、等）の権限を政令県に
委譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予防と
まん延防止の推進、食品・医薬品の安全の確
保など様々な政策手法を組み合わせて、地域
における安全社会づくりに関する総合的な事
務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業権限
を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ねる
ことにより、地域において受益と負担の明確化
が図られ、真に住民に必要な行政サービスを
地方自らの責任で効率的・効果的に実施する
ことが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への万全な
備えがなされ“安全社会”づくりをめざすためには、簡易
ガス事業の許認可、河川管理、食品衛生法に規定する
総合衛生管理製造過程を経て食品を製造し、又は加工
することについての承認などの行政権限を可能な限り一
元化し、総合的に推進することが最も効率的・効果的で
ある。

ガス事業法第３７条の２
（簡易ガス事業の許可）等

詳細は別紙

簡易ガス事業の許可にはじまる一連
の規制と監督については、経済産業
局長の法定権限となっている。

3

簡易ガス事業の許可に際しては、当該
簡易ガス事業からガスの供給を受ける
需要家の利益を審査するのみならず、
当該簡易ガス事業が開始される周辺
地域において一般ガス事業を営んでい
る事業者から現にガスの供給を受けて
いる需要家及び今後あらたにガス供給
を受ける計画がある需要家の利益が
損なわれるか否かについて併せて審
査を行う必要がある。したがって、簡易
ガス事業の許可に当たっては、一般ガ
ス事業の許認可を行っている地方経済
産業局において一元的に許認可を行う
必要があり、制度の実効性、行政事務
の効率的な実施の観点からもこうした
仕組みが妥当である。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

簡易ガス事業の許可に際しては、当
該簡易ガス事業からガスの供給を受
ける需要家の利益を審査するのみな
らず、当該簡易ガス事業が開始され
る周辺地域において一般ガス事業を
営んでいる事業者から現にガスの供
給を受けている需要家及び今後あら
たにガス供給を受ける計画がある需
要家の利益が損なわれるか否かにつ
いて併せて審査を行う必要がある。し
たがって、簡易ガス事業の許可に当
たっては、一般ガス事業の許認可を
行っている地方経済産業局において
一元的に許認可を行う必要があり、
制度の実効性、行政事務の効率的な
実施の観点からもこうした仕組みが
妥当である。

富岡町

電源地域の再生計
画（電源交付金の町
村における一般財源
化）

1151 1151010 110370
電源交付金制度の見
直し

交付金制度を見直し、電源立
地地方の独自の一般財源化と
する。

使途のない財源として定額交付 ２２から２４に同じ

電源開発促進税法第１条
発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的として、電
源地域の地方公共団体が実施する各
種事業の費用に充てるため交付され
るものである。２００３年１０月には、複
数あった交付金を統合して、交付手続
きの簡素化を図るとともに、交付対象
事業を大幅に拡充したため、地方公共
団体は実施する事業を幅広く選択する
ことが可能となっている。

5

２００３年１０月に電源三法交付金制度
を見直し、従来の主な交付金を統合し
た電源立地地域対策交付金を新設。
当該交付金の交付対象事業として、従
来の交付金の対象事業に加え、大幅
な対象事業の追加を行っており、一般
財源化を図らずとも、地方公共団体が
実施を望む事業は十二分に実施できる
内容となっている。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325010 110380 電源三法交付金事務

交付金の交付に関する地方経
済産業局長の交付権限を廃止
し、市町村に対する間接補助
事業については、政令県で概
ね完結するよう、権限を移譲す
る。

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な自
然環境の保全と復元、森林・林業の多面的機
能の発揮など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における環境に関する総合的な事務
事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲し、
政令県の自主性・主体性に委ねることにより、
地域において受益と負担の明確化が図られ、
真に住民に必要な行政サービスを地方自らの
責任で効率的・効果的に実施することが可能
となる。

　大量生産・大量消費・大量廃棄を基調とした経済社会
システムから、最適生産・最適消費・最少廃棄を基調とす
る経済社会システムへの変革を促進し、「環境の世紀」に
ふさわしい“美しい地球文明”のモデル県をめざすために
は、電源三法交付金の交付事務、国立公園内の行為の
許認可、国有林野の管理などの行政権限を可能な限り
一元化し、総合的に推進することが最も効率的・効果的
である。

電源三法交付金の交付権限について
は、本省で対応するものを除いて経済
産業局に委任しており、各自治体が局
に対して申請等の手続きを行ってお
り、局において交付決定されている。
また、一部の交付金については、都道
府県が域内市町村の交付をとりまと
め、交付の手続きを行っている。

3

政令県構想の枠組みが現実のものと
なり、国の権限が委譲されることが可
能となる場合には、その枠組みを踏ま
えて、どのような形で権限の委譲が可
能であるか検討したい。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

政令県構想の枠組みが現実のものと
なり、国の権限が委譲されることが可
能となる場合には、その枠組みを踏
まえて、どのような形で権限の委譲が
可能であるか検討したい。

茨城県

『鹿島経済特区』推
進プロジェクト構想
（＝コンビナート地域
再生プロジェクト）

1276 1276020 110390

保安四法の地方への
権限移譲②（高圧ガス
保安法）
－貯槽以外の高圧ガ
ス設備開放検査期間
変更許認可権－

　貯槽以外の高圧ガス設備の
開放検査期間変更に係る許認
可権について、安全性検証を
行える審査体制を有する県に
その権限を委譲する。

　「鹿島経済特区」（構造改革特区）において、
既に、貯槽以外の高圧ガス設備開放検査期
間変更に関し、県が独自に有する審査体制
（保安等専門委員会）での安全性検証を条件
に、２件の延長が認められたが、今後、かなり
の数の特区申請が見込まれることから、上記
体制を有する県への権限委譲の対象拡大を
図る。

　「鹿島経済特区」では、構造改革特区において、貯槽以
外の高圧ガス設備開放検査期間の変更に関し、県保安
等専門委員会で審査した上で特区認定（第１次・第３次）
を受けているが、今後、かなりのプラントの特区申請が見
込まれることから、県等が独自に有する組織等において
安全性検証が可能な場合、現在、権限移譲されている貯
槽等の高圧ガス設備に係る開放検査期間の変更の範囲
拡大にかかるをお願いするもの。

コンビナート保安規則別表第４第１項第
１８号

設備の種類、使用材料の区分に応じ、
経済産業大臣が定める期間について
は開放検査を行う必要がない。

2 Ⅲ
１６年度中に、保安検査全般について
検討を行うこととしておりその中で検討
する。

検討の中に提案者の要望もふくまれ
ているのか。また、実施内容及び実
施時期を明確にされたい。

2 Ⅲ

平成１６年度中に、開放検査周期等
保安検査の実施方法全般について検
討を行うこととしており、その中で貯
槽以外の高圧ガス設備開放検査周
期についても、事業者の設備管理の
制度に応じて都道府県が決定できる
こととする方向としている。

茨城県

『鹿島経済特区』推
進プロジェクト構想
（＝コンビナート地域
再生プロジェクト）

1276 1276010 110400

保安四法の地方への
権限移譲①（石災法）
－レイアウト新設・変
更許認可権－

　
　レイアウトの新設・変更届出
に係る許認可権について、市
町村（消防本部）にその権限を
委譲する。

　事業所レイアウトは、当該地域の周辺環境、
事業所毎の取扱物質・取扱量に伴う危険性、
また地域防災計画を勘案して最善かつ合理的
に判断されるべきもので、その届出（審査）先
を地域特性を最も把握している市町村（消防
本部）に権限委譲することにより、適切かつ迅
速な処理とファインケミカルなど生産までの時
間の長短が事業の成否を分ける先端産業の
立地促進を図る。

　事業所レイアウトの新設・変更の指示権は、現行法によ
り主務大臣（総務省他）なっているため、地域毎の特性が
活かされず全国一律に判断されている。しかしながら、事
業所レイアウトは、本来、当該地域の周辺環境、事業所
毎の取扱物質・取扱量に伴う危険性、また地域防災計画
を勘案して最善かつ合理的に判断されるべきものである
ことから、その届出（審査）先を地域特性を最も把握して
いる市町村（消防本部）及び県に権限委譲することが適
切と考える。

事業者から新設・変更に関する計画の
届出　　　　　　　↓
国で審査し、計画の内容により計画に
対する指示、不指示を実施
　　　　　　　↓
着工、工事完了後、国に「完了届」を
提出
　　　　　　　↓
国で確認検査を実施
＊計画の届出があった時は主務大臣は
関係都道府県知事及び関係市町村長に
意見を聴き、工事完了の確認をしたと
きはその旨を通知する。
＊計画に対する指示を行う時は関係行
政機関の長に対し協議し、また、関係
行政機関の長は当該計画に対する「指
示」を要請することができる。

3
　
ー

石油コンビナート等災害防止法令等に
ついては、昨今の企業災害の続発を踏
まえ、安全対策の検討を進めていると
ころであり、レイアウト審査についても
当面は国が責任を持って審査を行うべ
きであると考えており、市町村長等に
移管することは認められない。

（詳細は別紙）

提案の内容は、権限委譲により、地
域特性に応じた適切かつ迅速な処理
が可能となるというものであるが、そ
の趣旨を踏まえて。検討されたい。ま
た、将来的には検討するのか。

3

石油コンビナート等災害防止法のレイアウ
ト規制は、災害が発生した場合に、自衛
防災組織や消防機関による有効適切な消
防活動により隣接施設地区への被害の拡
大を防止するため、セットバックエリアの
確保や特定通路の幅員等により、円滑な
消防活動空間を確保し、また、災害時の
放射熱の影響を低減させるための措置等
を講じることを内容とする客観的な基準を
定めたものであり、地域の実情に応じて規
制内容に差が生ずるものではない。
審査の迅速性については、石油コンビ
ナート等災害防止法第八条第五項におい
て三月以内に審査を行うことと規定されて
いるところであるが、総務省・経済産業省
では迅速化を図るため、平成十年から三
十日以内に審査を完了させることとしてい
る。審査に際しては、消防防災上の観点
のみならず、警察庁、環境省、厚生労働
省、国土交通省、農林水産省及び関係都
道府県知事、関係市町村長の意見を聴く
仕組み（石災法第五条、第七条及び第八
条）となっており、この手続きにのっとって
事務を処理するためには三十日間は必要
最低限の期間である。仮に市町村が事務
を担っても、この手続きは必要不可欠であ
り、これ以上の迅速化は不可能である。
よって市町村長等に移管することは認め
られない。
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四日市市
四日市市臨海部工
業地帯の再生

2156 2156010 110410

石油コンビナートの施
設の新設・変更等に
係る届出先の市町村
長等への移管

石油コンビナートの施設の新
設・変更等に係る届出先につ
いては、現行法により主務大
臣（総務大臣、経済産業大臣）
と定められているところを、コン
ビナートの実情を把握している
市町村長に移管する。

石油コンビナート等災害防止法は、コンビナー
ト地域における災害の発生及び拡大の防止等
を図ることを目的としていることから、当該地
域並びに当該施設地区の周辺環境、及び事
業所毎の取扱物質、取扱量に伴う危険度など
の地域特性を踏まえた規制が必要である。こ
のことから、石油コンビナートの施設の新設・
変更等に係る届出先及び審査主体を地域特
性を十分に理解している市町村長にその権限
を移管しようとするものである。

新設・変更等の届出先（審査）を市町村長とすることによ
り、手続きの迅速化と事業者負担の軽減が図られるとと
もに、地域が規制を担当することから、現地調査の実施
など地域特性に応じたより効果的な指導が可能となり防
災面からも有効である。

事業者から新設・変更に関する計画の
届出
　　　　　　　↓
国で審査し、計画の内容により計画に
対する指示、不指示を実施
　　　　　　　↓
着工、工事完了後、国に「完了届」を
提出
　　　　　　　↓
国で確認検査を実施

＊計画の届出があった時は主務大臣は
関係都道府県知事及び関係市町村長に
意見を聴き、工事完了の確認をしたと
きはその旨を通知する。
＊計画に対する指示を行う時は関係行
政機関の長に対し協議し、また、関係
行政機関の長は当該計画に対する「指
示」を要請することができる。

3
　
ー

石油コンビナート等災害防止法令等に
ついては、昨今の企業災害の続発を踏
まえ、安全対策の検討を進めていると
ころであり、レイアウト審査についても
当面は国が責任を持って審査を行うべ
きであると考えており、市町村長等に
移管することは認められない。

（詳細は別紙）

提案の内容は、権限委譲により、地
域特性に応じた適切かつ迅速な処理
が可能となるというものであるが、そ
の趣旨を踏まえて。検討されたい。ま
た、将来的には検討するのか。

3

石油コンビナート等災害防止法のレイアウ
ト規制は、災害が発生した場合に、自衛
防災組織や消防機関による有効適切な消
防活動により隣接施設地区への被害の拡
大を防止するため、セットバックエリアの
確保や特定通路の幅員等により、円滑な
消防活動空間を確保し、また、災害時の
放射熱の影響を低減させるための措置等
を講じることを内容とする客観的な基準を
定めたものであり、地域の実情に応じて規
制内容に差が生ずるものではない。
審査の迅速性については、石油コンビ
ナート等災害防止法第八条第五項におい
て三月以内に審査を行うことと規定されて
いるところであるが、総務省・経済産業省
では迅速化を図るため、平成十年から三
十日以内に審査を完了させることとしてい
る。審査に際しては、消防防災上の観点
のみならず、警察庁、環境省、厚生労働
省、国土交通省、農林水産省及び関係都
道府県知事、関係市町村長の意見を聴く
仕組み（石災法第五条、第七条及び第八
条）となっており、この手続きにのっとって
事務を処理するためには三十日間は必要
最低限の期間である。仮に市町村が事務
を担っても、この手続きは必要不可欠であ
り、これ以上の迅速化は不可能である。
よって市町村長等に移管することは認め
られない。

美瑛町
美瑛町農業農村地
域再生構想

1181 1181060 110420
自治体名を使用した
商標登録などへの当
該自治体の関与

地域振興にむけてブランド化を
進める上で、自治体名を使用
したものが登録済みの場合、
その権利関係で障害が発生す
ることから、自治体名にかかる
商標登録などの認可に際し
て、当該自治体の同意を得る
ことを条件に加える手法。

商標法
第三条 　自己の業務に係る商品又は役務について使用を
する商標については、次に掲げる商標を除き、商標登録を
受けることができる。
　三 　その商品の産地、販売地、品質、原材料、効能、用
途、数量、形状（包装の形状を含む。）、価格若しくは生産
若しくは使用の方法若しくは時期又はその役務の提供の
場所、質、提供の用に供する物、効能、用途、数量、態様、
価格若しくは提供の方法若しくは時期を普通に用いられる
方法で表示する標章のみからなる商標
第四条 　次に掲げる商標については、前条の規定にかか
わらず、商標登録を受けることができない。
　八 　他人の肖像又は他人の氏名若しくは名称若しくは著
名な雅号、芸名若しくは筆名若しくはこれらの著名な略称
を含む商標（その他人の承諾を得ているものを除く。）
第二十六条 　商標権の効力は、次に掲げる商標（他の商
標の一部となつているものを含む。）には、及ばない。
  一 　自己の肖像又は自己の氏名若しくは名称若しくは著
名な雅号、芸名若しくは筆名若しくはこれらの著名な略称
を普通に用いられる方法で表示する商標
  二 　当該指定商品若しくはこれに類似する商品の普通名
称、産地、販売地、品質、原材料、効能、用途、数量、形状
（包装の形状を含む。次号において同じ。）、価格若しくは
生産若しくは使用の方法若しくは時期又は当該指定商品
に類似する役務の普通名称、提供の場所、質、提供の用
に供する物、効能、用途、数量、態様、価格若しく は提供
の方法若しくは時期を普通に用いられる方法で表示する商
標
  三 　当該指定役務若しくはこれに類似する役務の普通名
称、提供の場所、質、提供の用に供する物、効能、用途、
数量、態様、価格若しくは提供の方法若しくは時期又は当
該指定役務に類似する商品の普通名称、産地、販売地、
品質、原材料、効能、用途、数量、形状、価格若しくは生産
若しくは使用の方法若しくは時期を普通に用いられる方法
で表示する商標

商標中に自治体名が含まれていても、
当該部分については商標法第３条第１
項第３号により自他商品識別力が無
い産地、販売地等であると判断され
る。また、産地、販売地等の表示に
は、商標法第２６条により商標権の効
力は及ばないとされる。したがって、現
行制度は権利関係で障害が生じない
ように設計されている。なお、自治体
名が商標法第４条第１項第８号の拒絶
理由に該当すると判断された場合は、
その自治体の承諾を得なければ登録
されない。

5

商標中に自治体名が含まれていても、
当該部分については商標法第３条第１
項第３号により自他商品識別力が無い
産地、販売地等であると判断される。ま
た、産地、販売地等の表示には、商標
法第２６条により商標権の効力は及ば
ないとされる。したがって、現行制度は
権利関係で障害が生じないように設計
されている。なお、自治体名が商標法
第４条第１項第８号の拒絶理由に該当
すると判断された場合は、その自治体
の承諾を得なければ登録されない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325700 110430
「特定中小企業集積
活性化計画」の同意

特定産業の活性化に関する臨
時措置法第21条による、都道
府県が作成する「特定中小企
業の活性化に関する計画」へ
の経済産業大臣の同意を不要
とし、もって計画策定権限を政
令県に委譲する。

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

特定産業集積の活性化に関する臨時措
置法第２１条

都道府県は、同法第４条に基づき主務
大臣が定めた活性化指針に基づき、
当該都道府県内の特定中小企業集積
であってその活性化を図ることが特に
必要であると認められるものごとに、
特定中小企業集積の活性化に関する
計画を作成し、経済産業大臣に協議
し、その同意を求めることが出来る。

3

国が財政上の支援措置を講ずるものと
されている計画を自治体が作成する場
合については、国は財政資源の有限
性にかんがみ、かかる財政支援が中
小企業施策上の適切性を有することを
担保する観点から、国は当該計画につ
いて同意をすることが必要であるため

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

国が財政上の支援措置を講ずるもの
とされている計画を自治体が作成す
る場合については、国は財政資源の
有限性にかんがみ、かかる財政支援
が中小企業施策上の適切性を有する
ことを担保する観点から、国は当該計
画について同意をすることが必要で
あるため

堺市 地域雇用再生構想 2088 2088020 110440
中小企業支援法に関
する権限委譲

中小企業支援法施行令第2条
に指定する市に堺市を加え、
中小企業支援法の制度活用を
可能にする。

本市において、国の制度を活用し、既存企業
の振興を図る施策をより充実させることにより
地域経済の活性化を図り、ひいては雇用の創
出に努める。

本市には臨海部及び内陸部に中小企業が集積しており、
これらの振興を図り、雇用の創出を行うため。

中小企業支援法施行令第２条

法第３条第１項の政令で指定する市
は、次のとおりとする。
一　札幌市
二　仙台市
三　千葉市
四　さいたま市
五　横浜市
六　川崎市
七　名古屋市
八　京都市
九　大阪市
十　神戸市
十一　広島市
十二　北九州市
十三　福岡市

3

経済産業省が定めた中小企業支援計
画に基づき中小企業支援事業を実施
する意義・必要性が認められるのは都
道府県規模の地理的広さ、又は政令
指定都市規模の人口を有する地方公
共団体である。

地理的及び人口規模の基準が不明
確であり、地域振興の観点から、要望
を実現することが出来ないか再度検
討されたい。

3

経済産業省が定めた中小企業支援
計画に基づき中小企業支援事業を実
施する意義・必要性が認められるの
は都道府県規模の地理的広さ、又は
政令指定都市規模の人口を有する地
方公共団体である。
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11　経済産業省　再検討要請
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想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
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c.管理
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27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
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類

40.措
置等
の方
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41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

墨田区
墨田区産業活力創
生構想

1191 1191020 110450
経営革新計画（経営
革新支援法）承認権
限の市長等への委譲

「中小企業経営革新支援法」に
基づく「経営革新計画」の承認
に関する都道府県知事の権限
の市町村長への委譲

　経営革新に意欲的な企業に対して、中小企
業経営革新支援法に基づく各種支援策（助成
制度、低利融資制度、債務保証制度、税制上
の優遇措置等）を活用しやすい環境を整備す
ることにより、経営革新に取り組む企業を多数
創出することをもって、地域産業の活力の再
生を図る。

　現状では、経営革新に意欲的な企業であっても、中小
企業経営革新支援法に基づく各種支援策を活用するた
めに必要な都道府県知事の承認を得るまでには、経営
革新計画を作成することが心理的に大きな負担となって
いることなどから、経営革新にチャレンジしないケースが
見受けられる。
　経営革新に意欲的な企業に対して、基礎的自治体であ
る墨田区がきめ細かな経営指導等を行い、認定に向けた
サポートを行うことで、経営革新へのチャレンジを促進す
ることができる。

地方自治法・中小企業経営革新支援法

地方自治法により、都道府県知事が
当該権限を市町村長の権限に委譲す
る条例を定めた場合においては、市町
村長への権限の委譲は可能である。
なお、中小企業経営革新支援法にお
ける都道府県知事の権限に属する事
務についても、上記の地方自治法に
基づき、市町村長の権限への委譲は
可能である。

5

商工行政に関しては、ある程度広域的
な観点から行うことが必要であり、従来
から中小企業支援施策の多くが都道
府県単位で行われてきている。
　また、地方分権推進委員会第５次勧
告（平成１０年１１月）の中小企業支援
策において、「地方公共団体」が一定
の役割を果たしつつ」、支援対象を選
定できるよう「地域性の高い業種につ
いては都道府県が計画承認を行う制
度とする」ことが盛り込まれていること
から、地域性の高い事業については都
道府県が経営革新計画の承認を行うこ
ととしている。
　なお、地方自治法により、都道府県
知事が当該権限を市町村長の権限に
委譲する条例を定めた場合において
は、市町村長への権限の委譲は可能
である。さらに、中小企業経営革新支
援法における都道府県知事の権限に
属する事務についても、上記の地方自
治法の規定に基づき、市町村長の権
限への委譲は可能である。

地域再生計画の中で、認定された地
域において、実現することが出来ない
か検討されたい。

5

商工行政に関しては、ある程度広域
的な観点から行うことが必要であり、
従来から中小企業支援施策の多くが
都道府県単位で行われてきている。
　また、地方分権推進委員会第５次
勧告（平成１０年１１月）の中小企業支
援策において、「地方公共団体」が一
定の役割を果たしつつ」、支援対象を
選定できるよう「地域性の高い業種に
ついては都道府県が計画承認を行う
制度とする」ことが盛り込まれている
ことから、地域性の高い事業について
は都道府県が経営革新計画の承認
を行うこととしている。
　なお、地方自治法により、都道府県
知事が当該権限を市町村長の権限
に委譲する条例を定めた場合におい
ては、市町村長への権限の委譲は可
能である。さらに、中小企業経営革新
支援法における都道府県知事の権限
に属する事務についても、上記の地
方自治法の規定に基づき、市町村長
の権限への委譲は可能である。

墨田区
墨田区産業活力創
生構想

1191 1191010 110460

研究開発等事業計画
（創造活動促進法）認
定権限の市長等への
委譲

「中小企業創造活動促進法」に
基づく「研究開発等事業計画」
の認定に関する都道府県知事
の権限の市町村長への委譲

　創造的事業活動に意欲的な企業に対して、
中小企業創造活動促進法に基づく各種支援
策（助成制度、低利融資制度、債務保証制
度、税制面での優遇措置等）を活用しやすい
環境を整備することにより、創造的事業活動
に取り組む企業を多数創出することをもって、
地域産業の活力の再生を図る。

　現状では、創造的事業活動に意欲的な企業であって
も、中小企業創造活動促進法に基づく各種支援策を活用
するために必要な都道府県知事の認定を得るまでには、
研究開発等事業計画を作成することが心理的に大きな
負担となっていることなどから、創造的事業活動にチャレ
ンジしないケースが見受けられる。
　創造的事業活動に意欲的な企業に対して、基礎的自治
体である墨田区がきめ細かな経営指導等を行い、認定に
向けたサポートを行うことで、創造的事業活動へのチャレ
ンジを促進することができる。

中小企業の創造的事業活動の促進に関
する臨時措置法

　研究開発等事業計画の認定等につ
いては、都道府県知事の自治事務と
なっている。

5：現
行の
規定、
取扱
い等
により
既に
実現
が可
能

　創造法においては、商工行政に関し
てはある程度広域的な観点から行うこ
とが必要であること、従来から中小企
業支援施策の多くが都道府県単位で
行われてきていることから商工行政に
対して経験が豊富であること等の理由
から、研究開発等事業計画の認定を都
道府県知事が行うこととしている。
　なお、地方自治法により、都道府県
知事が当該権限を市町村長又は特別
区長へ権限移譲することは可能であ
り、創造法においても都道府県知事の
権限において市町村長又は特別区長
への権限移譲を妨げていない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325640 110470

商工会議所の設立の
認可など、商工会議
所法に規定する経済
産業大臣の権限に属
する事務

「商工会議所法」に規定する経
済産業大臣の権限に属する事
務の一部については、「商工会
議所法施行令」により県知事
が行うこととされている。県に
おいては、この事務を「静岡県
事務処理の特例に関する条
例」により関係市へ権限移譲し
ている。
　このため、商工会議所法に規
定する各許認可事務は、国と
市の二つに分かれている。そ
のうち、国の許認可権限を政
令県に移譲する

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支援、
高付加価値の製造業等への支援、独創的で
多彩な産業の創出・高度化、雇用の安定・創
出及び就業環境の向上など様々な政策手法
を組み合わせて、地域における元気な産業づ
くりに関する総合的な事務事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事業権
限を移譲し、政令県の自主性・主体性に委ね
ることにより、地域において受益と負担の明確
化が図られ、真に住民に必要な行政サービス
を地方自らの責任で効率的・効果的に実施す
ることが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の能力
を活用した起業等を通して、豊かな生活を築き、その意
欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦できることを基本
目標に、産業の競争力の向上や誰もが能力を発揮できる
雇用環境の実現を図るためには、農地管理、商工会議
所に関する許認可や労働局が行う雇用対策などの行政
権限を可能な限り一元化し、総合的に推進することが最
も効率的・効果的である。

【商工会議所法】
・設立の認可（第27条第１項、２項、第28
条）
・定款変更の認可（第46条第2項、３項）
〔目的、名称、事業、地区、会員、役員、
議員、議員総会、常議員会、経理に関す
る事項〕
・設立認可の取消し（第59条第１項第2
号）
・地区の変更又は解散すべき旨の勧告
（第59条第２項）
・地区の変更又は解散すべき旨の勧告
に従わないときの設立認可の取消し（第
59条第３項）
・解散の認可（第60条第２項、３項）
・清算人の選任（第61条）
・財産処分の方法の認可（第62条第1
項、２項）

商工会議所の有する広域性、国際性
等の性格に鑑み、設立認可権限等組
織の根幹に関わるものは国に留保し、
軽微な定款変更の許可権限、届出・報
告の受理等の日常的な監督権限は、
都道府県知事に移譲している。

3

・商工会議所法は、国民経済の健全な
発展を図り、兼ねて国際経済の進展に
寄与することを目的としている（法第１
条）。これを受けて、商工会議所の事業
としては、単に地域内の商工業の振興
に留まらず、①税関手続の簡素化に関
する国際条約（ジュネーヴ条約）に基づ
く輸出品の原産地証明を行うこと（法第
９条第６号）、②国際的な商事取引の
紛争に関するあっ旋、調停又は仲裁を
行うこと（法第９条第１２号）等、広域
的・国際的な役割を有する機関として
事業活動を行うこととしている。
・このように商工会議所の有する広域
性・国際性等の組織の性格に鑑み、一
地域内にとどまらず、全国的・国際的な
観点から商工会議所の事業が実施さ
れることを国自ら監督するために、設
立認可権限等の組織の根幹に関わる
ものは国の権限とすることが適当であ
る。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

・商工会議所法は、国民経済の健全
な発展を図り、兼ねて国際経済の進
展に寄与することを目的としている
（法第１条）。これを受けて、商工会議
所の事業としては、単に地域内の商
工業の振興に留まらず、①税関手続
の簡素化に関する国際条約（ジュ
ネーヴ条約）に基づく輸出品の原産
地証明を行うこと（法第９条第６号）、
②国際的な商事取引の紛争に関する
あっ旋、調停又は仲裁を行うこと（法
第９条第１２号）等、広域的・国際的な
役割を有する機関として事業活動を
行うこととしている。
・このように商工会議所の有する広域
性・国際性等の組織の性格に鑑み、
一地域内にとどまらず、全国的・国際
的な観点から商工会議所の事業が実
施されることを国自ら監督するため
に、設立認可権限等の組織の根幹に
関わるものは国の権限とすることが
適当である。
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栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211010 110480
政府系金融機関の金
融環境変化対応資金
の融資条件の緩和

国民生活金融公庫、中小企業
金融公庫及び商工組合中央金
庫の｢金融環境変化対応資金｣
について、貸出基準を緩和して
踏み込んだ融資を行うととも
に、現在、担保と保証人が必
要とされているが、これを、原
則として無担保、第三者保証
人なしの制度とする。

国民生活金融公庫、中小企業金融公庫及び
商工組合中央金庫の｢金融環境変化対応資
金｣について、原則として無担保、第三者保証
人なしの制度とする。これにより、足利銀行の
破綻により資金繰りの悪化が懸念される中小
企業に対する円滑な資金供給を可能とする。

地域の中核的な金融機関が破綻した地域では、地域企
業への資金供給に支障が生じることにより、信用収縮や
連鎖倒産等の発生が懸念されるが、これを防止するには
企業に対する政府系金融機関による潤沢な資金供給が
不可欠である。政府系金融機関である、国民生活金融公
庫、中小企業金融公庫及び商工組合中央金庫の金融機
関破綻対策資金である｢金融環境変化対応資金｣を無担
保・第三者保証なしの制度とすることにより、同資金の利
用がより一層促進され、県内中小企業に対する円滑な資
金供給が可能となり、地域経済の安定化が図られる。

国民生活金融公庫法第18条第28条

中小企業金融公庫法第19条第30条

商工組合中央金庫法第28条41条

通達（国民生活金融公庫特別貸付制
度要綱、中小企業金融公庫特別貸付
制度要綱、商工組合中央金庫特別貸
付制度要綱）

金融環境変化対応資金について
は、金融機関破綻等、取引状況の
変化による一時的な資金繰り難と
なっている事業者の中長期的な業
況の回復、事業継続と返済能力を
確実なものと判断する為に、経常
利益の計上、経営状況の悪化が見
られないこと、という条件を付し
ている。

また、特例措置により、国民生活
金融公庫においてはリスクに見
合った上乗せ金利を付すことで、
１千万円を限度として担保や第三
者保証人を不要としている（平成
１６年度より貸付限度額を１５０
０万円まで引き上げ）。同様に、
中小企業金融公庫及び商工組合中
央金庫においては、８千万円を限
度として担保徴求の一部免除（融
資額の50％）と代表者個人保証の
みとしている。（別紙１，２，
３）

商工中金では５千万円を限度とし
て無担保、無保証を不要とする制
度がある。
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地域の信用秩序の維持に重大な支障が生じる
おそれがあるものとして、いわゆる金融危機
対応の破綻処理が行われた金融機関に係る金
融環境変化対応資金の貸出基準の緩和、原則
担保・第三者保証人を不要とする為には、金
融機関との取引状況が変化している事業者に
おいて中長期的な業況回復、事業継続と返済
能力の確実性を担保する必要があることか
ら、提案事項に対しては提案者の協力を得
て、リスクデータを十分蓄積し、リスクを適
切に算定することが可能となった後、リスク
に見合った上乗せ金利を付すこと等による条
件緩和について検討することとなる。

なお、ご指摘の「金融環境変化対応資金」制
度と併用して、国民生活金融公庫では、１千
万円を限度として第三者保証人を不要とする
特例措置（平成１６年度より貸付限度額を１
５００万円まで引き上げる）があり、中小企
業金融公庫及び商工組合中央金庫では、第三
者保証人が不要で融資額の５０％（８千万円
を限度）まで担保徴求を免除する制度があ
る。

さらに、商工組合中央金庫では、既に５千万
円を限度として無担保・第三者保証人を不要
とする制度がある。

金融環境変化対応資金の条件緩和
については、栃木県に限定して実
施されるのか。

1 Ⅴ

　本資金の条件緩和に当たって
は、提案者の協力により、リスク
データを十分蓄積し、リスクを適
切に算定することが可能となるこ
とを前提としており、これを踏ま
え、当該措置を実施する場合の適
用範囲を含めた詳細について、検

討することとする。

日興コー
ディアル証
券株式会社

地域資本市場創成
プロジェクト

3024 3024020 110490
横断的な支援の為の
行政ネットワーク作り

地域において創成プロジェク
ト・チームが具体的な実務検討
を行った結果発生する行政上
の問題点確認の為に再生本部
に窓口を設置して、関係省庁
間の横断的協力を求める。

地域資本市場創成における行政上の実務的
問題点を迅速に確認していくとともに、その問
合せあわせ内容と結果を公表していくので、
結果として地域資本市場の基礎構築を早期に
行うことが可能となる。

横断的な支援の為の開かれた行政窓口の設置により、
地域における具体的な実務検討のネットワーク化を加速
できる。
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本提案は「再生本部に関係省庁の窓
口を作る」ということであり、窓口の創
設については内閣府、産業再生本部
の所管である。

浜松市
世界都市浜松・地域
経済振興構想

1287 1287010 110500

商業利用を可能とす
る公共空間の占用，
使用主体及び占用，
使用施設等の緩和

占用・使用許可の緩和
・占用，使用主体の拡大（管理
者，地方公共団体が適切と認
める団体等）
・占用施設の制限緩和（地域
経済の活性化を目的に賑わい
を創出する施設）
・占用許可の期間の制限の緩
和（占用施設が地域における
目的達成のための期間を占用
期間と設定する。）

公共空間及び公共施設において，商業利用
が可能となるよう，施策の集中・連携及び弾力
的な運用をし，アミューズメント施設や集会場
の設置，及び施設内における民間事業者の参
入を図る。
○地域経済の活性化のため，都市公園にお
ける民間事業者の参入を図る。
新清掃工場水泳場においては，PFI手法によ
り事業を進めているところであるが，一部が都
市公園に当たるため，施設への民間事業者参
入が困難な状況にあり，弾力的な運用をさせ
ていただきたい。
○地域経済の活性化のため，道路，河川敷等
の空間における民間事業者の参入を図る。

　公共空間の利用については，利用者，利用内容，利用
期間等制限があり，活用が困難である。地域の賑わいづ
くりに活用できるスペースとして，また，民間活力を導入し
て，より魅力ある空間を形成し，多くの市民が訪れること
は，事業地のみならず，地域経済への波及効果は多大
なものとなる。

・産業クラスター計画
・若者自立・挑戦プランの推進
・大学発ベンチャー１０００社計画の推進
等

別添参照
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6　御提案の占用・使用許可の緩和、占
用施設の制限緩和、占用許可の期間
の制限の緩和については、担当でな
い。

５　当省への具体的御要望の関係省庁
との連携による地域経済活性化への
取り組みにつきましては、これまでも地
域経済の活性化を図るため、産業クラ
スター計画、若者自立・挑戦プランの推
進、大学発ベンチャー１０００社計画の
推進等、各種施策を実施しているとこ
ろであり、引き続き、関係省庁と連携し
地域経済の活性化に取り組んでまい
る。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。
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6　御提案の占用・使用許可の緩和、
占用施設の制限緩和、占用許可の期
間の制限の緩和については、担当で
ない。

５　当省への具体的御要望の関係省
庁との連携による地域経済活性化へ
の取り組みにつきましては、これまで
も地域経済の活性化を図るため、産
業クラスター計画、若者自立・挑戦プ
ランの推進、大学発ベンチャー１０００
社計画の推進等、各種施策を実施し
ているところであり、引き続き、関係省
庁と連携し地域経済の活性化に取り
組んでまいる。

個人 三隈川水面あぞび 3029 3029010 110510 三隈川水面あぞび

・日田市の遊船は夜間宴会等
の利用のみに限られている。こ
れは、昼間船頭を確保できな
いためであり、観光ガイドが出
来る若年の船頭を育成し、昼
間帯の遊船利用で観光の幅を
拡大する。そのための、人材確
保のための財政的支援、研修
に要する支援、また観光人材
バンク（仮称）設立に関する財
政支援。河川管理に関する規
制の緩和。

①若年者雇用　年収250万円×6名＝1500万
円
②観光人材バンク設立　300万円
③遊船建設　　　　　　　　500万円

①若年者の雇用の確保
②住民自主参加による観光資源の有効活用
③三隈川観光の活性化による宿泊客の増

なし 現制度で対応不可 3
人材確保のための財政支援について
は、新たな予算措置が前提となるため
不可能。
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カゴヤ・ジャ
パン株式会
社

Ubiquitous
Recommendation
System(URS)

3092 3092010 110520
システム構築費の助
成、研究施設の貸与、
国管理施設への協力

国の機関でないと利用できな
い研究施設や技術を、地域活
性化のために民間事業が利用
しやすくするための窓口や基
準を設ける。また国が管理して
いる施設についても協力体制
が依頼できる窓口や基準を設
ける。

観光事業に「予測型情報提供エンジン」を元にした
データ収集・解析・配信システム「Ubiquitous
Recommendation System(URS)」を提供します。
RFID技術を用いた個人識別機能付き非接触型クレ
ジットカードで、人の移動・商品購入・宿泊・各種企
画に参加することができます。これらの情報は行動
履歴として全て記録され、その情報と様々な補正情
報から利用者の嗜好性を推測し、予測されるニーズ
に合致した情報を電子メールや専用端末から受け
取ることができます。運営には情報登録端末を参加
事業者に貸与し、販売する商材やサービスに関す
る属性情報を提供する仕組みを有料で提供しま
す。カード利用者はたとえば消費者は次に訪れる場
所を決めていなくても、自らの好みに合った商品の
紹介をシステムに明示的に指示することなく受け取
ることができます。ホテルでは予約客がどのような
サービスを期待しているかが事前にわかります。美
術館では来場者の館内行動をモニターすることが
でき、どの展示が最も注目を集めたのか、また次に
求められるテーマは何かを事前に知ることができま
す。本事業の利用者拡大により、中小零細企業な
どの雇用を促進します。新たな雇用ポストの創出と
事業拡大による雇用枠の拡大は、全体の10%が新
規雇用を行うと仮定すると、3,000人の新規雇用を
創出し、新商品・サービスの提供や起業を促し、地
域再生の促進を可能とします。

URSが利用者の行動履歴と様々な補正情報から利用者
の嗜好性を推測するためには、最適なデータ解析手法の
開発に必要となる研究施設の協力が必要となります。こ
れらの研究施設は民間事業者に開放していないところも
ありますが、これらの協力があればプロジェクトの開発が
円滑になりコストもおさえることができます。またこのプロ
ジェクトは国及び地方自治体が管理している公共スペー
ス（観光地で言えば御所など)内・道路への端末の設置に
あたっての協力が条件となります。限定された場所のみ
での事業は利用者、提供者へのメリットを生み出せなくな
りプロジェクト自体の消滅にもなりかねないため支援措置
を必要とします。

5

国において、システム構築を行う際の
研究施設については、委託先等事業
者の所有施設である。また、開発され、
事業の成果として国の所有となった技
術や、その評価結果については、報告
書等で公開されることとなっており、民
間事業者を含め広くこの成果を活用で
きるよう配慮している。

社団法人日
本プロジェ
クト産業協
議会

東京湾臨海部再生
プロジェクト　例：羽
田空港再拡張・国際
化関連プロジェクト
（神奈川口拠点開発
事業、東海道貨物支
線旅客化・川崎アプ
ローチ線整備事業、
羽田アクセス橋建設
事業）、都市型集客
施設整備プロジェク
ト、物流拠点・環境リ
サイクル拠点・防災
拠点

3101 3101060 110530
税制・財政・金融上の
措置

①社会投資ファンド（仮称）の
優先適用
②PFIのさらなる推進
③コミュニティボンド等地方自
治体の債務負担行為に対する
公債費比率の拡大
④企業誘致助成金の要件緩
和　　　　　　　　　　　　　⑤鉄道
事業制度に基づく補助制度の
要件緩和、鉄道事業者への運
営補助等の適用拡大
⑥地域開発のための各種ファ
ンドの購入者に対する減免措
置
⑦政策金融制度の創設

経済性の低さを補完しない限り民間としては投資に踏み
切れない。

（地方公共団体が実施する事業につい
て課税の一部または全部を免除してい
るなどの優遇措置がなされている事業
の税制優遇措置の根拠条文のすべて。
地方公共団体が実施する事業について
補助金を交付しており、かつ、同事業を
民間事業者が行う場合において交付要
件、補助率において地方公共団体と差
違をつけている補助金の交付要綱の全
て）

（地方公共団体が実施する事業につ
いて課税の一部または全部を免除し
ているなどの優遇措置がなされてい
る。地方公共団体が実施する事業に
ついて補助金を交付しており、かつ、
同事業を民間事業者が行う場合にお
いて交付要件、補助率において地方
公共団体と差違をつけている。）

3・6

本構想の個別の事業が明らかになった
段階で、当省において可能な措置の存
否を精査し、具体的な措置の検討を行
う。【３】
また、税制措置に関しては、一義的に
は財務省及び総務省の所管である。
【６】

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3・6

本構想の個別の事業が明らかにな
り、提案の内容が当省の補助金に係
る内容であると確定した段階で、当省
においてイコールフィッティングの観
点から、BOT方式、BTO方式を問わ
ず補助対象とできないか等、可能な
措置の存否を精査し、具体的な措置
の検討を行う。【３】
また、税制措置に関しては、一義的に
は財務省及び総務省の所管である。
【６】

ゼッタテクノ
ロジー株式
会社

地域再生・知のユキ
ビタス社会構築プロ
ジェクト

3107 3107010 110540
コミュニティ・クリエー
ター育成事業に関す
る財政措置

１．地域活性化対策費等、補
助金にて補助金・交付金に計
上する。２．外国人医師の治療
免許登録について緩和措置を
する。

コミュニティークリエーターを育成事業

①現下の地方公共団体の財政悪化では、地域創生の為
の新事業の創出が実施できにくい状況にあるため。②地
方公共団体の条例・規則による取決が設置の障害になっ
ているため。

- - 6 - 当省の所管ではない。

相模原市
新都市農業推進計
画

1160 1160040 110550

新事業支援施設出資
事業（地域整備振興
公団）の出資範囲拡
大
（施策利便の向上）

現在、新事業支援施設出資事
業は、技術開発・商品・サービ
ス開発を前提にした貸オフィ
ス・貸ラボラトリーを中心に支
援されているが、これをアウト
ソーシングの一環として設立さ
れる新都市農業推進計画の推
進母体である第3セクターの株
式会社が行う「農業版支援施
設整備事業」に範囲を拡大す
るもの。

第3セクターの株式会社が農業のフィールドと
なる農地の取得や支援施設の整備を行い、農
業及び関連産業の創業・新規分野進出の支
援を行う。
・アグリテクニカル＆メディカル創造
　（農業版産学連携）事業
・アグリセンター事業
・アグリセラピー事業
・バイオマスフロンティア事業
・ヤングファーマー・インキュベート
　事業

新事業支援施設出資事業は、主として技術開発、新たな
商品サービス開発等を支援するための貸オフィス、貸ラ
ボラトリーが前提であるが、農業分野では、そのフィール
ドとなる農地の取得整備や直売所等支援施設の形態が
異なる。そのため、それらを整備する第3セクターの株式
会社へ事業対象を広げる必要がある。

新事業創出促進法第２６条第１項第４号

地域振興整備公団が行う新事業支援
施設出資事業は、同意集積計画に係
る高度技術産業集積地域及び基本構
想に定められた高度研究機能集積地
区において、高度技術に関する研究
開発及びその研究成果を活用した事
業を行うための事業場として相当数の
企業に利用させるための施設の整備
を行うものを出資の対象としている。

6

当省所管分野内での対応であれば現
行制度で可能であるが、貴市地域再生
構想の中身は、農林水産省の所管の
範囲である農業の範疇での新農産品
の開発、食品の販路の開拓が想定さ
れており、当省所管事項ではない。

福島県
ベンチャーランドふく
しま

1197 1197020 110560

新事業創出促進法に
より猶予期間が与えら
れた最低資本金の増
資について期間を延
長する。

最低資本金規制の特例をこれ
までの５年間から延長する。

最低資本金規制の特例については、会社設
立から５年間認められているところであるが、
これを１０年に延長し、企業育成を効果的に推
進したい。

起業家の資金調達は依然として厳しい環境にあり、適用
除外期間５年で法定資本金まで増資することは現実的厳
しい状況である。

新事業創出促進法第十条の十八

経済産業大臣の確認を受けた創業者
（事業を営んでいない個人）の設立す
る株式会社・有限会社については、商
法・有限会社法の最低資本金規制が
設立の日から５年間、適用除外とな
る。

3

現在、法制審議会会社法部会におい
て最低資本金の見直しを含めた会社
法改正案につき審議が行われており、
これらの改正は２００５年の通常国会へ
の法案提出を予定しているところ。当
省としては、ご要望いただいている最
低資本金規制特例の猶予期間延長に
ついては、審議会での結果を踏まえ必
要に応じ検討していく。

要望内容を検討対象に含め、実現に
向けて再度検討されたい。

3

現在、２００５年の会社法改正に向け
た法制審議会において、最低資本金
規制の撤廃を含めた議論が行われて
おり、その結果を踏まえた上でなけれ
ば現時点では要望についての対応は
検討できない。
※審議会の結果、最低資本規制特例
が撤廃となれば本要望は自ずと実現
可能となるため

伊万里市
伊万里サステイナブ
ル・フロンティア構想

2005 2005010 110570
新事業支援施設整備
に係る要件の緩和

新事業創出促進法第２６条第
２項第２号に規定された、特定
高度研究機能集積地区の条
件を廃することにより、同法第
１８条による基本構想を策定せ
ずに、地域振興整備公団に
よって新事業支援施設の整備
を行うことを可能にする。

地域振興整備公団による新事業創出型事業
施設整備事業の実施

新事業創出促進法第１８条に規定された基本構想を策定
しなければ、同法２６条第２項第２号に基づく地域振興整
備公団による新事業支援施設の整備を行うことができな
い。

新事業創出促進法第１８条、第２６条第
１項第４号、同条第２項第２号

新事業創出促進法第１８条により都道
府県等が作成する基本構想において
高度研究機能集積地区を設定でき
る。地域振興整備公団が、第２６条第
２項第２号に基づき、委託を受けて、
特定高度研究機能集積地区における
新事業支援施設等の整備、賃貸その
他の管理及び譲渡や、同条第１項第４
号に基づき、新事業支援施設の整備
及び管理の事業を行う者に対し、その
事業に必要な資金の出資を行い、又
は出資を行った当該者の委託を受け
てその施設の整備、賃貸その他管理
の事業を行う。

3

高度研究機能集積地区は、研究機関
が有する高度技術と企業が有する技
術が融合されることによって、新事業の
創出される蓋然性が極めて高いことか
ら、政策的に支援している。平成１３年
１２月１８日特殊法人等改革推進本部
決定の特殊法人等整理合理化計画に
おいて、地域振興整備公団の新事業
創出基盤整備事業については、広域
的に効果が高いものや先導的役割を
果たすものなど国として真に関与すべ
きものに限定するとなっていることか
ら、高度研究機能集積地区の要件を外
すことはできない。

地域再生の観点から、計画が認定さ
れた地域については、撤廃又は緩和
が出来ないか検討されたい。

3

本法においては、都道府県・政令指定都
市に対して、高度研究機能集積地区に関
する事項を含む基本構想の作成を認める
ことにより、都道府県・政令指定都市のイ
ニシアティブの下での新事業創出を促進
することとしている。また、高度研究機能
集積地区において地域振興整備公団が
関与する新事業支援施設の整備等を促
進しているのは、高度技術に関する研究
機関が相当数存在する当該地区において
新事業支援施設の整備等を行うことに
よって、より効率的・効果的に新事業創出
が促進されることが十分見込まれるため
である。
しかるに、都道府県・政令指定都市が高
度研究機能集積地区として基本構想にお
いて定めた地区以外の場所、換言すれ
ば、新事業支援施設の整備等を行っても
効率的・効果的に新事業創出が促進され
ることが見込まれない場所において新事
業支援施設の整備等を行うことは、自ら
の区域内において地域資源を有効に活用
した新事業の創出を促進しようとする都道
府県・政令指定都市の意向に沿うものと
は認められず、かかる場所で新事業支援
施設の整備等を行うことは適当でない。
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会津若松市
（仮称）会津ベン
チャーランド構想

1041 1041020 110580
インキュベート施設等
の設置に伴う補助要
件の緩和

新事業創出促進法での対象範
囲を民間業者までに拡大する
ことや、高度技術産業集積地
域や高度研究機能集積地区
等の対象地区の限定も解除す
る。

会津大学周辺の空き施設を再利用してイン
キュベート施設を整備する際の補助要件を緩
和し、補助対象として措置する。

現在の補助要件を満たすには大規模な地域計画が必要
であり、補助要件を該当させるだけの計画策定にのみ振
り回され、民間の先端的な研究開発を支援する機会を逸
脱する危険性がある。補助制度と民間活用を適宜組み
合わせて効果の高い事業展開が期待できる。

新事業支援施設整備費補助金交付要
綱第３条

交付対象地域は新事業創出促進法に
基づく高度技術産業集積地域，高度
研究機能集積地区，地域産業集積活
性化法に基づく基盤的技術産業集積
活性化促進地域、中心市街地活性化
法に基づく特定中心市街地である。

3・5

補助要件については、厳しい予算制約
の下で政策効果を最大化する観点から
決定しているものであり、補助要件の
緩和については新たな予算措置が前
提となり、不可能。【３】
なお、新事業支援施設整備費補助金
の交付対象地域である高度技術産業
集積地域，高度研究機能集積地区，基
盤的技術産業集積活性化促進地域に
ついては、都道府県が、特定中心市街
地については市町村に指定もしくは策
定の権限があり、現行制度で対応可
能。【５】

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3・5

提案の趣旨を踏まえ検討した結果、
補助要件については、厳しい予算制
約の下で政策効果を最大化する観点
から決定しているものであり、補助要
件の緩和については新たな予算措置
が前提となり、不可能であると判断。
【３】
なお、新事業支援施設整備費補助金
の交付対象地域である高度技術産業
集積地域，高度研究機能集積地区，
基盤的技術産業集積活性化促進地
域については、都道府県が、特定中
心市街地については市町村に指定も
しくは策定の権限があり、現行制度で
対応可能。【５】

鈴鹿市
健康・福祉・リハビリ
テーション関連人材
育成・産業創出構想

2129 2129010 110590
新事業支援施設整備
費補助金の対象要件
の拡大

経済産業省において，地方公
共団体が中小・ベンチャー企業
の創出と雇用の拡大等を通じ
て地域経済の活性化を図るた
めに行なう新事業支援施設の
整備に対して事業費の１／２の
支援を行うとされるが，補助要
件である対象地域（高度技術
産業集積地域，高度研究機能
集積地区，特定中心市街地，
基盤的技術産業集積活性化
促進地域）外の区域であって
も，支援の対象とする。

地域産業の基盤を支えている市内既存中小
企業の技術力の向上，研究開発支援等をワン
ストップで実施できる核施設の設置によって市
内中小企業の活性化を図り，ひいては，市財
政の安定化を目指すため，ＮＴＴ西日本鈴鹿
研修センタ跡地の一角（6,600㎡）を取得すると
ともに，既存建物（延べ床面積約4,200㎡）の
衛生施設等の改修，浄化槽設置及び備品の
購入を行う。

当該地域は補助要件の地域である特定中心市街地にほ
ぼ隣接しており，また平成１６年３月末まで基盤的技術産
業集積活性化促進地域に認定されている地域でもあり，
ポテンシャルの高い地域であるため。

新事業支援施設整備費補助金交付要
綱第３条

交付対象地域は新事業創出促進法に
基づく高度技術産業集積地域，高度
研究機能集積地区，地域産業集積活
性化法に基づく基盤的技術産業集積
活性化促進地域、中心市街地活性化
法に基づく特定中心市街地である。

3・5

補助要件については、厳しい予算制約
の下で政策効果を最大化する観点から
決定しているものであり、補助要件の
緩和については新たな予算措置が前
提となり、不可能。【３】
なお、新事業支援施設整備費補助金
の交付対象地域である高度技術産業
集積地域，高度研究機能集積地区，基
盤的技術産業集積活性化促進地域に
ついては、都道府県に、特定中心市街
地については市町村に指定もしくは策
定の権限があり、現行制度で対応可
能。【５】

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3・5

提案の趣旨を踏まえ検討した結果、
補助要件については、厳しい予算制
約の下で政策効果を最大化する観点
から決定しているものであり、補助要
件の緩和については新たな予算措置
が前提となり、不可能であると判断。
【３】
なお、新事業支援施設整備費補助金
の交付対象地域である高度技術産業
集積地域，高度研究機能集積地区，
基盤的技術産業集積活性化促進地
域については、都道府県が、特定中
心市街地については市町村に指定も
しくは策定の権限があり、現行制度で
対応可能。【５】

富山県
とやま産業活性化プ
ロジェクト

1291 1291020 110600
産業再配置促進補助
金の弾力運用

・産業再配置促進補助金に
よって造成した基金（デザイン
振興基金）を取り崩すこと
・事業に必要な財産購入等に
充当すること（補助金交付時及
び取崩時）
を容認いただきたい。

　消費者ニーズの高度化や多様化に対応するため
には、地元製品のデザイン性向上による高付加価
値化が不可欠であることから、本県では、昭和62年
から平成10年までに産業再配置促進補助金の助成
を受けて造成したデザイン振興基金（約7億4千万
円）の運用益を活用し、「総合デザインセンター」を
中心に、デザイン支援を積極的に行っている。
　一方、近年の低金利政策により、当該基金運用益
によって行われる事業費を十分に確保することは難
しい状況となっている。
　緩やかに持ち直している本県経済を軌道に乗せ
るためには、県内製造業者のデザイン開発能力の
向上が不可欠なため、
「補助金等に係わる予算の執行の適正化に関する
法律」、「産業再配置促進環境整備費補助金交付
規則」の該当条項を弾力的に運用いただき、
①産業再配置促進補助金によって造成した基金
（デザイン振興基金）の（５年間程度に限った）取り
崩し
②当該資金について、デザイン支援のための機器
等財産購入及び事業への充当
を行い、県内企業のデザイン開発能力の支援を積
極的に行っていくことを容認いただきたい。

　厳しい環境下、県内製造業においては、付加価値増大
のためにデザイン開発能力の向上が不可欠となってい
る。
　一方、近年の低金利政策により、当該基金運用益は
年々低下してきている。
　このため、基金の運用環境が悪化し、当該基金の運用
益事業費の確保が困難となっている。

同県には、昭和62年度から平成10年度
まで基金を造成する補助金を交付してい
るが、交付条件（平成11年2月26日付け
10中部通産地振第532号「産業再配置
促進環境整備費補助金交付決定通知
書」記の7の(10)）他に「債務保証事業基
金、研修・指導事業基金、社会システム
調査研究事業基金又は研究開発・研究
開発助成事業基金の運用による果実
は、基金への繰り入れ又は当該事業に
必要な経費以外に使用してはならな
い。」となっている。

産業再配置促進環境整備費補助金
（平成2年8月以前は工業再配置促進
費補助金、平成2年8月からは、産業
再配置促進費補助金、平成4年7月か
ら現名称）は、工業再配置促進法に規
定する移転促進地域から誘導地域へ
の工場の移転、誘導地域における新
増設を促進すべく、誘導地域に新増設
を行った工場の所在地を管轄する地
方公共団体に対し、環境保全施設等
の設置費等及び研修・指導事業等に
必要な基金に対し補助金を交付するこ
とができる。この当該基金に対する補
助金は、基金の運用益で事業を行うこ
ととして交付されているものであり、運
用による果実であっても、基金への繰
り入れ又は当該事業に必要な経費に
使用することを条件に交付している。

5

積み立てられている基金の充当の可
否は、当該事業が基金積立の目的の
範囲内の事業であるか、補助金交付の
趣旨に合致しているか、処分方法が合
理的であるか等を個別に検討する必要
があり、これらが満たされる場合には
基金の充当は可能である。なお、目的
の範囲外であったならば、財産の目的
外使用などの措置が必要となる。

要望は実現可能なのか、確認された
い。

5

積み立てられている基金の充当の可
否は、当該事業が基金積立の目的の
範囲内の事業であるか、補助金交付
の趣旨に合致しているか、処分方法
が合理的であるか等を個別に検討す
る必要があり、これらが満たされる場
合には基金の充当は可能である。な
お、目的の範囲外であったならば、財
産の目的外使用などの措置が必要と
なる。

鳥栖市 教育の杜構想 2019 2019010 110610
電源地域産業再配置
促進費補助金の対象
拡大

電源地域産業再配置促進費
補助金の対象を工場設置以外
に流通業務に関する事業所等
の新増設まで拡大する。

本構想区域内の電源地域産業再配置促進費
補助金の対象を流通業務に関する事業所な
どの施設の新増設にまで拡大していただき、
本市へ進出する企業に対し補助認可をしてい
ただき、対象事業として、企業の従業者及び
市民の為の教育研修施設を設置しようとする
ものである。

本市においては陸上交通の結節点としての地域特性を
生かし、流通業務団地の整備が計画されている。現在工
場新増設に限られている電源地域産業再配置促進費補
助金の補助要件を流通業務に関する企業の新増設に拡
大していただくことにより対象事業として、企業の従業者
及び市民の為の教育研修施設を設置し、他の施策とあ
わせて効果的な地域再生計画を実施する。

工業再配置促進法第１条、第２条

本制度は、「工業再配置促進法」に規
定する移転促進地域から誘導地域の
うち電源地域への工場等の移転及び
当該地域における工場等の新増設を
行った工場及び当該工場等の所在地
を管轄する市町村が行う環境保全施
設等の設置に要する費用について、
当該工場の床面積を補助金算出の根
拠として（この工場を対象工場と言
う。）、その費用の全部又は一部を補
助することにより、産業の再配置を促
進し電源地域の振興を通じ発電用施
設の設置の円滑化に資することを目
的とした制度である。

3

本補助金は、厳しい予算制約の中で産
業再配置の政策効果の最大化を図る
観点から採択を厳正に決定しており、
流通業務に関する事業所等の補助対
象への追加については、新たな財政措
置を伴うことから不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

本補助金は、厳しい予算制約の中で
産業再配置の政策効果の最大化を
図る観点から採択を厳正に決定して
おり、流通業務に関する事業所等の
補助対象への追加については、新た
な財政措置を伴うことから不可能。

人吉市
南九州の拠点都市
づくり構想

2051 2051010 110620
工業団地造成利子補
給金事務処理要領の
用語定義の拡大

梢山工業団地の造成工事にあ
たり、経済産業省の工業団地
造成利子補給金の交付を受け
ているが、製造業等以外への
用地売却、貸与において制限
があるため、企業誘致等にお
いて障壁となっており、制限の
緩和をお願いするものです。
具体的には、通商産業省５１立
局第５８６号「工業団地造成利
子補給金事務処理要領1.2用
語の定義について」において、
その範囲を拡大し、同要領に
規定される製造業等の範囲を
日本標準産業分類に分類され
るすべての業種に拡大してい
ただきたいものです。

工業団地造成利子補給金事務処理要領に定
義された「工業用地」の取扱いを拡大すること
により、これまで不可とされてきた業種の梢山
工業団地への企業誘致の可能性が高まるとと
もに、企業誘致による当地域における雇用創
出が期待でき、相乗効果による地域活性化が
同様に期待できるものです。

九州縦貫自動車道人吉インターから車で１分という好立
地条件にある工業団地でありながら、近年企業誘致が進
んでいない原因に業種の制限があったためであり、工業
団地の有効活用、地域浮揚という観点からも企業等の誘
致を図りたいため。

工業再配置促進法
補助金適正化法第２２条
工業団地造成利子補給金交付規則
工業団地造成利子補給金事務処理要
領

利子補給を受けた工業団地を工業団
地以外の用途に使用しようとする場合
は、財産処分の制限により、当該用地
に係る交付済み利子補給金の返還を
伴う。
工業団地には製造業の他、学術・開
発研究機関、運輸業、卸売・小売業等
を含んでいる。

5

本提案の具体的内容①に記述されて
いる「企業誘致、研究施設誘致等を推
進し、物流拠点都市としての再生」につ
いては、本補給金の対象とする工業団
地の業種範囲が事務処理要領にて掲
げているとおり「学術・開発研究機関、
運輸業、卸売・小売業等」を含むものと
なっており、現行制度で措置で対応可
能。

要望は実現可能なのか、確認された
い。

5

本補給金の事務処理要綱では、①工
業用地、②他産業用地、③工業団地
以外の用途に供される用地がそれぞ
れ定義されている。このうち、補給対
象となるものは上記のうち、①工業用
地及び②他産業用地である。
本提案の具体的内容①に記述されて
いる「企業誘致、研究施設誘致等を
推進し、物流拠点都市としての再生」
のために必要と思われる誘致業種に
ついては、「学術・開発研究機関、運
輸業、卸売・小売業等」であると推察
されるが、これらについては、①工業
用地及び②他産業用地に含まれるも
のであるため、現行の制度の措置で
対応可能である。
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兵庫県
阪神臨海地域モノづ
くり産業高度集積支
援構想

2111 2111010 110630
工場立地法に基づく
工場等の環境施設面
積の弾力的運用

工場立地法に基づく工場等の
環境施設面積（緑地を含む）の
確保義務（25％）を、市町が地
域の実情に応じて設定する地
区において総量的に確保する
ことができるようにする。

阪神臨海地域へのモノづくり産業の高度集積

現行では工場立地法で製造業等の工場の機能・設備の
更新、工場跡地への工場の新設等については、敷地面
積が9,000㎡又は建築物の建築面積の合計が3,000㎡を
こえる場合、敷地面積の25％以上の環境施設面積（20％
以上の緑地を含む）の確保が義務づけられており、こうし
た個別規制が、工場の機能・設備の更新、工場跡地等へ
の工場の新たな進出等の障壁となっている。そこで、工
場立地法に基づく工場等の環境施設面積（緑地を含む）
の確保義務（25％）を、市町が地域の実情に応じて設定
する地区において総量的に確保することができるように
する。

工場立地法第４条の２
緑地面積率などに関する区域の区分ご
との基準

・都道府県は、緑地及び環境施設のそ
れぞれの面積の敷地面積に対する割
合については、緑地面積率などに関す
る区域の区分ごとの基準の範囲内に
おいて条例で定めることができる。

３ －

工場立地法は、工場と周辺生活環境と
の調和の観点から、工場の新増設を行
う際、敷地面積に対して一定の割合で
工場敷地内に緑地の整備等を義務づ
けている。こうした緑地の整備を義務づ
けるのは、工場の緑地が、周辺の地域
社会に工場立地に対する安心感を与
えたり、工場から発生する騒音を緩和
するなどの効果を有しているからであ
る。ご要望のケースは、工場の立地地
域とは異なる地域で緑地を確保するこ
とにより、工場敷地内に整備すべき緑
地の割合を緩和するものであり、上記
のような効果を見込めないため対応は
困難である。なお、工場立地法では、
工業団地や複数の工場が集中して立
地する地域について、当該地域全体を
一体として捉えて緑地を整備すること
により、工場敷地内に整備すべき緑地
の割合を緩和する特例が認められてい
る。

地域の実情に応じた弾力的運用が出
来ないか再度検討されたい。

３

工場立地法は、工場と周辺生活環境
との調和の観点から、工場の新増設
を行う際、敷地面積に対して一定の
割合で工場敷地内に緑地の整備等を
義務づけている。こうした緑地の整備
を義務づけるのは、工場の緑地が、
周辺の地域社会に工場立地に対する
安心感を与えたり、工場から発生する
騒音を緩和するなどの効果を有して
いるからである。ご要望のケースは、
工場の立地地域とは異なる地域で緑
地を確保することにより、工場敷地内
に整備すべき緑地の割合を緩和する
ものであり、上記のような効果を見込
めないため対応は困難である。なお、
工場立地法では、工業団地や複数の
工場が集中して立地する地域につい
て、当該地域全体を一体として捉えて
緑地を整備することにより、工場敷地
内に整備すべき緑地の割合を緩和す
る特例が認められている。

財団法人
水島地域環
境再生財団

よみがえれ、水島の
まち　―水島再生プ
ラン

3056 3056010 110640
自然環境回復のため
の法整備

緑地面積20％以上、環境施設
25％以上とした現在の工場立
地法に加えて、県･市による上
乗せ基準を設置する等によっ
て、緑地を確保･整備し市民の
憩いの場とするとともに安全の
確保にも役立てる。また、水島
地域の中心を流れる八間川を
緑豊かな親水空間とし、周辺
の建築物もそれに合わせたデ
ザインを取り入れることで、調
和の取れた緑のまちを目指
す。そのために道路を始めとす
る不要不急の公有地の市民に
よる活用を促進する。管理にあ
たっては、市民が自主的に行
なえる体制をつくる。

　水島地域内にあるコンビナートと居住地域と
の間にある緩衝緑地帯は国道430号線の中央
にあり市民にとっては危険で利用しづらいもの
である。そこで、車線数を減少し、緑地帯を拡
大することによって市民の安全をはかるととも
に、範囲を児島から高梁川まで延長すること
で、緑のシンボルストリートとして整備する。
　水島の中央を流れる八間川も両側1車線づ
つを削減し、自然工法を活用した河川とし、ゆ
とりある親水型の緑陰道路を整備する。これを
生かした環境学習の推進も図る。これらの管
理、運営は、地域住民に委託をすることとし、
そのための補助を行政が行う。

緑地面積に関しては、現状では充分とはいえず、更なる
緑地の整備が必要と考えられる。また、地域内の道路
は、2～3車線を確保しなければ慢性的な渋滞に悩まされ
るというほどのことはなく、車線数の減少が市民生活に与
える影響はそれほど大きくないと考えられる。これらの規
制が取り除かれることによって住民主体による計画の推
進が促進され、また、その管理を住民に委託することに
よって意識の向上もはかられる。

工場立地法第４条の２
緑地面積率などに関する区域の区分ご
との基準

・都道府県は、緑地及び環境施設のそ
れぞれの面積の敷地面積に対する割
合については、緑地面積率などに関す
る区域の区分ごとの基準の範囲内に
おいて、条例で定めることができる。

5 －

工場立地法では、工業団地や複数の
工場が集中して立地する地域につい
て、当該地域全体を一体として捉えて、
周辺の地域の生活環境の改善に寄与
するよう整備された緑地を、工場敷地
内に整備すべき緑地と認めることを可
能としている。
また、都道府県の区域のうちに、その
自然的、社会的条件から判断して、国
が定めた工場立地に関する準則による
こととするよりも、他の準則によることと
することが適切であると認められる区
域があるときは、その区域における緑
地面積率等について、都道府県が自ら
条例で国が定める基準の一定の範囲
内で定めることができるとしている。
それに加えて、構造改革特区及び全国
規模の規制改革要望に基づき、工場
立地法検討小委員会での報告書を受
け、上記について都道府県が定めるこ
とが出来る基準の範囲を拡大するな
ど、より地域の実情に応じた形での見
直しを行っている。
ご要望のケースについては、上記のよ
うな制度を活用することを通じて対応
可能である。
　なお、自治体が工場立地法と異なる
観点から、工場立地法と異なる規制を
条例で行うことを妨げるものではない。

提案の要望は、条例で定めることが
可能なのか、確認されたい。

5

工場立地法では、工業団地や複数の
工場が集中して立地する地域につい
て、当該地域全体を一体として捉え
て、周辺の地域の生活環境の改善に
寄与するよう整備された緑地を、工場
敷地内に整備すべき緑地と認めるこ
とを可能としている。
また、都道府県の区域のうちに、その
自然的、社会的条件から判断して、
国が定めた工場立地に関する準則に
よることとするよりも、他の準則による
こととすることが適切であると認めら
れる区域があるときは、その区域にお
ける緑地面積率等について、都道府
県が自ら条例で国が定める基準の一
定の範囲内で定めることができるとし
ている。
それに加えて、構造改革特区及び全
国規模の規制改革要望に基づき、工
場立地法検討小委員会での報告書
を受け、上記について都道府県が定
めることが出来る基準の範囲を拡大
するなど、より地域の実情に応じた形
での見直しを行っている。
ご要望のケースについては、上記の
ような制度を活用することを通じて対
応可能である。
　なお、自治体が工場立地法と異なる
観点から、工場立地法と異なる規制
を条例で行うことを妨げるものではな
い。

社団法人日
本プロジェ
クト産業協
議会

東京湾臨海部再生
プロジェクト　例：羽
田空港再拡張・国際
化関連プロジェクト
（神奈川口拠点開発
事業、東海道貨物支
線旅客化・川崎アプ
ローチ線整備事業、
羽田アクセス橋建設
事業）、都市型集客
施設整備プロジェク
ト、物流拠点・環境リ
サイクル拠点・防災
拠点

3101 3101050 110650 規制緩和

①土地に係る規制の緩和
工場遊休地の土地利用規制
緩和、不動産関連課税の減免
②公共財（都市公園、海岸域、
道路等）の民間利用に係る要
件緩和

工場遊休地の転用を容易にする。
公共財の有効活用を図り民間利用を容易にする。

工場立地法第４条の２
緑地面積率などに関する区域の区分ご
との基準

工業再配置促進法

・都道府県は、緑地及び環境施設のそ
れぞれの面積の敷地面積に対する割
合については、緑地面積率などに関す
る区域の区分ごとの基準の範囲内に
おいて、条例で定めることができる。

工業再配置促進法は、全国的な視点
に立って産業の過密地域と過疎地域
とのバランスを是正するため、移転促
進地域から誘導地域に工場の移転等
を促進することで、国土の均衡ある発
展を図る施策であり、誘導地域におけ
る工場立地を促進するために税制・財
投等の支援をするものであるが、都市
部に比し未だ大きな産業集積の格差
が残る地域が存在している。

6

5

3

御提案の①土地に係る規制の緩和のうち
不動産関連課税の減免、②公共財（都市公
園、海岸域、道路等）の民間利用に係る要
件緩和については、担当でない。

工場立地法による緑地率の緩和について
は、都道府県は、当該都道府県の区域のう
ちに、その自然的、社会的条件から判断し
て、国が定めた工場立地に関する準則によ
ることとするよりも、他の準則によることとす
ることが適切であると認められる区域があ
るときは、その区域における緑地面積率等
について、条例で定めることができるとして
おり、現行制度下にて対応可能である。そ
れに加えて、構造改革特区及び全国規模
の規制改革要望に基づき、工場立地法検
討小委員会での報告書を受け、都道府県
が定めることが出来る基準の範囲を拡大
し、より地域の実情に応じた形での見直しを
行っている。

工業再配置政策は、全国的な視点に立って
工業の過密地域と過疎地域とのバランスを
是正しようとするものであり、都市部に比べ
未だ格差が残る地域が存在している現状に
おいて見直しは困難。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。

６

５

３

御提案の①土地に係る規制の緩和のうち
不動産関連課税の減免、②公共財（都市
公園、海岸域、道路等）の民間利用に係
る要件緩和については、担当でない。

工場立地法による緑地率の緩和について
は、都道府県は、当該都道府県の区域の
うちに、その自然的、社会的条件から判断
して、国が定めた工場立地に関する準則
によることとするよりも、他の準則によるこ
ととすることが適切であると認められる区
域があるときは、その区域における緑地
面積率等について、条例で定めることが
できるとしており、現行制度下にて対応可
能である。それに加えて、構造改革特区
及び全国規模の規制改革要望に基づき、
工場立地法検討小委員会での報告書を
受け、都道府県が定めることが出来る基
準の範囲を拡大し、より地域の実情に応
じた形での見直しを行っている。

工業再配置政策は、全国的な視点に立っ
て工業の過密地域と過疎地域とのバラン
スを是正しようとするものであり、都市部
に比べ未だ格差が残る地域が存在してい
る現状において見直しは困難。
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兵庫県
リーディング企業に
よる地域産業活性化
構想

2105 2105010 110660

地場産業振興に係る
各種支援制度の補助
対象者及び対象事業
の拡大

地域産業集積中小企業等活
性化等補助金及び地場産業等
活性化補助金において
１　補助対象者
　①産地組合だけでなく個別企
業も対象
　　とする。
　②地場産業振興に資する
マーケティン
    グ・流通関連企業等も対象
とする｡
２　補助対象経費
　　補助対象経費を幅広に捉
え、運用上
    認められていない海外見本
市等のた
    めの渡航旅費も対象とす
る。

・リーディング企業の育成促進
・海外見本市への出展
・マーケティング・流通関連企業等と連携した
事業展開
・デザイナー等と連携した高度なデザインを有
する商品開発事業

現行では地場産業振興に係る各種支援制度の補助対象
者や対象事業が定められているが、意欲ある企業が制
度を活用できないなど、地場産業の発展を阻害している
ことから、各種支援制度の補助対象者を産地組合だけで
なく個別企業等にまで拡大するとともに、対象事業を海外
見本市や展示即売会の開催ができるよう見直す必要が
ある。

　地域産業集積中小企業等活性化補
助金は、地域産業集積活性化法に基
づき、県が特定の地域を指定し、支援
機関、組合、中小企業者が行う新商品
開発等事業について事前承認を行っ
た上で、支援を行っている。
　また、地場産業等活性化補助金（平
成１５年度が終期）は、平成１６年度予
算として、地場産業活性化のため、国
が直接民間団体等に対して全国的に
支援を行うため地場産業等活力強化
事業費補助金として１２．２億円の新
規計上を行っているものである。今
後、本制度のＰＲ、事業計画の募集、
審査の上、１６年度予算の成立時期を
目処に、予算の範囲内で事業採択を
行うこととなる。
　なお、支援の対象は、地場産業に属
する中小企業、組合等が行う地域の
資源等を活用した新商品開発、販路
開拓等の事業であり、国が事業費の１
／２を補助するもの。

2 Ⅶ

　１．補助対象事業者については、両
補助金とも産地、企業城下町等の製造
業を中心とする業種が集積した地域
（規模的要件等あり）の支援機関、組
合、中小企業者等を支援するものであ
り、地域内の個別企業についても支援
の対象としているもの。ただし、地域産
業集積中小企業等活性化補助金は、
地域産業集積活性化法に基づ県の事
業計画の承認が前提となる。なお、両
補助金とも地域製造事業者が関連業
種と連携して行う地域活性化事業につ
いても支援が可能となっている。
　２．補助対象経費については、１６年
度新規要求予算の地場産業等活力強
化事業費補助金に海外販路開拓支援
事業を計上しており、海外出展、渡航
旅費用等について補助対象経費拡大
を行うこととしている。

愛媛県
松山西部臨海地域
における新都市拠点
形成構想

2150 2150010 110670
民活法特定施設の処
分の自由化

　民活補助事業により整備された
特定施設で、社会・経済環境や産
業構造等の変化等外的要因によ
り、現に利用率が低下し、かつ、将
来的にも利用の回復が見込まれ
ない場合には、新たに、当該施設
の整備主体である第三セクターが
地域再生を目的とした施設の再
生・有効利用計画を策定し、所管
省庁の承認を得た場合には、「補
助金等にかかる予算の執行の適
正に関する法律」に基づく、財産の
目的外処分の禁止期間〔補助金の
交付目的及び当該財産の耐用年
数を勘案して各省庁が定める期間
を経過するまでは、当該財産の補
助目的外処分が禁止されている期
間〕内であっても、補助金の返還を
行うことなく、当該施設の用途変更
を行うことを可能にする。（処分の
自由化）
○アイテムえひめ内オフィス　･･･
民活法15号施設、経済産業省所
管、法定耐用年数：50年
○アイロット　　　　　　　　　　　･･･
民活法11号イ施設、国土交通省所
管、法定耐用年数：上屋・倉庫棟
38年、冷凍・冷蔵倉庫　24年

〔具体的取り組み〕
○国際ビジネスを展開する企業（製造業、物流業、
流通業）及びこれら企業を支援する事業者（ビジネ
ス・コンサルタント、国際弁護士・公認会計士、通
訳・翻訳業、通関業等）のための業務用オフィスの
整備を行う。
（対象施設）アイテムえひめ内オフィススペース
○貿易貨物（原料、部品、中間材等）を活用し、製
造、加工、組立て等を行う貸工場や、既立地企業の
先進的な技術等を活用した新規商品開発のための
研究・開発スペースや、貿易貨物の共同輸配送や
流通加工を行う流通センターの整備を行う。
（対象施設）アイロット　上屋棟、倉庫棟の一部
〔実施主体〕愛媛エフ・エー・ゼット㈱（上記、両施設
を所有）
〔効　果〕
　・事業者集積による雇用創出
・素材関連企業等が有する先進的技術を活用した
新規製品開発等、地域産業の高度化・活性化
・共同輸配送によるコスト低減や流通加工等によ
る高付加価値化による新たな港湾物流の構築（※）
※県内製造業や流通業の中には、共同輸配送や
流通加工業務に取り組んでいる企業が複数有り、
アイロットの用途拡大による利用ニーズは高まるも
のと期待されている。
〔実施時期〕平成16年度以降

　左記民活施設においては、社会・経済環境の急激な変
化等により、当初の整備目的に応じた利用ニーズが徐々
に減少し、中・長期的にも需用の回復が見込まれない状
況にあり、当該施設の利用収入を主要な収益源としてい
る第三セクター（整備主体）の経営収支を悪化させる要因
ともなっている。
　一方、左記の目的に用途転用を行った場合、当該施設
の再生・有効活用が可能となり、地域再生の拠点施設と
して新たな機能導入が可能となるが、厳しい経営状況に
ある第三セクターへの負担軽減を図り、新規業務の運営
推進主体として円滑に業務転換を図るためには、補助金
の返還ではなく、目的外処分禁止期間の短縮により対応
することが求められる。

補助金等に係る予算の執行の適正化に
関する法律
第22条　補助事業者は、補助事業等に
より取得し、又は効用の増加した政令で
定める財産を、各省各庁の長の承認を
受けないで、補助金等の交付の目的に
反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付
け、又は担保に供してはならない。ただ
し、政令で定める場合は、この限りでな
い。
補助金等に係る予算の執行の適正化に
関する法律施行令
第14条　法第22条ただし書に規定する
政令で定める場合は、次に掲げる場合と
する。
一　補助事業者等が法第７条第２項の
規定による条件に基づき補助金等の全
部に相当する金額を国に納付した場合
二　補助金等の交付の目的及び当該財
産の耐用年数を勘案して各省各庁の長
が定める期間を経過した場合

補助事業者は、当該認定に係る整備
計画の変更及び補助事業財産処分に
ついて大臣の承認を受けることによ
り、用途転用が可能である。

2 Ⅴ

個別具体的な検討が必要であるが、一
般論としては、①補助対象施設を維持
する必要性が当該地域において乏しく
なったこと、②転用を承認しない場合に
は、補助対象施設の遊休施設化その
他の不適切な事態が生じる可能性が
高いこと、③転用目的は、可能な限り
補助目的と密接に関連する用途とする
よう努め、それが困難な場合であって
も、公益性の高い用途に転用されるこ
と、等の要件を満たす用途変更申請に
対しては、財産の目的外処分の禁止期
間内であっても補助金の返還を行うこ
となく当該施設の用途変更の承認を行
える蓋然性が高い。

何が新たに認められ、その時期はい
つなのかを明確にされたい。

2 Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、①補助対象施設を維持する必要
性が当該地域において乏しくなったこ
と、②転用を承認しない場合には、補
助対象施設の遊休施設化その他の
不適切な事態が生じる可能性が高い
こと、③転用目的は、可能な限り補助
目的と密接に関連する用途とするよう
努め、それが困難な場合であっても、
公益性の高い用途に転用されるこ
と、等の承認要件を明示した運用通
達を平成16年度中に作成する。

荒尾市

荒尾市における中小
企業及び観光と農漁
業の共生対流活性
化事業

2153 2153020 110680
地場産業等活力強化
事業費補助金要件の
緩和

農林水産省の農業経営構造
改善事業の経営構造施設整
備事業により整備を考えてい
る地域拠点施設内の特産品
マーケットの中に、地場産品を
使った製造業者等の特産品を
出品させる必要があり、その支
援策として、地場産業等活力
強化事業費補助金の補助対
象事業者に荒尾市を加える事
と同補助金の２．事業の内容
の（２）地場産品等販路開拓支
援事業の中に小規模ブースの
施設整備費に対する補助を加
えることの要請。

地場産品を原料にした製造業者等が、できた
ての製品や観光土産品を販売する地場企業
約１０店を計画しており、販売額１億２０００万
円、雇用１０名(パート１０名）の経済的効果が
期待できる。

地場中小企業の出店であり消費者のニーズのキャッチや
バイヤーへのPRで新商品開発や販路開拓につながる。
また、市が対象となる事で地場企業全体の販路開拓、人
材育成等の支援が可能となり、地場産業中小企業の振
興を図ることができる。

当該補助金は平成１６年度予算とし
て、地場産業活性化のため、国が直
接民間団体等に対して全国的に支援
を行うため、１２．２億円の新規計上を
行っているものである。今後、本制度
のＰＲ、事業計画の募集、審査の上、
１６年度予算の成立時期を目処に、予
算の範囲内で事業採択を行うこととな
る。
なお、支援の対象は、地場産業に属す
る中小企業、組合等が行う地域の資
源等を活用した新商品開発、販路開
拓等の事業であり、国が事業費の１／
２を補助するもの。

３

地場産業活力強化事業費補助金は、
中小企業政策の一環として地場産業
に属する中小企業、組合等を交付対象
としており、中小企業でない地方自治
体を補助対象事業者に加えることは政
策の趣旨に反する。また、厳しい予算
制約の下で政策効果を最大化する観
点から、１６年度の地場産業等活力強
化事業費補助金の採択は厳正に行う
予定であることに加え、補助対象経費
については厳しい予算制約の中で政策
効果の最大化を図る観点から決定して
いるが、本提案は新たな予算措置が前
提となり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。
３

地場産業活力強化事業費補助金は、
中小企業政策の一環として地場産業
に属する中小企業、組合等を交付対
象としており、中小企業でない地方自
治体を補助対象事業者に加えること
は政策の趣旨に反する。また、厳しい
予算制約の下で政策効果を最大化す
る観点から、１６年度の地場産業等活
力強化事業費補助金の採択は厳正
に行う予定であることに加え、補助対
象経費については厳しい予算制約の
中で政策効果の最大化を図る観点か
ら決定しているが、本提案は新たな
予算措置が前提となり、不可能。

福岡市
福岡アジアビジネス
交流拠点都市構想

2079 2079050 110690
対内直接投資に係る
統計データの地域版
の公表

対内直接投資額の統計（日本
銀行）及び外資系企業の立地
統計（経済産業省）について、
地域別の統計についても公表
する。

日本銀行が公表している国別の対内直接投
資額の統計及び経済産業省が公表している
企業活動基本調査に基づく外資系企業の立
地統計について、調査結果を市町村レベルに
まで細分化して、地方での対内投資施策実施
のための情報として活用できるようにする。

対内投資を促進するにあたり、地域における現状を把握
する必要があるため。

承認統計調査調査票及び届出統計調査
調査票の目的外使用の承認申請に関す
る運用規程（以下運用規程という）

目的外使用の使用者が公務員（国及
び地方公共団体等）の場合、使用目
的が運用規程に合致していれば使用
可能である。

5

外資系企業動向調査（我が国における
外資系企業の経営動向を把握すること
により、産業政策及び通商政策の推進
に資することを目的とした承認統計）の
個票データ（名簿情報、経営内容等）を
運用規程に基づき使用することが可能
である。

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。

5
前回の回答どおり、現行制度で実現
可能。

15 / 73 ページ



11　経済産業省　再検討要請

15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

千葉県
既存水源(県営工業
用水水源）の有効活
用

1309 1309010 110700

既存水源の有効活用
を図る上での国庫補
助及び起債制度の見
直し

　既存水源の有効活用に当た
り、国庫補助金及び起債を財
源として取得した水源を他の
事業体に転用又は融通する場
合、水道事業体間若しくは都
市用水間では目的外使用とさ
れ、国庫補助金の返還及び起
債の繰上償還が求められるこ
とに対し、「補助金等に係る予
算の執行の適正化に関する法
律」の「目的外使用」の解釈の
弾力化や補助金返還と交付の
相殺のしくみの導入などによる
補助金のあり方の見直し及び
起債の繰上償還の方法等の
改善を提案する。
　なお、起債の繰上償還の方
法等の改善に係る具体的な提
案内容は以下のとおりである。
①事業体（借入者）において繰
上償還する借用証書を選択で
きるようにすること。
②一般会計出資（債）について
は、その算定に当たり、補助金
交付がない場合であっても補
助対象要件を満たす場合には
出資対象経費として認定でき
る等制度の見直しを図ること。
(詳細は、別紙のとおり）

　工業用水道の既存水源を上水道水源に用
途間転用するとともに、上水道事業体間での
地域間水源融通を同時に行い、水源不足の
解消と地域住民の水道料金負担の抑制及び
波及効果としての地域経済の活性化をはか
る。
  また、水源の移転に伴う新規浄水場の建設
及び管理については、ＰＦＩの活用及びアウト
ソーシング等を検討し、地域雇用の創出を図
る。

  国庫補助金及び起債を財源として取得した水源を他の
事業体に転用等を行う場合、目的外使用とされ国庫補助
金の返還等が必要とされることから多額の資金を必要と
し、既存水源の有効活用を図れないばかりではなく、ひい
ては供給を受ける地域住民の水道料金等の負担となる。

・補助金等に係る予算の執行の適正化
に関する法律（昭和30年法律第179号）
・工業用水道事業費補助金交付規則
（昭和32年通商産業省告示第323号）

補助事業者は、当該認定に係る整備
計画の変更及び補助事業財産処分に
ついて大臣の承認を受けることによ
り、用途転用が可能である。

2 Ⅴ

個別具体的な検討が必要であるが、一
般論としては、①補助対象施設を維持
する必要性が当該地域において乏しく
なったこと、②転用を承認しない場合に
は、補助対象施設の遊休施設化その
他の不適切な事態が生じる可能性が
高いこと、等の要件を満たす上水道等
への用途変更申請に対しては、承認を
行える蓋然性が高い。なお、補助対象
施設を維持する必要性が当該地域に
おいて乏しくなったことについて、補助
金交付申請当時に予見困難な事情そ
の他のやむを得ない事情がある場合
には、補助金の返還は不要とすること
もあり得る。ただし、転用に伴い売却益
が生じる場合及び転用に伴い国庫補
助金の二重補助が生じる場合（工業用
水道補助金を含む施設を転用する場
合であって、上水道整備に係る補助金
である国庫補助金の交付を受ける場
合）には、工業用水道事業費補助金の
返還を求める条件を付すこととする。

何が新たに認められ、その時期はい
つなのかを明確にされたい。

2 Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、①補助対象施設を維持する必要
性が当該地域において乏しくなったこ
と、②転用を承認しない場合には、補
助対象施設の遊休施設化その他の
不適切な事態が生じる可能性が高い
こと、③売却益が発生した場合には
一定割合を国庫に納付すること、等
の承認要件を明示した運用通達を平
成16年度中に作成する。

北九州市
北九州市国際物流
特区を活用した産業
再生

2084 2084010 110710
工業用水道施設の有
効活用に伴う国庫補
助金の返還の免除

　
○一定の要件に合致すれば、
既に交付された補助金の返還
の免除を求めるもの。
・当初の補助目的を達成してい
ること。
・社会・経済情勢の変化による
事情変更があること。

○工業用水の供給余力を広域的な水利用な
どに有効活用する。
○補助金免除額の活用
・工水の施設更新への充当
・工水料金の軽減化

・広域的な水利用など資産の有効活用を容易にする。
・既存受水企業の負担軽減が図れるとともに、新規企業
の誘致促進が期待できる。

・補助金等に係る予算の執行の適正化
に関する法律（昭和30年法律第179号）
・工業用水道事業費補助金交付規則
（昭和32年通商産業省告示第323号）

・補助事業者は、当該認定に係る整備
計画の変更及び補助事業財産処分に
ついて大臣の承認を受けることによ
り、用途転用が可能である。

2 Ⅴ

個別具体的な検討が必要であるが、一
般論としては、①補助対象施設を維持
する必要性が当該地域において乏しく
なったこと、②転用を承認しない場合に
は、補助対象施設の遊休施設化その
他の不適切な事態が生じる可能性が
高いこと、等の要件を満たす上水道等
への用途変更申請に対しては、承認を
行える蓋然性が高い。なお、補助対象
施設を維持する必要性が当該地域に
おいて乏しくなったことについて、補助
金交付申請当時に予見困難な事情そ
の他のやむを得ない事情がある場合
には、補助金の返還は不要とすること
もあり得る。ただし、転用に伴い売却益
が生じる場合及び転用に伴い国庫補
助金の二重補助が生じる場合（工業用
水道補助金を含む施設を転用する場
合であって、上水道整備に係る補助金
である国庫補助金の交付を受ける場
合）には、工業用水道事業費補助金の
返還を求める条件を付すこととする。

何が新たに認められ、その時期はい
つなのかを明確にされたい。

2 Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、①補助対象施設を維持する必要
性が当該地域において乏しくなったこ
と、②転用を承認しない場合には、補
助対象施設の遊休施設化その他の
不適切な事態が生じる可能性が高い
こと、③売却益が発生した場合には
一定割合を国庫に納付すること、等
の承認要件を明示した運用通達を平
成16年度中に作成する。

兵庫県
既存用水の活用によ
る産業集積構想

2109 2109010 110720
工業用水道事業法の
許可基準の弾力的運
用

工業用水道事業法の許可基
準を弾力的に運用し、工業用
水道事業の計画が確実でなく
ても、予め産業団地に工業用
水道施設を設置できるようにす
る。

加西市の加西南産業団地、加西東産業団地
における産業集積

現行では工業用水道事業の許可基準で、具体的な水の
需要が確定していなければ産業団地にあらかじめ工業用
水道施設を整備をすることができないため、企業誘致を
図るうえで大きな障害となっている。そこで、ＩＴ関連産業
等を中心に、大量に安価な用水を必要とする企業の立地
を図るため、工業用水道事業法の許可基準を弾力的に
運用し、事業の計画が確実でなくても、予め産業団地に
工業用水道施設を設置できるようにする必要がある。

工業用水道事業法第５条（許可の基準）

　地方公共団体以外の者が工業用水
道事業を営もうとするときは、工業用
水道事業法第３条第２項において経済
産業大臣の許可を必要とし、その許可
基準を同法第５条に定めている。第１
号では「工業用水道事業の開始が工
業における一般の需要に適合するこ
と」を許可の条件としている。
　なお、地方公共団体が工業用水道
事業を営む場合は、同法第３条第１項
により経済産業大臣への届出で良い
こととなっているが、提出書類等で第５
条と同様の確認は行っている。

3

工業用水道事業法第５条の規程によ
り、現在及び将来において工業用水道
事業にとって十分な需要が存在すると
認められることが工業用水道事業を営
む場合の要件としているが、この要件
を満たさない場合、需要の目途の立た
ないリスクの大きい投資事業は、工業
用水道の供給を受ける企業（ユー
ザー）への過大な料金負担を招くこと
が想定され、産業振興に資さないと判
断されるため認められない。なお、現
在、工業用水道事業体の多くにおいて
未売水が経営を悪化させている要因の
一つとしてあげており、需要の目途の
立たない工業用水道事業の開始は、
自治体の財政を悪化させるだけで地域
再生に資するとは考えられない。

要望により、企業誘致が促進されると
いう観点から、要望内容が実現でき
ないか、再度検討されたい。

3

工業用水道事業法第５条の規程によ
り、現在及び将来において工業用水
道事業にとって十分な需要が存在す
ると認められることが工業用水道事
業を営む場合の要件としているが、こ
の要件を満たさない場合、需要の目
途の立たないリスクの大きい投資事
業は、工業用水道の供給を受ける企
業（ユーザー）への過大な料金負担を
招くことが想定され、産業振興に資さ
ないと判断されるため認められない。
なお、現在、工業用水道事業体の多
くにおいて未売水が経営を悪化させ
ている要因の一つとしてあげており、
需要の目途の立たない工業用水道
事業の開始は、自治体の財政を悪化
させるだけで地域再生に資するとは
考えられない。

山口県
コンビナートにおける
水の協働構想

2120 2120010 110730
渇水時における工業
用水の企業間融通

　渇水時において、工業用水
道事業法第３条第２項に基づく
経済産業大臣の許可（企業が
工業用水を供給する事業を行
う場合に必要な許可）を要する
ことなく、事業体の判断により
企業間融通を行えるようにす
る。

　渇水時において、事業体（工業用水道事業
を営む地方公共団体）の判断により地域内に
おける工業用水の企業間融通を円滑に行うこ
とにより、地域内企業の生産性を向上させる。

　周南地域及び宇部・小野田地域の工業用水道は一体
的な運用をしていることから、これを活用することにより工
業用水の企業間融通が可能な条件を備えているが、これ
を行うためには経済産業大臣許可を必要とすることか
ら、円滑な実施が困難である。
　このため、地域の特性を最大限活かせるよう制度の緩
和策が必要である。

工業用水道事業法第３条第２項（事業の
許可）

地方公共団体以外の者は、工業用水
道事業を営もうとするときは、経済産
業大臣の許可を受けなければならな
い。

5

工業用水道事業者（山口県）と受水企
業との間で結ばれる契約において、渇
水時の融通を規定することにより、現
行制度で対応可能。

要望内容は実現できるのか確認され
たい。

5

工業用水道事業者（山口県）と受水
企業との間で結ばれる契約におい
て、渇水時の融通を規定することによ
り、現行制度で対応可能である。
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栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211090 110740
地域新生コンソーシア
ム事業の委託要件の
改善

地域新生コンソーシアム事業
について、
①研究経費の概算払いを可能
とする。
②管理法人の事務経費を対象
経費とする。
③採択枠を大幅拡大する。

企業の研究経費調達の負担及び管理法人の
事務経費の負担を軽減することにより、地域
新生コンソーシアム事業への取組を促し、採
択幅の拡大により、県内企業の研究開発事業
の取組を促進する。

①企業が本事業に取り組む際、事業完了まで研究経費
を立て替える必要があり、資金的体力のない企業には過
度の負担となってしまう。
②本事業の円滑な推進には、管理法人が事業全体を管
理することが必要であるが、事務経費の負担が大きい。
③本事業は募集倍率が相当に高く、なかなか事業に取り
組めない。

地域新生コンソーシアム研究開発事業
公募要領
５．契約
(1)委託契約の締結
(2)委託費の内容

①現行制度上において、既に特に必
要と認められる場合、所定の手続き、
承認を得たうえで、年度の途中で事業
の進捗状況を確認し、費用（支払行
為）の発生を確認したうえで、当該部
分に係る委託金額が支払えるものとし
ている。②現行制度において、事務経
費のうち、既に、一定の一般管理費の
計上が可能となっている。③地域新生
コンソーシアム研究開発事業の平成１
５年度公募の際の募集倍率は、９．７
倍。

①８
②５
③５

①現在でも可能。
②事務経費のうち、一定の一般管理費
は既に補助対象経費に含まれ得ること
になっている。なお、補助対象経費に
ついては、厳しい予算制約の中で政策
効果の最大化を図る観点から決定して
おり、更なる補助対象経費の追加は新
たな財政措置を伴うことから不可能。
③厳しい財政制約の下で、１６年度予
算において本事業については予算を増
額（１０１．１億円→１１４．２億円）したと
ころ。

①について「特に必要と認められる場
合」以外は概算払いはできないのか、
②について「一定の一般管理費」以
外のものを計上することはできないの
か、検討し回答されたい。

①3
②3

①特に必要とも認められないのに概
算払いを行う理由はなく、不可能。
②補助対象経費については、厳しい
予算制約の中で政策効果の最大化
を図る観点から決定しており、更なる
補助対象経費の追加は新たな財政
措置を伴うことから不可能。

富山県
とやま産業活性化プ
ロジェクト

1291 1291070 110750
集積活性化補助金等
の繰越制度の創設

　補助事業は単年度事業であ
るが、補助金交付決定が７月
になり、事業期間が短くなるた
め、予定していた研究開発が
年度内に完成できず、一部執
行残になるとともに、補助目的
が十分達成できない場合が考
えられる。
　このため、予定の事業が執
行できるよう、翌年度への繰越
制度の創設を求めるもの。

　補助事業は単年度事業であるが、補助金交
付決定が７月になり、事業期間が短くなるた
め、予定していた研究開発が年度内に完成で
きず、一部執行残になるとともに、補助目的が
十分達成できない場合が考えられる。
　このため、予定の事業が執行できるよう、翌
年度への繰越制度の創設を求めるものであ
り、補助金交付の目的を有効に達することが
できる。

　補助金交付決定の遅れなどで、予定していた研究開発
が年度内に完成できない場合に、予定の事業が執行でき
るようになり、補助金交付の目的を有効に達することがで
きる。
　また、補助金がより使いやすくなるため、中小企業の新
商品開発などの創造的事業活動の促進が期待できる。

　

当該補助金は、地域産業集積活性化
法に基づき、県が特定の地域を指定
し、支援機関、組合、中小企業者が行
う新商品開発等事業について事前承
認を行った上で、支援を行っている。

5
事業を延期せざるを得ない相当な理由
や事業実施が困難な事例等がある場
合には、予算の繰り越しを行うことが制
度的に認められている。

要望内容は実現できるのか確認され
たい。

5

事業を延期せざるを得ない相当な理
由や事業実施が困難な事例があれ
ば、事前に個別に相談をいただきた
い。

千葉県
「東京湾ゲノムベイ
地域」の形成の推進

1303 1303010 110760
補助金の制度の見直
し

「地域新生コンソーシアム研究
開発事業｣（経済産業省）での
委託研究期間終了後におけ
る、使用した研究機械装置の
国からの借受けについて、㈱
かずさアカデミアパーク等の民
間企業が公益法人等と同様に
認められるよう、制度を見直
し。

かずさアカデミアパークの中核的施設である
かずさDNA研究所は、バイオテクノロジーの基
礎研究において国際的レベルの成果を挙げて
いる。また本県では、臨海部の大手企業を中
心にした研究開発も進められている。
こうした動きを一層加速し、かずさDNA研究所
や生物遺伝資源保存施設が有する資源を基
に、臨海部の企業や大学・研究機関等が共同
して実施する産業化・実用化を目指した研究
プロジェクトを積極的に進めていくため、｢地域
新生コンソーシアム事業」等を活かし、コン
ソーシアム等による共同研究を行っていく。そ
の推進のための中核機関としては、㈱かずさ
アカデミアパークが中核機関となることを想定
している。

コンソーシアム等による共同研究を推進するに当たって
は、民間企業が中核機関となる場合、公益法人などと異
なり研究終了後の機械装置等の処分などの面で制約が
ある例（民間企業の場合、委託研究期間終了後、研究機
械装置の継続的借入が認められない）が見受けられる。
研究活動の活発化による国際競争力の向上のために
は、第三セクターやＴＬＯなど一定の要件を備えた民間企
業も公益法人と同様の扱いが必要である。

物品の無償貸付及び譲与等に関する法
律（昭和２２年法律第２２９号）
経済産業省所管に属する物品の無償貸
付及び譲与に関する省令（平成１５年経
済産業省令第８１号）
地域新生コンソーシアム研究開発事業
に関して無償貸付が行われた機械器具
等の使用等に関する特例を定める訓令
（平成１５・０７・１８会課第２号）
地域新生コンソーシアム研究開発事業
公募要領

経済産業省所管に属する試験研究等
のための機械器具等について、経済
産業大臣等は次の場合に無償で貸し
付けることができる。
・経済産業省の委託事業又は補助事
業である試験研究等を行う者に貸し付
けるとき
・地方公共団体又は特別の法律により
設立された法人に対して、試験研究等
の用に供するために貸し付けるとき
・経済産業省の委託事業である試験
研究等を行った公益法人が、その後、
引き続き当該試験研究等を行う場合
において、当該試験研究等の促進を
適当と認めて、当該公益法人に貸し付
けるとき

3

　財政法や物品の無償貸付及び譲与
に関する法律の運用上、国の財産の
貸付は適正な対価を徴することが原則
であり、営利を目的とする者に対する
貸付については適正な対価を徴するこ
とが適当の考えから、営利企業に対す
る物品の無償貸付は認めていない。
　また、当該要望は、国の財産を無償
貸付する範囲の拡大を求めるものであ
り、従来型の財政措置を求めるもので
あることからも不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

　財政法や物品の無償貸付及び譲与
に関する法律の運用上、国の財産の
貸付は適正な対価を徴することが原
則であり、営利を目的とする者に対す
る貸付については適正な対価を徴す
ることが適当の考えから、営利企業に
対する物品の無償貸付は認めていな
い。
　また、当該要望は、国の財産を無償
貸付する範囲の拡大を求めるもので
あり、従来型の財政措置を求めるも
のであることからも不可能。

千葉県
「東京湾ゲノムベイ
地域」の形成の推進

1303 1303030 110770
自由度の高い研究資
金の配分

研究資金に係る補助金・委託
費等について、組織内部に自
主的評価委員会を設けるなど
補助金・委託費等の使途につ
いて適正なチェックが行われる
場合には、提出する実績報告
書の内容等を簡素化するな
ど、研究者が本来の研究に集
中できるよう、制度を見直し。

当地域における研究に係る各種補助金につい
て、実績報告書による報告内容の簡素化とこ
れによる研究者の研究への集中を通じ、研究
の活性化を図る。

研究資金に補助金等の国費を活用する場合、研究者は
「研究報告書」や「会計報告書」の作成に多大な労力が費
やされ、本来の研究への時間が割かれてしまっているた
め、改善が必要である。

〈地域新生コンソーシアム研究開発事
業〉
平成１５年度地域新生コンソーシアム研
究開発事業公募要領

〈独立行政法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構〉
独立行政法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構業務委託契約標準契約
書第２９条

〈地域新生コンソーシアム研究開発事
業〉
委託研究の実施期間の終了日までに
研究成果報告書を国に提出するもの
としている。

〈独立行政法人新エネルギー・産業技
術総合開発機構〉
ＮＥＤＯは独立行政法人化にあたり
「利用しやすいＮＥＤＯ」「成果を挙げる
ＮＥＤＯ」を目指しているところ。事業者
が研究開発を円滑に進めるための環
境整備の一環として、複数年度契約に
おける中間年度末においては、成果
報告書に代わる中間年報（３～４枚程
度）の提出にするなど、諸手続の簡素
化を図っている。

〈地域
新生コ
ンソー
シアム
研究
開発
事業〉
２

〈独立
行政
法人
新エネ
ル
ギー・
産業
技術
総合
開発
機構〉
5

（地域新生コンソーシアム研究開発事
業）地域新生コンソーシアム研究開発
事業の研究成果報告書については、こ
れまでも簡素化に努めてきているとこ
ろ。平成１６年度から、さらに、報告項
目の整理、２年度に亘る研究開発の１
年度目の報告について簡素化を認め
る等、改善を検討する。
（NEDO）ＮＥＤＯにおいては、既に提案
の観点に基づいた改革を図っていると
ころ。

滋賀県
琵琶湖南部エリア大
学発新産業創出構
想

2094 2094010 110780

委託費における事業
終了後の研究開発機
器等の目的外使用の
制限解除

地域新生コンソーシアム研究
開発事業により購入された機
械器具等の事業終了後の使
用については、実施計画書に
記載された当該使用者等の分
担研究開発に使用する場合の
み無償貸与が可能となってい
るが、当該使用者が行う他の
研究開発に使用する場合にお
いても無償貸与を認める。

平成１３年度地域新生コンソーシアム研究開
発事業（研究テーマ：低ダイオキシン化廃棄物
年少処理のためのリアルタイム燃焼ガスセン
シング技術の開発）において購入した下記機
械装置について、事業・研究目的に限らず、環
境技術に関する学生教育などの公共性の高
い研究開発に使用する。

・簡易型高速波形観測装置
・任意波形発生装置

現行制度においては、事業終了後においても設備の使
用目的は事業実施時のものに限定されており、他の公共
性の高い事業等に使用することができず、設備の有効利
用について必ずしも十分とは言えない。「地域新生コン
ソーシアム研究開発事業」は大学の技術シーズを活用
し、地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の
活性化を図るのが事業目的であり、その目的の範囲内で
設備の有効活用を図るべきである。

物品の無償貸付及び譲与等に関する法
律（昭和２２年法律第２２９号）
経済産業省所管に属する物品の無償貸
付及び譲与に関する省令（平成１５年経
済産業省令第８１号）
地域新生コンソーシアム研究開発事業
に関して無償貸付が行われた機械器具
等の使用等に関する特例を定める訓令
（平成１５・０７・１８会課第２号）
地域新生コンソーシアム研究開発事業
公募要領

経済産業省所管に属する試験研究等
のための機械器具等について、経済
産業大臣等は次の場合に無償で貸し
付けることができる。
・経済産業省の委託事業又は補助事
業である試験研究等を行う者に貸し付
けるとき
・地方公共団体又は特別の法律により
設立された法人に対して、試験研究等
の用に供するために貸し付けるとき
・経済産業省の委託事業である試験
研究等を行った公益法人が、その後、
引き続き当該試験研究等を行う場合
において、当該試験研究等の促進を
適当と認めて、当該公益法人に貸し付
けるとき

3

　財政法や物品の無償貸付及び譲与
に関する法律の運用上、国の財産の
貸付は適正な対価を徴することが原則
であり、営利を目的とする者に対する
貸付については適正な対価を徴するこ
とが適当の考えから、営利企業に対す
る物品の無償貸付は認めていない。
　また、当該要望は、国の財産を無償
貸付する範囲の拡大を求めるものであ
り、従来型の財政措置を求めるもので
あることからも不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

　財政法や物品の無償貸付及び譲与
に関する法律の運用上、国の財産の
貸付は適正な対価を徴することが原
則であり、営利を目的とする者に対す
る貸付については適正な対価を徴す
ることが適当の考えから、営利企業に
対する物品の無償貸付は認めていな
い。
　また、当該要望は、国の財産を無償
貸付する範囲の拡大を求めるもので
あり、従来型の財政措置を求めるも
のであることからも不可能。
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滋賀県
琵琶湖南部エリア大
学発新産業創出構
想

2094 2094020 110790

委託費における事業
終了後の研究開発機
器等の使用者制限の
解除

地域新生コンソーシアム研究
開発事業により購入された機
械器具等の事業終了後の使
用については、コンソーシアム
の構成員が使用する場合のみ
無償貸与が可能となっている
が、当該使用者と共同研究等
を行う他者が使用する場合に
も無償貸与を認める。

平成１５年度地域新生コンソーシアム研究開
発事業（研究テーマ名：廃棄プラスチックの乳
化による省エネルギーに関する研究開発）に
おいて購入した下記機械装置について、事
業・研究目的に限らず、地元企業との共同研
究・受託研究等の研究交流に使用し、地域活
性化のため資産を有効に活用する。

・デジタルマイクロスコープ

現行制度においては、事業終了後においても設備の使
用者については、コンソーシアム特定構成員のみに限定
されており、類似する研究テーマ等において利用すること
ができず、設備の有効利用について必ずしも十分とは言
えない。「地域新生コンソーシアム研究開発事業」は大学
の技術シーズを活用し、地域において新産業・新事業を
創出し、地域経済の活性化を図るのが事業目的であり、
その目的の範囲内で設備の有効活用を図るべきである。

物品の無償貸付及び譲与等に関する法
律（昭和２２年法律第２２９号）
経済産業省所管に属する物品の無償貸
付及び譲与に関する省令（平成１５年経
済産業省令第８１号）
地域新生コンソーシアム研究開発事業
に関して無償貸付が行われた機械器具
等の使用等に関する特例を定める訓令
（平成１５・０７・１８会課第２号）
地域新生コンソーシアム研究開発事業
公募要領

経済産業省所管に属する試験研究等
のための機械器具等について、経済
産業大臣等は次の場合に無償で貸し
付けることができる。
・経済産業省の委託事業又は補助事
業である試験研究等を行う者に貸し付
けるとき
・地方公共団体又は特別の法律により
設立された法人に対して、試験研究等
の用に供するために貸し付けるとき
・経済産業省の委託事業である試験
研究等を行った公益法人が、その後、
引き続き当該試験研究等を行う場合
において、当該試験研究等の促進を
適当と認めて、当該公益法人に貸し付
けるとき

５：現
行の
規定、
取扱
等によ
り既に
実現
が可
能

管理法人（公益法人）が地域コンソ事
業を補完する関連試験研究等を行うた
めに国から機械装置等の無償貸付を
受けた場合の補完研究コンソにおい
て、当該試験研究を実施する必要から
当該試験研究等を分担する者とした者
であれば、当該機械器具等を使用でき
る。

島根県
島根県新産業創出
プロジェクト
～ネオたたら構想～

2131 2131030 110800

自治体主導の新産業
創出に対する支援措
置の要件緩和（その
２）

▼地域新生コンソーシアム研
究開発事業について、産業集
積の薄い地域においては、技
術シーズの研究も対象とすると
ともに、研究成果を将来民間
企業に移転することを条件に、
民間企業の参画がない場合で
も応募できるようにするなど、
経済産業省所管の研究開発
助成事業の要件緩和を図られ
たい。

▼新産業創出のための新機能材料の研究開
発事業

　県産業技術センターのプロジェクトチームを
中心にアメリカテキサス州との技術交流など
により新技術・新素材を開発し、県内企業等
への技術移転を経て、３年後（H１８年度末）に
商品化予定。素材そのものやそれを応用した
製品の県内での事業化（製造・商品展開）と拡
大を目指す。

地域新生コンソーシアム研究開発事業については、将来
的な地域産業全体への波及を目指して地方自治体（県）
が先導的・主体的に技術開発を進める場合に、初期段階
から民間企業を限定すると施策効果が地域全体に広が
らなくなるおそれがあり、また、県外企業の参画で進める
と地域内雇用創出に結びつかなくなるおそれもあるなど、
現行の助成制度が、必ずしも地域の実情に即していない
場合があるため。

平成１５年度地域新生コンソーシアム研
究開発事業公募要領

「地域新生コンソーシアム研究開発事
業」
　地域において新産業・新事業を創出
し、地域経済の活性化を図るため、大
学等の技術シーズや知見を活用した
産学官の強固な共同研究体制（地域
新生コンソーシアム）の下で、実用化
に向けた高度な研究開発を実施
委託費（提案公募）
【一般枠】１億円程度以内／件×２年
以内
【中小企業枠】３０００万円程度以内／
件×２年以内

当該事業は、大学等の技術シーズ・知
見を活用した事業化に結びつく製品・
サービス等の開発が対象。したがっ
て、本研究開発を開始するための充
分な基礎研究、調査等の蓄積が既に
あることが必要であり、技術シーズ・知
見の研究を本事業の主体とすることは
できない。

3 －

１．助成対象の拡大や助成要件の緩和は、新た
な財政措置を伴うものであり、不可能。
２．経済産業省と文部科学省は、それぞれ「産業
クラスター計画」と「知的クラスター創成事業」等を
進めており、
(1)経済産業省では、企業を中心とした実用化技
術開発（地域新生コンソーシアム研究開発事業
等）など産学官連携事業を推進し、新事業の創出
を図る
(2)文部科学省では、大学等公的研究機関を中心
とした基礎的研究分野における産学官共同研究
（知的クラスター創成事業等）を推進し、新技術
シーズの創出を図る
という役割分担の下、施策の重複を避けつつ、両
省が一致協力して、地域における産学官連携を
推進しているところ。
３．両省は、総合科学技術会議など内閣の要請も
踏まえ、
(1)関係地方自治体と経済産業省、文部科学省の
両省が参加する「地域クラスター推進協議会」を
地域毎に設置するほか、
(2)地域毎に両省の事業の成果に関する「合同成
果発表会」を年１回程度開催し、関係事業の参加
者の間で情報交換を行うなど、
連携体制を構築することとしているところ。

　本提案のうち府省間連携による一元的な支援
の実施については、このような体制へ積極的に参
画して頂くことにより、知的クラスターからの新技
術シーズの提供、産業クラスターからの市場ニー
ズのフィードバックが行われるなど、具体的な連
携を図ることができると考えているところ。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

・ 当事業は、大学等の技術シーズや知見
を活用し、企業において製品化・事業化す
ることを目的としているところ。
・ ゆえに、本制度において研究開発に用
いる技術シーズや知見については、企業
側の技術ニーズに基づき、充分な基礎研
究や調査が行われていることが必要。
・ このような観点から、公的研究機関（大
学や地方公共団体の試験研究機関）自ら
実施する技術シーズそのものの研究につ
いては、当事業においては対象外として
いるところ。

・ また、今後の成長産業は、新技術の開
発が必要なハイリスク・ハイリターン分野
が中心。
・ このような分野で成功が期待できるの
は、意志決定が早く機動性を有する中堅・
中小企業。
・ しかしながら、これら企業が一社独力で
必要な技術・人材・資金等を集め、新事業
を展開するのは極めて困難。
・ このため、当事業は、これら企業が参画
する実用化技術開発に対する支援策とし
ての観点から実施しているところ。
・ このように、当事業は、企業側の技術
ニーズを具体化するための手段として、産
学官の共同研究体制により、研究開発を
実施することとしており、民間企業の参画
が無く、公的研究機関（大学や地方公共
団体の試験研究機関）自ら実施する基礎
的研究分野に対する支援は本制度の趣
旨から逸脱するものであり不可能。

㈱東京リー
ガルマイン
ド

第三セクター制度の
改革

3081 3081010 110810
第三セクター制度の
改革

産業再生機構が譲り受けるこ
とができる債権を「金融機関
等」が有するもの以外にまで拡
大し、地方公共団体が有する
債権を譲り受けることができる
ように改正する。

産業再生機構による第三セクターの再生を実
現するため。

経営状況の厳しい第三セクターを事業を継続したまま再
生させるため。

株式会社産業再生機構法（平成15年法
律第27号）第2条第1項第6号、株式会社
産業再生機構法施行規則（平成15年内
閣府・財務省・経済産業省令第一号）第
3条第1項第11号

株式会社産業再生機構が債権を買取
る相手方である「金融機関等」には、
地方公共団体も含まれており（規則第
3条第1項第11号）、地方公共団体が
いわゆる第三セクターに融資している
場合に当該第三セクターを支援対象と
することは可能となっている。

5 -

機構が債権を買い取る相手方である
「金融機関等」には、地方公共団体も
含まれており、現行制度で対応可能で
ある。

㈱東京リー
ガルマイン
ド

第三セクター制度の
改革

3081 3081020 110820
第三セクター制度の
改革

現在定められている基準とは
別個に第三セクター再生のた
めの支援基準を設ける。

産業再生機構による第三セクターの再生を実
現するため。

経営状況の厳しい第三セクターを事業を継続したまま再
生させるため。

株式会社産業再生機構法（平成15年法
律第27号）第21条、株式会社産業再生
機構支援基準（平成15年内閣府・財務
省・経済産業省告示第一号）

株式会社産業再生機構（以下「機構」
という。）は、我が国の金融と産業の一
体的再生を図るため、事業者のうち、
有用な経営支援を有しながら過剰な
債務を負っている事業者に対し、金融
機関等からの債権の買取等を通じて
その事業の再生を支援するものであ
る。
機構が以上のような業務を行うに当た
り、主務大臣は、機構が事業者の再
生支援をするかどうかを決定するに当
たって従うべき基準等を定めることとさ
れている（機構法第21条第１項）。具体
的には、「支援基準」として、(1)産業活
力再生特別措置法（平成11年法律第
131号）の「生産性向上基準」及び「財
務健全化基準」と同様の基準を満たす
こと、(2)事業者を支援決定時点で清
算した場合の当該事業者に対する価
値を、事業再生計画を実施した場合の
当該債権の価値が下回らないと見込
まれること、(3)買取決定から３年以内
に、新たなスポンサーの関与等により
事業者の資金調達が可能な状況とな
る等、当該事業者の債権の処分が可
能となる蓋然性が高いと見込まれるこ
と、(4)事業再生計画の実施が過剰供
給構造の解消を妨げるものでないこ
と、等を規定している。

5 -

第３セクターであっても、市場原理に基
づき、民間企業と同様に自立した事業
として再生可能なものであって、機構の
支援基準を満たすものであれば、機構
の支援対象となりうるので、現行の支
援基準とは別個に第３セクターの支援
基準を設ける必要はない（なお、第３セ
クターで、地域経済活性化や公益性の
追求の観点から事業の再生が必要な
事業者については、地域の公共政策に
責任をもつ地方公共団体等が当該団
体等として例えば補助金等の援助を行
うべきかを判断し、機構はそれを踏ま
えて再生支援が可能かどうか判断する
こととなる）。
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㈱東京リー
ガルマイン
ド

第三セクター制度の
改革

3081 3081030 110830
第三セクター制度の
改革

現在定められている基準とは
別個に第三セクター再生のた
めの支援基準を設ける。

地方公共団体が有する第三セクターのための
保証債務及び将来発生する求償権を産業再
生機構へ譲り渡すことを可能とする。

地方財政のリスクを減少させるため
株式会社産業再生機構法（平成15年法
律第27号）第19条

株式会社産業再生機構（以下「機
構」という。）は、我が国の金融
と産業の一体的再生を図るため、
事業者のうち、有用な経営資源を
有しながら過剰な債務を負ってい
る事業者に対し、金融機関等から
の債権の時価での買取り等を通じ
てその事業の再生を支援するもの
である。
以上の目的を達成するため、機構
は①支援対象事業者に対して金融
機関等（地方公共団体を含む）が
有する債権の買取り等、②支援対
象事業者に対する資金の貸付け、
債務保証、出資、③債権の管理及
び譲渡その他の処分、④出資に係
る持分の譲渡その他の処分、等の
業務を営むものとされている（機
構法第19条第１項各号）。

3 -

地方公共団体の有する第三セクターの
ための保証債務及び将来発生する求
償権を機構に譲渡することは、第三セ
クターの事業者の再生につながるもの
ではない。機構は、法律上、事業の再
生を目的とするものであって、地方公
共団体の負担の軽減を図るための措
置はとり得ない。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

地方公共団体の有する第三セクター
のための保証債務及び将来発生する
求償権を機構に譲渡することは、第
三セクターの事業者の再生につなが
るものではない。機構は、法律上、事
業の再生を目的とするものであって、
地方公共団体の負担の軽減を図るた
めの措置はとり得ない。

福岡市
福岡アジアビジネス
交流拠点都市構想

2079 2079030 110840

ジェトロ・ビジネス・サ
ポート・センターの利
用許可の簡素化・迅
速化

ジェトロのビジネス・サポート・
センター（ＢＳＣ）の利用につい
て、申請受付から許可までの
期間を短縮し、外国人事業者
が速やかに利用できるように
する。

具体的には、現在、ジェトロの
海外及び地方事務所で受け付
けたＢＳＣの利用申請について
は、東京本部で週１回審査の
上、利用許可をすることとなっ
ているものを、ＢＳＣを所管する
地方事務所で迅速に許可を行
えるように権限を移譲する。

本市が設置予定の「アジアビジネス支援セン
ター」には、外国企業の日本進出のためにイ
ンキュベート施設を併設することとしており、
ジェトロ福岡貿易情報センター内のＢＳＣの利
用の簡素化・迅速化により、両施設の機能が
補完され、サービスが強化される。

日本への進出を検討している外国人事業者は、市場調
査や会社設立準備等のために来日して初めて、ＢＳＣの
存在を知ることも多い。来日後の円滑な活動を支援し、
対内投資を促進するため、短期間でＢＳＣの利用許可を
行えるようにする必要がある。

独立行政法人日本貿易振興機構による
事業運用に関する提案

日本への進出等を検討している海外
事業者に対して、ジェトロのビジネスサ
ポートセンターにおいて一定期間（約２
ｶ月）オフィスを提供している。
利用許可認定プロセスをJETRO本部
で一元的に行っている理由として、①
希望地域が複数にまたがる場合があ
る、②統一された基準によって審査さ
れる必要があるなど、JETRO本部にお
いて一元的に行うことが最も効果的・
効率的と考える。
また、現在、審査書類が整い申し込み
が受理された場合、次の火曜日に審
査・決定されることから、１０日間前後
で許可を行っているとのこと

8
独立
行政
法人
の事
業に
関して
は、当
該法
人が
責任を
もって
遂行
するこ
とと
なって
いる。

独立行政法人の事業に関しては、当該
法人が責任をもって遂行するものであ
り、本提案事項については独立行政法
人の運用に委ねられているため、国と
して答える立場にないが、JETROから
はサービス向上の観点から本提案を踏
まえ一層の迅速化を図ると聞いてい
る。

独立行政法人日本貿易振興機構に、
要望の趣旨を伝えられたい。

8
独立行政法
人の事業に
関しては、当
該法人が責
任をもって遂
行することと
なっている。

要望については既にＪＥＴＲＯへ伝え
てあるところ。

福岡市
福岡アジアビジネス
交流拠点都市構想

2079 2079040 110850
対内直接投資推進事
業における助成対象
項目の拡大

対内直接投資推進事業につい
て、現在の助成対象項目（調
査費、広報素材作成費、通訳・
翻訳費、航空費、滞在費、国
内活動費、人件費などのソフト
面での支援に限定されている）
に、進出してきた外国企業の
国内での事業開始（スタート
アップ）を支援するための施設
の整備費用を追加する。

本市が計画する「アジアビジネス支援セン
ター」の整備費用について、対内直接投資推
進事業の助成を受けることにより、同センター
の整備を加速させる。

対内投資を促進するためには、外国人事業者の日本で
の会社設立当初の経費負担を軽減することが有効であ
る。そのため、支援施設を整備し、安価なオフィスを提供
することが必要である。

平成１５年度「先進的対内直接投資推進
事業」提案公募要領

我が国の対内直接投資を促進するた
め、地域の特長を活かした外国企業
誘致活動を行う自治体に対し、誘致活
動のうち、誘致戦略の立案、広報素材
の作成、外国企業の招へい、進出企
業の立ち上げ支援の活動を国が支援
することにより、これを範として他地域
の取組も促すことを目的とする「先進
的対内直接投資推進事業」を実施。
１５年度は、自治体等からの提案公募
を受け、５つの採択地域が本事業に取
り組んでいるところ。

3

厳しい予算制約の中で、政策効果を最
大化する観点から、補助対象経費を決
定。施設を補助対象に追加することに
ついては新たな予算措置が前提となる
ため不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

厳しい予算制約の中で、政策効果を
最大化する観点から、補助対象経費
を決定。施設を補助対象に追加する
ことについては新たな予算措置が前
提となるため不可能。

㈱アイ・ビジ
ネスセン
ター

地域経済活性化・
中小企業のための
貿易決済保証システ
ム　　　　　「アジア国
際取引決済機構
(AIBCS)」

3075 3075010 110860

・AIBCS設立にかかる
システム開発費用
・アジア諸国との提携
交渉　　　　　　　・信用
保証協会の信用保証
・（必要に応じて）アジ
ア政府へODAを使っ
た決済保障援助。

1.アジア国際取引決済機構
（AIBCS）設立にかかる開発費
用負担。　　　　　　　　　　　2.ア
ジア諸国政府との提携折衝。
3．信用保証協会の信用保証
4.政府レベルでの信用保証が
困難なアジア政府に対する、Ｏ
ＤＡを使った、決済保障支援。

「アジア国際取引決済機構（AIBCS）」を営利
団体として設立。　出資元は国内外の銀行・損
保・商社・信用調査会社等。　アジア政府と提
携し、相互に同決済機構を持つ。　同社システ
ムの構築は、行政支援の基に、ｅ-アジアマー
ケットプレイス福岡（Nextr@de）の運営を行う、
㈱アイ・ビジネスセンターが行う。

従来の国際取引決済では解決出来ていない、国際取引
の際の企業の資金負担、与信管理・代金回収リスクを日
本政府及びアジア諸国政府が保証することにより、日本
とアジアの中小企業間の直接取引きを活発化し、地域産
業の活性化、及び中小企業の再生と育成を目指す。

3

厳しい予算制約の中で政策効果の最
大化を図る観点から決定しており、本
提案は新たな予算措置を伴うものであ
り不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

厳しい予算制約の中で政策効果の最
大化を図る観点から決定しており、本
提案は新たな予算措置を伴うもので
あり不可能。

茨城県
ひたちなか地区の土
地活用及び港湾利
用推進プロジェクト

1278 1278040 110870

建物や機械に対する
特別償却の期限の延
長並びに償却率の引
き上げ及び適用年度
の繰り下げ

　輸入促進地域（ＦＡＺ）の特定
集積地区において，製造業
者，卸売業者，小売業者等が
取得する建物や機械につい
て，輸入関連事業用資産の特
別償却の期限（平成16年3月
31日まで）のＦＡＺ法期限（平成
18年5月29日まで）までの延
長，並びに償却率（建物１
０％，機械２０％）の引き上げ
（建物１２％，機械２５％）及び
適用年度（供用年度のみ）の
繰り下げ（減価償却期間にお
いて企業が希望する年度）とす
る。

　輸入促進地域（ＦＡＺ）の特定集積地区内に
立地した企業に対し，建物や機械に対する特
別償却の適用期限の延長，並びに償却率引
き上げ及び適用年度の繰り下げを行うことに
より，特定集積地区内における税制の優遇措
置が拡大され，企業立地が促進される。

　輸入促進地域（ＦＡＺ）の特定集積地区内において，建
物や機械に対する特別償却は，適用年度が供用開始年
度のみであることや償却率が低いことから制度の利用が
ほとんどされていない状況にある。このため，期限（平成
１６年３月３１日まで）の延長，適用年度を減価償却期間
において企業が希望する年度とすること，償却率引き上
げの優遇措置拡大を図ることにより企業立地を促進する
必要がある。

租税特別措置法第１１条の１０，租税特
別措置法第４４条の１０

　輸入の促進及び対内投資事業の円
滑化に関する臨時措置法（ＦＡＺ法）に
基づく特定集積地区において，輸入関
連事業者（輸入品を取り扱う製造業
者，卸売業者，小売業者又は運輸業
者）が新規取得する一定の設備等に
係る償却において、建物及びその付
属施設については取得価額の１０％
を、機械・装置について取得価額の２
０％を特別償却として、初年度に限り、
普通償却にそれぞれ上乗せして減価
償却を認めるもの

6

租税特別措置は財務省の所管とされ
るため、FAZに係る特別償却制度につ
いては担当ではない。

（備考）
　ＦＡＺに係る特別償却制度について
は、平成１６年度税制改正において廃
止されることとなった。
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大阪府
内外企業の立地促
進

2027 2027020 110880
FAZ地域外国事業者
支援事業に係る対象
要件の緩和

現在府が設置するりんくうゲー
トタワービル１６Ｆのインキュ
ベートオフィスの利用に当っ
て、外国系企業については、外
資１／３以上とされている。し
かし、当該出資の形態は法人
からの出資を前提として規定さ
れており、国庫補助はこれを厳
格に運用されているが、個人
(外国人）出資による企業につ
いても対象要件を緩和する必
要がある。また、りんくうゲート
タワービル１６Ｆに設置するイン
キュベートオフィスはFAZ法に
根拠を置く補助事業であるた
め、対象となる業種は輸入事
業に限定されているが、業種を
限定せず、事業者を幅広く捉
え、対内投資を推進させていく
必要がある。

当該インキュベートオフィスの利用に当って、
外国系企業については、外資１／３以上とされ
ている。しかし、当該出資の形態は法人から
の出資を前提として規定されており、国庫補
助はこれを厳格に運用されている。府は前理
由により補助金の対象外とされた企業も、府
の補助要項と目的から個別に判断し、利用目
的に合致する企業については、単独補助によ
る支援を行なっている。また、当該インキュ
ベートオフィスはFAZ法に根拠を置く補助事業
であるため、対象となる業種は輸入事業に限
定されている。府の単独補助も基本的に国に
準じているため、輸入事業者以外は当該オ
フィスは利用できない。

大阪に進出意欲のある外資系企業は、初期段階で資金
力が十分でないベンチャー企業が多く、国庫支援の可否
が進出の判断に大きく影響するため、当該要件を柔軟に
解し、個人（外国人）出資による企業についても広く認め
るべきである。また、経済のグローバル化に伴い、大阪進
出を希望する外国企業の業種も多様化している。こうした
背景のもと、対内投資を幅広く推進する観点からＩＴ・バイ
オ等を中心とする都市型産業の受入も可能となるような
業種の制限を撤廃する必要がある。

輸入関連事業者集積促進事業費補助
金交付要綱

本補助事業は、補助対象を進出初期
の外国系企業（運用で外国企業の外
資比率１／３以上）・外国公的機関の
輸入関連事業者としている。具体的に
は、卸、運輸業等の他、これを支援す
る輸入に関するコンサルティング業を
含むとしている。

前段
の提
案内
容に
ついて
は２
（全国
的に
対応
可
能）、
後段
の提
案内
容に
ついて
は３
（対応
不可
能）

（前段
の提
案内
容に
つい
て）Ⅶ
（運用
で対
応）

個人（外国人）出資による企業につい
ても対象要件とする提案について、本
補助事業は、限られた予算の中で、よ
り技術、経営ノウハウ等の移転が図ら
れることが期待できるよう運用してきて
いるが、現在同意を受けているＦＡＺ地
域においては、前向きな対応を検討し
ていきたい。
補助対象業種については、厳しい予算
制約の中で、政策効果を最大化する観
点から決定しているところであり、対象
業種の拡大は、新たな予算措置が前
提となり、不可能。
なお、当省として大阪府の単独補助事
業の利用対象事業者は限定していな
い。

対象要件の緩和については、実施内
容及び実施時期を明確にされたい。
また、対象業種の緩和については、
提案の趣旨を踏まえ検討されたい。

前段の提案
内容につい
ては２（全国
的に対応可
能）、後段の
提案内容に
ついては３
（対応不可
能）

（前段の
提案内
容につ
いて）Ⅶ
（運用で
対応）

本補助事業は、限られた予算の中
で、より技術、経営ノウハウ等の移転
が図られることが期待できるよう運用
してきているが、現在同意を受けてい
るＦＡＺ地域においては、平成１６年度
中に、個人（外国人）出資による企業
についても対象要件とすることについ
て、措置を講じる。
　
補助対象業種については、厳しい予
算制約の中で、政策効果を最大化す
る観点から決定しているところであ
り、対象業種の拡大は、新たな予算
措置が前提となり、不可能。
なお、当省として大阪府の単独補助
事業の利用対象事業者は限定してい
ない。

神戸市
神戸医療産業都市
構想の推進による地
域再生構想

2022 2022010 110890

産学民官の連携によ
る地域の科学技術振
興・産業活性化のため
の中核機関の機能強
化

産学民官の連携による地域の科学技
術振興・産業活性化のために、以下の
中核機関の機能強化が必要である。
（１）民間資金導入による中核機関の財
政基盤強化
　① 中核機関の「特定公益増進法人」
としての認定要件の緩和
　② 中核的支援機関が新事業創出促
進法関連税制優遇措置（基金の損金
算入）を受けるための政令４事業実施
要件の緩和
（２）地方公共団体による中核機関への
支援体制の強化
  ○中核機関への地方公共団体からの
財政支援に対する必要な措置
　・中核機関への出資金及び貸付金の
財源を地方債とする際の要件の緩和
（国または地方公共団体の出資比率の
制限）等
（３）中核機関の機能強化を図るための
研究費（競争的資金）の運用の弾力化
・事業費に左右されず、すべての研究
費（競争的資金）に間接経費３０％を導
入（第2期科学技術基本計画に規定さ
れている）
（４）大学発のバイオベンチャーの育成
を支援するライフサイエンスＴＬＯを創
設するための承認ＴＬＯの要件の弾力
化
　○ ＴＬＯの承認基準の明示
　○ ＴＬＯの承認基準の弾力化
  ・原則１大学１ＴＬＯとの指導　→　複
数のＴＬＯに弾力化
  ・承認には学長の同意が必要との指
導　 →　同意要件の弾力化（学部長等
の同意）

（１）（２）民間資金の導入及び地方公共団体
の支援により、中核機関の財政措置を強化
し、産学民官の連携による地域の科学技術振
興・産業活性化に資する。

（３）地域の科学技術振興を目的とする公益法
人や大学等における産学連携型の研究活動
を加速することにより、地域における革新技
術・新産業の創出を通じた地域経済の活性化
を図る。

（４）京都大学、大阪大学、神戸大学、理化学
研究所など、関西を中心に広域横断的な研究
機関を対象として、ライフサイエンスに特化し
て、研究成果の事業化（アーリーインキュベー
ション）及び技術移転を促進するため、承認Ｔ
ＬＯとして、「ライフサイエンスＴＬＯ」を創設す
る。
　これにより、ライフサイエンス分野特有の課
題に対応した事業化支援体制を構築すること
が可能となり、その結果、研究成果の事業化
が加速され、地域経済の活性化に資すること
となる。

（１）民間資金を導入しやすくすることにより、中核機関の
財政基盤が強化され、地域産業活性化に資する。

（２）地域産業活性化に向けた中核機関の財政基盤強化
は、地方公共団体における将来の税源の涵養につなが
るため、後年度負担を求めることが適切である。

（３）すべての研究費（競争的資金）に間接経費３０％が適
用されていない。本来、間接経費によって中核機関の活
性化及び産学連携の加速を図る必要がある。

（４）大学知的財産本部の設置に伴い、ライフサイエンス
分野での知的財産を、早期に実用化・産業化するために
も、専門的・広域的なＴＬＯが必要。
しかしながら、国からは、承認ＴＬＯの要件として、
・原則１大学１ＴＬＯと指導されている。
・承認ＴＬＯを設置するには学長の同意が必要と指導され
ている。
これらの承認基準を明確化するとともに、要件の弾力化
が必要。

（２）
租税特別措置法第６６条の１１第１項第
５号、租税特別措置法施行令第３９条の
２２第２項第１２号、租税特別措置法第２
８条第１項第５号、租税特別措置法施行
令第１８条の３第３項第１０号、新事業創
出促進法第２０条、新事業創出促進法
施行令第７条

（４）
大学等における技術に関する研究成果
の民間事業者への移転の促進に関する
法律（以下「ＴＬＯ法」という。）第4条、第
12条

（２）
認定中核的支援機関が行う政令４事
業に属する業務に係る基金に充てる
ための負担金について、損金算入の
特例を設けている。

（４）
ＴＬＯ事業は、ＴＬＯ法に基づく承認（４
条）又は認定（１２条）を受けなくても実
施可能（ＴＬＯ法は支援法。）。したがっ
て、「２８．地域再生のための支援措置
に係る提案事項の内容」にある分野別
ＴＬＯは現行制度上も自由に設置可能
である。
なお、承認ＴＬＯが既に設置されている
大学において、承認ＴＬＯを増設する
場合は、当該大学から研究成果の安
定的な供給を受けることができるよう、
大学側（大学としての意志決定ができ
る者）と調整すれば現行制度上も設置
可能である。

（２）
　
6
（４）
　
5

（２）
租税特別措置は財務省所管のため、
当該制度については担当でない。

（４）
「３８．制度等の現状」に記載したとお
り、ＴＬＯ法及びその関連規定におい
て、「２８．地域再生のための支援措置
に係る提案事項の内容」にあるような
規制はない。
なお、文部科学省及び経済産業省とし
ては、今後とも大学等における技術に
関する研究成果の民間事業者への移
転を促進する観点から、必要に応じ、
提案者に対し制度の現状についてわ
かりやすく説明していきたい。

要望内容は実現可能か確認された
い。

（４）　5

（４）
３８欄に記載のとおり、対象とする大
学から研究成果の安定的な供給を受
けることができるよう、大学側と調整
すれば、実現可能である。

福岡市
福岡アジアビジネス
交流拠点都市構想

2079 2079080 110900

競争的資金等による
研究開発終了後の機
械器具等の管理法
人・大学への無償譲
与

地域新生コンソーシアム研究
開発事業など産学官連携を推
進するための競争的資金等を
活用し、国の委託を受け研究
開発を実施する場合、管理法
人は、研究開発（補完研究を
含む）終了後、購入した機械器
具等を国に返納しなければな
らないが、当該機械器具等を
活用した、新たな産学の研究
開発を促進するため、現物を
管理法人もしくは大学（私立大
学を含む）に無償譲与できるよ
うにする。

（内容）
　産学官連携の推進による研究開発機能の強
化を通した地域産業振興
（効果）
　採択テーマは、比較優位にある研究分野で
あるので、競争的資金等で購入した機械器具
等の蓄積を通して、当該分野の優位性向上や
新たな産学研究開発・グループの創出を図る
ことができる。

管理法人は、研究開発（補完研究を含む）終了後、購入
した機械器具等を国に返納しなければならず、その後の
当該地域・大学における産学の研究開発の進展に何ら
活用されない。

物品の無償貸付及び譲与等に関する法
律（昭和２２年法律第２２９号）
経済産業省所管に属する物品の無償貸
付及び譲与に関する省令（平成１５年経
済産業省令第８１号）
地域新生コンソーシアム研究開発事業
に関して無償貸付が行われた機械器具
等の使用等に関する特例を定める訓令
（平成１５・０７・１８会課第２号）
地域新生コンソーシアム研究開発事業
公募要領

物品の無償貸付及び譲与等に関する
法律上、試験研究等のための機械器
具等は、譲与の対象とされていない。

3

財政法や物品の無償貸付及び譲与に
関する法律の運用上、国の財産の譲
与は適正な対価を徴することが原則で
あり、営利を目的とする者に対する譲
与については適正な対価を徴すること
が適当の考えから、営利企業に対する
物品の譲与は認めていない。
　また、当該要望は、国の財産を譲与
する範囲の拡大を求めるものであり、
従来型の財政措置を求めるものである
ことからも不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

財政法や物品の無償貸付及び譲与
に関する法律の運用上、国の財産の
譲与は適正な対価を徴することが原
則であり、営利を目的とする者に対す
る譲与については適正な対価を徴す
ることが適当の考えから、営利企業に
対する物品の譲与は認めていない。
　また、当該要望は、国の財産を譲与
する範囲の拡大を求めるものであり、
従来型の財政措置を求めるものであ
ることからも不可能。

岡山県
ミクロものづくり
岡山の創成

2166 2166010 110910
国庫補助金等で取得
した財産の目的外使
用

  補助金等により取得した財産
については、公設試験研究機
関の内部使用や特定の共同
研究等での使用に制限されて
いるが、施設や機器について、
対象地域内においては参加団
体・企業に限定して幅広い利
用を認める。

①国庫補助金等により取得した財産(施
　設、機器)について、ミクロものづく
　り岡山創成事業に参加する企業、大学
　による研究目的での使用を認める。
②企業が取得した財産については研究成
　果を活用した生産活動についても使用
　を認める。

　補助金等により取得した財産については、公設試験研
究機関の内部使用や特定の共同研究等での使用に制限
されている。
　高額な最先端の機器を地域の中小企業が独自に導入
することは困難であり、本来の補助目的に支障が生じな
い範囲で、対象地域内の参加団体に対して施設や機器
の幅広い利用を認めることで、研究の裾野が飛躍的に広
がり技術の高度化の進展とともに、地域産業の活性化に
つながる。

2 Ⅴ

個別具体的な検討が必要であるが、一
般論としては、技術開発補助金の交付
対象となった試験研究及び関連試験研
究が終了し、当該補助金で取得した機
械・装置等を当該技術開発補助金の補
助目的に従って利用する余地が乏しく
なった場合には、転用により補助事業
者に収入が発生する場合等を除き、補
助金の返還を行うことなく生産設備へ
の転用その他の商業活動への転用の
承認を行える蓋然性が高い。

何が新たに認められ、その時期はい
つなのかを明確にされたい。

2 Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、当該補助金で取得した機械・装
置等を当該補助金の補助目的に従っ
て利用する余地が乏しくなった場合、
等の承認要件を明示した運用通達を
平成16年度中に作成する。
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神奈川県

知的イノベーション創
出プログラム（神奈
川方式の知的財産
戦略）

1284 1284010 110920
財団法人であるKAST
を、公的研究機関とし
て法的認定

財団法人であるKASTを、公的
研究機関として法的に認定し、
独立行政法人である研究機関
と同等の環境整備及び各種補
助事業等の対象機関としても
らいたい。
具体的には、KASTについて、
産業技術力強化法第１６条（公
設試験研究機関（その他）の定
義）の認定を受け、また、科学
技術振興調整費などの各種競
争的資金における申請要件と
して、「独立行政法人」と同様
の取扱をしてもらいたい。

　本構想の中核的な研究活動を行っている
KASTの研究事業などが、研究機関として大学
や国の独立行政法人と同様の研究環境が整
備される。
このことにより、神奈川県が取り組んでいる
「知的イノベーション創出プログラム」の強力な
推進が始めて可能となる。

KASTは、実質的には地域における大学以上の公的研究
機関としての役割を担っているにもかかわらず、組織とし
て財団法人であるため、国の各種競争的資金の申請要
件からもれてしまうケースが多かった。
　KASTの活動は、これまでも、基礎的経費は県の補助金
などを中心として推進してきているが、本支援措置が実
現されることにより、その成果のより大きな展開を図る
際、国の競争的資金の積極的な活用が図られ、本構想
の推進が可能となる。

「産業技術研究助成事業公募要領」

産業技術力強化法第１６条

（産業技術研究開発助成事業）
産業技術研究助成事業では、大学、
国立研究所、独立行政法人等に所属
する若手研究者を応募者の要件とし
ており、財団法人は対象機関として含
んでいない。

（産業技術力強化法第１６条における
公設試験研究機関の定義）
産業技術力強化法に関し、平成１５年
の通常国会において第１６条を改正
し、公設試験研究機関及び地方独立
行政法人に対して、平成１６年４月より
新たに特許料等の減免措置の対象と
したところ。ただし、「公設試験研究機
関」には財団法人は含まれない。

３
（産業
技術
研究
開発
助成
事業）

3
(産業
技術
力強
化法
第１６
条に
おける
公設
試験
研究
機関
の定
義）

（産業技術研究開発助成事業）当事業
は、独立行政法人である新エネル
ギー・産業技術総合開発機構の運営
費交付金の一部で実施しているため、
検討については調整が必要。対象の
拡大の是非とその条件については、今
後検討していく予定。
（産業技術力強化法第１６条における
公設試験研究機関の定義）
産業技術力強化法第１６条で特許料等
の減免措置の対象となる機関は、公的
な試験研究機関を対象としているた
め、民間の機関である財団法人につい
ては、国の認可した財団法人も含め、
法第１６条での「公設試験研究機関」の
対象として認めることは、適切では無
い。
なお、引き続きご指摘のような財団法
人における試験研究の状況等の把握
に努めたい。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。

３
（産業技術
研究開発助
成事業）

3
(産業技術力
強化法第１６
条における
公設試験研
究機関の定
義）

（産業技術研究開発助成事業）当事
業は、独立行政法人である新エネル
ギー・産業技術総合開発機構の運営
費交付金の一部で実施しているた
め、検討については調整が必要。対
象の拡大の是非とその条件について
は、今後検討していく予定。
（産業技術力強化法第１６条における
公設試験研究機関の定義）
産業技術力強化法第１６条で規定す
る「公設試験研究機関」については、
地方自治体が設置する公的な試験研
究機関を対象としているため、民間の
機関である財団法人を対象と認める
ことは、適切では無いと考える。

石川県
石川ニッチトップ企業
倍増計画

1052 1052020 110930

研究開発補助金に係
る購入機械装置の工
程使用禁止規定の廃
止

既存企業の中で、キラリと光る
技術を有する企業に対し、研
究開発補助から事業化まで一
環・集中した支援を行うため、
研究開発補助金で購入した機
械装置等を補助事業終了後に
も生産活動に使用することが
必要であるため、補助事業終
了後に自社の工程で使用する
ことを禁ずる取扱いを廃止され
たい。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業に対し、研究開発補助から事業化まで一
環・集中した支援を行うため、研究開発補助
金で購入した機械装置等を補助事業終了後
にも生産活動に使用することを可能とすること
により、研究成果を事業化へ結びつける。

研究開発補助金で購入した機械装置等を補助事業終了
後に自社の工程で使用することが禁じられているため、
研究成果の事業への活用の障害となっている。

補助金適正化法

中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱第８９条

　交付要綱に定める処分制限財産を
財産処分（生産設備への転用等、目
的外使用を含む）する場合には、交付
要綱において所轄経済産業局長の承
認が必要と規定している。

2:全国
的に
対応

Ⅶ

　技術開発補助金の交付対象となった
試験研究及び関連試験研究が終了
し、当該補助金で取得した機械・装置
等を当該技術開発補助金の補助目的
に従って利用する余地が乏しくなった
場合には、生産設備への転用その他
の商業活動へ転用することは可能であ
り、補助金の返還も不要とする方向で
検討。

交付要綱に定める処分制限財産を財
産処分（生産設備への転用等、目的
外使用を含む）する場合の新たな対
応の内容及び時期を明確にされた
い。

2:全国的に
対応

Ⅶ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、当該補助金で取得した機械・装
置等を当該補助金の補助目的に従っ
て利用する余地が乏しくなった場合、
等の承認要件を明示した運用通達を
平成16年度中に作成する。

石川県
石川ニッチトップ企業
倍増計画

1052 1052030 110940
研究開発補助金の交
付決定前経費の対象
化

研究開発補助金の申請から交
付決定まで数ヶ月の期間を要
しているため、申請企業が遅
滞なく研究事業に着手できるよ
う、交付決定前であっても、申
請日以降の経費については補
助対象とされたい。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業に対し、研究開発が遅延することないよう
研究開発補助金の対象期間を拡大することに
より、研究開発から事業化まで一環・集中した
支援を行う。

研究開発補助金の申請から交付決定まで数ヶ月の期間
を要しているが、交付決定前の経費は補助対象となって
いないため、研究事業の停滞を招いているケースが生じ
ている。

補助金適正化法
　補助金適正化法の解釈により交付
決定日以前の事業着手に係る経費は
補助対象外としている。

3：対
応は
不可
能

　補助金適正化法の解釈により、「国
が形式的に補助金等交付債務を負担
する時点は、交付申請者に対して当該
債務負担の意志が確定的に表示され
たとき、すなわち交付決定通知がなさ
れたときと解するのが相当と認められ
る。」とされているため、交付決定日以
前の事業着手に係る経費は補助対象
外としている。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。
3：対応は不
可能

　補助金適正化法の解釈により、「国
が形式的に補助金等交付債務を負
担する時点は、交付申請者に対して
当該債務負担の意志が確定的に表
示されたとき、すなわち交付決定通知
がなされたときと解するのが相当と認
められる。」とされているため、交付決
定日以前の事業着手に係る経費は
補助対象外としている。

石川県
石川ニッチトップ企業
倍増計画

1052 1052040 110950
研究開発補助金のテ
ストピース等の保管規
定の廃止

研究開発補助金の対象の原
材料等について、研究又は試
作の途上において発生した仕
損じ品及び研究に使用したテ
ストピース等を保管させること
となっているが、中小企業者に
とっては負担となっているた
め、廃止されたい。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業に対し、不要品の管理・保管という無用の
負担を排除し、研究に専念できる環境整備を
図る。

研究開発補助金の交付を受けることにより中小企業者に
無用の負担がかかっているため、利用しやすい制度に改
めることが必要である。

中小企業経営資源強化対策費補助金
（地域活性化創造技術研究開発事業）
実施要領

　実施要領において、研究開発過程で
生じた仕損じ品やテストピース等につ
いての保管を規定している。

2：全
国的
に対
応

Ⅶ：運
用で
対応

　実施要領における仕損じ品やテスト
ピース等の保管規定について、額の確
定後であれば写真等の保管により代
用可能とする旨を明記するよう改正を
検討する。

実施内容及び実施時期を明確にされ
たい。

2：全国的に
対応

Ⅶ：運用
で対応

　研究開発における仕損じ品やテスト
ピース等の保管については、額の確
定後であれば写真等の保管により代
用可能とすることができるよう、平成１
６年度中に、実施要領を改正する。

川崎市
川崎臨海部再生－
アジア起業家村構想

1178 1178020 110960
先進的対内直接投資
推進事業の範囲の拡
大

（１）「採択件数及び１件あたり
の支援額を弾力的に適用す
る」誘致戦略立案からトップ
セールス、招聘活動等、事業
実施内容に応じた採択と経費
配分（２）「支援年度を単年度
から複数年度の継続とする」連
続して3カ年間継続採択（３）
「支援活動の対象範囲の拡大
を図る」研究機関、研究者及び
起業家等の受入れや外国人
受入れに伴う教育講座等への
適用（４）「支援対象活動の実
施方法の弾力化」当該事業を
実施する民間団体、第三セク
ター等による実施

支援措置の弾力的な運用により、多様なサー
ビスと提供主体を確保し、直接投資と人材の
呼び込みを推進する。

（１）単年度内に一定の成果が期待できるものが採択され
ているが、企業誘致には長期間を要するのが一般的であ
る。また実施には計画立案から実態調査、事業実施、ア
フターフォロー等、時間とコストに増減が生ずる。（２）支
援対象活動が外国企業誘致のみに限定されているた
め、対象の拡大と支援内容の拡充が必要である。（３）現
在の支援活動実施主体がジェトロ（日本貿易振興機構）
への委託に限定されているが、効果的な活動のため民間
団体、第3セクター等の活用を図る必要がある。

平成１５年度「先進的対内直接投資推進
事業」提案公募要領

我が国の対内直接投資を促進するた
め、地域の特長を活かした外国企業
誘致活動を行う自治体に対し、誘致活
動のうち、誘致戦略の立案、広報素材
の作成、外国企業の招へい、進出企
業の立ち上げ支援の活動を国が支援
することにより、これを範として他地域
の取組も促すことを目的とする「先進
的対内直接投資推進事業」を実施。
１５年度は、自治体等からの提案公募
を受け、５つの採択地域が本事業に取
り組んでいるところ。

（各
「提案
事項
の内
容」に
つい
て）
（１）
（３）
（４）→
５
（２）→
３

（１）（３）（４）厳しい予算制約の中で、政
策効果を最大化する観点から、１６年
度先進的対内直接投資推進事業につ
いても、補助対象・補助要件を決定の
上、採択を実施する予定。
（２）厳しい予算制約中で、毎年度最も
効果の高い案件を採択する必要があ
ることから困難。

要件作成に当たり要望を踏まえられ
ないか。

（各「提案事
項の内容」に
ついて）
（１）（３）（４）
→　５
（２）→　３

（１）採択件数及び１件あたりの支援
額については、案件により増減しうる
ものとし、経費配分については、制限
はないものとする予定。
（２）厳しい予算制約中で、毎年度最
も効果の高い案件を採択する必要が
あることから困難。
（３）本事業の支援対象は、誘致戦略
の立案、海外誘致活動の支援活動
（広報資料の作成等）、招へい活動、
進出企業の立ち上げ支援とする予
定。
（４）ジェトロから第三者に再委託等す
ることは可能とする予定。

磐梯町

仏都・会津のシンボ
ル磐梯町への定住
化構想(過疎地域か
らの脱却のための地
域再生）

1232 1232010 110970
各種許可制度の一括
許可申請及び一括許
可制度

過疎地域からの脱却の地域再
生プランに関しての各種許可
申請について農地法・農業振
興地域の整備に関する法律･
都市計画法等に係る許可申請
及び許可について一括して取
り扱い、併せて基準面積の緩
和等を図る

各種申請の一括許可申請により統一的な申
請が行われることにより、事務の簡素化が図
られ、又各種許可を簡素化することになる。

各種許可申請を従来の方法により申請する場合は時間
と書類作成に手間がかかりすぎ、小さい町村では対応で
きずに断念するか、長期的な対応をしてきた。

6 提案事項を所管していない。
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岡山県
ミクロものづくり
岡山の創成

2166 2166020 110980
地方のニーズに基づ
いた研究拠点の整備

  地域の産業特性や技術シー
ズを踏まえて実用化を目指し
た研究を進め、当該地域の産
業界へ技術移転する機能を有
する国家レベルの公設試験研
究機関の支所的機能を地方に
持たせるために研究員の派遣
を行う。

  県の現有の人的資源では取り組めないミク
ロものづくりに関するより高度な研究開発事業
を実施する。

　工業技術センター等の支援機関で、ミクロものづくりに
関する研究や技術相談等を行っているが、こうした機関
の人的資源等には限界があり、地域の研究能力のさらな
る向上を図る必要がある。

独立行政法人産業技術総合研究所
①共同研究規程
②技術研修規程

添付資料「産業技術総合研究所の産学
連携概要」に各規程、制度へのリンクを
貼り付けてありますのでご参照下さい。

①共同研究制度は企業、大学、公設
研究所などと産総研が、共通のテーマ
について協力しあいながら研究を行う
制度。平成１４年度において１５７７件
の共同研究を実施。
②技術研修制度は企業、大学、公設
研究所などの研究者・技術者に研修を
行う制度。平成１４年度において１３８
４人の技術研修を受け入れ。

5
産業技術総合研究所共同研究規定、
技術研究規定、技術相談制度等に基
づいて対応可能。

要望内容は実現可能か確認された
い。

5

制度の現状にあるとおり、産総研に
おいては共同研究制度により企業、
大学、公設研究所との共同研究を実
施しているところである。具体的には
個別の事例に応じてご相談させてい
ただくことになるが、一般論としては、
現行制度に基づき要望内容は対応可
能であると考えている。

岐阜市
バイオマス・タウンぎ
ふ構想

1321 1321040 110990
バイオマス利活用促
進に係る支援制度の
整理

地方が活用しやすいバイオマ
ス支援制度への整理統一化お
よび情報の流れ、窓口の一元
化

　バイオマスタウンぎふ構想を進めるうえでの
実証モデル地区として、テーマを明確にし、集
中的な支援や研究を目的とした、自治会など
を単位とするミニバイオタウンの指定を検討し
ている。
　バイオマス関連のソフト、ハードの整備や、
住民、事業者の合意と推進体制の整備、専門
家、情報等の支援制度などを検討している
が、資金面の問題、専門家不足、国の支援策
が複雑であるなど課題が多い。

　一定地区を指定したモデル事業の実施は、エネル
ギー、廃棄物、食品など様々な要素があるため、国の支
援策が各省ごとのものとなっている。
　支援策の整理をし、窓口を一元化することで、モデル地
区事業を実施しやすくなる。

3､5

目的の異なる支援制度、組織の一元
化は困難である。
しかしながら、バイオマス関連施策
の情報提供については、現在構築中
のバイオマス情報ヘッドクォーター
（Webサイト)の内容の充実強化が進
められている。
また、バイオマス関連施策について
は、農林水産省を中心として、バイ
オマス・ニッポン総合戦略推進会議
の場を通して各省間の緊密な連絡体
制を取っているほか、各地方ブロッ
クごとに各省出先機関間での連携を
密にしている。

提案者の構想する事業が要望に
沿って円滑に実施できるように、
関係各省の間で連携して予算執行
することが出来ないか、検討され
たい。

5

バイオマス関連施策の情報提供に
ついては、現在構築中のバイオマ
ス情報ヘッドクォーター（Webサ
イト)の内容の充実強化が進めら
れている。
また、バイオマス関連施策につい
ては、農林水産省を中心として、
バイオマス・ニッポン総合戦略推
進会議の場を通して各省間の緊密
な連絡体制を取っているほか、各
地方ブロックごとに各省出先機関
間での連携を密にしている。

岡山県
岡山グリーンバイオ・
プロジェクト

2163 2163090 111000
環境学習、識別マーク
の普及等によるグリー
ンバイオの啓蒙啓発

学校や生涯学習センター等で
の環境学習の推進、識別マー
クの普及拡大など、バイオマス
プラスチック等の普及啓発や
広報活動を推進する。

本支援措置により、バイオマスプラスチック製
品等の利用に係る国民の環境意識や消費選
好の向上等を図り、同製品等の利用拡大を図
る。

環境学習等を通じたバイオマスプラスチック製品等の利
用に係る国民意識の高揚、同製品等の利用に当たって
の識別措置などは、市場創出において極めて重要であ
り、本支援措置により、これが推進される。

バイオマスプラスチック普及啓発や広
報活動の推進に際しては、生分解性
プラスチック研究会や（社）高分子学会
エコマテリアル研究会を中心として、シ
ンポジウムやワークショップ等の開催
等を通じた活動を行っているところ。

5

バイオマスプラスチックの普及啓発等
を推進するため、愛知万博を通じたバ
イオマスプラスチック製品の利活用を
行うこととしている。また、識別表示制
度の普及拡大に向けて、「グリーンプラ
識別表示基準」の環境ＪＩＳ化作業を進
めていく。

岡山県
岡山グリーンバイオ・
プロジェクト

2163 2163100 111010

バイオマスプラスチッ
クの食品容器等の再
商品化義務の適用除
外

元来カーボンニュートラルで地
球環境に優しい植物由来のバ
イオマスプラスチック利用の食
品容器等について、「容器包装
に係る分別収集及び再商品化
の促進等に関する法律」に基
づく容器包装の再商品化義務
を適用除外にする。

本支援措置により、生分解性等の性質故に比
較的使用期間の短い製品利用に適した植物
由来のバイオマスプラスチックの食品容器等
への活用を、積極的に推進する

植物由来のバイオマスプラスチックは、石油由来の汎用
プラスチックと違って、もともとカーボンニュートラルで地
球環境に優しいもので、リサイクルを義務づけるまでの必
要はなく、本支援措置により、石油由来の汎用プラスチッ
クと比較して高いコストの縮減等も図られ、食品容器等へ
のバイオマスプラスチックの活用が大きく進展する。

容器包装に係る分別収集及び再商品化
の促進等に関する法律第11条、第12条及
び第13条

プラスチック製容器包装を製造又は利用
する事業者（小規模事業者を除く）は、
「容器包装に係る分別収集及び再商品
化の促進等に関する法律」に基づく容器
包装の再商品化義務が適用されてい
る。

3

植物由来のバイオマスプラスチックを容器
包装リサイクル法上の再商品化義務の適
用除外とすることについては、製造過程等
を含めた環境負荷の把握、石油系プラス
チックとの分別方法の確立、免除に伴い
発生する負担について関係者間で理解
が得られていること、環境への影響等を踏
まえた適切な処理方法の確立等の課題
もあることから慎重な検討が必要であり、
直ちにこれを実施することは困難である。

比較的使用期間の短い製品利用に適
した植物由来のバイオマスプラスチックの
食品容器等への活用を積極的に推進
するため、要望の趣旨を踏まえ、検討さ
れたい。

3

植物由来のバイオマスプラスチックを容器
包装リサイクル法上の再商品化義務の
適用除外とすることについては、製造過
程等を含めた環境負荷の把握、石油
系プラスチックとの分別方法の確立、免
除に伴い発生する負担について関係者
間で理解が得られていること、環境への
影響等を踏まえた適切な処理方法の確
立等の課題もあることから慎重な検討が
必要であり、直ちにこれを実施することは
困難である。

茨城県
県央地域ユニバーサ
ルデザイン推進プロ
ジェクト

1279 1279020 111020
ユニバーサルデザイ
ン化に関する金融支
援

・民間企業がユニバーサルデ
ザインに配慮した建物を建設，
増改築等する場合の低利の政
策融資制度や助成制度を創設
する。
・住民がユニバーサルデザイン
に配慮した建物を建築，増改
築等する場合の低利の政策融
資制度や助成制度を創設す
る。

　金融支援措置により，圏域内のユニバーサ
ルデザイン化が促進される。

　企業や住民が自己の建物等のバリアフリー化，ユニ
バーサルデザイン化を進めるには，負担が大きい。企業
の建物（商店等）や一般住宅等をバリアフリー化，ユニ
バーサルデザイン化する場合に利用できる低利の政策
融資制度（既存の低利融資制度の融資枠の拡大を含
む。）や補助制度を創設することにより，企業，一般住宅
のバリアフリー化，ユニバーサルデザイン化が一層促進
される。

6 当省の所管外であるため。

深川市
深川市地域活性化
戦略

1018 1018020 111030

地域の中小企業を対
象とする認証可能な
「公的法人認証」制度
の創設

取引の安全性を高め、参入を
容易ならしめるため、企業等の
識別を確保する制度の創設

地域ポータルサイトを構築し、自治体から認証
を受けた個人、企業等の経済主体がＩＣカード
（住基カード）に格納された認証機能により電
子商取引市場に自由に参入し、地域の農産物
等のショッピングモールを設けたり、企業間取
引を行うなど、地域の経済活動の振興を図
る。
ＩＣカードにより取引の安定性、安全性は増し、
個人や事業者の決済基盤を強化する。

多様な経済主体の参入を可能とすることで地域経済の活
性化を図り、雇用の創出が実現できる。

5

個人の認証に関しては、本年より自治
体が認証を行う公的個人認証サービス
制度が開始され、また、法人について
は、平成１２年１０月より商業登記に基
づく電子認証制度が開始されている。
ご要望の地域のポータルサイトに必要
な認証については、これら既存の制度
を活用することで実現が可能。
　また、ＩＣカードでの決済基盤について
も、当省の平成１２年度ＩＴ装備都市研
究事業等において開発・実証済みであ
るとともに、銀行、クレジットカード会社
等の民間分野でも実用化されていると
ころ。
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神奈川県
かながわ京浜臨海
部活性化プラン

1282 1282060 111040
新たなエネルギーの
モデル事業の促進

すすの全く発生しない低公害
自動車であるＤＭＥ自動車の
「クリーンエネルギー自動車等
導入促進事業」の対象化

「クリーンエネルギー自動車等導入促進事業」
の対象に、モデル事業段階であるＤＭＥ自動
車を加え、普及へのステップアップを促進す
る。モデル事業の実施促進により、スムーズな
普及へのステップアップが図れる。

現状では、型式認定を受けたもののみが対象となってお
り、1台ずつ認定を受けてナンバープレートを取得するＤ
ＭＥ自動車（量産段階にないため）は対象となっていない
が、低公害車の普及を促進するためには、モデル事業段
階の課題検証が極めて重要で、補助の対象化によるモ
デル事業の実施促進は極めて効果的。

クリーンエネルギー自動車等導入促
進事業は、実用化段階にはあるが経
済性の面で制約のある天然ガス自動
車、電気自動車、ハイブリッド自動車
の普及促進を目的とした補助事業で
ある。技術開発段階にあり市販化され
ていないＤＭＥ自動車は補助対象とす
ることはできない。

3

補助対象の追加は、新たな財政措置を
伴うものであり、不可能。また、ＤＭＥ自
動車は市販化されていないため、市販
自動車の普及促進を目的とした本補助
金にはそもそもなじまない。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

補助対象の追加は、新たな財政措置
を伴うものであり、不可能。また、ＤＭ
Ｅ自動車は技術開発段階にあり市販
化されていないため、市販自動車の
普及促進を目的とした本補助金には
そもそもなじまない。

山形県
「超精密技術集積特
区」推進プラン

1384 1384020 111050
地方拠点法に基づく
業務団地への誘導業
種の拡充

地方拠点都市地域の整備及び
産業業務施設の再配置に関す
る法律（以下「地方拠点法」と
いう。）に定める「産業業務施
設」に、現行の事務所、営業所
その他の業務施設に加え、工
場施設を加えるもの。

「有機エレクトロニクスバレープロジェクト」及び
「超精密加工テクノロジープロジェクト」が目指
す「超精密技術」関連産業の集積を実現する
ため、｢超精密技術集積特区｣内にある、地方
拠点法に基づいて整備された｢米沢オフィスア
ルカディア団地｣への工場施設の立地を可能
にするもの。

オフィス団地のある米沢地域においては、分譲可能な工
業用地が残り少なくなってきており、超精密技術関連産
業の集積誘導に支障をきたす恐れがある。本制度を活用
し地方拠点法第２条第３項で定める「産業業務施設」につ
いては、「工場」まで拡充するもの。

・地方拠点都市地域の整備及び産業業
務施設の再配置の促進に関する法律第
2条第3項及び第40条第2項第1号
・地方拠点都市地域の整備及び産業業
務施設の再配置の促進に関する法律施
行令第2条

「工場再配置促進法」においては、工
場の再配置の促進のための措置等を
講じており、「地方拠点都市地域の整
備及び産業業務施設の再配置の促進
に関する法律」においては、工場以外
の産業業務施設に対する再配置の促
進のための措置等を講じており、地域
振興整備公団は、後者に基づいて整
備された産業業務用地を工場用地と
して譲渡することは法律上できない。

2 Ⅰ

地域振興整備公団が整備した団地の
うち、用途制限を維持する必要性が乏
しくなっており、用途制限を維持した場
合、遊休施設化その他の不適切な事
態が生じる可能性が高い団地について
は、地域再生に資する場合について用
途を拡大する方向で対応。

大阪府 循環型社会の促進 2035 2035010 111060
エコタウン事業の補助
採択の要件緩和

エコタウン事業(経済産業省・
環境省）の補助採択の要件緩
和

  補助採択の要件は、現在、技術的先進性が
最優先とされているが、廃棄物リサイクルにつ
いて一定の技術的進展が見られている現状で
はこの要件を満たすことが難しい。 今後は、
特に、地域資源や地域特性を活かした事業、
地元自治体の協力が得られる事業、雇用創出
をはじめ地域経済に寄与する事業など、地域
内循環型社会構築に大きく貢献する取組みに
ついても評価し、要件に追加していただきた
い。

　補助採択の要件は、現在、技術的先進性が最優先とさ
れているが、廃棄物リサイクルについて一定の技術的進
展が見られている現状ではこの要件を満たすことが難し
いので、地域内循環型社会構築に大きく貢献する取組み
を推進していく上で、要件緩和が必要である。

地方自治体が作成した計画を「エコタ
ウンプラン（環境と調和したまちづく
り）」として経済産業省及び環境省で共
同承認し、プランに記載されている先
導的リサイクル設備整備について、予
算の範囲内で支援している。

2 Ⅵ

１６年度以降のエコタウン事業について
は、現在、制度の見直しを検討中であ
り、その中で、採択基準についても従
来の技術的先導性に加え、経済性・効
率性をも基準として追加する方向で見
直しを検討している。

水屋グルー
プと西東京
市役所防災
課との共同
提案（現在
進行中）

日本の新しい防災予
防対策整備の強化
策ならびに、地域住
人の防災への意識
改革地元商工業の
活性化及び構造改
革。

3057 3057010 111070

各市の公共施設に備
える飲用水整備を図
る為自治体レベルで
の予算支援

各市における財源不足による
防災予算が取れない為、防災
整備の遅れが目立ちます。地
域住人の意識改革や酒販店
の意識改革及び構造改革の促
進のためにも必要最低限の支
援措置を考慮願います。日本
における地下水の汚染、緊急
井戸に指定されている場所で
も飲用不適が目立ち、緊急時
の安全な飲用水の確保がこの
先必ず不足していくことでしょ
う。対策整備には時間が相当
かかるので国よりなんらかの
対策を願います。

西東京市と西東京市小売酒販組合との協力
協定書を添付しておりますが、地域ありとあら
ゆる場所に最低1400箱のピュアウォーター18
㍑箱入りを備えるものとし、ランニングストック
という一切無駄のない体制整備が実現いたし
ます。この事業の理念は、意識改革な主な事
業ですがペットボトル等のゴミ問題、減量化。
資源の再利用、再活用も念頭におき、地域住
人のリサイクル活動の促進や飲用水の重要
性なども普及していくためです。

基本概念は、公共施設及び、地域住人各家庭における
飲用水の確保は事業者負担、各家庭負担を薦めており
ます。しかし意識改革にはそれ相当の期間を有するため
いち早く体制整備を図る為、住人の目立つ場所だけでも
備えていく必要性はあると思います。

3
新たな財政措置を伴うものであり、不
可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3
新たな財政措置を伴うものであり、不
可能。

犬山市
犬山市城下町新生
構想

1009 1009030 111080
ＴＭＯにおける出資割
合による補助率の見
直し

本市は、中心市街地活性化基
本計画の策定を終え、昨年９
月には、三セク特定会社であ
るＴＭＯを設立したところであ
る。各省庁連携して、施策の展
開や支援策が進められてお
り、市としても、中心市街地の
活性化に向け景観整備など
図っていると同時に、ＴＭＯに
期待するところが大きい。国の
支援策にあっては、出資割合
によって、その補助率が異なっ
ているが、この見直しを求め
る。

経済産業省の支援施策の一つである「商業・
サービス業集積関連施設整備事業」及び「中
心市街地商業等活性化総合支援事業費補助
金」は、地方公共団体が出資の過半（1/2を超
える）を占める第３セクターの場合とそうでない
場合で、補助率が分かれており、他の施策
は、1/2以上となっていることから見れば、厳し
いといえる。したがって、この要件緩和を求め
るものである。また、中心市街地活性化に関
係する支援策全体の補助率についても、その
引き上げが必要。なお、引き上げに伴う財源
は、地方公共団体分の率引き下げも有り得る
ものと考える。

全国的にＴＭＯが低迷しており、苦しい台所事情にあるこ
とから見れば、これらの補助要件の緩和や補助率の引き
上げは、その施策活用に繋がり、民間の力によって、中
心市街地の活性化が促進される。

中心市街地商業等活性化総合支援事
業費補助金交付要綱第４条

（補助率）
○補助事業者の出資若しくは出えん
が過半の第３セクター
　　１／２
○その他の第３セクター
　　１／４

2 Ⅵ

中心市街地活性化に係る他の補助金
との整合性を図る方向で検討（出資割
合による補助率の区分については、１
／２超から１／２以上とする）。

実施内容及び実施時期を明確にされ
たい。

2 Ⅵ

商業・サービス業集積関連施設整備
費補助金交付要綱及び中心市街地
商業等活性化総合支援事業費補助
金交付要綱において、間接補助事業
者の補助率について、市町村及び補
助事業者の出資若しくは出えんが過
半の第３セクターについては１／２と
しているが、中心市街地活性化に係
る他の補助金との整合性を図り、市
町村及び補助事業者の出資若しくは
出えんが１／２以上の第３セクターに
ついては補助率を１／２とする方向
で、平成１６年度中に、補助要綱を改
正する。
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栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211120 111090
中心市街地活性化事
業の補助要件の改善

（商店街等活性化事業、コミュニティ施
設活用商店街活性化事業）
１補助対象者の拡大
　補助対象者に任意の商店会も加える
こと

（大型空き店舗活用支援事業）
１補助対象者の拡大
　補助対象者に市町村を加えること
２補助要件の緩和
〈現行〉対象となる店舗面積のうち、中
小小売商業者及び中小サービス業者
の使用する部分は、 新規創業または
経営革新を行うものでなくてはならない
〈改善〉新たに入居する中小小売商業
者及び中小サービス業者が使用する
場合は全て補助対象とすること
３補助要件の弾力的運用
〈現行〉
 ・小売業に属する事業の用に供する部
分の店舗面積が２００㎡以上あること。
 ・対象となる店舗面積のうち、１／２以
上が小売業の用に供されていること
 ・対象となる店舗面積のうち、中小小
売商業者及び中小サービス業者の使
用する部分が１／４以上あること
〈改善〉 面積要件については弾力的に
運用すること

（商店街等活性化事業・コミュニティ施設活用
商店街活性化事業）
・補助対象者に任意の商店会を加えることに
より、地域における空き店舗対策等、商店街
等の個性化、差別化を図るための取組が容易
となり、中心市街の活性化を図る。

（大型空き店舗活用支援事業）
・補助対象者に市町村を加えることにより、集
客効果がある施設を大型空き店舗に誘致する
ことを可能とし、また、補助要件の緩和・弾力
的運用をすることにより大型店撤退後の空き
店舗のより早い解消が可能となり、中心市街
の活性化を図る。

足利銀行一時国有化の影響等から、県内各地の中心市
街地においては、衰退・空洞化の動きに拍車がかかるこ
とが懸念される。そのような中、空き店舗の解消等は、中
心市街地や商店街の魅力及び集客力を高める上で、早
急に取り組まなければならない課題であり、補助要件の
緩和や弾力的運用を図ることにより中心市街地の活性化
の取組が容易となる。

（商店街等活性化事業、コミュニティ施設
活用商店街活性化事業）
中小商業活性化事業費補助金交付要
綱第４条

（商店街等活性化事業、コミュニティ施
設活用商店街活性化事業）
現在の商店街等活性化事業、コミュニ
ティ施設活用商店街活性化事業の補
助対象者は商店街振興組合、事業協
同組合、商工会、商工会議所等となっ
ており、法人格を持たない任意の商店
会は対象となっていない。

（大型空き店舗活用支援事業）
１補助対象者はＴＭＯや商店街振興組
合等としており、市町村は補助対象者
としていない。
２本事業の対象となる店舗面積のう
ち、中小小売商業者及び中小サービ
ス業者の使用する部分は、 新規創業
または経営革新を行うものでなくては
ならない。
３補助要件については、
・小売業に属する事業の用に供する
部分の店舗面積が２００㎡以上あるこ
と。
・対象となる店舗面積のうち、１／２以
上が小売業の用に供されていること
・対象となる店舗面積のうち、中小小
売商業者及び中小サービス業者の使
用する部分が１／４以上あること、とし
て い る 。

（商店
街 等
活 性
化 事
業、コ
ミュニ
ティ施
設 活
用 商
店 街
活 性
化 事
業）
５

（大型
空き店
舗 活
用 支
援 事
業）
３

（商店街等活性化事業、コミュニティ施
設活用商店街活性化事業）
商工会、商工会議所が補助事業者に
なることにより実質的に任意の商店会
地区においても補助事業が実施可能。

（大型空き店舗活用支援事業）
中小小売商業の活性化を目的とする
事業で中小小売商業者が相当程度関
与することが必要である。また、厳しい
予算制約の中で、政策効果を最大化
する観点から、補助要件・補助対象を
決定。補助要件・補助対象の見直しに
ついては新たな予算措置が前提とな
り、不可能。

商店街等活性化事業、コミュニティ施
設活用商店街活性化事業について
は、任意の商店会についても、補助
対象となれるのか確認されたい。ま
た、大型空き店舗活用支援事業につ
いて、提案の趣旨を踏まえ検討され
たい。

（ 商店街等
活 性 化 事
業、コミュニ
テ ィ施設活
用商店街活
性化事業）
５

（大型空き店
舗活用支援
事業）
３

（商店街活性化事業、コミュニティ施
設活用商店街活性化事業）
商店街等活性化事業、コミュニティ施
設活用商店街活性化事業について
は、任意の商店会は直接の補助事業
者としていないが、商工会、商工会議
所が補助事業者になることにより実
質的に任意の商店会地区においても
補助事業が実施可能。

（大型空き店舗活用支援事業）
中小小売商業の活性化を目的とする
事業で中小小売商業者が相当程度
関与することが必要である。また、厳
しい予算制約の中で、政策効果を最
大化する観点から、補助要件・補助
対象を決定。補助要件・補助対象の
見直しについては新たな予算措置が
前提となり、不可能。

会津本郷町
小都市中心市街地
再生構想

1220 1220010 111100

１．要件の規定は、該
当する自治体を限定
するものであるので、
地域実情に応じた緩
和を要望する。
２．①法第9条第6項第
1号要件の緩和　②法
第9条第5項第2号要
件の緩和・同条第4項
要件の緩和
３．小都市における中
心市街地活性化施策
は、地域全体のまちづ
くりであるため、中小
企業振興中心の事業
とは別枠にて、地域全
体のまちづくりのため
の予算措置を望む。

23．記載の別添「小都市中心
市街地再生構想」のとおり

1　自治体が限定されなくなり投資効果が上が
る。
２①②　事業単位で責任を持つことで、自治
体・ＴＭＯ・事業者等がそれぞれの役割におい
て円滑に事業を展開できる。
３　経済産業省事業に捉われることなく、広く
地域振興の意味で取り組みができるということ
は、小都市における投資拡大に繋がる。

人口3万人以下の地方の小都市であっても個性的かつ積
極的な自治体に対しては、差別化して積極的に支援する
態勢が整備され、既存制度の利活用の活性化に繋がる
とともに個性的で魅力的な地域づくりに繋がる。

商業・サービス業集積関連施設整備費
補助金交付要綱第３条
中心市街地商業等活性化総合支援事
業費補助金交付要綱第３条

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱第２条

１．
○当該中心市街地内に、概ね１５０以
上の商店が現に存在すること。
○当該中心市街地内に、二以上の公
共交通機関が存在すること。

２．３．
各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、各々予算
措置している。
一方、中心市街地活性化推進室及び
中心市街地活性化連絡協議会を設置
し、関係府省庁間の連携の強化を
図っている。

5（前
段）

3（後
段）

１．現に商業、業務、居住等の都市機
能が集積している地域を活性化すると
いう法の趣旨に適合した範囲内で柔軟
に対応。

２．３．厳しい予算制約の中で、政策効
果を最大化する観点から、補助要件・
補助対象を決定。補助要件・補助対象
の見直しについては新たな予算措置が
前提となり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。

5（前段）

3（後段）

１．現に商業、業務、居住等の都市機
能が集積している地域を活性化する
という法の趣旨に適合した範囲内で
柔軟に対応。

２．３．厳しい予算制約の中で、政策
効果を最大化する観点から、補助要
件・補助対象を決定。補助要件・補助
対象の見直しについては新たな予算
措置が前提となり、不可能。

磐梯町

仏都・会津のシンボ
ル磐梯町への定住
化構想(過疎地域か
らの脱却のための地
域再生）

1232 1232030 111110
事業主体の町とＰＦＩ事
業者の合同実施の認
定

補助事業の事業主体を拡大
し、町とＰＦＩ事業者などの組み
合わせた形でも対象とする

事業主体の拡大を図ることにより、ＰＦＩを含む
民間と町との新たな共同事業を取り組むこと
により新規雇用の創出が図られる。

民間を含む新たな事業主体を認定することにより、雇用
の拡大と市場の活性化が図られる。

（地方公共団体が実施する事業につい
て課税の一部または全部を免除してい
るなどの優遇措置がなされている事業
の税制優遇措置の根拠条文のすべて。
地方公共団体が実施する事業について
補助金を交付しており、かつ、同事業を
民間事業者が行う場合において交付要
件、補助率において地方公共団体と差
違をつけている補助金の交付要綱の全
て）

（地方公共団体が実施する事業につ
いて課税の一部または全部を免除し
ているなどの優遇措置がなされてい
る。地方公共団体が実施する事業に
ついて補助金を交付しており、かつ、
同事業を民間事業者が行う場合にお
いて交付要件、補助率において地方
公共団体と差違をつけている。）

6 当省の施策との関係が不明である。

富山県
とやま産業活性化プ
ロジェクト

1291 1291100 111120
ＴＭＯになれる主体と
して、ＮＰＯ法人の追
加

　中心市街地活性化法に基づ
くまちづくり機関としてＴＭＯが
あるが、ＴＭＯになれる主体と
して、ＮＰＯ法人を加えることを
求めるもの。

　中小商業活性化事業費補助
金、中心市街地等商店街・商
業集積活性化施設整備費補
助金における「組合等」にＮＰＯ
法人を加える。中小企業経営
革新等対策費等補助金のう
ち、大型空き店舗活用支援事
業における「組合等」にＮＰＯ法
人を加えることを求めるもの。

中小商業活性化事業費補助金、中心市街地
等商店街・商業集積活性化施設整備費補助
金における「組合等」にＮＰＯ法人を加える。中
小企業経営革新等対策費等補助金のうち、大
型空き店舗活用支援事業における「組合等」
にＮＰＯ法人を加える。
事業主体にＮＰＯ法人を加えることによって、
多様な地域のニーズを吸い上げ、迅速な意思
決定ができるようになる。

　現在の制度では、ＴＭＯは商工会、商工会議所、第3ｾｸ
ﾀｰの特定会社、第3ｾｸﾀｰの財団に限定されている。
　商工会、商工会議所などの既存のＴＭＯの形態には限
界があることから、多様な地域の意見を吸い上げ、迅速
な意思決定を行うことができるＮＰＯ法人がＴＭＯになれ
るような制度改正が必要である。

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱

現在、ＴＭＯとなれる者は商工会、商
工会議所、特定会社又は公益法人

大型空き店舗を有効活用し、商業・
サービス業の創業・経営革新を図るこ
とにより、魅力ある商業施設を実現す
るための支援

商業の活性化に資する商業基盤施設
等に対する補助事業

（ＴＭＯ
の主
体にＮ
ＰＯを
追加）
２

（大型
空き店
舗事
業にＮ
ＰＯを
追加）
３

Ⅱ

ＴＭＯの主体としてＮＰＯを加える方向
で検討

ＮＰＯが長期間にわたり商業施設等の
運営・管理を行うことは不適当。また、
厳しい予算制約の中で、政策効果を最
大化する観点から、補助要件・補助対
象を決定。補助要件・補助対象の見直
しについては新たな予算措置が前提と
なり、不可能。

TMOの主体としてNPOを加えることに
ついては、実施内容と実施時期を明
確にされたい。また、大型空き店舗事
業について、多様な地域のニーズを
吸い上げ、迅速な意思決定ができる
ようになるため、事業主体にＮＰＯを
追加することについて、提案の趣旨を
踏まえ検討されたい。

（ＴＭＯの主
体にＮＰＯを
追加）
２

（大型空き店
舗事業にＮＰ
Ｏを追加）
３

Ⅱ
平成１６年度中に、関係機関の了解
が得られることを前提として、ＴＭＯの
主体としてＮＰＯを加える政令改正を
行う。

ＮＰＯが長期間にわたり商業施設等
の運営・管理を行うことは不適当。ま
た、厳しい予算制約の中で、政策効
果を最大化する観点から、補助要件・
補助対象を決定。補助要件・補助対
象の見直しについては新たな予算措
置が前提となり、不可能。

24 / 73 ページ



11　経済産業省　再検討要請

15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

山形県
やまがたニュービジ
ネス創生プラン

1383 1383010 111130

街中居住を支える生
活支援サービスの創
出支援のための助成
制度の弾力的運用

商店街等活性化事業のうち、
空き店舗対策事業及び活性化
対策事業について、補助対象
者としてＮＰＯ法人を追加する
もの。

ＮＰＯ法人が主体となって、商店街の空き店舗
を活用し近隣居住者に対し生活支援サービス
を提供するビジネスや、地域特有の資源であ
る「蔵」を活用した生活に潤いを与えるスポット
を提供する取組みなどが計画されている。

中心市街地における生活支援サービスの新たな供給主
体となりつつあるＮＰＯ法人については、商店街活性化事
業の支援対象とはされていない。多様なサービスの担い
手の参入を促進することで中心市街地の活性化を図るべ
ものと考える。

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱第４条

現在の商店街等活性化事業の空き店
舗対策事業においては、補助対象者
は商店街振興組合、事業協同組合、
商工会、商工会議所等となっており、
ＮＰＯ法人は対象となっていない。

5

商店街の空き店舗を活用し生活支援
サービス事業を行う場合、実施する商
店街との連携により、コミュニティ施設
活用商店街活性化事業（１５年度現在）
によりＮＰＯ法人が補助事業の実施主
体となることが可能。

山形県
やまがた産業ルネッ
サンスプラン

1385 1385040 111140
温泉観光地の景観整
備促進のための補助
事業の要件緩和

温泉観光地の景観基盤等の
整備を重点的に進めるため、
中心市街地等商店街活性化
施設整備補助金の補助対象
者に、「宿泊業者や観光関連
業者が中心となる組合等」及
び「非法人組織の団体等」を加
えるもの。

県内全ての温泉地単位で、旅館、観光事業
者、行政等で構成する活性化懇談会を開催
し、温泉地の活性化方策について検討を進め
ており、景観基盤の整備に急いで取り組むべ
きとのコンセンサスの形成が図られつつある。

街路、駐車場等の基盤整備に有効な補助金である商店
街活性化施設整備費補助金については、商店街振興組
合を擁する温泉地以外利用ができないため。

中心市街地等商店街・商業集積活性化
施設整備事業費補助金交付要綱第５条

商業の活性化に資する商業基盤施設
等に対する補助事業

6
当該補助金の目的は商業の活性化で
あり、観光振興が目的ではない。国土
交通省の所管だと思われる。

提案者の要望は、中心市街地等商店
街・商業集積活性化施設整備事業費
補助金の要件緩和であり、その趣旨
を踏まえ検討し回答されたい。

6
当該補助金の目的は商業の活性化
であり、観光振興が目的ではない。国
土交通省の所管だと思われる。

北海道滝川
市

商業都市の再生 1390 1390020 111150
駐車場等補助採択基
準に係る要件緩和

中心市街地において市民利用
等利便上特に必要とする各省
庁の現行駐車場支援制度（駐
車場等補助・地方債制度）の
要件緩和

中心市街地における良好な交通アクセス等条
件づくりのためにポイント的に効果的な駐車場
場を公共・民間の連携もとに整備を図る。

中心市街地における駐車場整備については各種施策が
あるが、次の点で要件緩和が図られば効果的な駐車場
環境の整備、中心市街の利便向上につながる。①駐車
場単体での整備②用地を対象等

中心市街地商業等活性化支援事業費
補助金交付要綱第３条

駐車場については、他の商業基盤施
設又は商業施設の整備と合わせて行
うものに限る。（収容台数が50台未満
のものはこの限りではない。）
用地取得対象外

3

厳しい予算制約の中で、政策効果を最
大化する観点から、補助要件・補助対
象を決定。補助要件・補助対象の見直
しについては新たな予算措置が前提と
なり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

厳しい予算制約の中で、政策効果を
最大化する観点から、補助要件・補
助対象を決定。補助要件・補助対象
の見直しについては新たな予算措置
が前提となり、不可能。

大津市
古都大津ルネッサン
ス

2085 2085030 111160
借地借床への公共
サービス機関設置に
対する補助金の交付

　高齢化が進み、会社や行政
機関の郊外への移転が進む中
心市街地を再生させるために
は、住みやすく働きやすい町の
機能を取り戻すことが最も大切
である。そのため、公共施設の
中心市街地への再配置を検討
しているが、その場合には次
の支援策が不可欠になる。
○　借地借床への公共サービ
ス機関設置に対する補助金の
交付

高齢福祉や子育て支援、健康づくり、ライブラ
リーなどの機能を有する心と体の健康セン
ターを市が再開発ビルの空き床を利用して設
置することを検討している。
○中心市街地の空き店舗やビルの空き床へ
の公共施設の移転を促進する。

現在、既存施設の有効活用を図るための方策を多面的
に検討しているが、方針が決定した際に、事業を円滑に
進めるため、補助金の適用拡大を求めるもの

中心市街地商業等活性化支援事業費
補助金交付要綱第３条、19条、第20条

交付要綱第３条において、交付の対象
を建設又は取得に要する経費と規定
している。また、交付要綱第19条にお
いて「財産の管理等」、第20条におい
て「財産の処分の制限」を規定してい
ることより、借床への公共機関整備費
は対象とはならない。

3

厳しい予算制約の中で、政策効果を最
大化する観点から、補助要件・補助対
象を決定。補助要件・補助対象の見直
しについては新たな予算措置が前提と
なり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

厳しい予算制約の中で、政策効果を
最大化する観点から、補助要件・補
助対象を決定。補助要件・補助対象
の見直しについては新たな予算措置
が前提となり、不可能。

苓北町
自然環境と歴史文化
に彩られた魅力ある
まちづくり

2162 2162010 111170 施策の利便性向上

補助金の採択基準、対象、利
用条件等に係る要件緩和
・中心市街地商業等活性化総
合支援事業における対象市町
村の要件緩和

・電線類の地中化事業を実施することにより、
歴史的デザインによる一体的な歴史空間を創
出する。また、安全で快適な歩行空間が確保
できる。

・中心市街地　　概ね１５０以上の商店が現に存在するこ
ととなっているため対象とならない。

中心市街地商業等活性化支援事業費
補助金交付要綱第３条

当該中心市街地に、概ね１５０以上の
商店が現に存在すること。 5

現に商業、業務、居住等の都市機能が
集積している地域を活性化するという
法の趣旨に適合した範囲内で柔軟に
対応。

要望内容は実現可能か確認された
い。 5

現に商業、業務、居住等の都市機能
が集積している地域を活性化すると
いう法の趣旨に適合した範囲内で柔
軟に対応。
なお、現在、苓北町から中心市街地
活性化法に基づく基本計画の提出を
受けておらず、中止市街地の範囲、
商店数など不明のため、実現可能か
については、確認不可能。

株式会社
熊谷組

「大型空き店舗によ
る公共・公益機能コ
ンバージョン事業に
ついて」

3102 3102010 111180
「中心市街地商業等
活性化総合支援事業
費補助金」

地域特性等に対応したオー
ダーメイド型事業の支援を提案
いたします。具体的には事業
要件の緩和、補助対象施設の
廃止（土地取得費等に関する
柔軟な対応、等）、補助率・限
度額の廃止廃、間接補助（裏
負担等）等のフロー規制の廃
止及び事業企画から、事業実
施終了に至るまでの継続した
事業リスク分担等を担保とした
支援措置（単年度事業から複
数年度事業への標準化）を期
待し、各地域（施設）ニーズに
合わせた機能構成や各種事業
関連費用をミックスさせた支援
策を期待します。

個別事業につきましては、関係権利者及び想
定される地方公共団体様との調整により、地
方公共団体からの「地域再生計画」に反映し
たいと存じます。

現状の制度全般（中心市街地活性化法）において、支援
措置対象セクターが地方公共団体、第3セクター、等と
なっており、公共・公益セクターのみの支援策となってお
ります。しかし、PFI法、公物管理の見直し、等による公
共、公益施設の運営、管理の民間開放が進む中、支援
措置につきましても民間事業者（公的担保は必要）を位
置付けることにより、柔軟な事業構築が図られ、経済活
性化、雇用促進の創造に寄与すると考えます。また。補
助要件等に関しても、地域特性を最大限に反映させる様
な、柔軟な利便性を期待するものです。

中心市街地商業等活性化総合支援事
業費補助金交付要綱第３条

対象事業者：地方公共団体、３セク
補助対象施設：商業施設、商業基盤
施設

3

厳しい予算制約の中で、政策効果を最
大化する観点から、補助要件・補助対
象を決定。補助要件・補助対象の見直
しについては新たな予算措置が前提と
なり、不可能。
なお、BTO方式のＰＦＩ事業は補助対象
としている。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

厳しい予算制約の中で、政策効果を
最大化する観点から、補助要件・補
助対象を決定。補助要件・補助対象
の見直しについては新たな予算措置
が前提となり、不可能。
なお、BTO方式のＰＦＩ事業は補助対
象としている。
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b.支援
措置提
案事項
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c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状
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類

40.措
置等
の方
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41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
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等の分類」
の見直し
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「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

株式会社
熊谷組

「大型空き店舗によ
る公共・公益機能コ
ンバージョン事業に
ついて」

3102 3102020 111190
 「商業・サービス業集
積関連施設整備事
業」

地域特性等に対応したオー
ダーメイド型事業の支援を提案
いたします。具体的には事業
要件の緩和、補助対象施設の
廃止（土地取得費等に関する
柔軟な対応、等）、補助率・限
度額の廃止廃、間接補助（裏
負担等）等のフロー規制の廃
止及び事業企画から、事業実
施終了に至るまでの継続した
事業リスク分担等を担保とした
支援措置（単年度事業から複
数年度事業への標準化）を期
待し、各地域（施設）ニーズに
合わせた機能構成や各種事業
関連費用をミックスさせた支援
策を期待します。

個別事業につきましては、関係権利者及び想
定される地方公共団体様との調整により、地
方公共団体からの「地域再生計画」に反映し
たいと存じます。

現状の制度全般（中心市街地活性化法）において、支援
措置対象セクターが地方公共団体、第3セクター、等と
なっており、公共・公益セクターのみの支援策となってお
ります。しかし、PFI法、公物管理の見直し、等による公
共、公益施設の運営、管理の民間開放が進む中、支援
措置につきましても民間事業者（公的担保は必要）を位
置付けることにより、柔軟な事業構築が図られ、経済活
性化、雇用促進の創造に寄与すると考えます。また。補
助要件等に関しても、地域特性を最大限に反映させる様
な、柔軟な利便性を期待するものです。

商業・サービス業集積関連施設整備費
補助金交付要綱第３条

対象事業者：地方公共団体、３セク
補助対象施設：商業基盤施設

3

厳しい予算制約の中で、政策効果を最
大化する観点から、補助要件・補助対
象を決定。補助要件・補助対象の見直
しについては新たな予算措置が前提と
なり、不可能。
なお、BTO方式のＰＦＩ事業は補助対象
としている。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

厳しい予算制約の中で、政策効果を
最大化する観点から、補助要件・補
助対象を決定。補助要件・補助対象
の見直しについては新たな予算措置
が前提となり、不可能。
なお、BTO方式のＰＦＩ事業は補助対
象としている。

株式会社
熊谷組

「大型空き店舗によ
る公共・公益機能コ
ンバージョン事業に
ついて」

3102 3102030 111200
「中心市街地等商店
街・商業集積活性化
施設整備後補助金」

地域特性等に対応したオー
ダーメイド型事業の支援を提案
いたします。具体的には事業
要件の緩和、補助対象施設の
廃止（土地取得費等に関する
柔軟な対応、等）、補助率・限
度額の廃止廃、間接補助（裏
負担等）等のフロー規制の廃
止及び事業企画から、事業実
施終了に至るまでの継続した
事業リスク分担等を担保とした
支援措置（単年度事業から複
数年度事業への標準化）を期
待し、各地域（施設）ニーズに
合わせた機能構成や各種事業
関連費用をミックスさせた支援
策を期待します。

個別事業につきましては、関係権利者及び想
定される地方公共団体様との調整により、地
方公共団体からの「地域再生計画」に反映し
たいと存じます。

現状の制度全般（中心市街地活性化法）において、支援
措置対象セクターが地方公共団体、第3セクター、等と
なっており、公共・公益セクターのみの支援策となってお
ります。しかし、PFI法、公物管理の見直し、等による公
共、公益施設の運営、管理の民間開放が進む中、支援
措置につきましても民間事業者（公的担保は必要）を位
置付けることにより、柔軟な事業構築が図られ、経済活
性化、雇用促進の創造に寄与すると考えます。また。補
助要件等に関しても、地域特性を最大限に反映させる様
な、柔軟な利便性を期待するものです。

中心市街地等商店街・商業集積活性化
施設整備費補助金交付要綱及び中小商
業活性化事業費補助金交付要綱

商業の活性化に資する商業基盤施設
等に対する補助事業

3

当該補助金の目的は商業の活性化で
あり、公共・公益施設設置は目的では
ない。また、厳しい予算制約の中で、政
策効果を最大化する観点から、補助要
件・補助対象を決定。補助要件・補助
対象の見直しについては新たな予算措
置が前提となり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

当該補助金の目的は商業の活性化
であり、公共・公益施設設置は目的で
はない。また、厳しい予算制約の中
で、政策効果を最大化する観点から、
補助要件・補助対象を決定。補助要
件・補助対象の見直しについては新
たな予算措置が前提となり、不可能。

株式会社
熊谷組

「大型空き店舗によ
る公共・公益機能コ
ンバージョン事業に
ついて」

3102 3102040 111210
「大型空き店舗活用支
援事業 」

地域特性等に対応したオー
ダーメイド型事業の支援を提案
いたします。具体的には事業
要件の緩和、補助対象施設の
廃止（土地取得費等に関する
柔軟な対応、等）、補助率・限
度額の廃止廃、間接補助（裏
負担等）等のフロー規制の廃
止及び事業企画から、事業実
施終了に至るまでの継続した
事業リスク分担等を担保とした
支援措置（単年度事業から複
数年度事業への標準化）を期
待し、各地域（施設）ニーズに
合わせた機能構成や各種事業
関連費用をミックスさせた支援
策を期待します。

個別事業につきましては、関係権利者及び想
定される地方公共団体様との調整により、地
方公共団体からの「地域再生計画」に反映し
たいと存じます。

現状の制度全般（中心市街地活性化法）において、支援
措置対象セクターが地方公共団体、第3セクター、等と
なっており、公共・公益セクターのみの支援策となってお
ります。しかし、PFI法、公物管理の見直し、等による公
共、公益施設の運営、管理の民間開放が進む中、支援
措置につきましても民間事業者（公的担保は必要）を位
置付けることにより、柔軟な事業構築が図られ、経済活
性化、雇用促進の創造に寄与すると考えます。また。補
助要件等に関しても、地域特性を最大限に反映させる様
な、柔軟な利便性を期待するものです。

中小企業経営革新等対策費等補助金
交付要綱

大型空き店舗を有効活用し、商業・
サービス業の創業・経営革新を図るこ
とにより、魅力ある商業施設を実現す
るための支援

3

当該補助金の目的は商業の活性化で
あり、公共・公益施設設置は目的では
ない。また、厳しい予算制約の中で、政
策効果を最大化する観点から、補助要
件・補助対象を決定。補助要件・補助
対象の見直しについては新たな予算措
置が前提となり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

当該補助金の目的は商業の活性化
であり、公共・公益施設設置は目的で
はない。また、厳しい予算制約の中
で、政策効果を最大化する観点から、
補助要件・補助対象を決定。補助要
件・補助対象の見直しについては新
たな予算措置が前提となり、不可能。

会津若松市
城下町の回廊づくり
（中心市街地の活性
化）

1042 1042030 111220 補助事業の条件緩和

地域住民や観光客が利用しや
すい拠点整備を図るため、民
間の自由な発想が発揮できる
ことが必要であることから、補
助事業の採択要件を、事業主
体者として民間を視野にいれ
たものに拡大する。

商店街に在する空地を商店街基盤施設（広
場）として整備するにあたり、民間の柔軟で多
様な発想による企画、設計、整備、運営による
賑わいの仕掛けづくりが有効な手法である（常
に催事が開催）ことから、整備の事業主体者
をＴＭＯとして、民間と行政との協働による施
設整備を展開する。
・野口英世青春広場整備事業

商店街に在する広場は常に催事が行われていることが
来街者のキッカケとなり、活性化の拠点となりえるもので
あり、民間が整備主体となって企画・整備・運営して効果
が発揮できる。
しかし、民間では整備に資する財源が脆弱であることか
ら、広場整備には介入することができない。
補助事業の対象を拡大することにより民間の介入が促進
され、広場効果的活用が図られる。

中心市街地商業等活性化総合支援事
業費補助金交付要綱第３条

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱第４条

対象事業者：地方公共団体、３セク 5

当該事業計画については、商店街リノ
ベーション補助金においては、補助金
の趣旨・目的に合致していれば交付の
対象となりうる。

三春町
中心市街地の活性
化による地域再生

1099 1099010 111230

商業集積事業におけ
る基盤整備及び施設
整備の充実に資する
制度改正及び創出

33に掲げたような商業集積事
業における基盤整備等に関す
る補助制度について、補助対
象が施設の建設、整備及び取
得に要する経費に限定されて
いるが、これを土地の取得や
造成費及び施設の補償費まで
含むことと改正すべきである。

中心市街地活性化を目的として、商業施設の
集積を図るための基盤整備（土地の取得、家
屋の除却及び造成）及び施設整備を行う。

商店街リノベーション事業補助金の補助対象は、施設の
建設、整備及び取得に要する経費に限定されているが、
現在の町の極めて厳しい財政状況においては利用が困
難であるので、これを土地の取得や造成費及び施設の補
償費まで含むことと改正することを提案する。

中心市街地等商店街・商業集積活性化
施設整備費補助金交付要綱

商業の活性化に資する商業基盤施設
等に対する補助事業

3

補助施設の使用終了後に補助対象資
産が残存することとなるため、事業実
施者が整備施設の設置場所を取得・借
地等により確保するのが妥当。また、
財政負担が増となるため、補助要件・
補助対象の見直しについては新たな予
算措置が前提となり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

補助施設の使用終了後に補助対象
資産が残存することとなるため、事業
実施者が整備施設の設置場所を取
得・借地等により確保するのが妥当。
また、財政負担が増となるため、補助
要件・補助対象の見直しについては
新たな予算措置が前提となり、不可
能。
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原町市 中心市街地活性化 1124 1124020 111240
リノベーション補助に
おける対象施設の拡
大

・衰退の著しい中心市街地の
活性化を図るため、市民の交
流施設として相応しい公共公
益施設及び商業施設の整備を
するに当り、導入を検討してい
る事業における対象施設の拡
大について。公共公益施設は
国土交通省所管の「まちづくり
総合支援事業又はまちづくり
交付金」により、また、商業施
設は通商産業省所管の「中心
市街地等商店街リノベーション
補助金」により施設整備の計
画を検討しているが、両施設
は土地区画整理事業により整
備された同一街区内にあり回
遊性を生かした街並みを形成
する開発事業として位置付け
ていることから、一体的に整備
を進める事業における補助対
象施設を、個別に事業を実施
する場合より対象施設の拡大
を提案する。

・リノベーション補助については対象施設がテ
ナントミックスに資する施設となっているが、活
性化施設の一翼を担う全ての商業施設につい
て補助対象となるよう提案する。

・リノベーション補助については、郊外店との競合や競争
に打ち勝つ為には差別化が不可欠である。その対応とし
て食関連の業種構成を考えているが、既存の支援制度
は規制があり補助対象施設が限定される。高齢化や個
食化がますます進む事を考慮し、生活には欠かせない全
ての商業施設整備への補助を提案する。

中心市街地等商店街・商業集積活性化
施設整備費補助金交付要綱

商業の活性化に資する商業基盤施設
等に対する補助事業

3

通常の事業活動を行う商業施設は、経
済活動の一環として事業者が整備する
ことが前提。また、財政負担が増となる
ため、補助要件・補助対象の見直しに
ついては新たな予算措置が前提とな
り、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

通常の事業活動を行う商業施設は、
経済活動の一環として事業者が整備
することが前提。また、財政負担が増
となるため、補助要件・補助対象の見
直しについては新たな予算措置が前
提となり、不可能。

相模原市
新都市農業推進計
画

1160 1160110 111250

空き店舗対策事業を
実施する補助対象事
業者の拡大
（施策利便の向上）

補助の対象者となる「組合等」
については、商店街振興組合
や、複数の中小企業等が共同
出資を行う法人など、商業者を
中心とする団体となっている
が、本市、新都市農業推進計
画に基づき、地場農産物の入
手機会の拡大とともに、空き店
舗活用による商店街の活性化
を目的とした事業を実施する
場合については、農業協同組
合等の農業団体、株式会社等
の法人により実施される事業
についても、補助対象事業とす
る。

市民の地場農産物の入手機会の拡大ととも
に、商店街の活性化を目的として、多様な主
体が取り組む商店街内にある空き店舗を利用
した地場の農産品や特産品の市（直売）等を
支援する。
・商店街空き店舗を活用した「さがみはらのめ
ぐみバザール開催事業」

地場農産物を地元消費者にアピールし、地域産業の活
性化にも寄与するためには、消費者の身近にある空き店
舗を活用した多様な主体による取り組みを誘導・支援す
る必要がある。要綱に定める「空き店舗問題を解消する
事業」にも合致する。

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱第４条

空き店舗を活用した商店街活性化事
業に対する支援策である商店街等活
性化事業、コミュニティ施設活用商店
街活性化事業の補助対象者は商店街
振興組合、事業協同組合、商工会、商
工会議所等となっており、農業協同組
合や民間株式会社は補助の対象と
なっていない。

5

商店街の活性化に資する目的で実施
する当該事業は、商店街組織が事業
実施者となるのが妥当。商店街組合等
が農業関係団体と連携して産直ショッ
プなどの空き店舗対策事業を実施する
ことは可能。

要望内容は実現可能か確認された
い。

5

商店街の活性化に資する目的で実施
する当該事業は、商店街組織が事業
実施者となるのが妥当。商店街組合
等が農業関係団体と連携して産直
ショップなどの空き店舗対策事業を実
施することは可能。

川崎市
福祉産業コンプレッ
クスの構築による地
域再生

1179 1179020 111260

②安心エリア実現の
ための商店街関係の
国庫補助の弾力的な
運用

中小商業活性化事業費補助
金に係る諸条件の緩和（取得
財産の管理期間の短縮化、処
分制限の緩和、事業主体の拡
大、空き店舗要件の緩和、収
益事業への対象拡大、継続的
な支援）

補助要件の緩和により、多様な事業主体によ
る多様なサービスの創出、高齢者社会、安全
安心社会に対応するハード整備を図り、商店
街のコミュニティ機能の再生を再生する。
①デイ保育施設や高齢者介護サービス等の
福祉等サービス施設の創出と誘導②高齢者
向けパソコン教室・給食サービス等新たな福
祉サービス産業の創出③福祉団体等が運営
する手作りパン等の業種の誘導④安全・安心
なコミュニティ施設の整備⑤バリアフリー対応
等商店街施設の改修⑥防犯カメラ等の設置
促進

現行商店街関係の国庫補助は組合等が対象であるが､
事業要件を「商店街等」から「地域」の活性化に資するに
拡大するとともに､対象も任意団体も含める。

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱第４条

商店街等活性化事業、コミュニティ施
設活用商店街活性化事業の補助対象
者は商店街振興組合、事業協同組
合、商工会、商工会議所等となってお
り、法人格を持たない任意の商店会な
ど任意団体は対象となっていない。

5

商工会、商工会議所が補助事業者に
なることにより実質的に任意団体の商
店街地区においても補助事業が実施
可能。

要望内容は実現可能か確認された
い。

5

商工会、商工会議所が補助事業者に
なることにより実質的に任意団体の
商店街地区においても補助事業が実
施可能。

志木市
活き活きまちづくり構
想

1362 1362020 111270
空き店舗活用に伴う
商店街活性化補助金
の統合

国における補助制度（経済産
業省）
①中小商業活性化総合補助
事業
起業家に対する施設整備補助
②IT活用型経営革新モデル事
業　　　　　経営革新のための
調査研究補助
③コミュニティ施設活用商店街
活性化事業
空き店舗を活用しての施設設
置・運営補助
④新事業支援施設整備費補
助
起業家を育成するための施設
整備補助
⑤商業・サービス業集積関連
施設整備費補助
中心市街地活性化法に基づく
施設整備補助

（１）地場産業の振興事業
・宗岡地区荒川堤外の低農薬・低化学肥料栽
培米「コシヒカリ＝宗岡はるか舞（埼玉県認証
米）」及び志木地区の農産物（路地野菜）の直
接販売による地産地消事業
・チャレンジショップにて、経営のノウハウを学
び地域商店街の空き店舗で独立し、地域産業
の担い手となる。
（２）起業家への支援事業
・空き店舗を活用したインキュベーション施設
を設置し、起業家への創業を支援する。
（３）高齢者世帯生活サポート事業　　　・IT機
器を活用した、高齢者世帯の生活サポート
サービス事業及びCATV活用による機器（高
齢者でも操作の容易なインターネット接続）購
入補助
（４）情報提供事業
・IT機器による行政関連の情報サービス
・商店街イベント情報の提供、個人商店の紹
介
（５）地域住民主導のコミュニティ事業　　　　・
地域住民または団体による作品展示・販売、
高齢者交流事業
（６）まちづくり推進事業
・舟運や「蔵づくり」の地域性を活かした事業
・世界に一種類しかない貴重な「市民の木＝
チョウショウインハタザクラ」を活かした事業

２４、提案概要と同じ

商業・サービス業集積関連施設整備費
補助金交付要綱

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱

各担当部局においてそれぞれの所管
する業務の別から、補助金等の支援
制度も別々に措置。

3

各担当部局においてそれぞれの所管
する業務の別から、統一的な補助金を
一課において予算措置、執行を行うこ
とは困難。なお、各担当部局では連携
を図っている。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

各担当部局においてそれぞれの所管
する業務の別から、統一的な補助金
を一課において予算措置、執行を行
うことは困難。なお、各担当部局では
連携を図っている。
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西郷町
観光を機軸に交流・
産業を創出するまち

2066 2066090 111280
中心市街地の空き店
舗対策としての規制
緩和

地域に根差した飲食店を開業
する時に必要となる消防法等
による建築基準を緩和する。

中心市街地の空き店舗をコミュニティレストラ
ン等として活用する。また、空き店舗の利用を
容易にすることで新規事業参入に関心のある
起業家の意欲を促進し、中心市街地の活性化
を図り、観光・交流の商業空間を創出す。

中心市街地には空き店舗が目立つようになっている。飲
食店として開業するには設備費等によるコストがかさみ、
新規参入を阻害している状況がある。これらの要件を緩
和することで、飲食店等の開店を容易にする。

6 当省の所管外であるため。

苓北町
自然環境と歴史文化
に彩られた魅力ある
まちづくり

2162 2162020 111290 施策の利便性向上

補助金の採択基準、対象、利
用条件等に係る要件緩和
・街並み環境整備事業におけ
る促進区域の要件緩和

・街並み環境整備事業を実施することにより、
歴史に彩られた城下町としての商店街づくりを
行い、観光客の誘致と商業の振興が期待でき
る。

・街並み整備　　面積が１ヘクタール以上で、かつ３つの
いずれかの要件に該当する区域である旨の規定がある
ため対象とならない。

6 当省の所管外であるため。

特定非営利
活動法人さ
が市民活動
サポートセ
ンター

地域活性化プロジェ
クトＳＡＧＡ

3064 3064020 111300
NPO法人への専門家
派遣

地域中小企業支援センターが
行っている新規創業や経営革
新等の課題について、きめ細
かな相談・助言・情報提供等の
サービスは、企業・企業創業予
定者への制度であり、NPO法
人に対する経営支援を行なう
ことができないが、NPO法人か
らの経営支援の要望が多数あ
がっている状況においてＮＰＯ
法人・NPO起業家への専門家
派遣制度を拡充する。

セミナー、研修会、ワークショップの開催

従来の地域活性化事業内容は、ハード事業に対する支
援は多いが、ソフト事業に対する支援が少ない。しかも、
Ｃ．Ｂの育成・ＮＰＯ法人の推進が叫ばれる割には、人材
育成の支援システムが不足しているため。

中小企業支援法第3条中小企業支援計
画

NPOが中小企業者を支援する事業を
行うにあたって地域中小企業支援セン
ターが専門家を派遣することは可能。

5

NPOが中小企業者を支援する事業を
行うにあたって地域中小企業支援セン
ターが専門家を派遣する場合について
は、現状でも対応可能である。

提案内容は、NPOに対する専門家派
遣制度の拡充であるが、その趣旨を
踏まえ再度検討されたい。

5

NPOが中小企業者を支援する事業を
行うにあたって地域中小企業支援セ
ンターが専門家を派遣する場合につ
いては、現状でも対応可能である。

加西市
「花と歴史と愛のまち
－かさい」を活かした
産業再生計画

2007 2007010 111310
大規模店舗立地法に
基づく手続きの簡素化

大規模小売店舗立地法に基づ
く新設及び変更の届出手続き
について地方の実情に合わせ
て簡素化する。

市民のニーズに合わせた店舗の新設や営業
時間等の変更について臨機応変に対応し、中
心市街地の活性化を図る。

現状では、添付書類等の負担が大きく、事業者が手続き
にかなりの時間とコストを要し、市民のニーズに合わせた
運営方法等の臨機応変な対応が不可能であるため。

大規模小売店舗立地法
第５条、第６条、第８条、第９条　　　大規
模小売店舗立地法施行規則　　　　　第
４条
構造改革特別区域法
第３２条

構造改革特別区域法第３２条（大規模
小売店舗立地法の特例）の特区に認
定された場合、大規模小売店舗立地
法の通常の手続きで必要となる、大規
模小売店舗新設届出や変更届出の際
の８ヶ月の営業実施制限や市町村、
住民等からの意見徴収と大規模小売
店舗設置者に対する意見表明、勧告・
公表の手続きが免除されることになり
ます。これと併せて、大規模小売店舗
立地法施行規則第４条により提出が
求められている添付書類の大部分も
免除されます。

4 ４：特区の特例により実現可能

Ｗ・ＰＡＣプ
ロジェクト

ＡＰＭ＆ＳＲＳＣプロ
ジェクト

3039 3039020 111320

市街化調整区域にお
ける大規模開発許認
可業務の簡素化と円
滑化についての工夫

３つのプロジェクト許認可業務
全体について施設の利便性を
向上させる指導への期待

・高速道路PAの民活
・オートパワーモール、スーパーリージョナル
SC
・新経営体による農業モデルファーム
（効果）３つのプロジェクトの相乗効果を具体化
する。

・許認可に係る手続き等の一元化・連携 6 当省の所管外であるため。

天栄村

再生可能エネルギー
の導入による、森を
単位にした地域再生
計画

1075 1075010 111330
「石油特会」に定める
補助金対象要件への
「中小水力発電」追加

中小水力発電の設置に対する
補助については、既に「電源開
発促進対策特別会計」で補助
の対象になっているため「石油
及びエネルギー需給構造高度
化対策特別会計」での補助金
等の対象とはしないという関係
省庁の見解が一般的である
が、中小水力発電は、電源開
発を目的とする大規模水力発
電事業とは異なるものであると
考えられる。よって「石油及び
エネルギー需給構造高度化対
策特別会計法施行令」第１条
に定めるエネルギーに「中小水
力」を追加していただき、ダム
の建設を必要としない中小水
力発電導入促進のための補助
率を引き上げる支援をお願い
いたしたい。

ダムの無い小水力発電導入促進事業：ブナの
森からの湧水による小型水力発電所の建設
は、ブナの森がダムであり、ダム建設の必要
がない理想的な水力発電システムとして、環
境保全と地域背源の活用の両面からシンボル
的な施策となる。また、その水はバイナリー発
電の冷却水としてにさらに活用し、温水となっ
た時点で園芸温室等にも利用することで、山
間地域の農業振興に資するものとなり、本事
業は極めてモデル性の高い事業である。中小
水力発電の設置に対する補助金をいわゆる
「石油特会」での補助対象要件に追加してい
ただき、環境省「環境と経済の好循環のまちモ
デル事業」・「二酸化炭素排出抑制対策事業」
及び経済産業省・ＮＥＤＯ「地域新エネルギー
導入促進事業」・「地球温暖化防止支援事業」
並びに経済産業省・(財)電源地域振興セン
ター「電源地域新エネルギー供給構造構築促
進対策事業」等補助事業実施要項に「中小水
力発電」の設置に対する補助金を追加し、導
入促進のために補助率を引き上げる支援をお
願いいたしたい。

電源開発を主目的とした大規模水力発電事業と異なり、
ダムの建設を伴わない中小水力発電事業は、エネル
ギー起源二酸化炭素の排出の抑制にのためにとられる
施策として、いわゆる「石油特会」の趣旨に合致した石油
代替エネルギーとして充分に要件に該当するものである
ため、「石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会
計法施行令」第１条に定めるエネルギーに「中小水力」を
対象要件に追加していただき、ダムのない中小水力発電
導入促進に支援をお願いいたしたい。

①石油及びエネルギー需給構造高度化
対策特別会計法施行令第１条、②電源
開発促進対策特別会計法施行令第１条
第３項第１号、③中小水力発電開発費
補助金交付要綱第３条

石油及びエネルギー需給構造高度化
対策特別会計においては石油等の安
定供給や新エネルギー・省エネルギー
対策等を、電源開発促進対策特別会
計においては、長期間にわたり安定的
な電力供給源であり、かつ、二酸化炭
素の排出量の低減にも資する原子
力、水力、地熱発電施設等の設置の
円滑化、利用の促進を図るための施
策等を、それぞれ歳出対象としてお
り、石油及びエネルギー需給構造高
度化対策特別会計において、中小水
力発電の設置について補助対象とす
ることはできない。
ただし、電源開発促進対策特別会計
の中小水力発電開発費補助金は、中
小水力発電の設置について補助対象
としており、具体的には、中小水力発
電開発費補助金交付要綱において、
中小水力発電施設を構成する設備
（取水設備、導水路等）の設置や改造
に係る費用を補助対象としており、現
時点においてもダムのない中小水力
発電設備の導入促進のための支援は
可能である。

5
（補助
率の
引き上
げに
ついて
は、３）

電源開発促進対策特別会計法施行令
第１条第３項第１号、及び、中小水力発
電開発費補助金交付要綱第３条に基
づき、中小水力発電開発費補助金によ
り中小水力発電設置に対する補助事
業を実施しており、最大で３０％の補助
率となっている。また、新技術を利用し
た導入事業については５０％の補助率
となっている。本事業により、ダムのな
い中小水力発電設備の導入促進のた
めの支援は可能である。
また、これに関連して、中小水力開発
促進指導事業基礎調査委託費（未開
発地点調査等）、中小水力開発促進指
導事業費補助金（技術指導等）も併せ
て実施している。
なお、補助率の引き上げは新たな財政
措置を伴うこととなり、不可能。

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。また、補助率引き上げについ
ては、提案の趣旨を踏まえ検討され
たい。

5
（補助率の
引き上げに
ついては、
３）

電源開発促進対策特別会計法施行
令第１条第３項第１号、及び、中小水
力発電開発費補助金交付要綱第３条
に基づき、中小水力発電開発費補助
金により中小水力発電設置に対する
補助事業を実施しており、最大で３
０％の補助率となっている。また、新
技術を利用した導入事業については
５０％の補助率となっている。本事業
により、ダムのない中小水力発電設
備の導入促進のための支援は可能
である。
また、これに関連して、中小水力開発
促進指導事業基礎調査委託費（未開
発地点調査等）、中小水力開発促進
指導事業費補助金（技術指導等）も
併せて実施している。
なお、補助率の引き上げは新たな財
政措置を伴うこととなり、不可能。
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天栄村

再生可能エネルギー
の導入による、森を
単位にした地域再生
計画

1075 1075030 111340

「石油特会」に定める
補助金対象要件への
「中小水力発電」追加
支援及び省内関連補
助事業要件への「中
小水力発電」追加

中小水力発電の設置に対する
補助については、既に「電源開
発促進対策特別会計」で補助
の対象になっているため「石油
及びエネルギー需給構造高度
化対策特別会計」での補助金
等の対象とはしないという関係
省庁の見解が一般的である
が、中小水力発電は、電源開
発を目的とする大規模水力発
電事業とは異なるものであると
考えられる。中小水力発電の
設置に対する補助金をいわゆ
る「石油特会」での補助対象要
件に追加し、経済産業省・ＮＥ
ＤＯ「地域新エネルギー導入促
進事業」・「地球温暖化防止支
援事業」及び(財)電源地域振
興センター「電源地域新エネル
ギー供給構造構築促進対策事
業」等補助事業実施要項にも
「中小水力発電」の設置に対す
る補助金を追加・反映し、ダム
の無い中小水力発電導入促進
に支援をお願いいたしたい。

ダムの無い小水力発電導入促進事業：ブナの
森からの湧水による小型水力発電所の建設
は、ブナの森がダムであり、ダム建設の必要
がない理想的な水力発電システムとして、環
境保全と地域背源の活用の両面からシンボル
的な施策となる。また、その水はバイナリー発
電の冷却水としてにさらに活用し、温水となっ
た時点で園芸温室等にも利用することで、山
間地域の農業振興に資するものとなり、本事
業は極めてモデル性の高い事業である。中小
水力発電の設置に対する補助金をいわゆる
「石油特会」での補助対象要件に追加してい
ただき、経済産業省・ＮＥＤＯ「地域新エネル
ギー導入促進事業」・「地球温暖化防止支援
事業」及び(財)電源地域振興センター「電源地
域新エネルギー供給構造構築促進対策事業」
等補助事業実施要項に「中小水力発電」の設
置に対する補助金を追加し、導入促進のため
に補助率を引き上げる支援をお願いいたした
い。

電源開発を主目的とした大規模水力発電事業と異なり、
ダムの建設を伴わない中小水力発電事業は、エネル
ギー起源二酸化炭素の排出の抑制にのためにとられる
施策として、いわゆる「石油特会」の趣旨に合致した石油
代替エネルギーとして充分に要件に該当するものである
ため、「石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会
計法施行令」第１条に定めるエネルギーに「中小水力」を
対象要件に追加していただき、経済産業省・ＮＥＤＯ「地
域新エネルギー導入促進事業」及び(財)電源地域振興セ
ンター「電源地域新エネルギー供給構造構築促進対策事
業」に「中小水力発電」の設置に対する補助金を追加して
いただきたい。

①石油及びエネルギー需給構造高度化
対策特別会計法施行令第１条、②電源
開発促進対策特別会計法施行令第１条
第３項第１号、③中小水力発電開発費
補助金交付要綱第３条

石油及びエネルギー需給構造高度化
対策特別会計においては石油等の安
定供給や新エネルギー・省エネルギー
対策等を、電源開発促進対策特別会
計においては、長期間にわたり安定的
な電力供給源であり、かつ、二酸化炭
素の排出量の低減にも資する原子
力、水力、地熱発電施設等の設置の
円滑化、利用の促進を図るための施
策等を、それぞれ歳出対象としてお
り、石油及びエネルギー需給構造高
度化対策特別会計において、中小水
力発電の設置について補助対象とす
ることはできない。
ただし、電源開発促進対策特別会計
の中小水力発電開発費補助金は、中
小水力発電の設置について補助対象
としており、具体的には、中小水力発
電開発費補助金交付要綱において、
中小水力発電施設を構成する設備
（取水設備、導水路等）の設置や改造
に係る費用を補助対象としており、現
時点においてもダムのない中小水力
発電設備の導入促進のための支援は
可能である。

5
（補助
対象
の追
加に
ついて
は、３）

電源開発促進対策特別会計法施行令
第１条第３項第１号、及び、中小水力発
電開発費補助金交付要綱第３条に基
づき、中小水力発電開発費補助金によ
り中小水力発電設置に対する補助事
業を実施しており、最大で３０％の補助
率となっている。また、新技術を利用し
た導入事業については５０％の補助率
となっている。本事業により、ダムのな
い中小水力発電設備の導入促進のた
めの支援は可能である。
また、これに関連して、中小水力開発
促進指導事業基礎調査委託費（未開
発地点調査等）、中小水力開発促進指
導事業費補助金（技術指導等）も併せ
て実施している。
なお、補助対象の追加は新たな財政措
置を伴うこととなり、不可能。

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。また、補助対象の追加につ
ては、提案の趣旨を踏まえ検討され
たい。

5
（補助対象
の追加につ
いては、３）

電源開発促進対策特別会計法施行
令第１条第３項第１号、及び、中小水
力発電開発費補助金交付要綱第３条
に基づき、中小水力発電開発費補助
金により中小水力発電設置に対する
補助事業を実施しており、最大で３
０％の補助率となっている。また、新
技術を利用した導入事業については
５０％の補助率となっている。本事業
により、ダムのない中小水力発電設
備の導入促進のための支援は可能
である。
また、これに関連して、中小水力開発
促進指導事業基礎調査委託費（未開
発地点調査等）、中小水力開発促進
指導事業費補助金（技術指導等）も
併せて実施している。
なお、補助対象の追加は新たな財政
措置を伴うこととなり、不可能。

天栄村

再生可能エネルギー
の導入による、森を
単位にした地域再生
計画

1075 1075040 111350

「地域新エネルギー導
入促進事業」「電源地
域新エネルギー供給
構造構築促進対策事
業」補助金対象要件
への「中小地熱・バイ
ナリー発電」追加

中小地熱発電・バイナリー発電
等に対する補助金を、経済産
業省・ＮＥＤＯ「地域新エネル
ギー導入促進事業」及び(財)
電源地域振興センター「電源
地域新エネルギー供給構造構
築促進対策事業」補助事業実
施要項に追加していただき、発
電と熱利用に対する補助率を
引き上げる支援をお願いいた
したい。

地熱エネルギーの利用：地熱発電所の蒸気や
余熱は温泉や暖房（リハビリテーション施設・
温水プール）乾燥（木工・工芸）保温（農業モデ
ルハウス）食物リサイクル施設や融雪など
様々に利用可能であり、農業・観光・健康増進
など地域基幹産業の再生が助長されるもので
ある。中小地熱発電・バイナリー発電等に対
する補助金を、経済産業省・ＮＥＤＯ「地域新エ
ネルギー導入促進事業」及び(財)電源地域振
興センター「電源地域新エネルギー供給構造
構築促進対策事業」補助事業実施要項に追
加していただき、発電と熱利用のための補助
率を引き上げる支援をお願いいたしたい。

中小地熱発電・バイナリー発電等に対する補助事業につ
いては「新エネルギー」という分類枠から外れているた
め、補助率等が低く導入促進に繋がらない傾向にあり、
近年バイオマス発電や雪氷熱利用がメニューに追加され
たように、経済産業省・ＮＥＤＯの「地域新エネルギー導
入促進事業」並びに(財)電源地域振興センター「電源地
域新エネルギー供給構造構築促進対策事業」補助事業
実施要項に追加していただき、発電と熱利用に対する支
援をお願いいたしたい。

①新エネルギー利用等の促進に関する
特別措置法第２条
②新エネルギー利用等の促進に関する
特別措置法施行令第１条
③地域新エネルギー導入促進事業
④電源開発促進対策特別会計法施行
令第１条第３項第２号
⑤地熱開発費補助金交付要綱第３条

中小地熱発電、バイナリー発電は、新
エネルギー利用等の促進に関する特
別措置法第２条の「石油代替エネル
ギーを製造し、もしくは発生させ、又は
利用すること及び電気を変換して得ら
れる動力を利用することのうち、経済
性の面における制約から普及が十分
でないもの」の定義に当てはまらず、
新エネルギー導入促進施策の対象と
することはできない。
他方、電源開発促進対策特別会計の
地熱発電開発費補助金は、調査、建
設段階に進んだ地域における地熱資
源調査・蒸気生産井等の掘削、蒸気
配管等敷設、発電機等設置等に係る
費用を補助対象（中小地熱発電、バイ
ナリー発電も含む）としている。

5（補
助率
引き上
げに
ついて
は3）

電源開発促進対策特別会計法施行令
第１条第３項第２号、及び、地熱発電開
発費補助金交付要綱第３条に基づき、
地熱発電開発費補助金により地熱資
源調査・蒸気生産井等の掘削、蒸気配
管等敷設、発電機等設置等に係る費
用に対する補助事業を実施しており、５
０％（調査井の掘削）、３０％（バイナ
リー発電）、２０％（その他）の補助率と
なっている。本事業により、地熱発電設
備の導入促進のための支援は可能で
あると考える。さらに、地熱関連事業と
して、地熱開発促進調査補助金も併せ
て実施している。
なお、補助率の引き上げは新たな財政
措置を伴うこととなり、不可能。

要望内容は、中小地熱発電、バイナ
リー発電を新エネルギーに位置づ
け、補助率引き上げてほしいというも
のであるが、提案の趣旨を踏まえ検
討されたい。

3

新エネルギー利用等の促進に関する
特別措置法第２条において、新エネ
ルギーとは「石油代替エネルギーを
製造し、もしくは発生させ、又は利用
すること及び電気を変換して得られる
動力を利用することのうち、経済性の
面における制約から普及が十分でな
いもの」と定義されているが、地熱発
電は経済的に競争力がありかつ十分
普及していることから、この定義に当
てはまらず、新エネルギー導入促進
施策の対象とすることはできない。
また、補助対象の追加及び補助率の
引き上げは、新たな財政措置を伴うこ
ととなり不可能。

青森県
環境・エネルギー産
業フロンティア構想

1108 1108030 111360
電力の特定供給に係
る許可権限の都道府
県への移譲

構造改革特区で認められた
「資本関係等によらない密接な
関係による電力の特定供給」
に係る経済産業省が行ってい
る電力の特定供給許可の権限
を都道府県知事へ移譲するこ
と。

◎八戸市新エネルギー等地域集中実証研究
　八戸市では、同市東部終末処理場で発生す
る下水汚泥をメタン発酵させ、発生するメタン
ガスを活用してガスエンジンにより一定品質の
電気・熱を作り出し、発電した電気を近隣の小
中学校や市庁舎及び上水施設に供給し、熱
は下水汚泥の発酵促進に利用することで、自
然エネルギーを利用した電力と熱の供給を行
う実証研究を行うこととしており、ＮＥＤＯ（新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構）の事業採
択を受けている。（研究主体：青森県、八戸市
及び民間企業２社、研究期間：平成１５年度～
１９年度）
  本実証研究は、実際の需要では世界初とい
われる「マイクログリッド」と呼ばれる電力供給
を実証するものであり、将来新エネルギーなど
分散型電源の普及や新エネルギーを活用した
循環型社会の形成を実現する上で、欠くこと
のできない成果が期待されている。

左記事業の具体化にあたっては、構造改革特区で認めら
れた規制の特例「資本関係等によらない密接な関係によ
る電力の特定供給」を活用し、発電者とは別人格の需要
家に電力を供給することとしているが、特定供給の許可
手続きの簡素化、迅速化が必要である。

構造改革特別区域における電気事業法
第１７条第１項による特定供給の許可に
係る標準処理期間の特例について（平
成15･08･29資第2号）

経済産業省関係構造改革特別区域法
第２条第３項に規定する省令の特例に
関する措置及びその適用を受ける特
定事業を定める省令（平成１５年経済
産業省令第３９号）第１条の規定を適
用する場合においては、その標準処
理期間を従来の２週を５日に短縮す
る。

3

特定供給の許可に当たっては、当該供
給行為が行われる地域内の一般電気
事業者から電気の供給を受けるその他
の使用者の利益が阻害されるか否か
についても審査を行う必要があること、
需要家保護が満たされると考えられる
供給者と需要家との間の密接な関係
は全国一律の基準で判断されるべきで
あること、から許可の主体を地方自治
体の首長とすることは困難ではある
が、今回の御提案の趣旨である行政手
続の迅速化については、構造改革特
別区域計画が認定されている場合に
限り、標準処理期間を２週を５日にした
ところ。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

特定供給の許可に当たっては、当該
供給行為が行われる地域内の一般
電気事業者から電気の供給を受ける
その他の使用者の利益が阻害される
か否かについても審査を行う必要が
あること、需要家保護が満たされると
考えられる供給者と需要家との間の
密接な関係は全国一律の基準で判
断されるべきであること、から許可の
主体を地方自治体の首長とすること
は困難ではあるが、今回の御提案の
趣旨である行政手続の迅速化につい
ては、構造改革特別区域計画が認定
されている場合に限り、標準処理期
間を２週を５日にしたところ。

竜王町
（仮称）エコ田園産業
拠点交竜（交流）プロ
ジェクト構想

2154 2154040 111370

電気事業法でのRPS
認定エネルギー買取
条件の向上、買取価
格安定化

RPS制度導入に際する新エネ
ルギー買い取り条件向上によ
る事業化の促進・普及や買い
取り価格の安定化による事業
性の確保および差額に対する
支援策

町では平成16年に開設予定の舞茸生産工場
より持続的に供給されるおがこを主原料にエ
ネルギー転換を行い、電力・熱・残さの活用を
はかり、バイオマスエネルギーと資源循環シス
テムの構築を計画している。現在NEDO補助
事業により事業化検討調査中である。この事
業により町内資源の有効利用・資源循環、お
よび新エネルギーによる新たなビジネス創出、
地域活性化の効果が見込める。

新エネルギー事業を展開する上で、事業性の確立は必
須条件であり、そのための新エネルギー買い取り条件の
向上や電気事業者による買い取り価格の一定化を促進
し、地域における新エネルギー事業の普及を求める。

電気事業者による新エネルギー等の利
用に関する特別措置法第五条
「電気事業者は、毎年度、経済産業省令
で定めるところにより、基準利用量（次条
及び第七条の規定による変更があった
ときは、その変更後のもの。第八条にお
いて同じ。）以上の量の新エネルギー等
電気の利用をしなければならない。」

ＲＰＳ法は、経済産業大臣が、予め達
成すべき目標を設定し、市場での新エ
ネルギー等電気相当量取引を通じて、
最適なコストによる新エネルギー等電
気の導入を促進することを目的とした
法律。

3

RPS法は電気事業者に毎年一定量以
上の新エネルギー等電気の利用を義
務づける法律であり、新エネルギー等
電気の購入価格を規制する法律では
ない。新エネルギーにより発電された
電気の購入価格は、電気事業者が創
意工夫を凝らし、自主的に経営判断と
して決定しているものであり、国として
これに関与するものではないと考えて
いる。

地域における新エネルギー事業普及
の観点から、検討されたい。

3

RPS法は電気事業者に毎年一定量
以上の新エネルギー等電気の利用を
義務づける法律であり、新エネル
ギー等電気の購入価格を規制する法
律ではないことから、ＲＰＳ法での対
応は不可能。
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天栄村

再生可能エネルギー
の導入による、森を
単位にした地域再生
計画

1075 1075060 111380

再生可能エネルギー
開発のための、国有
林野内における民間
資本による営利事業
の容認及び土地利用
手続きの迅速化・簡素
化

本計画は産学官民の連携によ
る事業の実現を目指しており、
事業対象地域の大半が国有
林野内であるため、国有林野
内における民間資本による営
利事業の容認及び土地利用手
続きの迅速化・簡素化をお願
いいたしたい。

本計画は、小水力・中小地熱・バイナリー発電
等の導入事業と、関連エネルギーの温泉や暖
房（リハビリ施設・温水プール）乾燥（木工・工
芸）保温（農業モデルハウス）融雪などへの利
用、雪氷熱エネルギーの農業・観光などへの
利用、食物リサイクル施設やエコハウス等の
整備によるグリーンツーリズム及びエコツーリ
ズム事業の推進等を内容としており、自治体
単独では実現不可能であり、産学官民の連携
が特に重要である。事業の実施主体について
は天栄村、第三セクター（村出資２社）、(財)天
栄村振興公社、ＮＰＯ等が挙げられるが、事業
対象地域の大半が国有林野内であるため、国
有林野内における民間資本による営利事業の
容認及び土地利用手続きの迅速化・簡素化を
お願いいたしたい。

再生可能エネルギーの導入開発・利用に当たっては多く
の課題があり、産学官民の連携が特に重要視されてお
り、これを経済的な利益に繋げ、地域雇用の創出を図ろ
うとするためには、関連各府省支援による利便性向上と
予算の集中が不可欠である。特に、本計画では事業対象
地域の大半が国有林野内であるため、国有林野内にお
いても民間資本による営利事業が容認され、事業展開の
ための土地利用手続きの迅速化・簡素化が図られるよう
支援が待ち望まれる。

6
当省は国有林野に関して所掌しておら
ず、担当ではない。

福井県
原子力・地域産業共
生構想

1084 1084020 111390
電源三法交付金・補
助金の地域実情に応
じた活用

　電源三法交付金・補助金の
申請窓口の一元化を図る。ま
た、市街地再開発事業をはじ
めとする国庫補助対象事業へ
の充当制限を撤廃するなどそ
の使途の一層の弾力化を早急
に実現するとともに、地方にお
ける一般財源化を推進する。

　電源三法交付金・補助金の申請窓口の一元
化により、補助に係る業務の簡素化等が図ら
れ、行政の効率化が進む。さらに使途自由
化、県における一般財源化により地域の実情
に応じた経済活性化、地域雇用創出施策の実
施がなされる。

　電源三法交付金・補助金について、申請窓口が複数の
省庁にわたっており業務が非効率的である。また、使途
による地域の実情に応じた支援に制限がある。

電源開発促進税法第１条
発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

電源三法交付金の申請については、
経済産業省に対する申請、文部科学
省に対する申請をそれぞれ別々に提
出することとなっている。また、電源三
法交付金を他の国庫補助対象事業へ
充当することは、当該補助金等がいわ
ゆる予算補助であって、補助率が１／
２以下の場合に認められている。な
お、２００３年１０月には、複数あった交
付金を統合して、交付手続きの簡素化
を図るとともに、交付対象事業を大幅
に拡充することで、地域の実情を十分
に踏まえた事業の実施が可能となって
いる。

５（交
付金
の申
請窓
口の
統一と
充当
制限
につい
ては
３）

電源三法交付金については、経済産
業省、文部科学省がそれぞれ予算を
確保し、その政策目的のために交付し
ているため、両省への申請窓口を一元
化することは難しいが、実体面では両
省で連携して、電源地域からの申請相
談を受けるなど効率化に努めている。
また、法律等により補助率が定まって
いる国庫補助対象事業に対して電源
三法交付金を充当することは、当該法
律等が適正な補助率を規定する趣旨
を害することになるため、電源三法交
付金の充当は難しい。なお、２００３年１
０月に電源三法交付金制度を見直し、
従来の主な交付金を統合した電源立
地地域対策交付金を新設。当該交付
金の交付対象事業として、従来の交付
金の対象事業に加え、大幅な対象事
業の追加を行っており、一般財源化を
図らずとも、一般論として、地方公共団
体が実施を望む事業は十二分に実施
できる内容となっている。

一元化については、効率化の内容を
明らかにされたい。また、提案者の構
想する事業が円滑に実施できるよう
に、統合的に予算執行する等工夫す
ることが出来ないか、検討されたい。
一般財源化については、提案の趣旨
を踏まえ検討されたい。

５（交付金の
申請窓口の
統一と充当
制限につい
ては３）

電源三法交付金については、経済産
業省、文部科学省がそれぞれ予算を
確保し、その政策目的のために交付
しているため、両省への申請窓口を
一元化することは難しいが、実体面で
は両省で連携して、電源地域からの
申請相談を受けるなど効率化に努め
ている。また、法律等により補助率が
定まっている国庫補助対象事業に対
して電源三法交付金を充当すること
は、当該法律等が適正な補助率を規
定する趣旨を害することになるため、
電源三法交付金の充当は難しい。な
お、２００３年１０月に電源三法交付金
制度を見直し、従来の主な交付金を
統合した電源立地地域対策交付金を
新設。当該交付金の交付対象事業と
して、従来の交付金の対象事業に加
え、大幅な対象事業の追加を行って
おり、一般財源化を図らずとも、一般
論として、地方公共団体が実施を望
む事業は十二分に実施できる内容と
なっている。

福島県

公共交通機関事業
者との連携による観
光振興、観光関連産
業再生構想

1195 1195010 111400
電源立地地域対策交
付金制度の拡充

民間事業者との共同事業への
電源立地地域対策交付金の
利用による、観光振興と観光
関連産業の再生。

ＳＬ修繕費、駅舎等の応分の負担による改
修、路線沿線の修景。現在、年間２回ＪＲ只見
線で運行されているＳＬ車両は栃木県の真岡
鉄道よりレンタルしている。ＳＬを只見線で独
自に持つためには、古い車両を修繕し運行で
きるようにしなければならない。車両を持つこ
とにより通年運行が可能になり、併せて駅舎
等、沿線のＳＬにあった修景をおこなうことによ
り、豊かな四季の歳時記の郷・奥会津の魅力
を高めることができ、観光を軸とした地域産業
の発展が見込める。

電源、過疎地域を活性化するための起爆剤として、官民
一体となった取り組みをする。

発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源立地促進対策特別会計法第１条第
２項

電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的として、電
源地域の地方公共団体が実施する各
種事業の費用に充てるため交付され
るものである。２００３年１０月には、複
数あった交付金を統合して、交付手続
きの簡素化を図るとともに、交付対象
事業を大幅に拡充したため、地方公共
団体は実施する事業を幅広く選択する
ことが可能となっている。

5

各事業が交付対象となるかについては
個別具体的に検討する必要があるもの
の、２００３年１０月に創設された電源立
地地域対策交付金は、従来の交付金
よりも交付対象事業を大幅に拡充して
おり、地方公共団体が実施を望む事業
については、一般論としてその交付対
象事業とすることが可能となっている。

福島県
ベンチャーランドふく
しま

1197 1197060 111410

企業立地資金貸付基
金を活用したベン
チャー企業に対する
新たな支援制度の創
設

電源立地特別交付金を財源と
して企業立地資金貸付基金を
設けているが、県内に事業所
を新設又は増設する企業が設
備等の取得費用の貸付原資に
のみ充当が可能であり、他の
事業の費用に充てることは認
められていない。また、電源立
地特別交付金は運用通達にお
いて、「特定企業を利するため
の経理助成、投機的事業への
助成」などに交付することがで
きない旨規定されている。そこ
で、この基金の有効活用の観
点から、交付金の目的である
企業導入、産業の近代化の範
囲内で要件を緩和していただ
き、ベンチャー企業に対する新
たな支援策を設け、新事業の
創出を図る。

ベンチャー企業に対する支援策を創設する。
①設備等の取得費用に対する助成制度の新
設、②運転資金貸付け制度の新設、③出資金
又は出資補助制度の新設

起業家の資金調達は、依然として厳しい状況にあること
から、起業家の使いやすいメニューを揃えることにより、
創業環境の改善と雇用の創出を図る。

補助金等に係る予算の執行の適正化に
関する法律第１１条

電源立地特別交付金（２００３年１０月
からは電源立地地域対策交付金）は、
電源地域で事業を拡大する企業等に
設備等の取得費用の貸付を行う際の
原資とするため交付することが可能で
あるとともに、後年度における貸付の
原資とするための基金を設置するため
に交付することも可能であった（電源
立地地域対策交付金においても同
様）。

5

積み立てられている基金の充当の可
否については、当該事業が基金積立
の目的の範囲内の事業であるかを個
別に検討する必要があり、目的の範囲
内であれば基金の充当は可能である。

提案の内容である、基金を活用した、
ベンチャー企業に対す支援により、新
事業の創出を図ることは可能なのか
確認されたい。

5

積み立てられている基金の充当の可
否については、当該事業が基金積立
の目的の範囲内の事業であるかを個
別に検討する必要があり、目的の範
囲内であれば基金の充当は可能であ
る。
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茨城県
ひたちなか地区の土
地活用及び港湾利
用推進プロジェクト

1278 1278020 111420
電源過疎地域等企業
立地促進事業費補助
金対象地域の拡大

　電源過疎地域等企業立地促
進事業費補助金対象地域をひ
たちなか地区全体に拡大す
る。

　ひたちなか地区における補助金の対象地域
は常陸那珂工業団地内（旧那珂湊市）であり，
補助金の対象地域を国から返還された地区
全体（1,182ha）に拡大することで地区内の企
業立地の促進が図られる。

　ひたちなか地区は，かつて水戸対地射爆撃場に指定さ
れ，日本政府に返還されたのは昭和４８年であり開発の
進捗が滞ってきた地域であった。国際港湾公園都市構想
のもと，工業団地，土地区画整理事業地，港湾関連用地
等の土地利用を一層促進するため，市町村単位でなくひ
たちなか地区全体に補助金対象地域を広げる必要があ
る。

電源過疎地域等企業立地促進事業費
補助金は、電源地域のうち過疎地域
等で企業・事業の拡充を行い、雇用を
増加させた企業等に対して、その設備
投資費用に充てるため交付されてい
る。ひたちなか市の中では、旧那珂湊
市の区域だけが本補助金の交付要件
を満たしている。

3

補助対象については、厳しい予算制約
の中で政策効果の最大化を図る観点
から決定しており、交付対象地域の追
加は、新たな財政措置を伴うものであ
り不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

補助対象については、厳しい予算制
約の中で政策効果の最大化を図る観
点から決定しており、交付対象地域
の追加は、新たな財政措置を伴うも
のであり不可能。

富山県
とやま産業活性化プ
ロジェクト

1291 1291010 111430

電源立地地域対策交
付金（旧電力移出県
等交付金）の弾力運
用

電源立地地域対策交付金に
よって造成した
「企業立地資金貸付事業」（富
山県企業立地促進資金貸付
基金）を取り崩し、
・企業導入
・産業活性化
等に資する当該年度の事業費
に充当することを容認いただき
たい。

　本県では当該交付金事業として、「地域産業
支援事業」・「企業誘致活動強化事業」・「企業
立地資金貸付事業」等の地域産業活性化の
ための事業を幅広く推進している。
　このうち、「企業立地資金貸付事業」は、交
付金によって造成した基金（富山県企業立地
促進資金貸付基金）を積み立て、発電用施設
の周辺地域において、金融機関と協調して企
業の設備投資に対して資金を貸し付ける事業
である。
　この富山県企業立地促進資金貸付基金は、
昭和57年から平成５年までの間に造成された
約８億５千万円の基金で、ペイオフ対策のため
普通預金で運用されており、15年度の運用益
は数千円程度となっている。
　緩やかに持ち直している本県経済を軌道に
乗せるため、（当該補助金を５年間程度に限っ
て）取り崩し、企業導入や産業活性化のため
の交付金事業の規模を拡大させていく。
　このため、「補助金等に係わる予算の執行
の適正化に関する法律」、「電源立地地域対
策交付金交付規則」、「電力移出県等交付金
交付決定」の該当条項を弾力的に運用いただ
き、電源立地地域対策交付金によって造成し
た「企業立地資金貸付事業」（富山県企業立
地促進資金貸付基金）を取り崩し、企業導入、
産業活性化等に資する当該年度の事業費に
充当することを容認いただきたい。

　近年の低金利政策の継続に加え、地方自治体や産業
支援機関を含めたペイオフの一部解禁のため、基金の運
用環境は悪化している。

定期預金の金利の低下
　　　　４％（H４年）
　０．０２％（H16年）

ペイオフ対策のため
普通預金で運用
０．００１％（H16年）

補助金等に係る予算の執行の適正化に
関する法律第１１条

電源立地特別交付金（２００３年１０月
からは電源立地地域対策交付金）は、
電源地域で事業を拡大する企業等に
設備等の取得費用の貸付を行う際の
原資とするため交付することが可能で
あるとともに、後年度における貸付の
原資とするための基金を設置するため
に交付することも可能であった（電源
立地地域対策交付金においても同
様）。

5

積み立てられている基金の充当の可
否については、当該事業が基金積立
の目的の範囲内の事業であるかを個
別に検討する必要があり、目的の範囲
内であれば基金の充当は可能である。

提案の内容は、基金を活用した企業
導入、産業の活性化であるが、その
趣旨を踏まえ検討されたい。

5

積み立てられている基金の充当の可
否については、当該事業が基金積立
の目的の範囲内の事業であるかを個
別に検討する必要があり、目的の範
囲内であれば基金の充当は可能であ
る。

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

1377 1377040 111440

電源立地特別交付金
による産業支援セン
ター機器整備における
リース品採用の認可

コンピュータ等の情報機器は、
特に技術進歩が著しく、買い取
りで機器整備してしまうと、3年
後には性能の低下が顕著とな
り、業務に支障が発生するた
め、こうした機器の整備にリー
ス品などの採用を認可できるよ
う、補助金交付規則などの運
用を弾力的にする。

　現行制度による電源交付金等は、企業が行
う研究開発などのソフト事業が対象となってい
ない。　電源地域の振興のためには、自治体
が行う研究に限らず、企業自らが行う研究開
発が重要であり、まさに地域産業の振興に直
接つながるものであることから、要件の拡充が
必要である。

コンピュータ等の情報機器の技術進歩に対応するため、
リースによる機器整備を認めるよう運用規則などを弾力
的にする。

発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源立地促進対策特別会計法第１条第
２項

電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的として、電
源地域の地方公共団体が実施する各
種事業の費用に充てるため交付され
るものである。２００３年１０月には、複
数あった交付金を統合して、交付手続
きの簡素化を図るとともに、交付対象
事業を大幅に拡充したため、地方公共
団体は実施する事業を幅広く選択する
ことが可能となっている。

5

２００３年１０月に電源三法交付金制度
を見直し、電源立地地域対策交付金が
新設されたが、当該交付金は施設（対
象施設については要件あり）の維持運
営費もその交付対象としており、個別
の事業ごとに判断する必要があるもの
の、維持運営費として、パソコン等の
リース費用に充当することは一般論と
して可能である。

要望内容は実現可能か確認された
い。

5

２００３年１０月に電源三法交付金制
度を見直し、電源立地地域対策交付
金が新設されたが、当該交付金は施
設（対象施設については要件あり）の
維持運営費もその交付対象としてお
り、個別の事業ごとに判断する必要
があるものの、維持運営費として、パ
ソコン等のリース費用に充当すること
は一般論として可能である。

安達町 開発による地域再生 1078 1078030 111450

国庫補助金の交付を
受けて設置した工業
用給水施設の町上水
道施設への転用

電力移出県等交付金を受けて
整備した工業団地専用給水設
備について町上水道施設とし
ての利用を認める。

新たな配水地の設置や、設備の建設に変えて
既存設備の一部を利用する。

福島県工業団地等整備事業補助金交付要綱では建設し
た給水施設は建設後１２年を経過しないと他に転用でき
ないとされているが町水道施設へ転用の場合は補助金
の返還を不用とする。

補助金等の交付に係る予算の適正化に
関する法律１７条,２２条

電源立地特別交付金電力移出県等交
付金枠（２００３年１０月に、他の交付
金と合わせて電源立地地域対策交付
金へと統合）は、発電施設所在市町村
等が行う工業団地等の整備の費用に
充てるために県が当該市町村に対し
て交付する補助金の原資とすべく県に
対して交付することができた（電源立
地地域対策交付金においても同様）。

2 Ⅴ

個別具体的な検討が必要であるが、
一般論としては、①補助対象施設を
維持する必要性が当該地域において
乏しくなったこと、②転用を承認し
ない場合には、補助対象施設の遊休
施設化その他の不適切な事態が生じ
る可能性が高いこと、③転用目的
は、可能な限り補助目的と密接に関
連する用途とするよう努め、それが
困難な場合であっても、公益性の高
い用途に転用されること等の要件を
満たす場合は、当該施設の用途変更
が認められる蓋然性が高い。

何が新たに認められ、その時期はい
つなのかを明確にされたい。

2 Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、①補助対象施設を維持する必要
性が当該地域において乏しくなったこ
と、②転用を承認しない場合には、補
助対象施設の遊休施設化その他の
不適切な事態が生じる可能性が高い
こと、③転用目的は、可能な限り補助
目的と密接に関連する用途とするよう
努め、それが困難な場合であっても、
公益性の高い用途に転用されること
等の承認要件を明示した運用通達を
平成16年度中に作成する。

茨城県

『鹿島経済特区』推
進プロジェクト構想
（＝コンビナート地域
再生プロジェクト）

1276 1276040 111460
県独自のプラント維持
基準導入に係る新例
示基準方式の採用

　高圧ガス設備の維持基準に
ついての例示基準の導入）す
る際に、現行の一律施行でな
く、特区制度の枠組みを活用
し、事業者や使用可能範囲を
限定する例示基準の採用によ
る県独自のモデル事業を展開
する。

　「鹿島経済特区」では、構造改革特区認定で
安全性を検証できる体制（保安等検討委員
会）を有し、プラントの維持基準にかかる専門
家が委員となっている。委員会で、安全性が
充分確保できる範囲内を検証した上で、一定
水準以上の能力・体制を有する事業者並びに
地区を限定した例示基準の運用を図り、特区
内での先駆的なモデル事業を展開する。

　原子力プラントへの維持規格導入が図られたが、石油
化学・精製プラントについては、検討中となっている。これ
は、高圧ガスを取扱うほとんどの事業所での運用が難し
いことや現行の例示基準（全国一律適用を前提）には、
なじまないなどの問題点があるためと考える。このため、
まず「特区」制度を活用し、地域や事業者等を限定し、ま
た、プラントの安全性が充分確保できる範囲内に限定し
たモデル事業を展開し、その後、検証した上での全国展
開を要望する。

高圧ガス保安法コンビナート等保安規則
第５条、第９条、第１０条及び第４９条の
３

技術基準に適合しているかの判断は
一義的に都道府県にゆだねられてい
る。

5
　
ー

例示基準以外のものでも、技術基準に
適合していればよく、現行制度で対応
可能。
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神奈川県
かながわ京浜臨海
部活性化プラン

1282 1282040 111470
新たなエネルギーの
モデル事業の促進

すすの全く発生しない低公害
自動車であるＤＭＥ自動車の
「低公害車普及促進対策費補
助金（車両購入）」の対象化

「低公害車普及促進対策費補助金（車両購
入）」の対象に、モデル事業段階であるＤＭＥ
自動車を加え、普及へのステップアップを促進
する。モデル事業の実施促進により、スムー
ズな普及へのステップアップが図れる。

現状では、型式認定を受けたもののみが対象となってお
り、1台ずつ認定を受けてナンバープレートを取得するＤ
ＭＥ自動車（量産段階にないため）は対象となっていない
が、低公害車の普及を促進するためには、モデル事業段
階の課題検証が極めて重要で、補助の対象化によるモ
デル事業の実施促進は極めて効果的。

なし
「低公害車普及促進対策費補助金（車
両購入）」は、国土交通省所管。

6
「低公害車普及促進対策費補助金（車
両購入）」は、国土交通省所管。

墨田区
墨田区産業活力創
生構想

1191 1191030 111480

小規模の研究開発型
中小企業に対する特
許料及び審査請求料
の免除

従業員２９人以下の小規模の
研究開発型中小企業に対する
特許料及び審査請求料の免除

　研究開発に意欲的な企業に対して、特許を
取得しやすい環境を整備することにより、研究
開発型企業を多数創出することをもって、地域
産業の活力の再生を図る。

　現状では、一定の要件を満たす研究開発型企業に対す
る特許料や審査請求料の減免措置が適用される余地が
あるものの、小規模な企業にとっては、依然として特許料
や審査請求料の負担が大きく、研究開発の阻害要因と
なっている。
　従業員２９人以下の小規模企業については、特許料及
び審査請求料を免除することで、研究開発を促進するこ
とが期待できる。

特許法第107条、第109条、第195条、第
195条の2
産業技術力強化法第17条

現在、資力に乏しい個人・法人に対す
る特許料（1年～３年分）の減免又は猶
予、審査請求料の減免及び試験研究
費等の売上高に対する比率が３％超
の中小企業（研究開発型中小企業）に
対する特許料（１年～３年分）及び審
査請求料の減免を講じているところ。
また、研究開発型中小企業に対する
特許料等の減免措置の対象範囲を拡
大し（現行の試験研究費等比率が収
入金額の３％超に加え）、平成１６年４
月１日より、中小企業創造法認定事
業、ＳＢＩＲ補助金交付事業及び中小
企業経営革新支援法の承認計画に係
る研究開発事業に係る出願を行う中
小企業についても、新たに対象として
追加した。

3 －

平成１５年の通常国会において、特許
法及び産業技術力強化法を改正し、研
究開発型中小企業に対する減免措置
を拡大したところ。また、産業財産権行
政は、制度を利用する者に対して平等
に費用を求めることが原則であり、特
定の地域の出願に対して、特許料等の
費用を全額免除を行うことは困難。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

研究開発型中小企業等に対する減
免措置は、平成１５年の産業技術力
強化法等の改正により対象範囲を拡
充したところ。
また、産業財産権行政は、制度を利
用する者に対して平等に費用を求め
ることが原則であり、特定の地域の出
願に対して、特許料等の費用を全額
免除を行うことは困難。

福島県
ベンチャーランドふく
しま

1197 1197050 111490
特許の申請にかかる
審査期間の短縮化

特許の申請の後の審査につい
て、これまでよりも審査期間を
短縮し、迅速な特許取得を図
る。

特許審査にかかる人員の増員や、専門分野を
持つ外部機関への審査委託等を活用すること
により、迅速な審査を実施する。

国内での特許審査については、これまで審査期間が長
く、特許取得の大きな障害となっていたため、これを改善
する。

特許法

　特許審査官の大幅増員、従来技術
調査のアウトソーシングの拡充、審査
請求の厳選を促す仕組みの創設等に
より、世界最高レベルの迅速・的確な
特許審査の実現を図っているところ。
　とりわけ、地方の中小・ベンチャー企
業等からの出願（①大学、公的機関、
ＴＬＯからの出願、②実施中や実施予
定の技術に関連する出願、③中小企
業又は個人出願、④外国への出願や
外国からの出願に関連する出願）に関
しては、一定の要件をみたすことに
よって他の出願よりも優先して審査を
行う「早期審査制度」を無料で実施

5

　特許審査官の大幅増員、従来技術調
査のアウトソーシングの拡充、審査請
求の厳選を促す仕組みの創設等によ
り、世界最高レベルの迅速・的確な特
許審査の実現を図っているところです。
　とりわけ、地方の中小・ベンチャー企
業の方々等からの出願（①大学、公的
機関、ＴＬＯからの出願、②実施中や実
施予定の技術に関連する出願、③中
小企業又は個人出願、④外国への出
願や外国からの出願に関連する出願）
に関しては、一定の要件をみたすこと
によって他の出願よりも優先して審査
を行う「早期審査制度」を無料で実施し
ており、この制度の有効利用が望まれ
ます。
　また、地方の中小・ベンチャー企業等
の方々への支援を目的として、各地に
審査官が出張して、特許出願人または
その代理人と、審査請求された案件に
対し面接を行い、互いに出願及び技術
についての理解を深めることで、より迅
速に、強く的確な権利取得を支援する
「巡回審査」制度を活用することも望ま
れます。

㈱東京リー
ガルマイン
ド

有資格者の派遣事
業（コミュニティ・ビジ
ネスの促進）

3084 3084010 111500
有資格者の派遣事業
（コミュニティ・ビジネス
の促進）

厚生労働省の労働者派遣事
業関係業務取扱要領の改正。
具体的には、第２　適用除外業
務等　３　適用除外業務以外
の業務に係る制限の２）を削除
する。

コミュニティビジネスの事業体の会計・税務・
社会保険関係事務などについて専門知識の
面から支援するため、士業者をそれら事業体
に派遣する。

コミュニティビジネスの定着･発展は地域活性化にとって
重要。定着･発展のためには経営の効率化やスタッフの
待遇改善がされなければならず、そのため士業者の支援
が必要不可欠となる。資金の少ない事業体が士業者の
支援を受けられるには、その派遣労働を認める必要があ
るため。

6

本提案については、厚生労働省の所
管であり当省の所管外ではあるが、い
ただいた要望を含め、労働者派遣制度
の的確な在り方について、引き続き厚
生労働省と意見交換してまいりたい。

三重県
みえメディカルバレー
構想の推進

2057 2057030 111510
大学等教官の特許取
得に要する費用の全
額免除

　大学等教官が出願する特許
に関する費用の全額を免除す
る。

研究開発、技術開発の促進
　大学等教官が出願する特許に関する費用
は、軽減（１/２）となっているが、全額を免除す
ることにより、教官による特許出願が増加し、
その結果、研究開発、技術開発の促進が図ら
れる。

　大学等教官が出願する特許に関する費用の軽減（１/
２）では不十分である。

産業技術力強化法第１６条

現在、産業技術力強化法第１６条によ
り、大学の研究者及び大学を対象に、
審査請求料及び第１年目～第３年目
の特許料の１／２軽減措置を講じてい
るところ。

3

平成１５年の通常国会において、特許
法及び産業技術力強化法を改正し、今
まで全額免除であった独立行政法人に
対して、コスト意識を持たせるといった
観点もあり、軽減率を１／２に引き上
げ、公設試験研究機関に対しては、軽
減率を１／２に引き下げるなどの一律
の１／２の軽減措置を導入したところ。
このような中、大学のみを全額免除に
することは政策的な観点からも適切で
はないと考える。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

大学に対して、特許料等を全額免除
することは、機関に対して特許のコス
ト意識を持たせるといった政策的な観
点からも適切ではないと考える。
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宮崎県
みやざき産業クラス
ターの形成による地
域経済再生

2067 2067020 111520

大学等、地方公的試
験研究機関の特許取
得及び共同特許取得
に要する費用の免除
制度の創設等

大学等（大学等の研究者を含
む。）及び地方公的試験研究
機関の特許取得及び共同特許
取得に要する経費の免除制度
の創設、減額制度の拡充を行
う。

　大学等及び地方公的試験研究機関の特許
取得及び共同特許取得に要する経費を免除・
減額を拡大することにより、産学官の共同研
究開発を促進する。

産学官連携による共同研究開発等の成果については、
その権利を維持するため、特許化を促進する必要がある
が、特許化に当たっては、多額の弁理士費用がかかるた
め、特許の申請等に要する費用の免除及び減額の拡大
が必要である。

産業技術力強化法第１６条

現在、産業技術力強化法第１６条によ
り、大学の研究者及び大学を対象に、
審査請求料及び第１年目～第３年目
の特許料の１／２軽減措置を講じてい
るところ。また、平成１５年の通常国会
において、産業技術力強化法第１６条
を改正し、平成１６年４月より公設試験
研究機関に対する審査請求料及び第
１年目～第３年目の特許料の１／２軽
減措置を創設した。

3

平成１５年の通常国会において、特許
法及び産業技術力強化法を改正し、今
まで全額免除であった独立行政法人に
対して、コスト意識を持たせるといった
観点もあり、軽減率を１／２に引き上
げ、公設試験研究機関に対しては、軽
減率を１／２に引き下げるなどの一律
の１／２の軽減措置を導入したところ。
このような中、大学や公設試験研究機
関のみを全額免除にすることは政策的
な観点からも適切ではないと考える。ま
た、平成１５年の通常国会において、特
許法を改正し、共有出願に係る特許料
（１年～３年分）及び審査請求料につい
て持分の割合に応じて減免の対象とな
る措置を講じた。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

共同出願に対する特許料等の減免
措置については、平成１５年の特許
法の改正により、措置済み。
また、大学や公設試験研究機関に対
して、特許料等を全額免除すること
は、機関に対して特許のコスト意識を
持たせるといった政策的な観点からも
適切ではないと考える。

兵庫県
県立大学による産学
連携推進構想

2102 2102010 111530
特許関連費用（出願
料・審査請求手数料・
特許料）の減免

大学教員による職務発明は、
社会的要請が強く、大学を核と
する地域振興に有益なものが
多いと考えられるため、特許関
連費用を減免する必要があ
る。

兵庫県立大学を核とした産学連携の推進

現行では特許法に基づき特許関連費用が定められてい
るが、高額であるため、県に権利が帰属するとされた場
合でも、その費用が特許使用料に転嫁されることにより
特許使用の促進につながらない恐れがある。また、大学
教員に権利が帰属するとされた場合でも、優秀な発明の
出願を断念するケースが見受けられる。そのため、大学
教員による職務発明に係る特許関連費用を減免する必
要がある。

産業技術力強化法第１６条

現在、産業技術力強化法第１６条によ
り、大学の研究者及び大学を対象に、
審査請求料及び第１年目～第３年目
の特許料の１／２軽減措置を講じてい
るところ。

5

既に、産業技術力強化法第１６条によ
り、大学の研究者及び大学を対象に、
審査請求料及び第１年目～第３年目の
特許料の１／２軽減措置を講じている
ところ。

兵庫県
県立大学による産学
連携推進構想

2102 2102020 111540 特許審査期間の短縮

大学教員による職務発明は、
社会的要請が強く、大学を核と
する地域振興に有益なものが
多いと考えられるため、優先的
審査や審査の簡略化により特
許審査期間の短縮を図る必要
がある。

兵庫県立大学を核とした産学連携の推進

現行では特許法に基づき出願審査の請求（出願日から３
年以内）が規定されているが、大学での発明は社会的要
請が強いものも多く、速やかにその利益の社会還元を図
る必要がある。しかし、出願から設定登録まで概ね５年の
期間がかかっており、そこで、大学教員による職務発明
については、優先的審査により特許審査期間の短縮を図
る必要がある。

特許法

　特許審査官の大幅増員、従来技術
調査のアウトソーシングの拡充、審査
請求の厳選を促す仕組みの創設等に
より、世界最高レベルの迅速・的確な
特許審査の実現を図っているところ。
　とりわけ、大学からの出願（①大学、
公的機関、ＴＬＯからの出願、②実施
中や実施予定の技術に関連する出
願、③中小企業又は個人出願、④外
国への出願や外国からの出願に関連
する出願）に関しては、一定の要件を
みたすことによって他の出願よりも優
先して審査を行う「早期審査制度」を
無料で実施

5

　特許審査官の大幅増員、従来技術調
査のアウトソーシングの拡充、審査請
求の厳選を促す仕組みの創設等によ
り、世界最高レベルの迅速・的確な特
許審査の実現を図っているところです。
　とりわけ、大学からの出願等（①大
学、公的機関、ＴＬＯからの出願、②実
施中や実施予定の技術に関連する出
願、③中小企業又は個人出願、④外国
への出願や外国からの出願に関連す
る出願）に関しては、一定の要件をみ
たすことによって他の出願よりも優先し
て審査を行う「早期審査制度」を無料で
実施しており、この制度の有効利用が
望まれます。
  なお、広くかつ強い安定した権利取得
のためには、特許法に則した厳格な特
許審査が必要不可欠であるところ、簡
略化した審査は、出願人のみならず、
第三者に対する過大な負担を伴う可能
性のある、不安定な権利を生み出す原
因となるため、採用することは困難と考
えられます。

鈴鹿市
健康・福祉・リハビリ
テーション関連人材
育成・産業創出構想

2129 2129020 111550
大学等教官の特許取
得に要する費用の全
額免除

　大学等教官が出願する特許
に関する費用の全額を免除す
る。

研究開発、技術開発の促進
　大学等教官が出願する特許に関する費用
は、軽減（１/２）となっているが、全額を免除す
ることにより、教官による特許出願が増加し、
その結果、研究開発、技術開発の促進が図ら
れる。

　大学等教官が出願する特許に関する費用の軽減（１/
２）では不十分である。

産業技術力強化法第１６条

現在、産業技術力強化法第１６条によ
り、大学の研究者及び大学を対象に、
審査請求料及び第１年目～第３年目
の特許料の１／２軽減措置を講じてい
るところ。

3

平成１５年の通常国会において、特許
法及び産業技術力強化法を改正し、今
まで全額免除であった独立行政法人に
対して、コスト意識を持たせるといった
観点もあり、軽減率を１／２に引き上
げ、公設試験研究機関に対しては、軽
減率を１／２に引き下げるなどの一律
の１／２の軽減措置を導入したところ。
このような中、大学の研究者のみを全
額免除にすることは政策的な観点から
も適切ではないと考える。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

大学に対して、特許料等を全額免除
することは、機関に対して特許のコス
ト意識を持たせるといった政策的な観
点からも適切ではないと考える。

篠山市
観光の振興と景観形
成創出事業

2143 2143010 111560

統一した様式の観光
標識・案内板の設置を
図るために要する経
費に対する補助金の
創設と財政支援

特色ある地域づくりを進めるた
めには、統一した様式の観光
標識や案内板の設置を図るこ
とが望ましいが、有効な補助金
等の財政的支援がないのが現
状である。これにかかる経費に
対する補助金の創設と財政的
支援を行うことは、地域再生に
資するものと考える。

全国で市町村合併が進む中、合併先進地で
ある篠山市において、統一した様式の観光標
識・案内板の設置を行うことにより、単に観光
地としてのＰＲにとどまらず、特色ある地域づく
りの先進事例となる。

特色ある地域づくりを進めるためには、統一した様式の
観光標識や案内板の設置を図ることが望ましいが、有効
な財政的支援がない中で、市単独での事業実施は財政
的に限界があるため、これにかかる経費に対する補助金
の創設と財政的支援を行うことは、地域再生に資するも
のと考える。

- - 6 -

観光振興は我が国の活性化にとって
非常に重要であると認識しており、昨
年７月に観光立国行動計画が策定さ
れ、当省としても積極的に取り組んでま
いる所存である。同計画の中で、各省
庁の取り組むべき政策課題がまとめら
れている。今回の提案については、同
計画の中で、当省が対応すべきとされ
ておらず、担当ではない。
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富山県
とやま地域再生・雇
用対策プロジェクト

1293 1293020 111570
「中小企業基盤人材
確保助成金」の助成
対象の拡大

「中小企業基盤人材確保助成
金」の助成対象にＮＰＯ法人を
認める
→中小企業基本法で定義する
「中小企業（者）」にＮＰＯ法人
を含め、雇用機会の拡大を図
るもの

＜現状と支援措置＞
　現在、中小企業労働力確保法に基づき、創
業・異業種進出等を支援する制度である「中
小企業基盤人材確保助成金」においては、助
成対象者となる「中小企業（者）」には、ＮＰＯ
法人が含まれていないことから、ＮＰＯ法人へ
も対象を拡大し、創業・異業種進出等の促進
による地域の活性化と雇用機会の増大を図
る。

　ＮＰＯ法人による起業化が今後多く見込まれるため、創
業・異業種進出等を支援する中小企業基盤人材確保助
成金の支給対象にＮＰＯ法人を加える必要がある。
中小企業労働力確保法第２条の「中小企業者」の中にＮ
ＰＯ法人を加える。

中小企業基本法第二条第１項

中小企業基本法では、施策の対象と
する中小企業者を事業を営む会社及
び個人としており、営利性を有しない
公益法人やＮＰＯ法人等は対象として
いない。

6

「中小企業労働力確保法」は、当省と
厚生労働省が共管する法律だが、該
当助成金は厚生労働省の所管である
ため。

熊本県
熊本県建設産業振
興プラン（案）

2050 2050010 111580
農業進出に係る中小
企業関係制度融資の
対象化

中小企業が農業分野に参入す
る場合の施設・設備の整備（農
業用倉庫の建設、農業機械の
購入など）について、中小企業
金融公庫の融資対象とする。

新市場の動向や進出に当たっての規制・融資
制度等に係る情報提供、専門アドバイザーの
派遣等により、建設事業者の新規成長分野へ
の参入を支援する。

建設業の進出対象が「農業分野」の場合、中小企業金融
公庫の融資制度の対象とならないため、対象を拡大する
ことにより建設業の農業分野進出を促進する。

中小企業金融公庫法
農林漁業金融公庫法

中小企業金融公庫法２条において農
業は対象業種から除外されている。

6
農業に対する金融支援は農林水産省
の所掌である。

提案者の要望は、中小企業が農業に
参入しやすい制度への改善であり、
関係各省で連携し、要件緩和などの
余地はないか検討されたい。

3

中小企業金融公庫は、中小企業者の
行う事業の振興に必要な資金を供給
すること（中小企業金融公庫法第１条
抜粋）を目的としているが、一方、農
林漁業の生産力の維持増進に必要
な資金については、農林漁業金融公
庫が供給すること（農林漁業金融公
庫法第１条抜粋）となっている。

栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211110 111590
県中小企業支援セン
ターの新事業創出支
援体制の強化

中小企業経営資源強化対策
費補助金（国庫）の補助対象で
ある県中小企業支援センター
について、
①プロジェクトマネージャー・サ
ブマネージャーの複数年契約
による採用を可能とする。
②マネージャーにかかる人件
費を含めた全体の事業費につ
いて、各自治体一律的なカット
ではなく、地域の実情に応じた
優先的な配分を求める。

①本県の中小企業支援センターのプロジェクト
マネージャー、サブマネージャーついて、５年
程度の複数年契約とすることによって優秀な
人材を長期・安定的に確保することにより、人
的ネットワークの強化を図る。
②国庫補助金の優先的な配分により、支援施
策の継続的な実施を可能とすることにより、地
域からの新事業創出を促進する。

本県では、県中小企業支援センター及び地域プラット
フォームにより、新事業創出を支援しており、マネー
ジャーがこの要となっているが、原則として単年度契約で
あり、必ずしも次年度の採用が保証されているものでは
ないため、長期的視点に立った起業支援を実施すること
が難しい。また、マネージャーの人件費を含めた補助事
業費が、ほぼ全国一律的にカットされているため、財源的
な制約から、必要な事業を継続的に実施できず、やむを
えず縮小・廃止するものも生じている。

中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱  第４条第２項
中小企業経営資源強化対策費補助金
実施要領　第２章３（１）（ロ）

都道府県等中小企業支援センターが
行う経営資源の確保支援に関する
種々の支援策を中小企業者のニーズ
に応じて、効果的かつ効率的に実施
するため、都道府県等中小企業支援
センターが行う事業を一貫して管理す
るプロジェクトマネージャー、サブマ
ネージャーを都道府県等中小企業支
援センターに設置する。

5

①実施要領上で、プロジェクトマネー
ジャー等については、毎年度評価を実
施することとし、適任であると評価され
た場合は、引き続き次年度に更新でき
るものとしており、要望に対応している
ものと思料。

②事業費の配分については、地域の
実情に応じた各都道府県の要望を踏
まえて、各経済産業局で審査の後に配
分されている。

事業費の配分については、優先的な
半分が出来ないか再度検討された
い。

5

 事業費の配分については、地域の実
情に応じた各都道府県の要望を踏ま
えて、各経済産業局で審査の後に配
分されている。

富山県
とやま産業活性化プ
ロジェクト

1291 1291030 111600
技術開発補助金等の
使途の弾力運用

補助対象機械・設備の生産設
備への転用の容認

　技術開発補助金等の管理に
関する事業者の義務を緩和
し、補助対象機械・設備の補助
事業後の関連生産設備への
転用（目的外使用）を認めてい
ただきたい。

※技術開発補助金等
創造技術研究開発事業、地域
活性化創造技術研究開発事
業、中小企業地域新生コン
ソーシアム研究開発事業等の
中小企業の技術開発を促進す
る事業

　中小企業者は、技術開発後その成果を事業
化する場合、新たに生産設備を導入せねばな
らず、経済的負担が大きいため、当該事業の
県内産業への波及が停滞することが多々あ
る。
　このため、「補助金等に係わる予算の執行
の適正化に関する法律」、　「中小企業経営革
新等対策費等補助金交付要綱」、「
中小企業経営資源強化対策費補助金交付要
綱」、「中小企業地域新生コンソーシアム研究
開発制度実施要領」の該当条文を弾力的に運
用いただき、技術開発補助金等の管理に関す
る事業者の義務を緩和し、補助対象機械・設
備の補助事業後の関連生産設備への転用
（目的外使用）を認めていただきたい。

　現在の厳しい経済環境を勘案すると、設備導入の時
間・コストを低減し、事業化を促進するためには、生産設
備に研究開発事業の補助対象機械・設備を転用すること
が必要である。

補助金等に係わる予算の執行の適正化
に関する法律　第11条
（補助金）
中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱第８９条
中小企業経営革新等対策費等補助金
交付要綱（創造技術研究開発事業）　第
３５条
中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱（地域活性化創造技術研究開
発事業）　第８９条
（委託）
中小企業地域新生コンソーシアム研究
開発制度実施要領

交付要綱に定める処分制限財産を財
産処分（生産設備への転用等、目的
外使用を含む）する場合には、交付要
綱において所轄経済産業局長の承認
が必要と規定している。

（補助
金）
2:全国
的に
対応

（委託
費）
８：事
実誤
認

Ⅶ

　個別具体的な検討が必要であるが、
一般論としては、技術開発補助金の交
付対象となった試験研究及び関連試験
研究が終了し、当該補助金で取得した
機械・装置等を当該技術開発補助金の
補助目的に従って利用する余地が乏し
くなった場合には、生産設備への転用
その他の商業活動へ転用することは可
能であり、補助金の返還を行うことなく
当該設備の用途変更の承認を行える
蓋然性が高い。
  なお、中小企業地域新生コンソーシア
ム研究開発事業は国の委託事業であ
り、取得財産は契約上により国に帰属
することとなっている。

交付要綱に定める処分制限財産を財
産処分（生産設備への転用等、目的
外使用を含む）について、何が新たに
認められ、その時期はいつなのかを
明確にされたい。

（補助金）
2:全国的に
対応

Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、当該補助金で取得した機械・装
置等を当該補助金の補助目的に従っ
て利用する余地が乏しくなった場合、
等の承認要件を明示した運用通達を
平成16年度中に作成する。

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

1377 1377070 111610
開発型補助金での特
許取得の承認

経済産業省の「経営革新支援
対策費等補助金」や「地域活
性化創造技術研究開発費補
助金」などにおける特許出願費
用を補助対象経費として承認
する。

現行制度の国等の開発型補助金では、開発
に伴う特許出願費用（弁理士報償費、海外出
願翻訳料）が認められていないが、弁理士報
償費が50万円、翻訳料が100万円と高額であ
り、中小企業には負担が大きい。研究開発成
果の保護、事業化の進展、研究開発型企業
の創出のためには、当該経費を補助対象経
費として承認できるよう要綱等を緩和する。

中小企業における開発に伴う経費抑制のため、特許取
得に係る経費を補助対象として承認する必要がある。

中小企業経営革新等対策費等補助金
交付要綱

交付要綱において、補助対象として認
められていない。

3

補助対象経費については、厳しい
予算制約の中で政策効果の最大
化を図る観点から決定しており、本
提案は、新たな予算措置が前提と
なり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

補助対象経費については、厳しい予
算制約の中で政策効果の最大化を
図る観点から決定しており、本提案
は、新たな予算措置が前提となり、不
可能。
なお、１６年度より経営革新支援法に
基づき技術開発による経営革新計画
の承認を受けている場合には、その
事業により生じた特許の審査請求料
と第１～３年分の特許料について１／
２の減免措置を新たに講じる予定で
ある。

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

1377 1377110 111620
研究開発事業の国庫
補助金着手前交付

国庫補助事業のうち、中小企
業の研究開発に係る補助金等
の事業着手前支払制度を創
設。
国・県から直接事業者に支払
われる補助金を、市が受ける
流れを作り、市が補助金決定
後に事業者に支払う。（現在の
間接補助規程では支払うこと
ができない。）
補助事業着手時に補助金を市
の責任のもと先払いすることを
可能とし、事業完了後市が県・
国等から補助金を受けること
で、事業者の資金調達の利便
を図る。（補助申請手続きの大
幅な変更を必要としない。）

国庫補助事業のうち中小企業の研究開発に
係る、補助金等の事業着手前支払制度を創
設。

経済産業省所管の「地域活性化創造技術研究開発事
業」などの補助金の交付時期を着手前とし、資金調達等
にかかる事業者の負担を軽減する。

中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱第７３条

　本制度は、中小企業者等が自ら行う
新製品、新技術等に係る研究開発等
に要する経費について、都道府県が
補助を行う場合における当該費用の
一部を国が補助するものである。

8:事実
誤認

　前払い・概算払いについては、地方
自治法施行令１６２条３号で認められて
おり、当該県が前払い・概算払い規定
を設けるか否かの判断。
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山形県
やまがた産業ルネッ
サンスプラン

1385 1385020 111630
ものづくり産業の設備
リニューアル支援のた
めの資金要件の緩和

零細企業の設備取得事業を対
象とした小規模事業者設備導
入資金については、貸付対象
者は原則として事業者規模が
２０人以下で、特認の５０人以
下の事業者への貸付額は全
体の２５％以内とされているも
のを、特認企業への貸付割合
を５０％まで緩和するもの。

労働集約的な生産形態をとどめているニット、
鋳物、食料品等の生活関連型の地場産業を
中心に安定的な設備資金の供給を図るもの。

従業数で零細性を判断するのは地域産業の実態を反映
しておらず、特認貸付の割合を高めることで制度の弾力
化を図る必要がある。

小規模企業者等設備導入資金助成法
第２条第１項第１号
同項の規定に基づく都道府県の事業計
画作成の基準（平成１２年通商産業省告
示第１７２号）

常時使用する従業員の数が２１人～５
０人の特認企業への貸付割合は貸付
規模全体の２５％となっている。

3

各地からの要望を踏まえ、平成１３年
に特認企業への貸付割合を１０％から
２５％へ引き上げたところ。現在の実績
に対して十分な貸付割合となっている。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3
現在の実績に対して十分な貸付割合
となっている。本提案は新たな予算措
置が前提となり、不可能。

㈱メルサ

Ｍ＆Ａを主体とした
経営者再教育と中小
企業経営者の第２創
業支援

3008 3008010 111640
中小企業経営者を対
象とした助成金と融資
の条件変更

創業に対する助成金と融資の
制度は充実しいる現況である
が、その大半は自分のビジネ
スプランがあるものに対する制
度である。本ビジネスはビジネ
スアイデアのない経営者に対
しても、指定講座で教育をする
ことにより、資金提供とビジネ
スの斡旋を行おうとするもので
ある。よって、助成や融資制度
で現況の条件を排除し、指定
講座受講という条件で助成や
融資が可能となる支援資金を
求めるものである。つまり、支
援制度の融資と助成の決定権
限の委譲を求めるものである。

創業に関する助成金や融資の制度は大半
が、取組むビジネスがあり、そのビジネスを起
業する資金調達が目的である。創業の反面、
起業破綻が急増している。中小企業にはＭ＆
Ａという企業存続と発展の戦略が浸透されて
おらず、Ｍ＆Ａを知ることにより、事業転換、多
角化の重要性を認識できる。中小企業経営者
は、経営実践力をもっているが、多角事業へ
の種を見つけ起業することには案外不得手で
ある。このネックを解決させる為に、経営者再
教育の講座を開催し、認定試験に合格した中
小企業経営者に対し、無担保・無保証人にて
助成・融資と共にあらゆるフランチャイズビジ
ネスを斡旋しようとするものである。フランチャ
イズビジネスには経営ノウハウがあり、経営実
践経験者である中小企業経験者にとっては、
新事業のノウハウを既存事業の経営に重複さ
せ展開することができ。又、Ｍ＆Ａという経営
戦略を学ぶことにより、決断遅れでの企業破
綻を防止することになり、雇用の維持と、第２
創業による新雇用で地域産業の活性化が実
現できるものである。

中小企業経営者が会社売却をしようとしても、売却後の
身の振り方に危惧し躊躇してしまう。さらに、多角化への
シーズを見つけられず、チャレンジするビジネスがない限
り、融資や助成を受けることが不可能である。このビジネ
スモデルでは、取組むビジネスを斡旋し、経営者の再教
育を条件に融資や助成が実現するという、国策での救済
となり安心できるビジネスモデルとして受け止められるも
のである。又、Ｍ＆Ａは中小企業に浸透しておらず、融資
付きの国策という信用性で中小企業に提唱できる。

3
ご提案については、新たな予算措置が
前提となり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3
新たな予算措置が前提であるため、
対応は不可能。

財団法人
水島地域環
境再生財団

よみがえれ、水島の
まち　―水島再生プ
ラン

3056 3056020 111650
多業種中小企業の活
性化及び連携による
地域産業再生

水島コンビナート地域に多様な
業種にわたる中小企業の誘致
を図り、その立地を促進する。
そのために、コンビナート内の
遊休地等を整理し、工場団地
を新たに建設する。中小企業
の多くは、地域と密着した産業
であり、その活性化と地域内で
の相互の連携を強化すること
によって地域内での雇用促
進、賑わいを取り戻すことに繋
がる。

これまで、水島をはじめとする巨大コンビナー
ト地域では、素材供給型の単純な産業が主流
を占めていた。しかしながら、社会情勢の多様
化、グローバル化が進んだ今日においては、
行き詰まりを見せている。そこで、水島地域に
おいても、これまでの産業とも関連を持った多
様な中小企業を積極的に誘致する。そのため
に、大規模工場等の整理縮小に伴う遊休地等
を活用して、多業種中小企業による工場団地
を建設する。

現在は、銀行等による貸し渋りなど、中小企業の経営を
圧迫する製作が中心なので、もっと中小企業を優遇する
政策が必要である。本提案に関連しては、工場団地への
移転に対する補助、移転後も税制面で優遇する、地域へ
の貢献度に合わせて表彰するといった政策が考えられ
る。

工業再配置促進法第１条、第２条

　工業再配置促進法は、全国的な視
点に立って産業の過密地域と過疎地
域とのバランスを是正するため、移転
促進地域から誘導地域への工場の移
転、誘導地域における工場の新増設
を促進する施策であり、これらを促進
するために税制・財投等の支援をする
ものである。

3

　工業再配置促進法は、全国的な視点
に立って産業の過密地域と過疎地域と
のバランスを是正するため、移転促進
地域から誘導地域に工場の移転等を
促進する施策であるため誘導地域以
外の地域における工場移転に支援す
ることはできない。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

　工業再配置促進法は、全国的な視
点に立って産業の過密地域と過疎地
域とのバランスを是正するため、移転
促進地域から誘導地域に工場の移転
等を促進する施策であるため誘導地
域以外の地域における工場移転に支
援することはできない。

㈱東京リー
ガルマイン
ド

民間活力の積極的
活用による地域経済
活性化

3085 3085010 111660
経営者教育事業（中
小企業の健全育成）

経営者が、「経営能力習得カリ
キュラム」を履修することを助
成金交付の要件とする。

経営者が、「経営能力習得カリキュラム」を履
修することを助成金交付の要件とする。

中小企業の健全育成・雇用枠の拡大 6
当該要望に対応する補助金は、すでに
厚生労働省が所管していると承知して
いる。

福井県
創業バリアフリー日
本一構想

1089 1089020 111670
中小企業の資金調達
要件の緩和

・信用保証制度における第三
者保証人徴求要件を緩和する

提案している支援措置とともに、本県独自の
「開業特別支援資金」においても、自己資金要
件を撤廃したり、第三者保証人を不要とする
制度を設けることとし、全国で最も中小企業の
新規創業を容易にする環境を整備する。

現状の制度では、新規創業時にある程度の資力のある
者しか融資が受けられず、新規創業の支障となってい
る。

第三者保証人徴求の取扱いについて
（H12.12.25企庁第9号中小企業庁通知）

無担保保証制度のうち５，０００万円ま
では、原則として第三者保証人を求め
ない運用を行っている。

8
無担保保証の5,000万円を超える部分
について第三者保証人を徴求すること
を義務付けているものではない。

福島県
ベンチャーランドふく
しま

1197 1197070 111680
信用保証協会基本財
産の取り崩し手続きの
簡略化

信用保証協会の基本財産のう
ち基金準備金額の10％につい
ては、その取り崩しに当たっ
て、県と信用保証協会との協
議により実施できるよう変更す
る。また、剰余金の基本財産
への繰入割合を50％から30％
に引き下げる。

金融機関によるベンチャー企業をはじめとした
中小企業融資に対する保証事業の実施。信
用保証協会が積極的保証することにより、ベ
ンチャー企業が融資を受けやすくなり、ベン
チャー企業の資金繰りが向上する。

　中小企業等への資金供給を円滑に実施するためには、
融資に対する保証が円滑に実施されることが必要となる
が、保証債務の代位弁済の増加などの要因から、信用
保証協会の経営が悪化しており、保証に当たって保証要
件の厳格適用等によりリスクの少ないものの保証が中心
となるなど、積極的な保証に踏み込みづらい状況となって
いる。
　本提案の実施により信用保証協会の経営が安定し、積
極的な保証承諾に繋がり、中小企業に円滑な資金供給
が実施されることが期待されるため。

事務ガイドライン（信用保証協会関
係）
①２－５－１－(1)　報告を求める協
会の選定関係
②３－３－(5)－イ　収支差額変動準
備金の繰入関係

①基本財産を取り崩す場合は、各
協会の定款の規定に基づきその処
理を行い、都道府県知事と財務局
長との協議結果を踏まえ、金融庁
監督局長及び中小企業庁長官に経
営改善計画の策定に関する報告を
行う。
②毎事業年度の収支差額の剰余
は、その１００分の５０の範囲内
で、事業年度末における基本財産
の２分の１相当額を限度として繰
り入れる。

3

・信用保証協会の基本財産は、業務
遂行上の最終担保であることから、
剰余金から基本財産への繰り入れに
係る会計処理のルールは、信用保証
協会が安定的に保証業務を行うため
に必要なものであり、ご指摘のよう
なベンチャー振興のための安易な
ルール変更は適当ではない。
・むしろ、ベンチャー企業振興のた
めには、信用保証協会の経営を安定
させた上で、すでに手当てしてある
新事業創出関連保証等のベンチャー
向け保証制度を積極的に推進するこ
とが必要と考える。

提案の趣旨を踏まえ検討された
い。

3

　政府としては、ベンチャー企業
をはじめとした中小企業の振興を
図るため、新事業創出関連保証等
の特別の保証制度を創設したり、
信用保証協会がこうした保証制度
を積極的に推進できるよう予算措
置を講じるなど、積極的に取り組
んできたところである。
　一方で、信用保証協会によるベ
ンチャー企業等への積極的な保証
を促進するために、信用保証協会
の剰余金の処理方法を変更すると
いうご提案については、こうした
会計処理のルール変更が信用保証
協会の財務上・業務運営上の規律
を歪めることにかんがみれば、ベ
ンチャー企業等の振興という政策
目的を達成するために政府がこれ
まで講じてきた政策手段に比べて
望ましくない措置であり、適当で
ないと考えている。
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栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211020 111690
政府系金融機関の特
別貸付の貸付対象等
の拡充

商工組合中央金庫、中小企業
金融公庫及び国民生活金融公
庫の特別貸付の貸付対象を拡
充し、再生が軌道に乗りつつ
ある事業者に対して次の①～
③からの借入金の返済（リファ
イナンス）資金の融資を可能と
する。
①株式会社産業再生機構
②再生に取り組む中小企業等
に対する投資事業を行うため
に中小企業等投資事業有限責
任組合契約に関する法律及び
産業活力再生特別措置法に基
づいて組成された中小企業等
投資事業有限責任組合（地域
中小企業再生ファンド）
③株式会社整理回収機構

商工組合中央金庫、中小企業金融公庫及び
国民生活金融公庫の特別貸付の貸付対象を
拡充し、再生が軌道に乗りつつある事業者に
対して次の①～③からの借入金の返済（リファ
イナンス）資金の円滑な融資を可能とすること
により、県内中小企業等の短期的、集中的な
再生を促進させる。
①株式会社産業再生機構
②再生に取り組む中小企業等に対する投資
事業を行うために中小企業等投資事業有限
責任組合契約に関する法律及び産業活力再
生特別措置法に基づいて組成された中小企
業等投資事業有限責任組合（地域中小企業
再生ファンド）
③株式会社整理回収機構

地域において企業再生を促進していくためには、再生に
取り組む中小企業等に対する投資事業を円滑にする必
要がある。大企業に比較し、中小企業等は株式の売却等
による投資の出口制約が極めて大きく、このことが地域
における企業再生の大きな隘路となっている。このため、
企業再生支援のノウハウを有する商工組合中央金庫、
中小企業金融公庫及び国民生活金融公庫の融資によっ
て企業再生の最終的出口が確保されることにより、地域
における企業再生が大きく促進される。

中小企業金融公庫特別貸付制度要綱
等

中小企業金融公庫及び商工組合中央
金庫では、既に株式会社産業再生機
構や株式会社整理回収機構等に係る
企業再生に取り組む中小企業を支援
するための貸付制度（企業再建資金
等）がある。

2 Ⅶ

① 中小企業金融公庫及び商工組合
中央金庫においては、現行の企業再
生に取り組む中小企業を支援するため
の貸付制度（企業再建資金）により要
望事項に対する貸付は可能であるが、
平成１６年度から株式会社整理回収機
構や株式会社産業再生機構等の関与
の下で再生に取り組む中小企業を貸
付対象として明記する。また、国民生
活金融公庫においても、平成１６年度
から同様の貸付制度を創設する。

札幌市
交流と創造の空間・
活動づくり

1258 1258090 111700
信用保証協会による
信用保証の特定非営
利活動法人への適用

「信用保証協会法」に基づいて
運営されている信用保証協会
による信用保証の対象を，特
定非営利活動法人にも拡大す
ること。

札幌元気基金の創設により市の事業として資
金支援を行っていくことに加え，提案事項が実
現することによりコミュニティ・サービスを担うＮ
ＰＯが金融機関から的確な資金調達を行うこ
とができるようになり，中小企業や創業に挑戦
するＮＰＯなど地域において必要な資金が供
給されることとなる。

市民活動団体は，年年その数は増すとともに，その社会
的役割が期待されているが，信用保証協会の保証を受
けられないことが，コミュニティ･サービスを始め事業に必
要な資金調達の支障となっている。

中小企業信用保険法第2条
特定非営利法人は中小企業者に当た
らないことから、中小企業信用保険の
対象としていない。

3

特定非営利法人は中小企業者に当た
らないことから、民法上の公益法人と
同様に、中小企業信用保険の対象と
はならない。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

中小企業信用保険制度は、中小
企業者に対する事業資金を円滑に
することにより中小企業を振興
し、国民経済の健全な発展を図る
ことを目的としており、その対象
者は営利活動を行うことが原則と
されていることから、ＮＰＯ法人
を中小企業者として扱うこととし
ていない。
　（ＮＰＯ法人については、地域
においての重要なサービスを提
供、一定の雇用機会の確保等によ
り大きな社会的意義を果たしてい
るものも相当数あると思われる
が、他方でＮＰＯ法人は極めて広
範な目的で設立されており、その
活動内容も多種多様であることか
ら、中小企業施策の対象とすべき
法人はどの程度あるのか等につい
て、実態を十分見極めてまいりた
い。）

長野県
コモンズの視点から
の観光・都市圏交流
型産業の推進

1070 1070030 111710

　農業法人・ＮＰＯ法
人等に対する中小企
業信用保険法の対象
とする。

　体験型観光施設を整備する
農業法人・ＮＰＯ法人等に対す
る保証協会の保証は中小企業
信用保険法の対象とする。

　体験型観光施設を整備する農業法人・ＮＰＯ
法人等に対する保証協会の保証は中小企業
信用保険法の対象とする。

　農業法人・ＮＰＯ法人等が、観光目的としての農業体験
施設を整備する場合に、観光業を営む中小企業者とみな
し中小企業信用保険法を適用することで、保証制度を活
用し、低利な融資による資金供給が円滑に行われる環境
を整える。

中小企業信用保険法第2条
中小企業信用保険法施行令第1条

　中小企業信用保険法施行令第１条
において農業は中小企業信用保険法
の対象業種から除外されている。しか
しながら、農業と中小企業信用保険法
の対象業種（観光業等）を兼業してい
る場合は、対象業種に係る事業資金
を保険対象資金としている。
　 特定非営利法人は中小企業者に当
たらないことから、中小企業信用保険
の対象としていない。

農業と
の兼
業の
取扱
いにつ
いては
５。
特定
非営
利法
人の
取扱
いにつ
いては
３。

　農業と中小企業信用保険法の対象
業種を兼業している場合は、対象業種
に属する事業に使用されるものとして
特定できる資金については保険対象資
金としている。また、当該事業資金が
対象業種に属する事業に係る資金と農
業に属する事業に係る資金が混在した
ものであって、区別できない場合は、当
該事業資金を売上高、販売数量等の
指標によって按分するなどの方法によ
り、保険対象資金としている。
　一方、特定非営利法人は中小企業者
に当たらないことから、民法上の公益
法人と同様に、中小企業信用保険の
対象とはならない。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。

６

3

　農業を営む者及び農業に従事す
る者の農業経営に必要な資金につ
いては、農業信用保証保険法に基
づく、農林漁業信用基金の信用保
険制度が存在する。
　このため、中小企業信用保険法
施行令第１条において、農業は中
小企業信用保険法の対象業種から
除外されている。

　中小企業信用保険制度は、中小
企業者に対する事業資金を円滑に
することにより中小企業を振興
し、国民経済の健全な発展を図る
ことを目的としており、その対象
者は営利活動を行うことが原則と
されていることから、ＮＰＯ法人
を中小企業者として扱うこととし
ていない。
（ＮＰＯ法人については、地域に
おいての重要なサービスを提供、
一定の雇用機会の確保等により大
きな社会的意義を果たしているも
のも相当数あると思われるが、他
方でＮＰＯ法人は極めて広範な目
的で設立されており、その活動内
容も多種多様であることから、中
小企業施策の対象とすべき法人は
どの程度あるのか等について、実
態を十分見極めてまいりたい。）

長野県
建設産業構造改革
推進支援

1071 1071010 111720
建設業農林業経営に
対し中小企業信用保
険法の対象とする。

地域の基幹産業である建設業
の中小企業が農林業経営を行
なう場合に必要とする資金に
保証実施する信用保証協会の
保証を中小企業信用保険法の
対象とする。

地域の基幹産業である建設業の中小企業が
農林業分野進出で必要な資金及び進出後の
企業運転資金は中小企業向け制度融資を活
用できるよう中小企業信用保険法の対象とす
る。

　業種転換時の初期投資や運転資金は、建設企業にとって大
変重く、低利かつ保証のある制度融資の活用が必要となる場合
が多いが、農林業分野への進出は農林業分野が中小企業信用
保険法の適用外であることから、当初に必要な設備及び運転資
金は中小企業向け制度融資を活用できない。
　また当該企業が農林業進出時点以降に制度融資適用分野で
運転資金を借り入れる場合に、農林業が信用保険対象分野で
ないことから融資金額、会計処理に一定の制限がかけられ、企
業経営全体への影響が出てしまう。
　地域の基幹産業である建設業の中小企業の再生を支援し、
かつ地域の農林業振興を図るために、農林業を中小企業信用
保険法の対象とし信用保証協会の保証業務を行ない易くする。
現時点では信用保証協会はアグリビジネスに対する審査能力
が無いため、当面は農業信用基金協会との連携をとり独自ノウ
ハウの確立に努めて行く。

中小企業信用保険法第2条
中小企業信用保険法施行令第1条

　中小企業信用保険法施行令第１条
において農業は中小企業信用保険法
の対象業種から除外されている。

6

　農業を営む者については、農林漁業
信用基金等の信用保険制度があり、本
件はその対象となる。
　いずれにせよ農業に対する金融支援
策は農林水産省の所管事項である。

提案者の要望は、中小企業が農業に
参入しやすい制度への改善であり、
関係各省で連携し、要件緩和などの
余地はないか検討されたい。

3

・　農業を営む者及び農業に従事する
者の農業経営に必要な資金について
は、農業信用保証保険法に基づく、
農林漁業信用基金の信用保険制度
が存在する。
・　このため、中小企業信用保険法施
行令第１条において、農業は中小企
業信用保険法の対象業種から除外さ
れている。
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38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

山形県
やまがたニュービジ
ネス創生プラン

1383 1383030 111730

地域密着型の生活支
援サービスの担い手
の育成のための信用
保証制度の要件緩和

地域密着型の生活支援サービ
スの担い手となりうる、小規模
な商業・サービス事業者に対
する資金供給の円滑化を図る
ため、小額融資保証制度特別
小口（限度額１，２５０万円、保
証期間７年以内）の制度利用
対象者について、現行の「５人
以下」から、「１０人以下」まで
要件を緩和すること。

県の金融担当窓口に寄せられる相談事例の
中にも、当該提案に適う実例が数多く見受け
られる。保証要件の緩和により、地域の生活
支援サービスの創出が図られる。

本制度による業種別のカバー率は、商業・サービス業で
は５６％であるのに対し、他業種（例／製造業）では７０％
を超えており、同等の水準まで引き上げる必要がある。

・中小企業基本法第２条第５項
・中小企業信用保険法第２条第２項第１
号

・中小企業基本法の規定に基づき、小
規模企業者について、商業又はサー
ビス業を営む者は「５人以下」とされて
いる。
・中小企業信用保険法の小規模企業
者に係る規定についても、同内容の規
定としている。
・特別小口保険制度は、中小企業の
中でも特に小規模で経営基盤の弱い
事業者に対する金融支援策として、１,
２５０万円まで無担保・無保証人（本人
保証もなし）で信用保険を受けられる
もの。

3 -

　本制度の対象者である小規模企業者
は、中小企業基本法にその定義がされ
ており、「商業又はサービス業に属する
事業を主たる事業として営む者につい
ては、５人以下」とされている。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

　本制度の対象者である小規模企
業者は、中小企業基本法にその定
義がされており、他の小規模企業
施策においてもその定義を用いる
ことにより、国としてこれら企業
者に対して特別の措置を講じてい
る。
　特別小口保険制度についてのみ
小規模企業者の定義を緩和すると
なると、他の小規模企業施策で特
別な措置を講じられていない事業
者にもその措置が及ぶことにな
り、本来特別に措置を講じられる
べき小規模企業者支援策の希薄化
につながることから、慎重に対応
すべきものと考える。

山形県
やまがたニュービジ
ネス創生プラン

1383 1383040 111740

地域密着型の生活支
援サービスの担い手
の育成のための信用
保証制度の要件緩和

地域密着型の生活支援サービ
スの担い手となりうる小規模な
事業者が、小額融資保証制度
特別小口を利用した場合、他
の保証制度が利用できない。
商業・サービス業分野に新分
野進出を図る場合に限り、他
の保証制度の利用を可能にす
るもの。

小額融資保証制度を利用し、保証期間の７年
以内に、商業・サービス業分野への新分野進
出を図り、事業の拡大を目指す意欲ある事業
者が相当数想定され、保証要件の緩和により
地域内の活性化が期待される。

当該特別小口制度を利用した場合、完済するまで他の保
証制度が利用できず、新たな事業展開を図る場合の資
金調達が困難になっているため。

中小企業信用保険法第３条の３第３項

・特別小口保険の限度額１,２５０万円
を超えて信用保険を利用する場合は、
多種保険に変更となる（特別小口保険
と多種保険の併用はできない）。

3 -

・特別小口保険制度は、特に小規模で
経営基盤の弱い事業者を対象とするも
のであり、普通保険や無担保保険等の
多種保険を利用できる者は、保証人等
を提供した上で、そちらを利用すべきで
ある。
・多種保険との併用を認めることは、む
しろ特別小口保険制度を必要とする小
規模企業者支援策の希薄化につなが
るものであり、適当ではない。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

　特別小口保険制度は中小企業者
の中でも担保・保証人ともに提供
し得ないような零細企業者を対象
とするものであって、普通保険や
無担保保険等の他種保険を利用で
きるものは、保証人等を提供した
上で、そちらを利用すべきとの趣
旨から、他種保険との併用は出来
ないことになっている。
　従って、御指摘の制度緩和につ
いては、十分な必要性の議論が必
要であると考えているところ。本
制度はこれまでのところ円滑に運
用されており、特段問題は生じて
いないと認識している。従って御
要望のような要件緩和については
慎重な対応が必要と考える。

山形県
やまがたニュービジ
ネス創生プラン

1383 1383050 111750

地域密着型の生活支
援サービスの担い手
の育成のための信用
保証制度の要件緩和

地域密着型の生活支援サービ
スの多様な担い手を創出する
ため、「農業を営んでいた者」
が「新たに商業・サービス業」を
創業する場合、新事業創出促
進法に基づく信用保証制度の
利用を可能にするもの。

商店街の空き店舗を活用した農家レストラン
や、街中居住者を対象とした農産物の産地直
送の販売など、多様なビジネスの創出が期待
される。

新事業創出促進法による信用保証の対象者は、事業を
営んでいない個人が新たに商工業の事業を開始する場
合とされ、農業者が新たに商工関連の事業を立ち上げる
場合、業歴・業種両面で保証の対象外となり、資金調達
が困難になっている。

新事業創出促進法第２条

本制度は、新たな事業の創出を促進するため、事業を
営んでいない個人による創業に係る必要な事業資金お
よび新たに企業を設立して行う事業の開始に係る必要
な事業資金について行う保証である。
【保証申込人の資格】
（１）新事業創出促進法（以下「法」という。）第２条第２項
第１号、第３号および第５号に該当する創業者であっ
て、事業開始に係る具体的計画を有する方。
（２）法第２条第２項第２号、第４号および第６号に該当
する創業者である中小企業者であって、事業を開始した
日または会社を設立した日以後５年を経過していない
方。
【資金使途】
法第２条第１項に該当する創業等または創業等の事業
実施のために必要な運転資金および設備資金
【保証限度額】
1,500万円。ただし、法第２条第２項第１号および第３号
に該当する方は、自己資金額を保証限度額とします。
【保証期間】
運転資金 ５年（据置期間１年以内を含む。）以内
設備資金 ７年（据置期間１年以内を含む。）以内
【返済方法】
分割返済
【貸付利率】
金融機関の定める利率
【信用保証料率】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　 50万円超 年０．８０％
【担保・保証人】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【その他】
　保証申込の際は、法第２条第２項第１号、第３号および

5

ご要望いただいている点については、
「農業を営んでいた」ことにより申請が
妨げられるものではなく、申請時に「事
業を営んでいない個人」であることが証
されれば申請は可能となっている。

山形県
やまがたニュービジ
ネス創生プラン

1383 1383060 111760

地域密着型の生活支
援サービスの担い手
の育成のための信用
保証制度の要件緩和

地域密着型の生活支援サービ
スの担い手としてＮＰＯ法人の
役割が大きくなってきている。
収益事業を行うＮＰＯ法人が地
域密着型の生活支援サービス
に取り組む場合に中小企業信
用保証制度の対象事業者に追
加するもの。

県内のＮＰＯ法人のうち、介護保険に基づく
サービス事業所として２５法人が認定され収益
事業を行っている。また、ＮＰＯ法人が様々な
分野の生活支援サービスに取り組もうとする
動きが見られる。

ＮＰＯ法人は信用保証制度の対象外とされており、生活
支援サービスに取り組む場合に資金調達が困難なケー
スがあるため。

中小企業信用保険法第2条
特定非営利法人は中小企業者に当た
らないことから、中小企業信用保険の
対象としていない。

3

特定非営利法人は中小企業者に当た
らないことから、民法上の公益法人と
同様に、中小企業信用保険の対象と
はならない。

提案者の要望は、地域密着型の生活
支援サービスの担い手の育成である
が、その趣旨を踏まえ再度検討され
たい。

3

　中小企業信用保険制度は、中小
企業者に対する事業資金を円滑に
することにより中小企業を振興
し、国民経済の健全な発展を図る
ことを目的としており、その対象
者は営利活動を行うことが原則と
されていることから、ＮＰＯ法人
を中小企業者として扱うこととし
ていない。
（ＮＰＯ法人については、地域に
おいての重要なサービスを提供、
一定の雇用機会の確保等により大
きな社会的意義を果たしているも
のも相当数あると思われるが、他
方でＮＰＯ法人は極めて広範な目
的で設立されており、その活動内
容も多種多様であることから、中
小企業施策の対象とすべき法人は
どの程度あるのか等について、実
態を十分見極めてまいりたい。）

山形県
やまがた産業ルネッ
サンスプラン

1385 1385050 111770
アグリビジネスへの参
入促進のための信用
保証制度の要件緩和

他産業から農業への参入促進
するため、中小企業信用保証
制度の対象業種として限定的
に認められている工場的生産
設備を備えた非土地利用型の
「農業的事業」として、新たに
果菜・葉菜類や花卉等の「水
耕方式の栽培事業」を加える。

本県では国を上回る水準で公共事業の縮減
を図っていることから、県では建設業懇話会を
設置して、新分野進出を巡る議論を業界ととも
に進めて経緯があり、建設業の新分野進出支
援の機運が高まりつつある。

中小企業信用保険法では、農業関連業種であっても、苗
床方式によるかいわれ大根製造業、菌床方式によるきの
こ製造業、鶏卵の人口ふ化業等の５業種に限り特例的に
保証を認めている。これらと同様に工場的生産設備を備
えた非土地利用型の「水耕方式による栽培事業」を対象
に加えるもの。

中小企業信用保険法第2条
中小企業信用保険法施行令第1条

　中小企業信用保険法施行令第１条
において農業は中小企業信用保険法
の対象業種から除外されている。

6

　農業を営む者については、農林漁業
信用基金等の信用保険制度があり、本
件はその対象となる。
　いずれにせよ農業に対する金融支援
策は農林水産省の所管事項である。

提案者の要望は、中小企業が農業に
参入しやすい制度への改善であり、
関係各省で連携し、要件緩和などの
余地はないか検討されたい。

3

・　農業を営む者及び農業に従事する
者の農業経営に必要な資金について
は、農業信用保証保険法に基づく、
農林漁業信用基金の信用保険制度
が存在する。
・　このため、中小企業信用保険法施
行令第１条において、農業は中小企
業信用保険法の対象業種から除外さ
れている。
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宮城県

緊急経済産業再生
戦略事業(新世代ア
グリビジネス創出支
援事業）

1393 1393010 111780

農外企業の農業参入
における補助残融資
での制度資金及び信
用保証の利用拡大

・農外企業が農業参入を行っ
た場合の資金調達において，
商工資金に基づく信用保証の
利用が可能な場合は，①菌床
栽培方式によるキノコの生産と
②苗床栽培方式によるカイワ
レ大根の生産の場合のみに限
られるが，これを拡大し，農地
を利用せず工場生産方式を行
うトマトやイチゴ等の水耕栽培
も対象とするもの。

・農外企業が農業参入をする場合，農業者が
農業をする場合に利用できる農業系の制度資
金（及び信用保証）が利用できない場合があ
り，また商工業者が利用できる商工系の制度
資金（及び信用保証）の利用が極端に限られ
るなど，資金調達の面で，それらが阻害要因
となって，補助制度を創設しても十分に活用さ
れない事態が懸念される。
・そこで，制度資金や信用保証の対象の拡大
を図ることにより，農外企業の農業参入が促
進され，それにより，企業的経営ノウハウを活
用した新しい経営感覚を持った農業経営体の
育成が図られ，もって地域経済の担い手とし
ての農業の振興につながることが期待され
る。

・現在，その利用が限られる商工資金系の信用保証の対
象業種を拡大することで，農外企業の農業参入がより一
層促進されるものと考える。なお，拡大する範囲は，中小
企業信用保険法施行令第１条第１項において農業は保
証の対象とはしないとされていることから，あくまで工場
生産方式の形態に限るとすることで，従来の取扱いとの
整合性は図られるものと考える。

中小企業信用保険法第2条
中小企業信用保険法施行令第1条

　中小企業信用保険法施行令第１条
において農業は中小企業信用保険法
の対象業種から除外されている。

6

　農業を営む者については、農林漁業
信用基金等の信用保険制度があり、本
件はその対象となる。
　いずれにせよ農業に対する金融支援
策は農林水産省の所管事項である。

提案者の要望は、中小企業が農業に
参入しやすい制度への改善であり、
関係各省で連携し、要件緩和などの
余地はないか検討されたい。

3

・　農業を営む者及び農業に従事する
者の農業経営に必要な資金について
は、農業信用保証保険法に基づく、
農林漁業信用基金の信用保険制度
が存在する。
・　このため、中小企業信用保険法施
行令第１条において、農業は中小企
業信用保険法の対象業種から除外さ
れている。

大阪府
円滑な資金供給によ
る中小企業の活力再
生

2028 2028010 111790
中小企業者のリスクに
応じた弾力的な保険
料率の設定

中小企業の経営状況等に応じ
て、そのリスクを反映した保険
料率を柔軟に設定できるように
する。

現行信用補完制度の中ではリスクが高すぎて
保証対象にならない中小企業にも保証の途を
拓くことにより、経営の改善を支援することが
できる。

現行中小企業信用保険法上の保険料率は、保険種類毎
に低率で固定されている。したがって、積極保証を促進
し、信用補完制度の安定確保を図るため、中小企業のリ
スクに応じた弾力的な保険料率を設定できるようにする。

・中小企業信用保険法第第４条及び第１
４条、中小企業信用保険法施行令第２
条及び第３条
・その他特例保険を規定した法及び同法
施行令

・中小企業総合事業団が実施する信
用保険事業について、収支相償となる
よう保険料率を設定。
・また、経営安定関連保証、経営革新
関連保証等、信用保険の特例につい
ては、政策的にこれら保証を推進する
ため、法、法施行令の規定により、保
険料の低率化が図られている。
・中小企業者が負担する信用保証料
率については、国から基本保証料率を
提示した上で、各協会の業務方法書
に定める率の範囲内で各協会ごとに
決められている。

3 -

　中小企業信用保険法は、信用保証協
会と中小企業総合事業団との再保険
契約について規定しており、個々の中
小企業者ごとに異なる保険料率を設定
することはできない。

制度において、保険料の設定が検討
できないか。

3

経済産業省としては、基本的に
リスクに応じた保険料あるいは保
証料率の決定を進めていくことが
必要と考えている。このため、平
成１３年度頃より中小企業者の信
用リスクに対応した保証料率のあ
り方について検討し、平成１５年
４月から信用保証協会において一
定の信用リスクの低い中小企業者
に対して保証料率の割引を行う制
度を導入する等の取組を行ってい
る。
　しかしながら、現状では中小企
業者の信用リスクを定量化する上
で、中小企業者の技術力や経営者
の資質等の定性情報に関する評価
に限界があることから、信用リス
クに対応した料率体系を全面的に
導入することは今後の中長期的な
課題とされているところ。
　同様に保険料率についても、保
証料率に係る検討の現状にかんが
みれば、直ちに中小企業者の信用
リスクに応じて保険料率を設定す
ることは技術的に大変難しい。
　加えて中小企業の資金繰りは依
然として厳しい状況にあり、信用
補完制度についても当面できるだ
け積極的な運用が求められている
ことからも、直ちにリスクに応じ
た保険料率を設定することは困難
である。

大阪府
円滑な資金供給によ
る中小企業の活力再
生

2028 2028020 111800
中堅企業の信用補完
制度への対象追加

中小企業信用保険法の中小
企業者の定義に中堅企業を加
える。

中小企業の売掛先となっている中堅企業を信
用補完制度の対象にすることにより、中小企
業の資金繰りの悪化を防ぎ、円滑な資金供給
に資する。

中堅企業は取引先や下請け等に多くの中小企業を抱え
ており、中堅企業が倒産等の事態に陥った場合、関連す
る中小企業も連鎖倒産するなど中小企業経営に多大な
影響を与える。

・中小企業基本法第２条
・中小企業信用保険法第１条、第２条第
１項及び第２項

　本制度は、中小企業者に対する事
業資金の融通を円滑にするため、中
小企業者の債務の保証につき保険を
行う制度を確立し、もって中小企業の
振興を図ることを目的としている。
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・「38.制度等の現状」のとおり、本制度
は中小企業を振興の対象としている。
　なお、中堅企業については、「破綻金
融機関等の融資先である中堅事業者
に係る信用保険の特例に関する臨時
措置法」により、特例措置が講じられて
いる。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

・「38.制度等の現状」のとおり、本制
度は中小企業を振興の対象としてい
る。
　なお、中堅企業については、「破綻
金融機関等の融資先である中堅事業
者に係る信用保険の特例に関する臨
時措置法」により、特例措置が講じら
れている。

大阪府
地域コニュニティ活
動の活性化

2034 2034010 111810
ＮＰＯ法人の信用補完
制度への対象追加

ＮＰＯ法人を中小企業信用保
険法に規定する「中小企業者」
に含め、信用保険制度の対象
とする。

中小企業信用保険法第２条に定める｢中小企
業者」にＮＰＯ法人を含める。

ＮＰＯ法人は、公的な信用保証の枠外となっていることも
あり、事業活動の財源確保が課題となっている。中小企
業信用保証協会の債務保証が可能となれば、事業資金
の確保策が拓け、事業の発展に結びつき、地域経済の
活性化及び雇用の創造につながる。

中小企業信用保険法第2条
特定非営利法人は中小企業者に当た
らないことから、中小企業信用保険の
対象としていない。

3

特定非営利法人は中小企業者に当た
らないことから、民法上の公益法人と
同様に、中小企業信用保険の対象と
はならない。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

　中小企業信用保険制度は、中小
企業者に対する事業資金を円滑に
することにより中小企業を振興
し、国民経済の健全な発展を図る
ことを目的としており、その対象
者は営利活動を行うことが原則と
されていることから、現時点では
ＮＰＯ法人を中小企業者として扱
うこととしていない。
　ＮＰＯ法人については、地域に
おいての重要なサービスを提供、
一定の雇用機会の確保等により大
きな社会的意義を果たしているも
のも相当数あると思われるが、他
方でＮＰＯ法人は極めて広範な目
的で設立されており、その活動内
容も多種多様であることから、中
小企業施策の対象とすべき法人は
どの程度あるのか等について、実
態を十分見極めつつ、今後慎重に
検討してまいりたい。

熊本県
熊本県建設産業振
興プラン（案）

2050 2050020 111820
農業進出に係る中小
企業信用保険制度の
適用

中小企業が農業分野に参入す
る場合の施設・設備の整備（農
業用倉庫の建設、農業機械の
購入など）について、中小企業
信用保険制度の対象とする。

新市場の動向や進出に当たっての規制・融資
制度等に係る情報提供、専門アドバイザーの
派遣等により、建設事業者の新規成長分野へ
の参入を支援する。

建設業の進出対象が「農業分野」の場合、中小企業信用
保険制度の適用がないため、対象を拡大することにより
建設業の農業分野進出を促進する。

中小企業信用保険法第2条
中小企業信用保険法施行令第1条

　中小企業信用保険法施行令第１条
において農業は中小企業信用保険法
の対象業種から除外されている。

6

　農業を営む者については、農林漁業
信用基金等の信用保険制度があり、本
件はその対象となる。
　いずれにせよ農業に対する金融支援
策は農林水産省の所管事項である。

提案者の要望は、中小企業が農業に
参入しやすい制度への改善であり、
関係各省で連携し、要件緩和などの
余地はないか検討されたい。

3

・　農業を営む者及び農業に従事する
者の農業経営に必要な資金について
は、農業信用保証保険法に基づく、
農林漁業信用基金の信用保険制度
が存在する。
・　このため、中小企業信用保険法施
行令第１条において、農業は中小企
業信用保険法の対象業種から除外さ
れている。
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兵庫県

人的担保を必要とし
ない信用保証制度の
充実強化による中小
企業活性化構想

2107 2107010 111830
人的担保を必要としな
い信用保証制度の充
実強化

①特別小口保証の無担保・無
保証人限度額を拡大するとと
もに、直近が赤字であっても事
業計画書等により将来の黒字
見通しが確実な場合を融資対
象とする。
②新事業創出関連保証及び創
業関連保証における自己資金
（５０％）要件を、通常の開業資
金に占める自己資金割合（約３
０％）に合わせる。
③中小企業庁が中心となって
開発しているＣＤＲ（信用リスク
データベース）を活用すること
によって、従来、無担保・無保
証人では融資に結びつかな
かった中小企業に対して、いわ
ゆるミドルリスク・ミドルリターン
を想定した、新たな無担保・無
保証人への融資スキームを中
小企業信用保険法を改正して
創設する。

中小企業の活性化

現行では中小企業信用保険法上の無担保・無保証人制
度は①特別小口保証と他の保証との併用ができない、②
新事業創出関連保証及び創業関連保証については借入
金と同額以上の自己資金を有することが必要であり、創
業者にとっては大きな負担となっている、③現行の無担
保・無保証人保証制度は様々な条件が付されており、制
度利用できる中小企業が限定されている等、中小企業が
融資制度を利用しにくいことから、人的担保を必要としな
い信用保証制度の充実強化を図る必要がある。

①中小企業信用保険法第３条の３及び
中小企業信用保険法施行規則第２条
②
③該当なし

①小規模で経営基盤の弱い事業者に
対する金融支援を行うため、１,２５０万
円まで無担保・無保証人（本人保証も
なし）で信用保険の措置を受けられ
る。また、本制度を利用できる中小企
業者は、規模要件及び納税要件の基
準がある。
②自己資金要件の緩和
　自己資金要件については事務取扱
要領（長官通達）に定めており、緩和
にはその改正が必要。
③ＣＲＤを活用した信用保険制度は、
現在ない。
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①小規模企業者に対する金融支援のた
め、直近１０年弱の間に３回の限度額引上
げを行っているが、現在は、ただちに限度
額を引き上げなければならない状態ではな
い。また、納税要件については、小規模企
業者は一般的にリスクが高いことから利用
できる者に一定の基準を設けており、この
ような基準はリスクの高い本制度の収支を
一定程度に収めるための重要な機能を担っ
ていることから、基準の緩和は適当ではな
い。
②自己資金要件の緩和
　創業後安定した事業運営を図るには、あ
る程度の自己資金を準備し、手堅い資金計
画により創業することが重要であることか
ら、　創業後の返済負担により不安定な事
業運営になることをさけるためにも、現状の
自己資金要件は必要。なお、ご提案につい
ては、新たな予算措置が前提となる。
③いわゆるミドルリスク・ミドルリターンを想
定した新たな無担保・無保証人への融資ス
キームの内容が不明であるが、仮に信用保
証協会が保証を行ったにもかかわらず、当
該保証の付いた融資が比較的高い金利設
定となるのは適当ではなく、また、信用リス
クに応じた高い保証料率の設定について
は、慎重な検討が求められる論点であるの
で、当面の対応は困難。

中小企業活性化の観点から、提案の
趣旨を踏まえ検討できないか。

3

①特別小口保険の現在の限度額は１,２５
０万円となっているが、１,０００万円～
１,２５０万円の利用をしている事業者は
特別小口保険の利用者の１．６％にすぎ
ず、中小企業活性化の観点から当該限度額
の引上げを行うことが必要である状況にあ
るとは認識していない。また、納税要件に
ついては特別小口保険制度の収支を一定程
度に収めるために重要な機能を担ってお
り、本要件の緩和は財政負担の増大等をも
たらす恐れがあることから適当でない。

③ご提案のミドルリスク・ミドルリターン
を想定した公的融資スキームは、リスクに
応じた保険料率・保証料率を設定すること
を想定していると思われる。経済産業省と
しても、基本的にリスクに応じた保険料あ
るいは保証料率の決定を進めていくことが
必要と考えており、平成１３年度頃より中
小企業者の信用リスクに対応した保証料率
のあり方について検討し、平成１５年４月
から信用保証協会において一定の信用リス
クの低い中小企業者に対して保証料率の割
引を行う制度を導入する等の取組を行って
いる。　しかしながら、現状では中小企業
者の信用リスクを定量化する上で、中小企
業者の技術力や経営者の資質等の定性情報
に関する評価に限界があることから、信用
リスクに対応した料率体系を全面的に導入
することは今後の中長期的な課題とされて
いるところ。同様に保険料率についても、
保証料率に係る検討の現状にかんがみれ
ば、直ちに中小企業者の信用リスクに応じ
て保険料率を設定することは技術的に大変
難しい。加えて中小企業の資金繰りは依然
として厳しい状況にあり、信用補完制度に
ついても当面できるだけ積極的な運用が求
められていることからも、直ちにリスクに
応じた保険料率を設定することは困難であ
る。

伊丹 伊丹郷町再生構想 2148 2148030 111840
３．中小企業信用保険
法への対応

３．脱サラ等の起業を行う場
合、保証協会の保証対象とす
る

 信用保証協会の保証を受けることによって、
起業による新規商業展開を行うことが容易に
なる。

信用保険法の対象追加 信用保証協会法
信用補完制度は、中小企業者などに
対する金融の円滑化を図ることを目的
として設立された公的機関。

5

ご要望いただいている事項「脱サラ等の起業を行う場
合、保証協会の保証対象とする」に関しては、現行では
信用保証協会による信用保証制度の利用は不可能であ
るが、別途「新事業創出促進法に基づく信用保証制度」
が設けられており、「事業を営んでいない方」への保証を
行い、金融機関等からの事業資金調達の円滑を図って
いるところである。
なお、新事業創出促進法に基づく信用保証制度につい
ては以下のとおり
【概要】
事業を営んでいない個人による創業に係る必要な事業
資金および新たに企業を設立して行う事業の開始に係る
必要な事業資金について保証を行う。
【保証申込人の資格】
（１）新事業創出促進法（以下「法」という。）第２条第２項
第１号、第３号および第５号に該当する創業者であって、
事業開始に係る具体的計画を有する方。
（２）法第２条第２項第２号、第４号および第６号に該当す
る創業者である中小企業者であって、事業を開始した日
または会社を設立した日以後５年を経過していない方。
【資金使途】
法第２条第１項に該当する創業等または創業等の事業
実施のために必要な運転資金および設備資金
【保証限度額】
1,500万円。ただし、法第２条第２項第１号およ
び第３号に該当する方は、自己資金額を保証限度額としま
【保証期間】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
設備資金 ７年（据置期間１年以内を含む。）以内
【返済方法】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【貸付利率】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【信用保証料率】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　 50万円超 年０．８０％
【担保・保証人】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【その他】
　保証申込の際は、法第２条第２項第１号、第３号および第

栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211040 111850

中小企業再生支援協
議会による経営改善
計画に係る税務上の
取扱いの改善

中小企業再生支援協議会で策
定を支援した経営改善計画に
基づき債権放棄が行われた場
合には、全ての事例について、
①債権放棄による損失の損金
算入及び②債務免除益の範囲
内での過去の欠損金算入を可
能とする。

中小企業再生支援協議会が関与して策定し
た経営改善計画の税務上の取扱いについて
は、事実上、個々の事例ごとに国税庁に事前
相談を行い、国税庁から示されている検討項
目に全て該当する場合に限り、①債権放棄に
よる損失の損金算入及び②債務免除益の範
囲内での過去の欠損金算入が認められること
になっている。これを、中小企業再生支援協議
会が関与して策定した経営改善計画に基づき
債権放棄が行われた場合には、全ての事例
について、これら税務上の取扱いを可能とし、
経営改善計画の策定を促進させる。

これまで中小企業再生支援協議会が関与して策定した
経営改善計画に基づき債権放棄が行われた場合には、
その税務上の取扱いについて個別に国税庁に事前相談
をして該当するか否かを確認する必要があったため、経
営改善計画策定まで、時間的なロスが発生していた。ま
た、事例によっては、税務上の取扱いが認められない
ケースもあることから、経営改善計画の策定が進まない
要因の一つにもなっていた。そこで、税務上の取扱いが
一律的に認められることにより、債権放棄を伴う経営改
善計画の策定が促進されることになり、県内中小企業の
迅速な再生が可能となる。

中小企業再生支援協議会が策定支援
した再生計画に基づく場合も含め、債
権放棄が行われた場合の税務上の取
扱いについては、法人税基本通達９－
４－２、同１２－３－１（３）に基づき、国
税庁が個別に判断している。

6

法人税の運用は財務省・国税庁の所
管であるため、担当ではない。

なお、中小企業再生支援協議会が策
定を支援した再生計画のうち、債権者
が債権放棄を行った場合の損金算入
の可否及び債務者が債権放棄を受け
て債務免除益が生じた場合の過去の
欠損金の本年度の損金への算入の可
否について、国税庁に対して照会・確
認を行い、同協議会で取り扱う債権放
棄の案件について、税務上の予見可
能性が高まったものと考えている。

栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211050 111860

中小企業再生支援協
議会による支援企業
の債務者としての取
扱いの改善

中小企業再生支援協議会が
策定支援した経営改善計画に
ついても、産業再生機構が買
取を決定した債権に係る債務
者についての事業再生計画と
原則として同様に扱う。

中小企業再生支援協議会が策定支援した経
営改善計画についても、産業再生機構が買取
を決定した債権に係る債務者についての事業
再生計画と原則として同様に扱うことにより、
当該企業のその後の資金調達、事業展開を
円滑化する。

産業再生機構が買取を決定した債権に係る債務者の事
業再生計画について、計画に基づく金融支援が開始され
た場合は原則として要管理先でなくなるが、中小企業再
生支援協議会が再生計画の策定を支援した企業につい
ては、このような取扱いがなされていない。

貸出条件緩和債権の取扱いについて
は、金融庁の事務ガイドラインに規定
されている。
また、金融検査マニュアルに基づく検
査にあたっては、中小企業再生支援
協議会が再生計画の策定支援を行っ
た企業を含め、中小企業の適正な債
務者区分の判断に資するため、金融
検査マニュアル別冊〔中小企業融資
編〕が作成されている。

6

当庁は、金融検査の所管官庁ではな
く、債務者区分について判断する立場
にない。
なお、今般の金融検査マニュアル別冊
〔中小企業融資編〕の改定案におい
て、中小企業再生支援協議会が策定
支援を行った事業再生計画を、産業再
生機構が債権の買取決定を行った企
業の事業再生計画と、原則同様に取
扱う旨明記されている。

39 / 73 ページ



11　経済産業省　再検討要請

15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

新座市
新座市「観光による
地域再生」構想

1312 1312040 111870
新規創業者融資制度
の条件緩和

　観光地整備事業の一つとし
て、うどん・そば等の産業集積
を行うに当たって、新規事業者
向けの国（国民生活金融公庫）
の事業者向け融資制度につい
て、当該地域に限り一定の条
件緩和をすることにより、新規
開業について優遇制度を設け
る。
　現状、同融資制度について
は、融資申込みに当たって、①
雇用創出を伴う事業を行うこ
と、②技術やサービス等に工
夫を加え、多様なニーズに対
応する事業を始められる等の
諸要件が該当要件であるほ
か、運用で自己資金５０％以上
あることや職務経験等厳しい
要件が掲げられている。
　こうした諸要件を、当該地域・
業種について、市の発行する
紹介状等を交付することによ
り、国民生活金融公庫からの
融資を受け易くすることを提案
する。

　市中央部の観光地の整備に当たり、うどん・
そば等の産業集積を図るが、新規事業の開拓
及び雇用の促進を図る観点から、当該地域・
業種に限って、現行の「新創業融資制度」（国
民生活金融公庫）を利用し易くする。
　具体的には、当融資制度の申込みに当たっ
て、市を窓口にし、開業に当たって市が事業
計画等を指導するが、この際に、市の観光基
本計画に合致した創業者については、市が国
民生活金融公庫に対して、紹介状を交付す
る。
　この紹介状をもって、国民生活金融公庫は、
当該融資申込者への融資について、特段の
配慮を図っていただく。

　現行の同制度は、融資申込みに当たって、①雇用創出
を伴う事業を行うこと、②技術やサービス等に工夫を加
え、多様なニーズに対応する事業を始められる等の諸要
件が該当要件であるほか、運用で自己資金５０％以上あ
ることや職務経験等厳しい要件が掲げられている。
　このことが、新規事業者の資金調達を困難にし、開業
する妨げになっている。

3
ご提案については、新たな予算措置が
前提となり、不可能。

福井県
創業バリアフリー日
本一構想

1089 1089010 111880
中小企業の資金調達
要件の緩和

・国民生活金融公庫の新創業
融資制度における自己資金要
件を緩和する

提案している支援措置とともに、本県独自の
「開業特別支援資金」においても、自己資金要
件を撤廃したり、第三者保証人を不要とする
制度を設けることとし、全国で最も中小企業の
新規創業を容易にする環境を整備する。

現状の制度では、新規創業時にある程度の資力のある
者しか融資が受けられず、新規創業の支障となってい
る。

　自己資金要件については国民生活
金融公庫法第19条　業務方法書に定
めており、緩和にはその改正が必要。

3

　創業後安定した事業運営を図るに
は、ある程度の自己資金を準備し、手
堅い資金計画により創業することが重
要であることから、　創業後の返済負
担により不安定な事業運営になること
をさけるためにも、現状の自己資金要
件は必要。なお、ご提案については、
新たな予算措置が前提となり、不可
能。

川崎市
福祉産業コンプレッ
クスの構築による地
域再生

1179 1179030 111890

③中小企業者を対象
とした研究開発関係
国庫補助のうち福祉
機器開発枠の創出と
拡充

中小企業の研究開発に関する
国庫補助に福祉産業として業
種枠を創出し、中小企業の福
祉機器の研究開発を促進す
る。

③中小企業者を対象とした研究開発関係国庫
補助のうち福祉機器開発枠の創出と拡充によ
り①欧米の福祉機器を日本の利用者へのマッ
チング②ニーズにマッチする技術開発③福祉
機器に関する逆見本市を開催する④福祉機
器の川崎ブランドとしての認定による海外販
路の開拓⑤開発した機器によるケアマネー
ジャーやホームヘルパーの研修を実現する。

中小企業の研究開発に関する国庫補助は創造的中小企
業枠と特に特定業種枠の指定はないが､今後成長が期
待され市民生活の利便性の向上に資するような福祉産
業のような業種については新たな枠の創出及びその拡
充を図ることにより､中小企業の研究開発を促進する。

中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱第７４条の別表６

　国の交付要綱においては、個別業種
に特化した採択枠の設定はしていな
い。

3：対
応は
不可
能

　補助対象テーマについては、厳しい
予算制約の中で政策効果の最大化を
図る観点から決定しており、地域活性
化創造技術研究開発事業において福
祉産業に特化した採択枠を創設するに
は、新たな予算措置が前提となり、不
可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。
3：対応は不
可能

　補助対象テーマについては、厳しい
予算制約の中で政策効果の最大化
を図る観点から決定しており、地域活
性化創造技術研究開発事業において
福祉産業に特化した採択枠を創設す
るには、新たな予算措置が前提とな
り、不可能。

富山県
とやま産業活性化プ
ロジェクト

1291 1291060 111900
経営革新補助金等に
より取得した研究機器
の弾力的運用

　現在、補助金を使って取得し
た研究開発用機器は、後年度
も当補助事業に関連した研究
開発以外に使用することが禁
じられている。
　このため、当機器を使用して
開発した製品の製造にも活用
できるよう、補助金交付要綱の
運用改善を求めるもの。

　現在、補助金を使って取得した研究開発用
機器は、後年度も当補助事業に関連した研究
開発以外に使用することが禁じられている。
　このため、当機器を使用して開発した製品の
製造にも活用できるよう、中小企業経営資源
強化対策費補助金交付要綱及び地域産業集
積中小企業等活性化補助金交付要綱の運用
改善を求めるものである。
　長引く不況の中、中小企業が新たな設備投
資を行うことは負担が大きいため、当機器を
使用して開発した製品の製造にも活用できれ
ば、中小企業の経営安定にも資することがで
きる。

　長引く不況の中、中小企業が新たな設備投資を行うこ
とは負担が大きいため、製品開発に使用した機器を製造
にも活用できれば、中小企業の経営安定にも資すること
ができる。
　また、補助金がより使いやすくなるため、中小企業の新
商品開発などの創造的事業活動の促進が期待できる。

補助金適正化法・中小企業経営資源強
化対策費補助金交付要綱

補助金適正化法において、補助金等
の他の用途への使用をしてはならない
とされている。また、中小企業経営革
新支援対策費補助金においては、製
造設備を補助対象としていない。

2 Ⅶ

当該補助金の交付対象となった新商
品開発事業が終了し、当該補助金で取
得した機械、装置等を当該新商品開発
事業補助金の補助目的に従って利用
する余地が乏しくなった場合には、生
産設備への転用その他の商業活動へ
転用することは可能であり、補助金の
返還も不要とする方向で検討してい
る。

実施内容及び実施時期を明確にされ
たい。

2 Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、当該補助金で取得した機械・装
置等を当該補助金の補助目的に従っ
て利用する余地が乏しくなった場合、
等の承認要件を明示した運用通達を
平成16年度中に作成する。

釜石市
環境産業を核とした
釜石の再生構想

1185 1185060 111910
融資に関わる審査ス
ケジュｰルを短縮する
こと。

新たな事業を起業しようとする
場合、融資に関わる審査期間
の短縮を図る。

使用済み自動車リサイクル事業において現在
申請中であるが、環境産業を含めて、新たな
事業を起業しようとする場合、初期投資に関
わる負担軽減を図りつつ、スピード感のあるス
ケジュールで立ち上げ、競争力を高める必要
がある。

　現在、カーリサイクル事業において、高度化事業におけ
る融資を受けようと手続きを進めているが、融資決定まで
に相当の期間を要し、スピード感が求められる産業界に
あって、使いやすい制度になっていない。

8

高度化融資制度は、原則として都道府
県が融資する場合にその財源の一部
を事業団が都道府県に融資するもので
あり、貸付案件については、県が審査
した上で予算化された後、事業団で審
査される。
本融資制度が都道府県を通じた融資と
いう特殊性から、県が予算措置を講ず
るのには一定の期間を要する。
事業団における審査期間は、工場建設
や機械を設置する計画の場合、平均で
２８日程度であり、必ずしも審査スピー
ドが遅いとは言えない。
なお、岩手県は、１６年度において本件
に融資実行すべく県の予算化措置を講
じているところと聞いている。

福島県
ベンチャーランドふく
しま

1197 1197040 111920

企業が新製品開発を
目的として研究開発
費補助金を得たとき
に、研究開発が終了し
た後にその設備を使
用して生産することを
認める。

創造技術研究開発費補助金に
よって取得した機械装置等は、
研究開発、及び試作品の製作
までは、認められているが、そ
れ以外には使用できないことと
なっており、この使用範囲を拡
大することにより、生産設備へ
の流用についても認める。

地域活性化創造技術研究開発費補助金実施
要領において、当該補助金により取得した「機
械装置等」は、当該補助事業以外の目的には
使用できないこととなっているが、補助対象期
間が終了後に限っては、一定の条件のもとに
その後の使用も認める。

当該補助対象の機械装置等については、研究開発終了
後においてもその他の研究や類似の研究等において活
用できるものが多く、また、生産用としても活用できるもの
もある。しかしながら、現在の規制では、補助対象研究以
外の使用はすべてについてできないこととなっており、当
該研究の終了後、そのほとんど未使用のまま５年間保管
されているのが実態である。

補助金適正化法

中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱第８９条

　交付要綱に定める処分制限財産を
財産処分（生産設備への転用等、目
的外使用を含む）する場合には、交付
要綱において所轄経済産業局長の承
認が必要と規定している。

2:全国
的に
対応

Ⅶ

　技術開発補助金の交付対象となった
試験研究及び関連試験研究が終了
し、当該補助金で取得した機械・装置
等を当該技術開発補助金の補助目的
に従って利用する余地が乏しくなった
場合には、生産設備への転用その他
の商業活動へ転用することは可能であ
り、補助金の返還も不要とする方向で
検討。

実施内容及び実施時期を明確にされ
たい。

2:全国的に
対応

Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、当該補助金で取得した機械・装
置等を当該補助金の補助目的に従っ
て利用する余地が乏しくなった場合、
等の承認要件を明示した運用通達を
平成16年度中に作成する。
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仙台市
健康づくりウェルネ
ス・コミュニティ構想

1368 1368020 111930
健康施策として各省
庁の施策の集中

各省庁が所管する健康福祉分
野における，介護医療技術の
確立及び育成・産業創出等の
各種の施策を集中して本提案
構想に適用する。

財務省・厚生労働省・経済産業省における健
康福祉分野事業に対する補助制度，支援制
度及び保険適用範囲の拡大策を本構想に集
中的に適用することにより，高齢化社会に対
応した次世代の健康・福祉施策を早期に確立
させる。これにより，効率的にかつ早期に本格
的な高齢化社会への対応が可能となる。

本市では既に，国のプロジェクトとして認定を受けた，｢高
齢化社会対応産業クラスター事業｣｢IT活用のフィンランド
健康福祉プロジェクト｣｢健康福祉分野での知的クラスター
創成事業｣があり，また，寝たきり予防・痴呆予防策の研
究を地域で実証実験を展開している｢鶴ヶ谷プロジェクト｣
さらには国際知的産業特区を起因とする東北大学との共
同事業である｢脳機能健康プロジェクト｣等の取り組みを
行っており，これらを総合的に行うモデル事業としての
ベースが十分にある。

-

平成１６年度新規事業として 「健康
サービス産業創出支援事業（健康
サービス産業モデル事業）」を創設・実
施。地域住民等に対し新たな健康
サービスの提供を行うための事業構
築に取り組む地域活動組織（保険者、
企業、医療福祉機関、大学等により組
織されたコンソーシアム）によるプロ
ジェクト事業を全国公募・選定し、モデ
ル事業としてプロジェクト事業の立ち
上げを支援するもの。

5 -

全国公募により実施、外部有識者によ
る審査を経て採択事業が決定される。
公募時期１６年３月～４月で検討中。公
募要項に申請様式と審査の観点等を
明記する。
厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、１６年度健康サー
ビス産業創出支援事業の採択を厳正
に行う。ご提案に係る事業の応募が
あった場合についても、個別具体的に
行われる審査の結果によって採択され
ることがありうる。

加西市
「花と歴史と愛のまち
－かさい」を活かした
産業再生計画

2007 2007020 111940
第三セクターに対する
総合的支援

公共性が高い第三セクターに
ついては、まちづくり的及び福
祉的等の視点から施策の集中
を図り、総合的に支援を行う。

第三セクターによる鉄道及び再開発ビルにつ
いては、公的セクター職員の派遣容認及びＰＦ
Ｉの導入支援等まちづくり的及び福祉的等視点
からの施策の集中の総合的支援を行い、商業
及び観光業の再生につなげ、中心市街地の
地活性化を図る。

外部と中心市街地を結ぶ鉄道や再開発ビルの管理につ
いて、特に鉄道については福祉的な意味合いが強いた
め、維持・活用することが困難となっている。福祉的意味
合いが強い等の第三セクターについては厚生労働省の
支援や市街地活性化につなげるための関係省庁の総合
的な支援が必要である。

6 当省の所管外であるため。

福岡市
ロボット共存都市・福
岡

2080 2080010 111950
ロボット関連施策に係
る実証実験の福岡市
における集中実施

次世代ロボットビジョン懇談会
（経済産業省）の提言に基づき
展開される各種施策の実施地
域として本市域を活用。また、
複数の省庁で研究開発される
各ロボットの実証実験の場とし
て、本市地域を活用。

次世代ロボットビジョン懇談会（経済産業省）
においては制度的課題として安全性の確保
（技術基準、保険制度等）、環境整備（エネル
ギー供給、通信環境等）を検討・提言。提言に
基づき展開される施策（エネルギー供給環
境、通信供給環境整備など）のテストフィール
ド（試行場所）として本市域を活用。また、ネッ
トワークロボット（総務省）、防災ロボット研究
開発（消防庁）など複数の省庁で研究開発さ
れる各ロボットの実証実験の場として本市域
を活用｡

ロボット関連施策及び研究開発は現在、各省庁毎に個別
実施されているが、いずれにおいても、社会普及の前提
として実証実験が必要と思料。同一フィールド（環境）で
の実験は貴重であり、「ロボット開発・実証実験特区」の
認定に加え、情報関連産業、大学等の集積など、ロボット
研究開発に高いポテンシャル、モチベーションを有する本
市域にてこれら実証実験を集中展開する意義は大きい。
また、実験の結果取り纏められる各種基準は世界初のも
のとなる。これらは、「博多スタンダード」として世界中へ
広まり、もって、本市におけるロボット研究開発拠点形成
や新産業の創出が促進される。

ー

平成１６年度経済産業省事業「次世代
ロボット実用化プロジェクト」で、製品
化が難しい分野のロボットのプロトタイ
プ開発支援等を提案公募で実施す
る。

8

本事業についての採択は独立行政法
人新エネルギー・産業技術総合開発機
構が行うことであり、当省は回答する立
場にないが、本事業は名古屋で開催さ
れる博覧会において実証試験を行うも
のであり、福岡市の特区を活用するこ
とは想定されていない。

要望の趣旨を、独立行政法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構に伝
えられたい。

8
要望の趣旨について、独立行政法人
新エネルギー・産業技術総合開発機
構に伝えた。

長崎県

産学官連携リーディ
ングプロジェクトを軸
とした地域経済再生
計画

2122 2122010 111960
「産学官連携リーディ
ングプロジェクト」への
集中的投資・支援

「産学官連携リーディングプロ
ジェクト」成功のための手法
・段階ごとの支援を「廃止」、ま
たは「連結」し、一貫した研究
開発支援を実現。
１「一貫した研究プロジェクト」
・基礎研究、応用研究、知的財
産化、実用化・製品化、商品
化・事業化の流れの中に存在
する「死の谷」を克服するた
め、各省庁縦割りの研究予算
を連携・総合化し、政策パッ
ケージとして提供する。
２「一貫した研究評価システ
ム」
・基礎研究から商品化・事業化
に至る複数プロジェクトを、同
一メンバーによる評価委員会
により、一貫した責任ある評価
を実現する。中間評価・事後評
価の結果を後継プロジェクトに
反映させる。
３「一貫した人材支援システ
ム」
・技術の研究開発から、事業
化・製品化までを戦略的にマネ
ジメントできる「目利き」人材
を、各プロジェクトに配置する。

テーマ１「海洋環境の修復と海洋資源の持続
的利用による地域再生」
  地域結集型共同研究事業（「ミクロ海洋生物
の生理機能活用技術の開発」）の成果をベー
スとして、東アジアにおける海洋科学の国際
的研究拠点をめざす。
テーマ２「医療診断技術の革新と安心・安全で
質の高い生活環境の創造による地域再生」
  都市エリア産学官連携促進事業（「ＱＯＬ医
療診断に向けた非侵襲センシング技術」）の成
果をベースとして、医工連携によるＩＴを活用し
た医療診断機器の開発拠点をめざす。

本県固有の資源や強みを基盤に、産学官連携により本
県の直面する課題の解決策を示し、地域社会の再生を
積極的にめざすうえで、関係省庁の支援施策の強化を是
非お願いしたい。

２「一貫した研究評価システム」・・・経済
産業省技術評価指針（平成１４年４月１
日　経済産業省告示第167号）

３「一貫した人材支援システム」

１「一貫した研究プロジェクト」・・来年度の
政府予算案において、規制・制度改革と予
算を組み合わせた政策群の手法を導入す
る。（政策群：科学技術駆動型の地域経済
発展、政府予算案８２４億円）文部科学省
等の関係省庁と連携し、死の谷克服に向
け、文部科学省を中心とした基礎研究支援
と当省を中心として実用化研究開発の支
援の連携を図るとともに、産官学の連携の
推進、地域の中堅、中小企業の研究開発
の更なる促進等を図っていくこととしてい
る。

２「一貫した研究評価システム」・・・経済産
業省は、平成９年度からプロジェクト評価
等を実施。
評価実施のガイドラインである技術評価指
針に基づき、研究専門家、研究開発マネー
ジメント等有識者から構成される外部評価
委員会を設置し、標準的評価項目・評価基
準に沿って評価を行う。評価結果は、評価
報告書として外部公表するとともに、政策
の企画・立案に反映している。

３「一貫した人材支援システム」・・・経済産
業省及びＮＥＤＯ（独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構）において
は、各プロジェクトにおいて研究開発から
事業化・製品化までを戦略的にマネジメン
トするプロジェクトリーダーを従来から配置
している。

１「一
貫した
研究
プロ
ジェク
ト」・・・
５

２「一
貫した
研究
評価
システ
ム」・・
・５

３「一
貫した
人材
支援
システ
ム」・・
・５

１「一貫した研究プロジェクト」・・・政策
群の取組みにより、関係省庁との連携
を強化し、基礎から実用化までの一貫
した研究開発支援を実現していく。
２「一貫した研究評価システム」・・・今
後とも、技術評価指針に基づいて評価
システムの改善に努めていく。貴県で
実施する技術評価においても、経済産
業省の評価システムを参考に、実効性
がある評価手順、評価方法を設定し、
産学官リーディングプロジェクトを適切
に評価していただきたい。
３「一貫した人材支援システム」・・・経
済産業省やNEDOにおけるプロジェクト
リーダーの配置を参考に適切な人材を
配置されたい。

要望内容は実現できるのか確認され
たい。

１「一貫した
研究プロジェ
クト」・・・５

２「一貫した
研究評価シ
ステム」・・・５

３「一貫した
人材支援シ
ステム」・・・５

１「一貫した研究プロジェクト」・・・政策
群の取組みにより、関係省庁との連
携を強化し、基礎から実用化までの
一貫した研究開発支援を実現してい
く。
２「一貫した研究評価システム」・・・今
後とも、技術評価指針に基づいて評
価システムの改善に努めていく。貴県
で実施する技術評価においても、経
済産業省の評価システムを参考に、
実効性がある評価手順、評価方法を
設定し、産学官リーディングプロジェク
トを適切に評価していただきたい。
３「一貫した人材支援システム」・・・経
済産業省やNEDOにおけるプロジェク
トリーダーの配置を参考に適切な人
材を配置されたい。

本渡市
中心市街地周辺総
合活性化事業

2125 2125010 111970
各種補助事業の集中
的な投入

文化施設や商業施設、観光施
設を有機的に連結し改修、整
備を行うため、それぞれの省
庁で補助制度を集中的に投入
することで事業効果を高め、観
光客の増加をはじめ、中心市
街地の総合的な活性化を図る
もの。

区域内に存在する文化施設や商業施設、観
光施設を有機的に連結し、観光客の誘致や地
元住民の憩いの場となるようなゾーンを形成し
ます。そのためには、周辺の区画整理（家屋
の移転や商店街の再構築）や祗園橋周辺の
公園化、切支丹館の改修整備、連絡道路の
整備、旧ニチイビルの改修など一連の事業が
必要となります。これらの事業にはそれぞれ
の省庁で補助制度がありますが、これらを集
中的に投入することで事業効果を高め、観光
客の増加をはじめ、中心市街地の総合的な活
性化を図るものです。

それぞれの省庁で所管する補助事業は採択基準や時期
などにばらつきがあり、総合的な事業の実施に支障があ
る。

中心市街地商業等活性化総合支援事
業費補助金交付要綱

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、補助金等
の支援制度も別々に措置。
一方、中心市街地活性化推進室及び
中心市街地活性化連絡協議会を設置
し、関係府省庁間の連携の強化を
図っている。

5

中心市街地活性化について、関係府
省庁の統一窓口である「中心市街地活
性化推進室」を設置し、市町村等から
の問い合わせや相談への対応、各種
情報提供に努めるとともに、関係府省
庁連絡協議会を通じて基本計画に位
置付けられた事業の支援方針等につ
いて協議するなど、関係府省庁の連携
強化を図っている。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、統合的に
予算執行する等工夫することができ
ないか、検討されたい。

5

中心市街地活性化について、関係府
省庁の統一窓口である「中心市街地
活性化推進室」を設置し、市町村等
からの問い合わせや相談への対応、
各種情報提供に努めるとともに、関係
府省庁連絡協議会を通じて基本計画
に位置付けられた事業の支援方針等
について協議するなど、関係府省庁
の連携強化を図っている。
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千葉県
「東京湾ゲノムベイ
地域」の形成の推進

1303 1303040 111980 国際拠点形成の促進

「東京圏ゲノム科学の国際拠
点形成プロジェクト」（都市再生
プロジェクト）で「国際研究交流
拠点」の整備をめざしているか
ずさ地域において、国際的な
共同研究及び人材育成機能を
持った国際的な研究交流施設
整備の早期実現や、産業面に
おける国際交流を推進する
「Local to Local産業交流事業」
や外国企業の立地を促進する
「先進的対内直接投資推進事
業」を優先採択。

県が率先して、かずさアカデミアパークにおい
て、海外の研究者等への滞在・居住可能な空
間を確保するとともに、「Local to Local産業交
流事業」（JETRO）の活用による上海との産業
交流や、「先進的対内直接投資推進事業」（経
済産業省）の活用による、海外の有望な企業
の誘致に積極的に取り組む。また、共同研究
や人材育成機能を持った国際的な研究交流
施設の整備を促進する。

「東京圏ゲノム科学の国際拠点形成プロジェクト」（第4次
都市再生プロジェクト）において、かずさアカデミアパーク
では、研究機能、インキュベーション機能、国際コンベン
ション機能などを活用して、「国際研究交流拠点」を目指
しているが、外国企業の進出や外国企業との共同研究な
どにおいて課題が多い。そのため、海外との産業・研究
交流等を積極的に進めるための条件整備を行う必要が
あるが、都市再生プロジェクトを実現するためには、国と
地域が一体となった取組みが必要である。

(1)　平成１５年度「ジェトロlocal　to local
産業交流事業」新規支援対象案件募集
要綱

(2)　平成１５年度「先進的対内直接投資
推進事業」提案公募要領

(1)　独立行政法人日本貿易振興機構に対
する補助事業として、平成８年度から地域
経済の活性化を目的に、内外ネットワーク
を活用し、地域が主体となった産業交流図
るため、①海外基礎調査、②海外出張調
査、③対日投資や技術提携などのための
ミッション派遣、④セミナー・シンポジウムの
開催、⑤対日投資や技術提携などのため
のミッションの受入を事業内容とする「Ｌｏｃ
ａｌ　ｔｏ　Ｌｏｃａｌ事業」を実施している。

(2)　我が国の対内直接投資を促進するた
め、地域の特長を活かした外国企業誘致
活動を行う自治体に対し、誘致活動のう
ち、誘致戦略の立案、広報素材の作成、外
国企業の招へい、進出企業の立ち上げ支
援の活動を国が支援することにより、これ
を範として他地域の取組も促すことを目的
とする「先進的対内直接投資推進事業」を
実施。
１５年度は、自治体等からの提案公募を受
け、５つの採択地域が本事業に取り組んで
いるところ。

(1)：　5

(2)：　5

(1)　JETROは「Local to Local事業」に
ついては、平成１６年度より、①環境・
医療・福祉（バイオ）、②機会・部品、③
ＩＴ（情報通信）・コンテンツ、④繊維、⑤
伝統産品、⑥食品等の分野に該当す
る案件を重点的に採択する予定と聞い
ている。

(2)　「先進的対内直接投資推進事業」
については、厳しい予算制約の下で政
策効果を最大化する観点から、１６年
度先進的対内直接投資推進事業の採
択を行う。ご提案に係る事業の応募が
あった場合についても、個別具体的に
行われる審査の結果によって採択され
ることがありうる。採択にあたっては、
提案者の実施体制や提案内容等を総
合的に勘案して行う。

JETROに要望の趣旨を伝えられた
い。採択については、提案の趣旨を
踏まえ検討されたい。

(1)：　5

(2)：　5

(1)　JETROは「Local to Local事業」に
ついては、平成１６年度より、①環境・
医療・福祉（バイオ）、②機会・部品、
③ＩＴ（情報通信）・コンテンツ、④繊
維、⑤伝統産品、⑥食品等の分野に
該当する案件を重点的に採択する予
定と聞いている。

(2)　「先進的対内直接投資推進事
業」については、厳しい予算制約の下
で政策効果を最大化する観点から、１
６年度先進的対内直接投資推進事業
の採択を行う。ご提案に係る事業の
応募があった場合についても、個別
具体的に行われる審査の結果によっ
て採択されることがありうる。採択に
あたっては、提案者の実施体制や提
案内容等を総合的に勘案して行う。

千葉県
「東京湾ゲノムベイ
地域」の形成の推進

1303 1303050 111990
科学技術予算の重点
投入

「東京圏におけるゲノム科学の
国際拠点形成」（都市再生プロ
ジェクト）の実現のため、対象
地域である、かずさ、千葉、柏・
東葛地域において取り組むこ
ととしている健康科学分野の
産業化を目指したゲノム研究
開発に関する国関連予算を重
点的投資。

都市再生プロジェクトを実現するため、かずさ
地域において、かずさDNA研究所や生物遺伝
資源保存施設が有する資源を基に、臨海部の
企業や大学・研究機関等が共同して実施する
産業化・実用化を目指した研究プロジェクト
を、国の科学技術予算による重点的支援を得
ながら積極的に進めていく。
また、千葉地域、柏・東葛飾地域において、千
葉大学、東京大学柏キャンパス、東京理科大
学などを中心に企業との新技術創出に向けた
共同研究プロジェクトを創出していく。

我が国がゲノム科学分野で国際的に優位に立つために
は、「東京圏ゲノム科学の国際拠点形成」（第四次都市再
生プロジェクト）が目指しているプロジェクトの着実な進展
が必要であるが、現在のところ、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対し、重点
的に科学技術予算の措置がなされていないので、所要の
措置が必要である。

「健康安心プログラム」、「生物機能活
用型循環産業創造プログラム」によ
り、ゲノム研究分野等の推進を図って
いるところ。

8

「健康安心プログラム」、「生物機能活
用型循環産業創造プログラム」による
ゲノム研究については、主としてＮＥＤ
Ｏが研究開発事業を行ってるところ。
ＮＥＤＯの事業における具体的な研究
主体の選定は、独立行政法人たるＮＥ
ＤＯが行うべきものであり、当省は回答
する立場にない。

要望の趣旨をNEDOを伝えられたい。 8 要望についてはＮＥＤＯに伝える。

大田区
おおた“はばたき”プ
ログラムによる地域
再生構想

1233 1233030 112000

産業再生、新産業育
成を図り大都市圏に
ふさわしい次世代型
産業への転換を促進
するための国庫補助
金等の整備

　産業再生、新産業育成を図
るために整備する産業支援施
設は、区内産業の復活、躍進
のための核の一つとなるもの
であり、国、東京都の財政面で
の支援と施策の集中が不可欠
である。
　また、新製品・新技術の開発
や知的財産の活用にあたっ
て、高度な技術・技能と創造性
を持った人材の育成、活用が
欠かせない。そのための仕組
みづくりへの支援が必要であ
る。
　加えて、中小企業の経営基
盤の安定、新分野進出に伴う
資金需要に応えられる制度整
備の一層の推進が必要であ
る。

　既に取得している工業専用地域の工場跡地
約７千６百平方メートルを活用し、産業支援施
設の整備に着手する。
　本施設は、住工調和の実現を図りつつ、「基
盤産業の操業環境の整備」、「起業者の早期
段階の事業所」、「産学連携」、「共同開発」、
等の機能を置き込み、各種ソフト支援とともに
中小企業者を支援し、地域産業の活性化を図
る。                                ・規模（予定）
構造：鉄筋コンクリート造り              階数：地
上５階建て                      延床面積：約9,300
㎡                    ユニット数：約50ユニット（約
50～200㎡）                                   駐車台
数：約100台

　産業の立地環境整備のため、特定産業集積活性化法
に基づく国庫補助金が果した役割は大きく、東京都の施
策とともに、本区の住工調和環境整備事業等で有効な実
績をあげてきた。産業支援施設の整備を目指す本区に
とって、財政負担は大きく、適正な財源の移譲がない中、
また他の補助制度に効果的なものがないため、その整備
を特に求めるものである。

新事業支援施設整備費補助金交付要
綱

地域における新事業の創出を通じた
地域経済の活性化のために、技術
シーズやアイデアを迅速に事業化する
ことを支援し、将来の地域経済の牽引
役である中小・ベンチャー企業を効果
的・効率的に育成する新事業支援施
設等を整備する地方公共団体等に対
し、国が補助金を交付する。

5

提案における当省の施策の具体的位
置付けと関係省庁の施策との関係が
明確になった段階で、当省の施策の範
囲内で、関係省庁の関係施策との連携
を図る方向を検討する。

野田市
環境バイオシティ野
田構想

1174 1174030 112010 新規事業の創出

地域経済新生対策事業等を利
用した新規事業への資金確
保。なお、委員会直入などフレ
キシブルな財政措置を講ずる
様、要望する。

地域の有機物原料を活用した新事業を創出
するために必要な資金の確保、設備の構築。

バイオ資材研究成果を活用した新産業・新規事業の創出
を行うため。

微生物を利用した土壌・地下水汚染浄
化に関しては、ＮＥＤＯの生物機能活
用型循環産業システムプログラムとし
て平成１４年度から既に研究を開始し
ているところ

3

ＮＥＤＯの新規事業における具体的な
研究主体の選定は、独立行政法人た
るＮＥＤＯが行うべきものであり、当省
は回答する立場にない。なお、新たな
財政措置を伴う施策は不可能。

要望の趣旨をNEDOを伝えられたい。 3 要望についてはＮＥＤＯに伝える。

愛知県豊田
市

都市農山村共生活
性化構想

1192 1192050 112020
都市と農山漁村の共
生・対流の推進につい
ての、施策集中化

現状、関係省連絡会議による
優良事例集の配布や、民間の
会議｢オーライニッポン会議｣等
において取組みがなされてい
るところであるが、市町村合併
に伴う都市と農産漁村の共生
については、施策の集中化に
よる関連事業の優先集中採
択、総合補助金化等による、
政策の選択と集中化を望む。

地域連携システムの整備、グリーンツーリズ
ムの推進、地産地消の仕組みづくり、多様な
居住環境整備、都市と農山村の交流・共生を
支える交流基盤の整備推進について、既存制
度の統合化による国支援策の利用促進、及び
個性を活かした市単独事業の実施による地域
活性化を図る。

現状、国の関連事業メニューが、省庁ごとに非常に細分
化して市町村にとっては利用しにくいため、統合化し整理
して、その利用勝手を向上させるとともに、対象外となっ
ている事業を明確化させることにより単独事業対応を進
めるため。

都市と農山漁村の共生・対流に関する
副大臣プロジェクトチーム設置要領

関係７省の副大臣によるプロジェクト
チームが設置されているところ。（平成
１４年９月１２日設置）
関係省庁は、総務省、文部科学省、厚
生労働省、農林水産省、経済産業省、
国土交通省、環境省である。

5
引き続き副大臣プロジェクトチームの枠
組みを活用し、各省の施策の連絡調整
やその情報発信に努めていく。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

5

都市と農山漁村の共生・対流の推進
については、関係７省（総務省、文部
科学省、厚生労働省、農林水産省、
経済産業省、国土交通省、環境省）
が協力・連携して国民運動の展開を
図るため、副大臣によるプロジェクト
チーム（都市と農山漁村の共生・対流
に関するプロジェクトチーム）が設置さ
れているところ。
　平成１６年度においては、「政策群」
の課題のひとつに、「都市と農山漁村
の共生・対流の推進」を位置づけ、各
種規制改革、予算措置等の組み合わ
せにより、都市側の動きの支援、農山
漁村の魅力の向上及び都市と農山漁
村のつながりの強化を総合的に推進
することとしている。
　こうした取組を通じた横断的な対
応・連携の強化に加え、関連施策が
地域において円滑に実施されるよう、
各省連携して都市と農山漁村の共
生・対流に関連する施策を取りまと
め、地方公共団体に提供する。
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荒尾市

荒尾市における中小
企業及び観光と農漁
業の共生対流活性
化事業

2153 2153050 112030

農林水産省、国土交
通省、経済産業省、厚
生労働省の補助事業
の集中化

荒尾市の地域再生拠点施設に
は、農林水産省の農業構造改
善事業、民間結集型アグリビ
ジネス創出技術開発事業、漁
業経営構造改善事業、国土交
通省の道の駅整備事業、経済
産業省の地場産業等活力強
化補助金、伝統的工芸品産業
振興に関する法律第７条（共同
振興計画）に基づく補助事業、
厚生労働省の地域再生雇用
支援ネットワーク事業の集中
化の要請。

（１）観光土産品や地域農水産物を販売する「特産品マーケット」の
建設
　・地域ブランドである「荒尾梨」を始めとして鮮度と低農薬の差別
化農水産物の直売施設
　・地元食品製造業者等による地場農水産物を原料にした観光土
産品を販売するもので、例えば梨工房のできたてお菓子や、豆
腐、こんにゃく等の「できたて商品」のテナントが共存するマーケット
施設
  (事業効果）　販売額７億７千万円、雇用１８名（職員２名、パート１
６名）が見込まれる他、梨の新フードシステム、遊休農地の活用、
転作地の作付による土地利用等の向上が見込まれる。
（２）特産品加工施設の建設
　特産品である梨や米（パン）、のり加工を始めとして、地元・新鮮・
安全な素材を使ったスローフードの惣菜づくり等を行う。
　（事業効果）　雇用１２名（職員１名、パート１１名）
（３）オーガニックレストランの建設
　レストラン隣接の農場や地元で作られた安全・新鮮な素材を使っ
た健康メニューや、梨を使った料理を提供する。
　（事業効果）　販売額7,500万円、雇用５名（職員１名、パート４名）
（４）国の伝統工芸品である「小代焼」の実演・体験と展示即売施
設、小代焼の陶芸を楽しんでもらうことと小代焼７窯元の特徴ある
作品を展示・販売し、国の伝統工芸品としての価値を宣伝し、小代
焼窯元の振興を図る。
　（事業効果）　販売額1,７００万円、雇用２名（パート２名）
（５）市民農園や体験農園、親水施設、健康ロードの整備
　遊休農地や周辺の山林、川を活用して市民農園、梨のもぎとり体
験農園、訪れる人がリフレッシュできる健康ロード、親水施設を整
備する。
　（事業効果）　販売額２４万円、雇用２名（職員２名）の他、遊休地
の活用と特産品である梨の振興
（６）情報双方向向施設
　道路情報、観光施設の案内だけではなく、生産者と消費者、観光
客と販売拠点、観光施設の双方を結ぶネットワークの構築と特産
品の販売や観光の振興が図られる。
　（事業効果）　販売額（インターネット及び通販）2,000万円、雇用３
名（職員１名、パート２名）
（７）その他、駐車場、トイレの整備

本市構想は地域の農水産業、地場中小企業、観光の振
興及び広域交流の推進を図るため、それらが一体的に
融合した拠点施設建設であるので、一体的な支援が必要
である。

地場産業等活力強化補助金要綱
伝統的工芸品産業の振興に関する法律
第７条第１項
特定製造共同組合等は、販売事業者
（伝統的工芸品を販売する事業者をい
う。以下同じ。）又は、販売共同組合等
（販売事業者を構成員とする事業協同組
合、協同組合連合会、商工組合その他
政令で定める法人をいう。以下同じ。）と
ともに、前条第４号、第６号又は第７号に
掲げる事項（同条第６号に掲げる事項に
あっては製品の共同販売に関する事
項、同条第７号に掲げる事項にあっては
消費者への適正な情報に関する事項に
限る。）について伝統的工芸品産業に関
する共同振興計画（以下「共同振興計
画」という。）を作成し、これを都道府県
知事を経由して経済産業大臣に提出し、
当該共同振興計画が適当である旨の認
定を受けることができる。

当該補助金は平成１６年度予算とし
て、地場産業活性化のため、国が直
接民間団体等に対して全国的に支援
を行うため、１２．２億円の新規要求を
行っているものである。今後、本制度
のＰＲ、事業計画の募集、審査の上、
１６年度予算の成立時期を目処に、予
算の範囲内で事業採択を行うこととな
る。
なお、支援の対象は、地場産業に属す
る中小企業、組合等が行う地域の資
源等を活用した新商品開発、販路開
拓等の事業であり、国が事業費の１／
２を補助するもの。
熊本県には、経済産業大臣が指定し
た伝統的工芸品が３品目あるが、共同
振興計画を実施している品目は無い。

3

厳しい予算制約の中で、政策効果を最
大化する観点から、補助対象を決定。
補助対象に施設建設経費を追加する
ためには、新たな予算措置が前提とな
り、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

厳しい予算制約の中で、政策効果を
最大化する観点から、補助対象を決
定。補助対象に施設建設経費を追加
するためには、新たな予算措置が前
提となり、不可能。

野田市
環境バイオシティ野
田構想

1174 1174040 112040 新規事業の創出

地域資源活用促進事業等を利
用した資金調達。なお、委員会
直入などフレキシブルな財政
措置を講ずる様、要望する。

地域の有機物原料を活用した新事業を創出
するために必要な資金の確保、設備の構築。

バイオ資材研究成果を活用した新産業・新規事業の創出
を行うため。

微生物を利用した土壌・地下水汚染浄
化に関しては、ＮＥＤＯの生物機能活
用型循環産業システムプログラムとし
て平成１４年度から既に研究を開始し
ているところ

3

ＮＥＤＯの新規事業における具体的な
研究主体の選定は、独立行政法人た
るＮＥＤＯが行うべきものであり、当省
は回答する立場にない。なお、新たな
財政措置を伴う施策は不可能。

要望の趣旨をNEDOに伝えられたい。 3 要望についてはＮＥＤＯに伝える。

栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211070 112050
産業クラスター計画に
基づく各種支援施策
の集中的投入

足利銀行の一時国有化に伴う
影響を最小限に食い止め、本
県経済のより一層の活性化を
図るため、首都圏北部地域産
業活性化推進ネットワークの
推進に当たり、地域企業が取
り組む研究開発に係る各種の
助成制度を優先的に投入する
とともに、産学官連携、経営支
援、販路開拓等の各種支援施
策の充実強化を図る。

首都圏北部地域産業活性化推進ネットワーク
は、産業クラスター計画の１プロジェクトとし
て、首都圏北部地域（群馬県及び栃木県）に
おける輸送機械等の産業集積のポテンシャル
を活かすために構築されたネットワークであ
り、世界に通用する企業群の育成を目標に各
種事業を実施している。
本ネットワークの推進に当たり、地域企業が取
り組む研究開発に係る各種の助成制度を優
先的に投入するとともに、産学官連携、経営
支援、販路開拓等の各種支援施策の充実強
化を図ることにより、県内企業による技術開発
や新事業展開等の取組を促進させ、製造産業
を中心とした厚みのある産業集積を実現す
る。

足利銀行一時国有化の影響を最小限に食い止め、本県
経済の持続的な発展を図るためには、新規創業や新分
野展開、新技術開発等の取組をより一層促進させる必要
があるが、そのためには、現在活動中の首都圏北部地
域産業活性化推進ネットワークを活用することが効率的
である。
その際、本ネットワークが国の各種支援施策を最大限に
活用できることにより、総合的かつ効果的な事業展開が
可能となる。

栃木県においては、産業クラスター計
画として「首都圏北部地域産業活性化
プロジェクト」を実施しているところ。本
プロジェクトは、栃木県、群馬県におけ
る輸送機械等の産業集積のポテン
シャルを活かすため、産業支援機関等
のネットワークの整備を促進し、これを
通じた企業ニーズの把握と技術力の
ある意欲的な企業等に対して支援して
いる。

5

「首都圏北部地域産業活性化プロジェ
クト」では、産学官の広域的なネット
ワークを形成し、地域特性を考慮して、
支援施策を総合的、効果的に投入して
いる。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3

「産業クラスター計画」では、地域を支
え、世界に通用する新事業が次々と
展開される産業集積（産業クラス
ター）の形成を促進しており、目下、
全国１９プロジェクトで、約５，０００社
の中堅・中小企業、約２００の大学を
含む産学官の広域的な人的ネット
ワークの形成を促すとともに、各種の
支援策を総合的・効果的に投入して
いる。今後もこうした取組みを更に強
力に推進することとしているが、「産
業クラスター計画」は法律等に基づく
指定方式・認定方式によることなくプ
ロジェクトを推進するフレキシビリ
ティーを特徴の一つとしており、特に
“地域再生計画が認定された地域に
集中して”行うことは予定していない。

富山県
とやま産業活性化プ
ロジェクト

1291 1291050 112060
知的クラスター創成事
業・産業クラスター計
画の連携促進

　富山県では、バイオ関連分
野の新産業育成を図るため、
文部科学省の知的クラスター
創成事業の実施地域の選定を
受け(H15.2)、医薬バイオ分野
の産学官共同研究を進めてい
る。
　今後、その研究成果を事業
化に効果的に結びつけていく
ため、経済産業省の産業クラ
スター計画において積極的に
支援いただきたい。

・知的クラスター創成事業「とやま医薬バイオ
クラスター」（文科省）
　富山医薬大、富山県立大等が展開している
免疫・酵素反応や漢方の研究をもとに、北陸
先端大や富大、県工業技術センターが有する
センサー技術、マイクロマシニング技術を融合
することにより、ＤＮＡ、タンパク、細胞レベルで
体質や病態、免疫機能をセンシングする診断・
治療システムについて総合的に研究開発を
行っている。
・産業クラスター計画（北陸ものづくり創生プロ
ジェクト）（経産省）
　北陸の多様で特色のある既存産業集積を
ベースに、「産・学・官」が一体となった支援体
制のもと、バイオ分野、高度精密加工分野、
新素材分野等での高度なものづくり産業クラ
スターが創生されるよう、地域新生コンソーシ
アム研究開発事業等により新商品・新事業の
創出を積極的に支援していただきたい。

　研究成果を事業化に結果的に結びつけるためには、施
策の連携・支援が不可欠なため。

「産業クラスター計画」
「平成１５年度地域新生コンソーシアム
研究開発事業公募要領」

「産業クラスター計画」
　経済産業省では地域経済を支え、世
界に通用する新事業が次々と展開さ
れる産業集積（産業クラスター）の形
成を目指して、「産業クラスター計画」
を推進。全国１９プロジェクト、約５０００
社の世界市場を目指す中堅・中小企
業、約２００大学の参画を得て、産学
官の広域的な人的ネットワークの形成
等を進めているところ。
「地域新生コンソーシアム研究開発事
業」
　地域において新産業・新事業を創出
し、地域経済の活性化を図るため、大
学等の技術シーズや知見を活用した
産学官の強固な共同研究体制（地域
新生コンソーシアム）の下で、実用化
に向けた高度な研究開発を実施。

5 －

１．厳しい予算制約の下で政策効果を最大化する
観点から、１６年度地域新生コンソ－シアム研究
開発事業採択は厳正に行う予定であるが、御提
案に係る事業の応募があった場合には、個別具
体的に行われる審査の結果次第で採択されるこ
とがありうる。
２．経済産業省と文部科学省は、それぞれ「産業
クラスター計画」と「知的クラスター創成事業」等を
進めており、
(1)経済産業省では、企業を中心とした実用化技
術開発（地域新生コンソーシアム研究開発事業
等）など産学官連携事業を推進し、新事業の創出
を図る
(2)文部科学省では、大学等公的研究機関を中心
とした基礎的研究分野における産学官共同研究
（知的クラスター創成事業等）を推進し、新技術
シーズの創出を図る
という役割分担の下、施策の重複を避けつつ、両
省が一致協力して、地域における産学官連携を
推進しているところ。
３．両省は、総合科学技術会議など内閣の要請も
踏まえ、
(1)関係地方自治体と経済産業省、文部科学省の
両省が参加する「地域クラスター推進協議会」を
地域毎に設置するほか、
(2)地域毎に両省の事業の成果に関する「合同成
果発表会」を年１回程度開催し、関係事業の参加
者の間で情報交換を行うなど、
連携体制を構築することとしているところ。

　本提案については、このような体制へ積極的に
参画して頂くことにより、知的クラスターからの新
技術シーズの提供、産業クラスターからの市場
ニーズのフィードバックが行われるなど、具体的
な連携を図ることができると考えているところ。

提案者の構想する事業が円滑に実
施できるように、関係各省の間で連携
して予算執行する等工夫することが
できないか。

5

経済産業省「産業クラスター計画」と
文部科学省「知的クラスター創成事
業」については、平成１４年度から具
体的連携を図っており（具体的には先
に記述）、現在２年目にあたる。
なお、両省の連携の内容について
は、各地域毎に異なることから、提案
者自ら各地域の「地域クラスター推進
協議会」等に積極的にご参加頂くこと
により、当該地域の支援のあり方等
を検討したい。
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日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

1377 1377080 112070
日立地区における産
業クラスター計画の展
開

経済産業省関東経済産業局
が実施している「地域活性化プ
ロジェクト」を日立市においても
展開する。

産学連携による地域中小企業の研究開発の
推進と、そこから波及する競争力のある地域
企業の創出のためにはも産業クラスター計画
の採択･展開が効果的である。
これにより技術開発を含む経済産業省の地域
関連施策が総合的･重点的に投入される期待
が高まる。
クラスター計画が採択されることにより、研究
開発に対する助成や産学連携コーディネー
ターの人件費の助成が得られ、地域における
産学連携の推進が加速される。

特色ある産業集積構築を目指し、地域資源が連携した産
業クラスター計画を展開し、研究開発等を精力的に推進
し、他地域との差別化要素を獲得する必要がある。

関東経済局では、広域関東圏におけ
る産業クラスター計画推進機関のみな
らず産業クラスター計画の理念と同じ
目的を持って行動している産学官諸機
関のネットワークを強化し、相互に情
報・ノウハウ等の面で多面的かつ重層
的な連携を深め、産業クラスター計画
を始めとして管内全域での産業経済
の活性化を図る「広域関東圏産業クラ
スター推進ネットワーク」を昨年３月に
設立したところ。

5

昨年３月に設立した「広域関東圏産業
クラスター推進ネットワーク」には、茨
城大学共同研究開発センター、（財）茨
城県中小企業振興公社、（株）つくば研
究支援センター、（財）日立地区産業支
援センター、（株）ひたちなかテクノセン
ター、茨城県商工労働部、茨城県工業
技術センター、勝田青年経営者研究
会、日立地区企業技術協会福祉機器
開発研究会など、日立市をはじめ、茨
城県の多くの機関が既に参加してい
る。本ネットワークでは、地域間交流、
業種別・分野別交流、各種支援施策説
明会等を実施しており、本ネットワーク
を利用することにより、中堅・中小企
業、大学、地元自治体が広域的なネッ
トワークを強化し、地域のポテンシャル
を高めていくことが可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 5

「広域関東圏産業クラスター推進ネッ
トワーク」を昨年３月に設立し、既に、
日立市関連の多くの機関に参加して
いただいているところである。本ネット
ワークを活用することにより、産学官
の交流等を進めることが可能である。

神戸市
神戸医療産業都市
構想の推進による地
域再生構想

2022 2022020 112080

地域ごとのクラスター
形成に向けた、特定
分野の研究費（競争
的資金）及び地域科
学技術振興施策・地
域産業振興施策の集
中投資の推進

○都市再生プロジェクト・知的
クラスター創成事業・産業クラ
スター計画に基づく地域のクラ
スター形成に向けた、特定分
野での研究費（競争的資金）及
び科学技術振興施策・地域産
業振興施策の集中投資の推
進
・各省庁ごとに、目的別に創設
されている研究費（競争的資
金）及び科学技術振興施策・地
域産業振興施策について、「地
域における特定分野のクラス
ター形成」の評価項目を導入

都市再生プロジェクト・知的クラスター創成事
業・産業クラスター計画に基づき、クラスター
形成に向けた取り組みを行っている地域に、
特定分野での研究費（競争的資金）及び科学
技術振興施策・地域産業振興施策を集中投
資する。
神戸においては、これらの集中投資により、ラ
イフサイエンスのスーパークラスター形成の促
進を図る。

地域ごとにクラスター形成の促進による地域経済の活性
化を図るためには、特定分野での研究費（競争的資金）
及び科学技術振興施策・地域産業振興施策の集中投資
が最重要課題である。

近畿経済産業局では、産業クラスター
計画として、近畿バイオ関連産業プロ
ジェクトを推進している。同プロジェクト
では、中堅・中小企業、大学、研究機
関等が広域的なネットワークを強化
し、参加者への情報提供や積極的な
支援を行い、さらに知的クラスター創
成事業や地方自治体の施策等と連携
し、バイオテクノロジー分野におけるベ
ンチャー企業の創出や世界市場を目
指す企業の成長促進を図っている。

5

「近畿バイオ関連産業プロジェクト」で
は、産学官の広域的なネットワークを
形成し、地域特性を考慮して、支援施
策を総合的、効果的に投入している。

提案書の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、統合的に
予算執行する等工夫することができ
ないか検討されたい。

5

「近畿バイオ関連産業プロジェクト」を
進めていくにあたっては、関係自治体
と経済産業省、文部科学省の両省が
参加する「地域クラスター推進協議
会」を設置するほか、両省の事業の
成果に関する「合同成果発表会」を開
催し、関係事業の参加者間で情報交
換を行うなど、連携体制を構築してお
り、優良案件を支援することは可能と
なっている。

熊本県
熊本セミコンダクタ・
フォレスト構想

2048 2048010 112090
国の提案公募型研究
開発プロジェクト等に
地域再生枠を設定

各省庁毎の提案公募型研究
開発プロジェクトについて、地
域における効率的な事業実施
及び施策の集中を図る観点か
ら研究開発費の地域再生枠を
設定する。

国等の公募型研究開発プロジェクトである次
の事業について、「地域再生枠」を設定して重
点配分する。
・地域新生コンソーシアム研究開発事業
・地域新規産業創造技術開発費補助金
・創造技術開発支援事業
・地域活性化創造技術研究開発補助金
・中小企業経営革新事業費補助金
・地域産業集積中小企業等活性化補助金
・大学発事業創出実用化研究開発助成事業
・産業技術研究助成事業
・戦略的基盤技術力強化事業
・大学発ベンチャー創出のための事業
・産学官共同研究推進のためのマッチングファ
ンド

国等の各種提案公募型研究開発プロジェクトは、競争倍
率も高く採択が非常に厳しい状況にある。半導体関連の
研究開発に係るポテンシャルの高い本県にとって、より多
くの研究開発の環境を整備し、産学官連携による地域企
業の研究開発能力を高めることが構想を実現するために
必要である。特に、研究開発に関する数値目標である「２
０１０年までに産学官が連携した国等のプロジェクト２００
テーマを実施」の実現図るためにも必要である。

①平成１５年度地域新生コンソーシアム
研究開発事業公募要領
②平成１５年度地域新規産業創造技術
開発費補助金公募要領
③中小企業経営革新等対策費等補助
金交付要綱（創造）
④中小企業経営資源強化対策費補助
金交付要綱（地域活性化）
⑤中小企業経営革新等対策費等補助
金交付要綱
⑥地域産業集積中小企業等活性化等
補助金交付要綱
⑦平成１５年度『大学発事業創出実用化
研究開発事業』に係る助成事業の公募
について
⑧産業技術研究助成事業公募要領
⑨中小企業総合事業団補助金交付要
綱（戦略）

①地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の
活性化を図るため、大学等の技術シーズや知見を活用
した産学官の強固な共同研究体制（地域新生コンソー
シアム）の下で、実用化に向けた高度な研究開発を実
施
委託費（提案公募）
【一般枠】１億円程度以内／件×２年以内【中小企業
枠】３０００万円程度以内／件×２年以内
②地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の
活性化を図るため、中堅中小企業による新分野進出や
ベンチャー企業による新規創業といった、リスクの高い
実用化技術開発を支援。
補助金（提案公募）3,000万円～１億円程度以内／年：
補助率：原則１／２（大学等から技術シーズの提供を受
ける場合等は２／３）
③国の交付要綱においては、個別地域に特化した採択
枠の設定はしていない。
④国の交付要綱においては、個別地域に特化した採択
枠の設定はしていない。
⑤中小企業経営革新支援対策費補助金は、中小企業
経営革新支援法に基づき、県等の行政庁により経営革
新計画の承認を受けた中小企業者に対し、当該承認行
政庁が審査を行い交付するものである。
⑥地域産業集積中小企業等活性化補助金は、地域産
業集積活性化法に基づき、県が特定の地域を指定し、
支援機関、組合、中小企業者が行う新商品開発等事業
について事前承認を行った上で、支援を行っている。
⑦研究開発終了後２年以内に事業化できることを要件
として、産学実用化研究開発に係る費用の２／３を補
助。
⑧産業技術研究助成事業は、全国の大学・独立行政法
人等の若手研究者や若手研究チームから研究開発
テーマを公募し、独創的かつ革新的な研究テーマを選
定し、研究者個人に助成金を交付するもの。
⑨国の交付要綱においては、個別地域に特化した採択
枠の設定はしていない。

①3
②3
③3
④3
⑤8
⑥5
⑦3
⑧3
⑨3

①、②本制度は、新産業、新事業の創出を通じて地域経済の活
性化を図るものであり、交付対象は全て地域再生につながる事
業であることから、これを更に地域再生枠とそれ以外に分けるこ
とは制度の趣旨になじまない。なお、厳しい予算制約の下で政策
効果を最大化する観点から、16年度地域新生コンソーシアム研
究開発事業の採択は厳正に行う予定であるが、ご提案に係る事
業の応募があった場合には、個別具体的に行われる審査の結
果次第で採択されることがありうる。
　施策の集中については、経済産業省と文部科学省は、地域毎
に両省の事業の成果に関する「合同成果発表会」を年１回程度
開催し、関係事業の参加者の間で情報交換を行うなどの連携体
制を構築し、より効果的な施策展開を図っているところ。
　今後、施策の効果をより高める観点から、重点化についても検
討。
③補助対象テーマについては、厳しい予算制約の中で政策効果
の最大化を図る観点から決定しており、「地域再生枠」の創設に
ついては、新たな予算措置が前提となり、不可能。
④補助対象テーマについては、厳しい予算制約の中で政策効果
の最大化を図る観点から決定しており、「地域再生枠」の創設に
ついては、新たな予算措置が前提となり、不可能。
⑤中小企業経営革新支援対策費補助金は、中小企業経営革新
支援法に基づき、県等の行政庁により経営革新計画の承認を受
けた中小企業者に対し、当該承認行政庁が審査を行い交付する
ものであり、国等の公募型研究開発プロジェクトではない。
⑥厳しい予算制約の下で政策効果を最大化する観点から、１６
年度地域産業集積中小企業等活性化補助金の採択を厳正に行
う予定
⑦本事業は全国規模で大学研究成果の事業化を促進すること
を目的としたものであり、研究開発終了後２年以内の事業化を要
件として採択しているもの。採択の要件を十分満たさない案件に
ついて地域枠を設定して特段の配慮を行い、採択を行うことは制
度の趣旨に反する。要件を十分満たす案件があれば、地域再生
枠を設定しなくとも採択可能である。
⑧本事業は全国の大学、研究所の若手研究者個人に助成金を
交付するものであり、採択の要件を十分に満たさない案件につ
いて地域枠を設定して特段の配慮を行い、採択を行うことは制
度の趣旨に反する。要件を十分満たす案件があれば、地域再生
枠を設定しなくとも採択可能である。
⑨補助対象テーマについては、厳しい予算制約の中で政策効果
の最大化を図る観点から決定しており、「地域再生枠」の創設に
ついては、新たな予算措置が前提となり、不可能。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

①3
②3
③3
④3
⑤3
⑥3
⑦3
⑧3
⑨3

①、②、③本制度は、“各地方局毎”にそれぞれ優良
案件を採択するスキームとなっていることから、地域再
生計画の認定地域の有無にかかわらず、優良案件で
あれば支援することは可能。
　地域再生計画の認定地域に支援を集中することは
認定地域以外を排除することとなり、新たな予算措置
が前提となり不可能。
④地域再生計画が認定された地域に集中して行うこと
は、地域再生計画が認定されない地域を排除すること
にもつながり、本事業の主旨に合わないうえ、新たな
予算が前提となり不可能。なお、本事業の採択案件の
選定権者は都道府県であることから、都道府県等が地
域再生計画を考慮に採択案件を審査、選定することは
可能である。
⑤中小企業経営革新支援対策費補助金は、中小企業
経営革新支援法に基づき、県等の行政庁により経営
革新計画の承認を受けた中小企業者に対し、当該承
認行政庁が審査を行い交付するものであり、国等の公
募型研究開発プロジェクトではない。
⑥厳しい予算制約の下で政策効果を最大化する観点
から、１６年度地域産業集積中小企業等活性化補助
金の採択を厳正に行う予定
⑦本事業は全国規模で大学研究成果の事業化を促進
することを目的としたものであり、研究開発終了後２年
以内の事業化を要件として採択しているもの。採択の
要件を十分満たさない案件について地域枠を設定して
特段の配慮を行い、採択を行うことは制度の趣旨に反
する。要件を十分満たす案件があれば、地域再生計
画の認定を得なくとも採択可能である。
⑧本事業は全国の大学、研究所の若手研究者個人に
助成金を交付するものであり、採択の要件を十分に満
たさない案件について地域枠を設定して特段の配慮を
行い、採択を行うことは制度の趣旨に反する。要件を
十分満たす案件があれば、地域再生計画の認定を得
なくとも採択可能である。
⑨本事業は我が国の戦略的基盤分野である金型・ロ
ボット部品のプロジェクトを全国規模で公募し、優れた
技術開発プロジェクトに対して支援する事業であり、地
域再生計画が認定された地域に集中して行うことは本
事業の主旨に合わないうえ、新たな予算措置が前提と
なり不可能。
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岡山県
ミクロものづくり
岡山の創成

2166 2166030 112100
各種施策の集中と連
携

  国・県・市町村が一体となっ
た施策の集中投入により、短
期間で大きな成果を上げること
を目指す。
①地域結集型共同研究事業
の採択
②産業クラスター計画（中国地
域機械産
　業新生プロジェクト）による支
援
③地域新生コンソーシアム研
究開発事業
　等の優先採択

　ものづくり企業群の集積を活かし、ミクロを
キーワードに、産学官が連携する「ミクロもの
づくりネット」を構築し、ものづくりの高度化を
進め、精密で技術力の高い産業群を育成す
る。
①ミクロものづくり企業ネットの構築
    企業群のネットワーク化を図る。
②ミクロものづくり支援ネットの構築
    地域の行政、産業支援機関、金融機関
    大学等により、ミクロものづくり企業
    群を支える支援ネットを構築する。
③ミクロものづくりセンターの設置
    工業技術センター内に地域に開放され
    たミクロものづくりセンターを整備す
　　る。
④研究開発の推進
    産学官の連携により、大型の研究開発
    を推進する。
（県単独事業）
　・夢づくり・オンリーワン企業育成支援
　　事業
　・先端研究スタートアップ支援事業
　・岡山発新技術研究フィールド事業
⑤販路開拓
    岡山の地域ブランド化を進め、国内外
    への販路開拓を行う。
（県単独事業）
　・岡山ＴＬＯ運営支援事業
　・岡山・わが社の技認定事業
　・岡山テクノプラザ開催事業

　県の計画に併せ、対象地域に国からの支援が集中的
に投入されることで、単独の施策に比べ確実に大きな効
果が期待できる。

③
「平成１５年度地域新生コンソーシアム
研究開発事業公募要領」
「平成１５年度地域新規産業創造技術開
発費補助金公募要領」

②
中国経済産業局では、産業クラスター計画
である「中国地域機械産業新生プロジェク
ト」により、世界レベルの自動車、造船、産
業機械などの産業集積やそれらを支える
多くの関連産業の中で、長年培われた優
れた人材・技術・ノウハウ等を活かし、世界
レベルで活躍できる企業群の創出・育成を
目指している。

③
「地域新生コンソーシアム研究開発事業」
　地域において新産業・新事業を創出し、
地域経済の活性化を図るため、大学等の
技術シーズや知見を活用した産学官の強
固な共同研究体制（地域新生コンソーシア
ム）の下で、実用化に向けた高度な研究開
発を実施
委託費（提案公募）
【一般枠】１億円程度以内／件×２年以内
【中小企業枠】３０００万円程度以内／件×
２年以内
「地域新規産業創造技術開発費補助金」
地域において新産業・新事業を創出し、地
域経済の活性化を図るため、中堅中小企
業による新分野進出やベンチャー企業によ
る新規創業といった、リスクの高い実用化
技術開発を支援。
補助金（提案公募）3,000万円～１億円程度
以内／年：補助率：原則１／２（大学等から
技術シーズの提供を受ける場合等は２／
３）

②
　　　5
③
　　　5

ー

②
岡山県は、「中国地域機械産業新生プ
ロジェクト」の協働機関として連携しプ
ロジェクトを推進している。「ミクロもの
づくり岡山創成事業」については、平成
１６年度新規事業として推進する事業
と聞いているが、今後、「中国地域機械
産業新生プロジェクト」を推進する中
で、岡山県が進めるミクロものづくり岡
山創成事業を含め連携を図っていくも
のとする。

③
厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、16年度地域新生コ
ンソーシアム研究開発事業の採択は
厳正に行う予定であるが、ご提案に係
る事業の応募があった場合には、個別
具体的に行われる審査の結果次第で
採択されることがありうる。
　施策の一体的実施については、経済
産業省と文部科学省は、地域毎に両
省の事業の成果に関する「合同成果発
表会」を年１回程度開催し、関係事業
の参加者の間で情報交換を行うなどの
連携体制を構築し、より効果的な施策
展開を図っているところ。
　今後、施策の効果をより高める観点
から、重点化についても検討。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

②
　　　5
③
　　　3

②
　「ミクロものづくり岡山創成事業」が
開始されれば、御提案のとおり、「中
国地域機械産業新生プロジェクト」と
の連携により支援を行う。

③
　本制度は、“各地方局毎”にそれぞ
れ優良案件を採択するスキームと
なっていることから、地域再生計画の
認定地域の有無にかかわらず、優良
案件であれば支援することは可能。
　地域再生計画の認定地域に支援を
集中することは認定地域以外を排除
することとなり、新たな予算措置が前
提となり不可能。

福岡市
福岡アジアビジネス
交流拠点都市構想

2079 2079020 112110
ジェトロ対日投資・ビジ
ネスサポートセンター
の地方への設置

現在、東京のみに設置されて
いる「ジェトロ対日投資・ビジネ
スサポートセンター」を、対内
投資を促進する地域にも設置
する。

具体的には、ジェトロ福岡貿易
情報センター内に、既存のビジ
ネス・サポート・センター（ＢＳ
Ｃ）に加え、専門分野別アドバ
イザーや企業経営に関するア
ドバイザーを配置し、会社設立
支援コンサルティングや商談支
援等を行う対内投資に関する
ワンストップ機能を備える。

本市が設置予定の「アジアビジネス支援セン
ター」が持つ外国企業の進出支援のためのワ
ンストップサービス機能と、「ジェトロ対日投
資・ビジネスサポートセンター」の専門的なアド
バイザー機能やコンサルティング機能等との
連携により、より効果的な外国企業の誘致を
図る。

地方に進出してくる外国人事業者にとって、日本特有の
商慣習に加え、市場参入のための情報入手が困難であ
ること、また、高物価水準による初期コストの重さなどが、
具体的に進出を検討する際の障害となっている。これら
に対応するため、本市が整備を進めるワンストップサービ
ス機能とあわせて、ジェトロ対日投資・ビジネスサポート
センターによる機能の補完が必要。

独立行政法人日本貿易振興機構による
事業運用に関する提案

ジェトロでは、我が国の投資環境、手
続きに係わる一元的情報提供及び具
体的な投資案件の相談・アドバイス等
の支援をワンストップで行うことを目的
とした「ジェトロ対日投資・ビジネスサ
ポートセンター」を東京に設置してい
る。

8
独立
行政
法人
の事
業に
関して
は、当
該法
人が
責任を
もって
遂行
するこ
とと
なって
いる。

独立行政法人の事業に関しては、当該
法人が責任をもって遂行するものであ
り、対日投資・ビジネスサポートセン
ターの設置については独立行政法人
の判断に委ねられているため、国とし
て答える立場にないが、JETROとして
は平成１６年度において既設の東京に
加えて福岡・名古屋・大阪に我が国の
投資環境、手続きに係わる一元的情報
提供等の事業を行う、ジェトロ対日投
資・ビジネスサポートセンターを設置す
る意向と聞いている。

要望の趣旨をJETROに伝えられた
い。

8
独立行政法
人の事業に
関しては、当
該法人が責
任をもって遂
行することと
なっている。

要望については既にＪＥＴＲＯへ伝え
てあるところ。

珠洲にラス
ベガスを創
る研究会

観光立国に即した対
内直接投資推進地
域（観光立国エクス
ペリメント・グランド・
プロジェクト）

3044 3044010 112120

対内直接投資推進事
業と国際観光を大きく
結びつけ、能登半島
珠洲市において大きく
展開する。

観光立国化の集中支援と対内
直接投資推進事業を抱合せ
し、半島振興法の指定地域で
ある石川県珠洲市に指定地域
を設け、事業税の免除や減
税、建築基準法の緩和、用地
取得の為の財政支援や国有
地としての代行取得、国際化
に対応する為の教育施設の進
出に対しての優遇措置、外資
企業誘致に係る費用の支援拡
大、海外からの観光客に対し
てのビザの免除、観光に関す
る珠洲市の権限を政令指定都
市並みの権限委譲、観光に関
しての必要と認めた沿岸付近
に対しての規制の大幅な緩和
を求めるものです。

対内直接投資推進事業と国際観光を大きく結
びつけ、能登半島珠洲市において大きく展開
する。

日本国としてみた観光に係るお金の動きは、イン１に対し
アウト４となっており、完全なる出超状態となっておりま
す。先進諸国ではインが大きく、この現状を是正する必要
性が今後さらに重要視されるでしょう。
現在の製造中心の産業構造では発展途上国には大枠と
しては太刀打ちできない状況が訪れると思われます。そ
の為、他先進諸国のように、付加価値のあるサービス産
業、即ち国際観光にシフトすべく、政府は観光立国関係
閣僚会議などを設けています。今後は大きな重点国策と
して更に脚光を浴びる事と考えています。
能登半島の珠洲市蛸島町の鉢ヶ崎リゾート周辺には、海
あり山ありの広大な敷地（最大１００万坪まで可能）は日
本でまれな敷地であると考えます。

平成１５年度「先進的対内直接投資推進
事業」提案公募要領

我が国の対内直接投資を促進するた
め、地域の特長を活かした外国企業
誘致活動を行う自治体に対し、誘致活
動のうち、誘致戦略の立案、広報素材
の作成、外国企業の招へい、進出企
業の立ち上げ支援の活動を国が支援
することにより、これを範として他地域
の取組も促すことを目的とする「先進
的対内直接投資推進事業」を実施。
１５年度は、自治体等からの提案公募
を受け、５つの採択地域が本事業に取
り組んでいるところ。

5

「外資企業誘致に係る費用の支援拡
大」については、厳しい予算制約の下
で政策効果を最大化する観点から、１
６年度先進的対内投資推進事業の採
択を行う。ご提案に係る事業の応募が
あった場合についても、個別具体的に
行われる審査の結果によって採択され
ることがありうる。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3

「外資企業誘致に係る費用の支援拡
大」については、厳しい予算制約の下
で政策効果を最大化する観点から、１
６年度先進的対内投資推進事業の採
択を行うため、地域再生計画が認定
された地域に集中して行うことは困
難。ご提案に係る事業の応募があっ
た場合についても、個別具体的に行
われる審査の結果によって採択され
ることがありうる。

仙台市
健康づくりウェルネ
ス・コミュニティ構想

1368 1368150 112130

フィンランドＲ＆Ｄ施設
への先進的対内直接
投資推進事業適用継
続

フィンランドプロジェクトにおけ
る福祉機器・福祉サービス開
発企業を海外から誘致すた
め，本年度適用となった先進
的対内直接投資推進事業を１
６年度においても引き続き適用
すること。

フィンランドプロジェクトへの海外からの参加企
業の誘致活動をさらに実施し，世界レベルで
の福祉機器・福祉サービスの創出を実現す
る。

他に例を見ない先進的な取組みであることから，事業の
実施で得られる成果の最大限の高度化を図る必要があ
ると考える。

平成１５年度「先進的対内直接投資推進
事業」提案公募要領

我が国の対内直接投資を促進するた
め、地域の特長を活かした外国企業
誘致活動を行う自治体に対し、誘致活
動のうち、誘致戦略の立案、広報素材
の作成、外国企業の招へい、進出企
業の立ち上げ支援の活動を国が支援
することにより、これを範として他地域
の取組も促すことを目的とする「先進
的対内直接投資推進事業」を実施。
１５年度は、自治体等からの提案公募
を受け、５つの採択地域が本事業に取
り組んでいるところ。

3
厳しい予算制約の中で、毎年度最も効
率の高い案件を採択する必要があるこ
とから約することは、困難。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3
厳しい予算制約の中で、毎年度最も
効率の高い案件を採択する必要があ
ることから約することは、困難。
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神奈川県

知的イノベーション創
出プログラム（神奈
川方式の知的財産
戦略）

1284 1284020 112140

光科学分野を中心と
するKAST研究成果に
競争的資金の集中投
資

　KASTでは、流動研究プロ
ジェクトなどで優れた研究成果
を創出している。特に独創的で
大きな展開が期待される研究
成果については、光科学重点
研究室において、研究者と雇
用関係を継続して、強力な成
果展開を進めている。
これらKASTの研究活動により
創出された有望な研究成果
は、KASTの研究システムを活
用して成果展開を図ることが最
も効果的であり、光科学分野を
中心とするKAST研究成果に、
国等の各種競争的資金の集
中投資をお願いしたい。

「知的イノベーション創出プログラム」の重点分
野である「光科学（光触媒等）」について、
KASTの研究システム（成果創出・技術移転一
貫方式）を最大限に活用した、研究成果の強
力な地域展開が図られる。

○光科学重点研（KAST３大技術）
　・光機能材料グループ
　・近接場光学グループ
　・マイクロ化学グループ

KASTの研究システムにより創出された研究成果につい
て、国等の競争的資金を投入してへ応用展開する際は、
KASTの研究者としてかつKASTを中核機関として推進す
ることが最も望ましい。
KASTが創出してきた基本的特許の応用開発にかかる国
等の競争的資金は、KASTへ集中投資を行う。

「産業技術研究助成事業公募要領」

産業技術研究助成事業（競争的研究
資金）は、全国の大学・独立行政法人
等の若手研究者や若手研究チームか
ら研究開発テーマを選定し、研究者個
人に助成金を交付するもの。

3

当事業は、全国的な提案の中から優れ
たものを選定することを制度の目的とし
ているため、特定の案件に集中投資を
行う予定はない。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3

当事業は、全国的な提案の中から優
れたものを選定することを制度の目
的としているため、特定の案件に集
中投資を行う予定はない。

愛知県
あいち・なごやモノづ
くり産業振興構想

1354 1354010 112150
産学官連携支援のた
めの人材派遣事業の
連携及び集中化

国等から各機関に産学連携の
支援を目的として派遣されてい
る専門人材の活動場所や業務
内容は施策により決められて
おり、例えば中小企業支援に
派遣された専門家が大学の知
的戦略立案に参画したりする
ことは正規の業務とみなされ
ず、活動経費が支払われない
場合がある。このため、専門人
材の活動場所や業務内容を区
域内で自由化することにより、
各人材の持つ能力を最大限発
揮できるようにするとともに、専
門人材の派遣事業を集中実施
し、支援体制の充実を図る。

産学連携を積極的に推進するため、専門人材
の機動的な活動を可能とすると同時に派遣事
業の集中実施を行う。これにより、研究成果の
企業化・事業化、創業支援、知的財産の活用
と保護などシーズから企業化までの一貫した
総合支援体制の確立が図られ、大学等から産
業界への技術移転が円滑に行えるようにな
り、新事業、新産業の創出促進が期待でき
る。

産学連携の推進のために専門の人材が国等から各機関
に派遣されているが、施策により活動場所や業務内容が
限られているため専門分野のシーズ発掘から企業化まで
に必要な機動的な活動が行えない状況にある。

①経済産業省「大学発ベンチャー経営等
支援事業」
②特許庁「大学における知的財産管理
体制構築支援事業」
③中小企業庁「プロジェクトマネージャー
等支援人材充実強化事業」
④工業所有権総合情報館「特許流通ア
ドバイザー」

①
【派遣先】大学発ベンチャー起業者
【支援内容】大学発ベンチャー起業者
に対し、経営専門家を派遣
②
【派遣先】大学
【支援内容】知的財産管理部門を設立
しようとする大学に対し、知的財産管
理体制構築に係る専門家を派遣
③
【派遣先】中小企業
【支援内容】中小企業の要請に応じて
中小企業支援センターより経営専門
家を派遣
④
【派遣先】ＴＬＯ及び都道府県
【支援内容】ＴＬＯ及び都道府県に対し
技術移転の専門家を派遣し、それら専
門家の全国的なネットワークを構築。

①②
④
5

③
８

①②④
産学連携専門人材は各々の事業の目
的に応じて配置されており、その専門
性を発揮した活動を実施しているところ
である。事業間相互の連携を図ること
は重要であり、地域において各種の
コーディネーター間の連携をはかるよう
な研修会や会議などを開催するなど、
各施策間の連携を深めているところで
あり、今後も一層の連携強化・運営の
充実を図ることとしている。
③
中小企業支援センターの専門家派遣
事業は、中小企業の経営課題を解決
するため、中小企業診断士や税理士な
どの専門家を派遣する事業であり、産
学連携を支援する人材派遣事業では
ない。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3

①大学発ベンチャーに対する支援人材が我が
国には十分いない中で、大学発ベンチャー支援
に対するニーズが全国的に高まっていることを
踏まえ、「大学発ベンチャー経営等支援事業」を
全国規模で実施している。厳しい予算制約の
下、政策効果を最大化する観点から、本事業の
採択は平成１６年度も厳正に行う予定であり、
特定地域のみを重点的に支援することは不可
能であるが、ご提案に係る事業の応募内容が
個々の事業の要件を十分満たす案件であれ
ば、地域再生計画の認定を得なくとも採択可能
である。
②
「大学における知的財産管理体制構築支援事
業」は、大学が自ら知的財産の管理体制を整備
できるよう、専門家を派遣し、大学における知的
財産管理体制の構築を支援することが目的で
あり、地域に対する人材派遣事業ではない。ま
た、本事業における大学の採択については、応
募のあった大学に対し、選定基準に基づき厳正
に審査を行うことが適当であり、特定地域のみ
を重点的に支援することは不適切である。
③
中小企業支援センターの専門家派遣事業は、
中小企業の経営課題を解決するため、中小企
業診断士や税理士などの専門家を派遣する事
業であり、産学連携を支援する人材派遣事業で
はない。
④
「特許流通アドバイザー」は、企業、大学、研究
機関等が保有する提供可能な特許と、中小企
業等の技術ニーズとのマッチングをアドバイス
する目的で、都道府県やＴＬＯに派遣してるもの
である。幅広くニーズとシーズを見出し、それら
のマッチングをアドバイスするという事業の性格
上、活動範囲を制限すべきではなく、特定の地
域に限った活動をすることは適当でない。

愛知県
あいち・なごやモノづ
くり産業振興構想

1354 1354020 112160
産学官連携支援策の
連携及び集中化

名古屋圏において、世界的な
製造業の集積という特性を活
かして地域経済の活性化を図
るためには、世界的な産業競
争に勝ち抜く技術力の向上、
新事業の創出、技術革新が不
可欠であり、そのためには大
学・研究機関による研究成果
の社会還元が重要であること
から、産業技術の長期的・継続
的発展のためには大学大学・
研究機関の体系的・基礎的に
よる民間企業に移転するため
の支援策を講じていくことが必
要である。そこで、関係省庁に
おける広範な産学官連携支援
策を地域特性を発揮する分野
については集中するとともに相
互に関連する事業については
その連携を発揮するように実
施し、支援体制の充実を図る。

産学官連携を推進するために、企業支援、研
究成果移転、共同研究・受託研究に関する国
の支援策を戦略的分野に集中的に実施する
ことにより、短期的・効率的に研究成果の活用
を図る。

経済産業省や文部科学省において多様な産学連携支援
策が講じられているが、総合的な地域づくりとは必ずしも
連携せずに、個別に運営されている面があることから、地
域の特性を発揮できる戦略的分野については集中的に
実施することが必要である。

①「産業クラスター計画」
②「３３．根拠法令等」に示された施策等
③独立行政法人新エネルギー・産業技
術総合開発機構新エネルギー・産業技
術業務方法書第４１条第３項１号

①
「産業クラスター計画」
　経済産業省では地域経済を支え、世
界に通用する新事業が次々と展開さ
れる産業集積（産業クラスター）の形
成を目指して、「産業クラスター計画」
を推進。全国１９プロジェクト、約５０００
社の世界市場を目指す中堅・中小企
業、約２００大学の参画を得て、産学
官の広域的な人的ネットワークの形成
等を進めているところ。
「地域新生コンソーシアム研究開発事
業」
　地域において新産業・新事業を創出
し、地域経済の活性化を図るため、大
学等の技術シーズや知見を活用した
産学官の強固な共同研究体制（地域
新生コンソーシアム）の下で、実用化
に向けた高度な研究開発を実施。
②
「３３．根拠法令等」に示された添付資
料にあるとおり
③
国、地方公共団体、国公立大学、私立
大学、高等専門学校、国公立の研究
機関、独立行政法人又は公益法人
が、ＮＥＤＯが行った研究開発又は調
査に関連する研究開発又は調査を行
うとき、随意契約による取得財産の無
償譲渡が可能。

①②
③
5

①１．経済産業省と文部科学省は、それぞれ「産業クラス
ター計画」と「知的クラスター創成事業」等を進めており、
(1)経済産業省では、企業を中心とした実用化技術開発
（地域新生コンソーシアム研究開発事業等）など産学官
連携事業を推進し、新事業の創出を図る
(2)文部科学省では、大学等公的研究機関を中心とした
基礎的研究分野における産学官共同研究（知的クラス
ター創成事業等）を推進し、新技術シーズの創出を図る
という役割分担の下、施策の重複を避けつつ、両省が一
致協力して、地域における産学官連携を推進していると
ころ。
２．両省は、総合科学技術会議など内閣の要請も踏ま
え、
(1)関係地方自治体と経済産業省、文部科学省の両省が
参加する「地域クラスター推進協議会」を地域毎に設置
するほか、
(2)地域毎に両省の事業の成果に関する「合同成果発表
会」を年１回程度開催し、関係事業の参加者の間で情報
交換を行うなど、
連携体制を構築することとしているところ。
　本提案については、このような体制へ積極的に参画し
て頂くことにより、知的クラスターからの新技術シーズの
提供、産業クラスターからの市場ニーズのフィードバック
が行われるなど、具体的な連携を図ることができると考
えているところ。
②「３３．根拠法令等」に挙げられた文部科学省及び経済
産業省施策は、それぞれの事業目的に合致するものを
全国から選抜（採択）し、支援しているものであり、それぞ
れの事業の趣旨に反しない範囲で、これらの施策の連
携強化に対するニーズも踏まえながら、本制度が一層効
果的・効率的に機能するよう運用面での充実・強化を図
り、地域における産学官連携の一層の円滑化を推進す
ることとしている。
③ＮＥＤＯにおいては受託先である公的機関に対する随
意契約による無償譲渡は可能であり、実績もあると承知
している。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、関係各省
の間で連携して予算執行することが
出来ないか、検討されたい。

①②③
5

①経済産業省「産業クラスター計画」
と文部科学省「知的クラスター創成事
業」については、平成１４年度から具
体的連携を図っており（具体的には先
に記述）、現在２年目にあたる。
なお、両省の連携の内容について
は、各地域毎に異なることから、提案
者自ら各地域の「地域クラスター推進
協議会」等に積極的にご参加頂くこと
により、当該地域の支援のあり方等
を検討したい。
②「３３．根拠法令等」に挙げられた文
部科学省及び経済産業省施策は、そ
れぞれの事業目的に合致するものを
全国から選抜（採択）し、支援している
ものであり、それぞれの事業の趣旨
に反しない範囲で、これらの施策の連
携強化に対するニーズも踏まえなが
ら、本制度が一層効果的・効率的に
機能するよう努めることとしている。
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愛知県、豊
橋市、蒲郡
市、田原
市、御津町

国際自動車産業交
流都市

1352 1352050 112170
産学官連携支援のた
めの国の支援策の連
携及び集中

名古屋圏において、世界的な
製造業の集積という特性を活
かして地域経済の活性化を図
るためには、世界的な産業競
争に勝ち抜く技術力の向上、
新事業の創出、技術革新が不
可欠であり、そのためには大
学・研究機関による研究成果
の社会還元が重要であること
から、産業技術の長期的・継続
的発展のためには大学大学・
研究機関の体系的・基礎的に
よる民間企業に移転するため
の支援策を講じていくことが必
要である。そこで、関係省庁に
おける広範な産学官連携支援
策を地域特性を発揮する分野
については集中するとともに相
互に関連する事業については
その連携を発揮するように実
施し、支援体制の充実を図る。

産学官連携を推進するために、企業支援、研
究成果移転、共同研究・受託研究に関する国
の支援策を戦略的分野に集中的に実施する
ことにより、短期的・効率的に研究成果の活用
を図る。

経済産業省や文部科学省において多様な産学連携支援
策が講じられているが、総合的な地域づくりとは必ずしも
連携せずに、個別に運営されている面があることから、地
域の特性を発揮できる戦略的分野については集中的に
実施することが必要である。

④
「３３．根拠法令等」に示された施策等

④
「３３．根拠法令等」に示された添付資
料にあるとおり

④
5

④
「３３．根拠法令等」に挙げられた文部
科学省及び経済産業省施策は、それ
ぞれの事業目的に合致するものを全国
から選抜（採択）し、支援しているもの
であり、それぞれの事業の趣旨に反し
ない範囲で、これらの施策の連携強化
に対するニーズも踏まえながら、本制
度が一層効果的・効率的に機能するよ
う運用面での充実・強化を図り、地域に
おける産学官連携の一層の円滑化を
推進することとしている。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、関係各省
の間で連携して予算執行することが
出来ないか、検討されたい。

④
5

④
「３３．根拠法令等」に挙げられた文部
科学省及び経済産業省施策は、それ
ぞれの事業目的に合致するものを全
国から選抜（採択）し、支援しているも
のであり、それぞれの事業の趣旨に
反しない範囲で、これらの施策の連
携強化に対するニーズも踏まえなが
ら、本制度が一層効果的・効率的に
機能するよう努めることとしている。

野田市
環境バイオシティ野
田構想

1174 1174010 112180 研究開発の活発化

科学技術振興対策事業等を利
用した研究開発促進。なお、委
員会直入などフレキシブルな
財政措置を講ずる様、要望す
る。

全体の構想を実現するために必要な調査・研
究を推進し、実施可能性を探るとともに、知的
財産の創出、管理等に活用する

大学と企業、市民が連携して研究開発を進めることが出
来る体制作りを行うため。

微生物を利用した土壌・地下水汚染浄
化に関しては、ＮＥＤＯの生物機能活
用型循環産業システムプログラムとし
て平成１４年度から既に研究を開始し
ているところ

3

ＮＥＤＯの新規事業における具体的な
研究主体の選定は、独立行政法人た
るＮＥＤＯが行うべきものであり、当省
は回答する立場にない。なお、新たな
財政措置を伴う施策は不可能。

要望の趣旨をNEDOに伝えられたい。 3 要望についてはＮＥＤＯに伝える。

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

1377 1377090 112190
地域を実験フィールド
とした社会実験の実
施

燃料電池自動車やDME燃料自
動車、成層圏プラットフォーム、
新交通システム、新エネル
ギーなどの実用化に伴う社会
実験を、各省庁が日立市を
フィールドとして重点的に実施
する。

新交通システムやETC、GPSなど社会システ
ム型の開発を進めるためには。都市と住民を
巻き込んだ社会実験が必要不可欠であるが、
日立市は人口20万人、70,000世帯、都市とし
ての一定水準のインフラも整備され、また、
海、山、川ありと自然環境にも恵まれ実証実
験にはまさに最適である。実験は短期間であ
る場合が多いが、雇用や実験機器製作などの
仕事も発生し、経済への波及効果も期待され
るため、こうした国家レペルでの実証実験を誘
致･実施する。

様々な社会システム型の製品の実証実験を蓄積すること
により、地域企業に技術的な対応力の高揚が期待される
ため、社会実験を誘致する。

（燃料電池自動車の実証研究）
　環境性能、エネルギー総合効率等
のデータや技術的課題など、開発・普
及に必要となる基礎的情報を得るた
め、技術の進展を踏まえつつ、燃料電
池自動車の公道走行試験、水素供給
ステーションの実証運転等を行ってい
る。

（ＤＭＥ燃料自動車の研究開発）
　ＤＭＥを軽油代替燃料とした自動車
のエンジンや燃料供給システムに係る
研究開発を行っている。

3

（燃料電池自動車の実証研究）
　燃料電池自動車の公道走行実証試
験については既に「固体高分子形燃料
電池システム実証等研究」事業におい
て実施している。
　本補助対象経費については、厳しい
予算制約の中で政策効果の最大化を
図る観点から決定しており、実証研究
実施地域の追加については、新たな財
政措置を伴うことから不可能。

（ＤＭＥ燃料自動車の実証的社会実
験）
　ＤＭＥ燃料自動車を普及させるため
には、供給インフラ整備の課題の他、
一充填走行距離の短さ、燃料噴射の
高圧化の困難さ等、依然として研究開
発段階の課題が山積しており、実証的
社会実験の段階には達していないと認
識。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

（燃料電池自動車の実証研究）
　燃料電池自動車の公道走行実証試
験については既に「固体高分子形燃
料電池システム実証等研究」事業に
おいて実施している。
　本補助対象経費については、厳し
い予算制約の中で政策効果の最大
化を図る観点から決定しており、実証
研究実施地域の追加については、新
たな財政措置を伴うことから不可能。

（ＤＭＥ燃料自動車の実証的社会実
験）
　ＤＭＥ燃料自動車を普及させるため
には、供給インフラ整備の課題の他、
一充填走行距離の短さ、燃料噴射の
高圧化の困難さ等、依然として研究
開発段階の課題が山積しており、実
証的社会実験の段階には達していな
いと認識。

山形県
「超精密技術集積特
区」推進プラン

1384 1384010 112200
公募型研究開発助成
事業の優先的採択

「有機エレクトロニクスバレープ
ロジェクト」及び「超精密加工テ
クノロジープロジェクト」に参画
する産・学・官のいずれかの事
業主体が、経済産業省及び文
部科学省が所掌する公募型研
究開発助成事業に助成金の交
付申請を行った場合、優先的
に採択するもの。

「有機エレクトロニクスバレープロジェクト」で
は、昨年１１月に開所した「有機エレクトロニク
ス研究所」を核に、２０社を超える企業との共
同研究を、「超精密加工テクノロジープロジェク
ト」でも、県内企業６２社で構成する金型・精密
加工技術研究会のメンバーを中心に共同研究
を、それぞれ実施することとしている。多岐に
わたる研究開発テーマが予想され、研究成果
の企業化を支援するための集中的な支援が
望まれている。

地方の真の自立を目指して、自治体自らが取り組む新た
な産業創出の取組みに対し、重点的集中的な支援が不
可欠であるため。

経済産業省では、複数の提案公募型
の研究開発助成事業を実施。提案公
募型の研究開発助成事業では、外部
有識者で構成される審査委員会にお
ける、技術内容や事業化などの観点
からの審議を踏まえ、採択事業を決
定。

5

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、１６年度提案公募
型研究開発助成事業の採択は厳正に
行う予定であるが、ご提案に係る事業
の応募があった場合は、個別具体に行
われる審査の結果次第で採択されるこ
とがありうる。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、１６年度提案公募
型研究開発助成事業の採択は厳正
に行う予定であり、特定地域のみを
重点的に支援することは不可能であ
るが、ご提案に係る事業の応募が
あった場合は、個別具体に行われる
審査の結果次第で採択されることが
ありうる。

茨城県

『鹿島経済特区』推
進プロジェクト構想
（＝コンビナート地域
再生プロジェクト）

1276 1276050 112210

コンビナートの高度産
業間連携推進にかか
る各種補助施策の重
点配分

①新エネルギー・産業技術総
合開発機構［ＮＥＤＯ］が取り進
める産業間連携（技術開発）の
重点的配分。
②経済産業省資源エネルギー
庁が取り進めるコンビナートル
ネサンス事業活用によるコンビ
ナート工区間を連絡配管帯（ト
ンネル）整備の重点的配分。
③新エネルギー・産業技術総
合開発機構［ＮＥＤＯ］が取り進
めるコンビナート省エネ事業
（熱エネルギーの相互有効活
用）の重点的配分

　従来の枠にとらわれないコンビナート全体で
の高度産業間連携（鉄鋼＋石油化学・精製＋
エネルギー＋一般）を進め、資源（相互の副生
成物や熱エネルギー等）の最大有効活用［＝
高度有機的結合］を図ることにより、次世代型
コンビナート（＝スーパーインテグコンビナー
ト）を構築し、世界トップレベルのコスト競争力
のある複合産業集積群の形成を進める。

　鹿島経済特区計画においては、海外との熾烈な競争に
勝ち残るとともに、地域環境・地球環境とも共生できる次
世代型コンビナートを目指しており、その中でコンビナート
であることの利点を活かしたコンビナート総合力強化につ
ながる産業間連携の推進を重要取組課題として掲げてい
る。また、鹿島コンビナートは、既に多くの共有化の実績
と鹿島経済特区としての取組経緯を有しており、産業間
連携においても多くの成果（実行）を導き出せるポテン
シャルを有している。

①なし
②なし
③なし

①現在、ＮＥＤＯにおいて産業間連携
に必要な技術開発等についての調査
研究を行っているところ。
②現在、経済産業省においては、石油
精製環境低負荷高度統合技術開発費
補助金を通じて、コンビナートの再生・
競争力強化に資する研究開発支援を
行っているところ。
③平成１６年度予算案において、コン
ビナート等で複数事業所間の効率的
なエネルギー相互融通システムの設
計・導入を促進するための、「省エネ
ルギー・新エネルギー対策導入促進
事業費補助金」を新規に計上。

①8
②3
③8

①ご指摘の事業に対する対象の選定
については、独立行政法人たるＮＥＤＯ
が判断することであり、当省は回答す
る立場にない。
②補助対象経費については、厳しい予
算制約の中で政策効果の最大化を図
る観点から決定しており、連絡配管帯
（トンネル）整備の重点的配分について
は、新たな財政措置を伴うものであり
不可能。
③ご指摘の事業に対する対象地域の
選定については、独立行政法人たるＮ
ＥＤＯが判断することであり、当省は回
答する立場にない。

重点的配分の要望については、地域
再生計画が認定された地域に集中し
て行われるようにされたい。その他の
要望については、NEDOに要望の趣
旨を伝えられたい。

①8
②3
③8

①ご要望については、ＮＥＤＯに趣旨
を伝えることとしたい。
②補助対象経費については、厳しい
予算制約の中で政策効果の最大化
を図る観点から決定しており、連絡配
管帯（トンネル）整備の重点的配分に
ついては、新たな財政措置を伴うもの
であり不可能。
③ご要望については、ＮＥＤＯに趣旨
を伝えることとしたい。
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茨城県

『鹿島経済特区』推
進プロジェクト構想
（＝コンビナート地域
再生プロジェクト）

1276 1276100 112220

つくばとの産官学連携
による共同研究に対
する補助金の重点配
分

　産官学連携による共同研究
（鹿島コンビナート関連研究事
業）への補助金の重点的配
分。　　　　　　　　　　　　①経済
産業省資源エネルギー庁（新
エネルギー・産業技術総合開
発機構［ＮＥＤＯ］）
②日本学術会議

　つくばとの連携により、最先端化学、医薬中
間体、ナノテクノロジーなどの新規成長分野に
かかる共同研究を積極的に展開し、研究開発
と生産が一体となった２１世紀を担える産業拠
点の創出を図る。

　県内には、つくば（大学、産総研、リエゾンセンター等）
などの研究機関が既に立地しており、生産拠点として鹿
島コンビナートがあり、試作プラントやプレコマーシャルプ
ラントなどの実証試験の受け入れなどのポテンシャルを
有している。今後研究と生産が一体となって産み出され
る産業が国内産業を支えていくものであり、その推進に
適した地区へ補助の集中を図ることが必要である。

①なし

①現在、経済産業省においては、石油
精製環境低負荷高度統合技術開発費
補助金を通じて、コンビナートの再生・
競争力強化に資する研究開発支援を
行っているところ。

①3

①当該補助金の補助対象は、石油精
製に係る高度な技術開発等であり、最
先端化学、医薬中間体、ナノテクノロ
ジーなどの新規成長分野にかかる共
同研究については、補助目的が異なる
ため対象外である。
なお、提案が補助対象の拡大を求める
ものであるとすれば、新たな財政措置
を伴うものであり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 ①3

①当該補助金の補助対象は、石油精
製に係る高度な技術開発等であり、
最先端化学、医薬中間体、ナノテクノ
ロジーなどの新規成長分野にかかる
共同研究については、補助目的が異
なるため対象外である。
なお、提案が補助対象の拡大を求め
るものであるとすれば、新たな財政措
置を伴うものであり、不可能。

竜王町
（仮称）エコ田園産業
拠点交竜（交流）プロ
ジェクト構想

2154 2154030 112230

省庁間の類似支援策
の一元化および集中
手続き、複合適用の
促進

省庁間（経済産業省、農水省、
林野庁等）で類似する新エネ
ルギーに関する施策の一元
化、および手続きの集中管理
および複合適用による効果的
に運用

町では平成16年に開設予定の舞茸生産工場
より持続的に供給されるおがこを主原料にエ
ネルギー転換を行い、電力・熱・残さの活用を
はかり、バイオマスエネルギーと資源循環シス
テムの構築を計画している。現在NEDO補助
事業により事業化検討調査中である。この事
業により町内資源の有効利用・資源循環、お
よび新エネルギーによる新たなビジネス創出、
地域活性化の効果が見込める。

新エネルギー事業を展開する上で、計画から事業化への
過程が円滑に進まず、また新しい事例の少ないことであ
るだけに判断が困難な課題が多い。各省庁の類似制度
の未整理により補助対象条件が未確立であることや、手
続きの煩雑さ、情報公開の低さ等、新エネルギー促進の
ための省庁間を超えた再整備を求める。

①地域新エネルギー導入促進事業
②バイオマス等未活用エネルギー実証
試験事業
③新エネルギー事業者支援対策事業

①地域において新エネルギーの大規
模・集中導入等、先進的な取組等を行
う地方公共団体等に対して、事業費の
一部を補助している。
②既に実用化に達しつつあるバイオマ
スエネルギー及び雪氷冷熱エネル
ギーの導入を円滑化するための実証
試験を実施している。
③「新エネルギー利用等の促進に関
する特別措置法」に基づき認定を受け
た利用計画に従って新エネルギーを
導入する先進的な事業者に対して、事
業費の一部を補助している。

３，
２

Ⅶ

目的の異なる補助制度をすべて統合
することは困難である。しかしなが
ら、地域の特性を活かし、バイオマ
スを効率的に利活用するバイオマス
タウン構想（仮称）の実現に向け、
関係府省が一体となった支援を試行
的に開始する。

提案者の構想する事業が要望に
沿って円滑に実施できるように、
総合的に予算執行する等工夫する
ことが出来ないか。検討された
い。

5

バイオマス関連施策については、
バイオマス・ニッポン総合戦略推
進会議の場を通して各省間の緊密
な連絡体制を取っているほか、各
地方ブロックごとに各省出先機関
間での連携を密にしている。

岡山県
岡山グリーンバイオ・
プロジェクト

2163 2163030 112240

製材廃材等の木材や
竹繊維等の供給・利
用拡大に向けた支援

バイオマスプラスチック製品生
産において自然素材(木粉、竹
繊維、ケナフ繊維等)と混合し
活用する可能性が高いこと、
製材廃材はバイオエタノール
生産の原料になること等から、
製材廃材や間伐材等の木材
や竹繊維等の供給・利用拡大
に向けた支援を行う。

本支援措置により、バイオマスプラスチック製
品生産での自然素材の活用を推進し、バイオ
マスプラスチック原料の量産化や新製品・新
用途開発に繋げるとともに、木質バイオマス等
の積極的な推進を図る。

製材廃材等の木材や竹繊維等の供給・利用には、例え
ば、間伐促進や流通等の諸課題もあり、本支援措置によ
り、円滑で安定的な供給・利用が可能になる。

「バイオプロセス実用化開発プロジェクト
公募要領」

「バイオプロセス実用化開発プロジェク
ト」
　製造プロセスの省エネルギー化、新
規高付加価値製品の製造等を可能と
するバイオプロセスを製造工程に導入
するための実用化開発を行う企業を
補助する。（課題設定型提案公募事
業、実施期間は平成１６年度から平成
１８年度）
　また、「愛・地球博」においてバイオマ
スプラスチックの普及に向けた実証試
験を実施する。（委託事業、実施期間
は平成１６年度から平成１７年度）

5

　バイオマスプラスチックの実用化開発
を含めた、企業によるバイオプロセス
実用化開発補助事業をＮＥＤＯが１６Ｆ
Ｙに実施すると承知している。ただし、
当該事業における補助対象の具体的
選定については、独立行政法人たるＮ
ＥＤＯが判断することであり、当省は回
答する立場にない。
　なお、バイオマスプラスチックについ
ては、「愛・地球博」においてその普及
にむけた実証試験を行う予定。

要望の趣旨をNEDOに伝えられたい。 5 要望についてはＮＥＤＯに伝える。

岡山県
岡山グリーンバイオ・
プロジェクト

2163 2163060 112250
バイオマスプラスチッ
ク製品の環境影響評
価の推進

バイオマスプラスチック製品の
環境負荷低減や環境保全効
果に関するライフサイクルアセ
スメント(ＬＣＡ) 研究を推進し、
二酸化炭素削減等に関する定
量的な効果の把握を推進す
る。

本支援措置で明らかとなる、二酸化炭素削減
等に関する定量的な効果を踏まえ、バイオマ
スプラスチック製品利用の積極的な展開・ＰＲ
を図るとともに、効率的な製造・処理方策の検
討を進める。

バイオマスプラスチックが既存の石油由来のプラスチック
より優れている点として環境負荷の低減があるが、我が
国の現状では、ＬＣＡの観点から見た定量的なデータが
十分に整備されてなく、本支援措置により、これが明らか
にできる。

バイオマスプラスチック製品に係る環
境負荷低減効果については、「生分解
性プラスチックの普及に関する調査研
究（平成１３年度ＮＥＤＯ）等において、
調査研究をしてきたところである。ま
た、生分解性プラスチック研究会は最
近のＥＵにおける評価研究事例を調
査・分析し、その一部はグリーン購入
法特定調達品目の検討にも反映され
ているところ。

5

バイオマスプラスチック製品利用時に
おける環境負荷低減効果やＬＣＡの研
究については、バイオプロセス実用化
開発委託費を通じて、その効果の把握
等を進めるとともに、効率的な製造・処
理方策の検討を進めることが可能。

岡山県
岡山グリーンバイオ・
プロジェクト

2163 2163110 112260
バイオエタノールの精
製所等の供給設備の
整備に対する支援

バイオエタノールの精製所や
ガソリンスタンド等におけるバ
イオエタノールの利用・供給に
必要な設備の整備に対し支援
（補助、政策金融等）する。

本支援措置により、バイオエタノールの生産拡
大と利用の積極的な推進を図る。

バイオエタノールは主に自動車燃料(ガソリン)への添加
(ブレンド)により利用されるもので、このための供給設備
が必要であり、本支援措置により、当該ブレンド等を通じ
た利用拡大が図られる。

平成15年10月から、環境省におい
てバイオエタノールを低濃度混合
したガソリン等を自動車用等の燃
料として利用するための混合設
備、貯蔵設備等の整備を行う事業
者等に対し、事業費の一部を補助
している。

6 環境省の施策である。

茨城県
霞ヶ浦レイクツーリズ
ム推進プロジェクト

1273 1273040 112270
水質浄化技術開発等
に係る産学官連携共
同研究の促進

　霞ヶ浦の水質浄化を促進す
るため，産学官連携による，水
質生成メカニズム解明及び水
質浄化技術開発研究等に対す
る施策の連携・集中を図る。

 水質生成メカニズム解明や水質浄化技術開
発に係る産学官連携共同研究を積極的に展
開することにより，水質浄化に資する技術の
研究開発と環境産業の創出・振興を図る。

　水質浄化の研究については，基礎研究から実用化・商
品化研究にわたり，産学官の連携が不可欠であるため，
霞ヶ浦の水質浄化を推進するため，水質生成メカニズム
解明や水質浄化技術開発等に係る産学官連携共同研究
の積極的な展開を図る。

6

経済産業省としては、水質浄化のた
め、環境省と連携を図りつつ産業界か
らの排水管理の指導等を行っている
が、水質浄化技術の研究は環境省を
中心として行っているため。

会津若松市
（仮称）会津ベン
チャーランド構想

1041 1041030 112280
日本版ＳＢＩＲのさらな
る充実体制の強化

優秀な技術力があっても販路
拡大や信用度合いが不足して
いるベンチャー企業を対象に
技術力等の認定制度を創設
し、積極的に公共事業へ参入
させる。

ＩＴ産業を中心として創業してきた地元ベン
チャー企業が高いレベルで認定されることによ
り県内をはじめ全国でも活躍できる機会が創
設され、域内経済の活性化と雇用の拡大が図
られる。

経営基盤が脆弱なベンチャー企業は優秀な技術力が
あっても、信頼度の低さから大手ベンダーの傘下に入る
か自社の独自技術を譲渡する傾向がある。ベンチャー企
業のスキルを最大限に引き出せる認定制度があれば自
治体等からの信用度は大きく向上し、ベンチャー企業の
事業拡大が実現する。

新事業創出促進法第３章第１２～１７条）
（ＳＢＩＲ制度関係）
「技術力のある中小企業等の入札参加
機会の拡大について」政府調達（公共工
事を除く）手続きの電子化推進省庁連絡
会議幹事会の決定（平成１４年９月９日）

　中小企業技術革新制度（ＳＢＩＲ制
度）は、関係省庁が連携し、新産業の
創出につながる新技術の開発のため
の補助金・委託費等について、中小企
業者への支出の拡大を図るとともに、
その事業化を一貫して支援するため、
債務保証に係る枠の拡大等の措置を
設けるている制度。

5:現行
の規
定、取
扱い
等によ
り既に
実現
が可
能

　ＳＢＩＲ制度においては、特定補助金
等を活用して行った研究開発の成果や
採択事業者について、インターネット等
を通じて公表・ＰＲを図り、需要開拓を
促進しているところである。
　また、ＳＢＩＲ制度とは別に、現行にお
いても中小企業の特許保有件数等に
より技術力を評価し、技術力のある中
小企業については、上位等級入札に参
加し得る措置を講じているところであ
る。
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会津若松市
（仮称）会津ベン
チャーランド構想

1041 1041060 112290
研究開発プロジェクト
の集中投資

本地域にＩＴ関連の研究開発プ
ロジェクトを集中的に投資す
る。

情報関連企業の立地促進と関連産業の集積
を図る。

本市においては、これまで数多くの研究開発プロジェクト
を提案し、会津大学を中心として地域における情報関連
企業との連携のもと、システム開発等に取り組んできた。
これら研究開発プロジェクトを通して、地元の情報関連企
業の技術水準が向上するなど企業の育成に対する効果
は大きく、今後も、更に推進しようとするものである。

①経済産業省「大学発ベンチャー経営等
支援事業」
②経済産業省「産業技術研究助成事業
公募要領」

①大学発ベンチャー経営支援事業
【派遣先】大学発ベンチャー起業者
【支援内容】大学発ベンチャーを起業
者に対し、経営専門家を派遣
②競争的研究資金である産業技術研
究助成事業においては、募集区分に
情報通信分野を設け、優れた提案に
研究開発資金を提供している。

①5
②5

①大学発ベンチャーに対する支援人材
が我が国には十分いない中で、大学発
ベンチャー支援に対するニーズが全国
的に高まっていることを踏まえ、「大学
発ベンチャー経営等支援事業」を全国
規模で実施している。厳しい予算制約
の下、政策効果を最大化する観点か
ら、本事業の採択は平成１６年度も厳
正に行う予定であり、特定地域のみを
重点的に支援することは不可能である
が、ご提案に係る事業の応募があった
場合には、個別具体的に行われる審
査の結果次第で採択されることがあり
うる。
②競争的研究資金（産業技術研究助
成事業）は、全国的な提案の中から優
れたものを選定することを制度の目的
としているところであり、このような制度
を活用願いたい。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3

①大学発ベンチャーに対する支援人
材が我が国には十分いない中で、大
学発ベンチャー支援に対するニーズ
が全国的に高まっていることを踏ま
え、「大学発ベンチャー経営等支援事
業」を全国規模で実施している。厳し
い予算制約の下、政策効果を最大化
する観点から、本事業の採択は平成
１６年度も厳正に行う予定であり、特
定地域のみを重点的に支援すること
は不可能であるが、ご提案に係る事
業の応募内容が個々の事業の要件
を十分満たす案件であれば、地域再
生計画の認定を得なくとも採択可能
である。
②競争的研究資金（産業技術研究助
成事業）は、全国的な提案の中から
優れたものを選定することを制度の
目的としているところであり、特定地
域のみを重点的に支援することは不
可能。

北竜町

「ひまわりのまち　北
竜町」ブランド確立に
よる地場農産物の生
産地ブランド化

1034 1034010 112300
市街地再開発事業の
早期実現と要件緩和

　ひまわりのまちかど整備構想
は、未だ国に補助要望を行う
段階には至っておりませんが、
平成９年度より商工会を中心
に検討を重ね、市街地総合再
生基本計画の大臣承認や優
良建築物等整備事業やリノ
ベーション補助金などの申請
段階になりましたら、敏速な事
業認定を要望いたします。
　また、優良建築物等整備事
業の整備要件の中に「３階建
て以上」とあるが、事業の迅速
な推進を図るため「将来３階建
て以上の増築計画」をもって事
業認定していただくよう要望い
たします。

　人口の流出、近隣都市への買い物客の流
出、空き店舗、老朽化店舗が多く、商業集積
力不足により回遊性の欠如・魅力に乏しい求
心力のない市街となっています。
　平成９年度より商工会が北竜町商業のあり
方を検討し、和市街地の再開発整備の必要性
があるとの報告を受け、平成１３年度に北竜町
市街地再生基本計画を作成し、平成１４年度
該当地権者にひまわりのまちかど整備への参
加意見集約を行った。平成１５年度は中核とな
る施設関係者との詰めの打合せを行っていま
す。
　ひまわりのまちかどでは、まちづくりとして
ファーマーズマーケット、ファーマーズカフェ、
ひまわりミュージアムなどの構想を策定中で
す。この構想の中では、ひまわりインフォメー
ションセンターとしての機能も持ち合わせ、交
流人口の取り込みをはかる中で、地場農産物
の提供を行い生産地ブランド化をはかる予定
です。
　ひまわりのまちかどは日常生活用品を確保
する店舗設置にとどまらず、アグリビジネスの
創造・展開の拠点施設として重要な位置を占
めるものです。

　人口２，５００人余りの小さなまちにおいては、事業規模
が大きいと思われるが、たとえ合併になったとしてもまち
が消滅するわけではなく、住民が全部転居するわけでも
なく、農家は土地があるため転出もままならず必ず人は
残るわけです。ひまわりのまちを残すために、ひまわりの
まちの唯一の生き残り策として実施するものです。

中心市街地等商店街・商業集積活性化
施設整備費補助金交付要綱

商業の活性化に資する商業基盤施設
等に対する補助事業

6
優良建築物等整備事業の要件緩和の
要望であり国土交通省の所管である。

掛川市
日本救済運動という
名の地方都市経営
構想

1064 1064010 112310

１歩行文化の確立の社会実
験に対する支援
①歩く道を媒介に地域・広域
連携と塩の道や信仰の道な
ど古道の復元歩行を行う。
②エコツーリズム、ウォーキ
ング効果の研究、環境保護
歩道の整備を行う。
③歩くことで切れない子ども
を育成するとともに正しい身
体能力と知的能力のバラン
スによる真の道徳教育を行
う。
④歩くことで健康長寿者の
増加、病気老人の減少、健
康保険・介護保険財政の健
全化を図る。
⑤農村部歩行で森林浴と森
林環境保全と過疎対策を図
り、自然キャンプ、グリーン
ツーリズム等を普及する。
⑥歩くまちづくり、中心市街
地活性化、都市と農村の交
流を行う。
⑦歴史古道を媒介とし市町
村の連携支援、地域自立の
道を探る。

各省庁別の政策連携による相
乗効果を新視点から社会実験
を行うことを提案する。（掛川
市の運動をベースに）
①国土交通省－歩く道を媒介
に地域・広域連携、各所・公園
や河川堤防のコースを設定－
国土総合計画行政
②環境省－日本ウォーキング
協会の所管省庁、エコツーリズ
ム、ウォーク効果の研究、環境
保護歩道－環境行政
③文部科学省－歩くことで切
れない子ども育成、北京大学と
国際二宮尊徳思想学会強化
－体育徳育の行政
④厚生労働省－健康長寿者
の増加、病気老人の減少、健
康保険・介護保険財政の健全
化
⑤農林水産省－食（米）と農
（茶）の文化、和食風土尊重、
クラインガルテンの普及－農林
行政
⑥経済産業省－歩くまちづく
り、中心市街地活性化、都市と
農村の交流
⑦総務省－歴史古道を媒介と
し市町村の連携支援、地域自
立の道－自治政策行政

日本救済運動として、全市内、全市民、廻村
的歩行事業を行う。

生涯学習、地域学習、地域振興、経済活性化、健康増進
などの複合的事業に対し、支援施策を集中していただき
たい。

中心市街地活性化については、基本
計画に則って市町村等が実施する商
業活性化事業に対して支援している。

5
イベント等のソフト事業として実施する
ものであれば対応可能。

川崎市
川崎臨海部再生－
アジア起業家村構想

1178 1178010 112320
羽田国際化と連携し
た各種施策の集中

都市再生の推進により、市民
生活の質の向上と地域経済・
社会の活性化を図る、｢まちづ
くり交付金事業｣及び新事業の
創出を通じた地域経済の活性
化や地域の産業集積の維持・
活性化に寄与することを目的と
する｢新事業支援施設整備事
業｣について、地域再生計画の
区域において集中して実施す
る。

地域振興整備公団と連携したビジネス・イン
キュベータ施設の整備及び市街地再生の連
携と地権者等をはじめとする民間事業者と一
体となったまちづくりの推進

京浜臨海地域の再生は本市のみならず、首都圏全体の
再生に資するものである。殊に、アジア起業家村構想の
一つの拠点である川崎殿町・大師河原地域は、民間の創
意工夫を十分に活かした都市開発事業を推進する都市
再生緊急整備地域であり、再拡張・国際化が進められる
羽田空港に隣接し、同空港の神奈川口として一体的な土
地利用の推進が図られる地区であるため、ハード・ソフト
両面からの施策の集中を行い、京浜臨海地域の再生の
先導的な拠点とする。

新事業支援施設整備費補助金交付要
綱

地域における新事業の創出を通じた
地域経済の活性化のために、技術
シーズやアイデアを迅速に事業化する
ことを支援し、将来の地域経済の牽引
役である中小・ベンチャー企業を効果
的・効率的に育成する新事業支援施
設等を整備する地方公共団体等に対
し、国が補助金を交付する。

5

提案における当省の施策の具体的位
置付けと関係省庁の施策との関係が
明確になった段階で、当省の施策の範
囲内で、関係省庁の関係施策との連携
を図る方向を検討する。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、総合的に
予算執行する等工夫することが出来
ないか、検討されたい。

5

提案における当省の施策の具体的位
置付けと関係省庁の施策との関係が
明確になった段階で、当省の施策の
範囲内で、関係省庁の関係施策との
連携を図る方向を検討する。
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磐梯町

仏都・会津のシンボ
ル磐梯町への定住
化構想(過疎地域か
らの脱却のための地
域再生）

1232 1232020 112330
補助金制度の複数同
時実施を可能

各種補助金制度の複数同時
実施が可能なものとすること

土地区画整理事業及び上下水道事業や商業
スペース整備事業､まちづくり総合整備事業等
などの各種補助事業を複数同時に実施するこ
とにより事業の早期完成につながる。

各種補助金制度を複数同時に一括して実施することによ
り事業の早期完成が図られる。

5

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、平成１６年度補助
事業の採択は厳正に行う予定である
が、ご提案に係る事業の応募があった
場合には、個別具体に行われる審査
の結果次第で採択されることがありう
る。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、総合的に
予算執行する等工夫することが出来
ないか。検討されたい。

3

各種補助制度においてはそれぞれ政
策目的があり、補助制度毎に厳正に
採択することから、総合的な予算執
行をすることは困難である。ただし、
個別の補助制度毎の審査結果によっ
ては採択されることがありうる。

愛知県
産業観光資源を活用
した国際交流中枢圏
域の形成

1353 1353010 112340

・各府省支援策の優
先適用及び連携・集
中

当該事業計画を円滑かつ効果
的に推進するため、次のような
各府省の支援策の連携・集中
が求められる。
・国土交通省のＮＰＯ活動支援
等対策事業
・経済産業省・国土交通省等
の中心市街地活性化支援事
業
・国土交通省の観光基盤施設
整備費補助金
・経済産業省（中部経済産業
局）の産業技術地域ネットワー
クミュージアムの整備
・総務省の情報通信基盤整備
事業補助金等
・国土交通省のビジットジャパ
ンキャンペーン事業

具体的な事業計画については、今後関係機関
と調整の上策定するが、基本的な事業項目は
次のとおり。
○産業観光を推進する専門組織としてＮＰＯ
法人を設立。
○対象地域内の市町が実施する産業観光の
振興を目的とした中心市街地活性化事業の推
進。
○対象地域内の産業観光資源を結ぶ観光
ルートの設定、観光案内板の整備。
○経済産業省中部経済産業局等が推進する
産業技術ネットワークミュージアムの整備。
○観光客（外国人観光客含む。）支援のため
の新たな情報提供システムの整備。
○国土交通省中部運輸局等が推進するビジッ
トジャパンキャンペーンの充実強化。

当該事業計画の確実な実施を担保し、最大限の効果を
得るためには、関係府省の連携による優先的かつ集中
的な支援が必要なため。

①産業技術ネットワークミュージアム
のの整備
・産業技術資源を活用しつつ、次世代
を担う若者を主に産業技術に関する
理解の増進や関心の喚起を図ること
を目的に、明治以降の産業技術の発
展過程を整理したコンテンツをWeb上
で体験、関心を持った者が工場、企業
博物館の見学ができるように情報を提
供するもの
・局予算の範囲内で作成可能なWebを
今年度中に整備し情報提供を始める
予定

②中心市街地活性化事業の推進
各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、補助金等
の支援制度も別々に措置。
一方、中心市街地活性化推進室及び
中心市街地活性化連絡協議会を設置
し、関係府省庁間の連携の強化を
図っている。

８

５

①本件は当局を事務局とする産業界、
行政機関等を含めた協議会による取り
組みであり、法令に基づくものでも予算
措置がされているものでもないが、局
において可能な限り整備を進めてい
る。

②中心市街地活性化について、関係
府省庁の統一窓口である「中心市街地
活性化推進室」を設置し、市町村等か
らの問い合わせや相談への対応、各
種情報提供に努めるとともに、関係府
省庁連絡協議会を通じて基本計画に
位置付けられた事業の支援方針等に
ついて協議するなど、関係府省庁の連
携強化を図っている。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、統合的に
予算執行する等工夫することが出来
ないか。検討されたい。

８

５

①本件は当局を事務局とする産業
界、行政機関等を含めた協議会によ
る取り組みであり、法令に基づくもの
でも予算措置がされているものでもな
いが、局において可能な限り整備を
進めている。

②中心市街地活性化について、関係
府省庁の統一窓口である「中心市街
地活性化推進室」を設置し、市町村
等からの問い合わせや相談への対
応、各種情報提供に努めるとともに、
関係府省庁連絡協議会を通じて基本
計画に位置付けられた事業の支援方
針等について協議するなど、関係府
省庁の連携強化を図っている。

宮城県
古川市

緊急経済産業再生
市町村連携事業(古
川市緊急経済産業
再生戦略）

1395 1395010 112350
同一計画に基づく個
別，各年に実施される
事業への支援集中

地域再生のため地域が策定し
た計画の実現に向けて，対象
区域内で異なる民間事業者が
実施する国庫補助対象事業に
対し，総合的な見地から両事
業を一括事業としてとらえ，当
初事業開始時に後続事業も統
一的に支援することが有効で
ある。

　活力ある中心市街地の再生を図るため，「古
川市中心市街地活性化基本計画」及び「ふる
かわＴＭＯ構想」に基づき，平成１６年度と平
成１７年度に実施される二核連携の民間主導
商業施設整備事業。中心市街地の集客力の
向上と周辺小売業等の売上増加及び地域コ
ミュニティとの連携を図るとともに，地域住民
の利便性・快適性の向上を図る。
①緒絶橋プロジェクト（平成１６年度実施予
定）：地域の歴史的資源である酒蔵の空間の
歴史・文化的価値を活かし，食文化をキー
ワードにテナントミックスを行うとともに，地域コ
ミュニティ活用施設を三セク会社㈱醸室が経
産省所管リノベーション補助金を活用し整備。
②台町プロジェクト（平成１７年度実施予定）：
国交省補助事業を活用して整備される再開発
ビルの保留床を三セク会社㈱アクアライト台町
が経産省所管リノベーション補助金を活用し
取得，憩い・潤いや食に着目したシネコン，飲
食店，生鮮食品・物販等の集客効果のある業
種のテナントミックスを行う。
　直接事業効果として，地域に相当数の雇用
創出，集客，販売額が見込まれる他，建設事
業関連，開業に伴う物流関連を加えると＋α
の経済効果。また，この二つの核施設のコラ
ボレーションにより，回遊効果が図られ，既存
中小企業者の積極活用による経済波及効果
や新規投資誘発等の活性化の連鎖が期待さ
れる。

２つの事業は経産省所管リノベーション補助金を活用す
るもであるが，当該二核連携事業は計画地域内で民間
活力を利用し２年間で行われる事業で，どちらかが欠け
ることは地域再生計画に大きな齟齬を生じることになり，
その円滑な事業実施のためにも，総合的な見地から二核
事業を統一支援事業として集中支援が有効である。

中心市街地等商店街・商業集積活性化
施設整備費補助金交付要綱

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱

商業の活性化に資する商業基盤施設
等に対する補助事業

3

複数年度にわたる複数地点の事業を
一括して交付決定することは会計原
則、適正執行の観点から不適当。な
お、事業実施年度に個別の事業箇所
毎に事業内容を審査することが必要。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

複数年度にわたる複数地点の事業を
一括して交付決定することは会計原
則、適正執行の観点から不適当。な
お、事業実施年度に個別の事業箇所
毎に事業内容を審査することが必
要。

飯山市
地域の宝を活かす賑
わい創出・旅産業お
こし

1311 1311080 112360
農産物直売のための
空店舗活用

・地元農産物を地元で売る、
「地産・地消」のしくみとして、
中心商店街などの空店舗を活
用して農産物直売所を整備す
るための支援をお願いしたい。

・中心商店街の空洞化による空店舗を農産物
直売所としてリニューアルするための取得費・
改装費・運転資金を実施者に支援したい。

・中心商店街の空洞化による空店舗の活用及び地元農
産物の地元での販売を可能とするため空店舗を農産物
直売所とするための取得費・改装費・運転資金を実施者
への支援策をお願いしたい。

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱

空き店舗を活用した商店街活性化事
業に対する支援策として商店街等活
性化事業、コミュニティ施設活用商店
街活性化事業の補助制度を実施して
いる。

５：現
行の
規定、
取扱
い等
により
既に
実現
が可
能

商店街の活性化に資する目的で実施
する当該事業は、商店街組織が事業
実施者となるのが妥当。商店街組合等
が農業関係団体と連携して産直ショッ
プなどの空き店舗対策事業を実施する
ことは可能。

要望内容は実現可能か確認された
い。

５：現行の規
定、取扱い
等により既に
実現が可能

商店街の活性化に資する目的で実施
する当該事業は、商店街組織が事業
実施者となるのが妥当。商店街組合
等が農業関係団体と連携して産直
ショップなどの空き店舗対策事業を実
施することは可能。

大津町
「からいも」が育む地
産地消～地産地消
による地域再生～

2062 2062020 112370 空店舗対策 起業支援として財政支援 空店舗等を活用する場合の財政支援
農業生産者等が農産物、加工品等の販売等を行う場合
の財政的支援が必要なため

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱

空き店舗を活用した商店街活性化事
業に対する支援策として商店街等活
性化事業、コミュニティ施設活用商店
街活性化事業の補助制度を実施して
いる。

５：現
行の
規定、
取扱
い等
により
既に
実現
が可
能

商店街の空き店舗を活用して商店街の
活性化に資する目的で実施する事業
は、商店街組織が事業実施者となるの
が妥当。商店街組合等が農業関係団
体と連携して産直ショップなどの空き店
舗対策事業を実施することは可能。

要望内容は実現可能か確認された
い。

５：現行の規
定、取扱い
等により既に
実現が可能

商店街の空き店舗を活用して商店街
の活性化に資する目的で実施する事
業は、商店街組織が事業実施者とな
るのが妥当。商店街組合等が農業関
係団体と連携して産直ショップなどの
空き店舗対策事業を実施することは
可能。
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茨城県

『鹿島経済特区』推
進プロジェクト構想
（＝コンビナート地域
再生プロジェクト）

1276 1276090 112380

次世代エネルギー供
給プラント（水素、ＤＭ
Ｅ等）に対する補助金
の重点配分

　次世代エネルギー（水素、Ｄ
ＭＥ）生産・供給の（実証）プラ
ント等に対する経済産業省資
源エネルギー庁にかかる新エ
ネ関連補助金の重点的配分。

　次世代エネルギーとしての期待される水素
やＤＭＥ等の生産・供給拠点としての基盤づく
りに向け、各種（実証）生産プラントのモデル
地区として各種事業を展開し、２１世紀を担う
エネルギー拠点の形成を促進する。

　鹿島コンビナートには鉄鋼、石油精製等水素供給源と
なりうるポテンシャルと、またサハリンプロジェクト計画な
どを活かせる立地を有している。今後次世代新エネル
ギーへの転換は地球環境保護の観点からも重要であり、
その推進に当たり生産・供給拠点としてのポテンシャルを
有する地区に補助の集中を図ることが必要である。

（水素生産プラントの実証）
　環境性能、エネルギー総合効率等
のデータや技術的課題など、開発・普
及に必要となる基礎的情報を得るた
め、技術の進展を踏まえつつ、燃料電
池自動車の公道走行試験、水素供給
ステーションの実証運転等を行ってい
る。

（ＤＭＥ製造プラントの実証）
　ＤＭＥを直接合成する技術開発に対
する支援を実施しているところ。

（水素
生産
プラン
トの実
証）
３

（ＤＭ
Ｅ製造
プラン
トの実
証）
３

（水素生産プラントの実証）
　燃料電池・水素については、エネル
ギー安定供給・環境負荷低減等に資す
る技術であり、当省としても予算を重点
的に配分している。
　水素の生産・供給プラントに係る実証
については、「固体高分子形燃料電池
システム実証等研究」事業において実
施している。
　しかし、本提案が実証研究実施地域
の追加を求めるものであるとすれば、
新たな財政措置を伴うことから不可
能。

　
(ＤＭＥ製造プラントの実証)
　ＤＭＥを安価、大量かつ効率的に直
接合成する製造方法については、
既に実証プラントによる試験を実施中。
　しかし、本提案が実証研究実施地域
の追加を求めるものであるとすれば、
新たな財政措置を伴うことから不可
能。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

（水素生産プ
ラントの実
証）
３

（ＤＭＥ製造
プラントの実
証）
３

（水素生産プラントの実証）
　燃料電池・水素については、エネル
ギー安定供給・環境負荷低減等に資
する技術であり、当省としても予算を
重点的に配分している。
　水素の生産・供給プラントに係る実
証については、「固体高分子形燃料
電池システム実証等研究」事業にお
いて実施している。
　しかし、本提案が実証研究実施地
域の追加を求めるものであるとすれ
ば、新たな財政措置を伴うことから不
可能。

（ＤＭＥ製造プラントの実証）
ＤＭＥを直接合成する技術開発につ
いては、限られた予算と期間であるた
め、現在、プラントを設置している地
域において実証運転研究を確実に実
施し、所期の目標を達成することが妥
当。研究地域の追加は、新たな財政
措置を伴うことから不可能。

京都府
観光都市ｋｙｏｔｏケー
タイサポート構想

2056 2056080 112390
観光地における電線
類地中化の促進

来年度から国の新たな５カ年
計画が策定される中、電線類
地中化整備について、地方公
共団体の要望を踏まえた計画
内容とするとともに、計画に基
づき、予算を重点的に措置

・現在、整備を希望している箇所が相当数ある
ことから、観光地を中心に電線類地中化事業
の大幅な促進を図る。

・魅力ある観光地づくりを進めるために、美しい景観の形
成が重要な課題となっているが、地上に林立する電柱や
電線類は景観を損なうものとして、国内外の観光客等か
ら改善を求める声も強く、地中化の促進を図っていく必要
がある。

6
電柱の地中化は道路の利用の仕方に
係る問題であり、当省として主体的に
措置をすることは難しい。

天栄村

再生可能エネルギー
の導入による、森を
単位にした地域再生
計画

1075 1075100 112400
地域再生計画実現の
ための各種施策の集
中

ダムのない中小水力発電、雪
氷熱・地熱・バイナリー発電の
導入促進を実現するために、
経済産業省関係補助事業ＮＥ
ＤＯ及びＮＥＦ並びに(財)電源
地域振興センター等の各種支
援事業の集中的な採択をお願
いいたしたい。

本計画に示すダムの無い中小水力発電、雪
氷熱・地熱・バイナリー発電の導入促進及び
地域エコネットワーク研究会の設置、環境カウ
ンセラー・森林カウンセラーの育成による環境
教育のための人づくり事業、食物リサイクル施
設やエコハウスの整備のよる環境教育の推進
は、経済産業省関連法律に基づく目的達成の
ためのモデル事業となり得る事業であり、事業
を実現するためにの各種施策の集中的な支
援をお願いいたしたい。

本計画に示す事業実現のために、ソフトとハードの両面
からの支援が得られる経済産業省関連法律に基づく各
種施策の集中的な支援をお願いいたしたい。

経済産業省としては、ダムの無い中小
水力発電、雪氷熱・地熱・バイナリー
発電等の導入促進を図るため、ＮＥＤ
Ｏ及びＮＥＦ、また財団法人電源地域
振興センター等への補助金等を通じ
て、各種支援事業を措置している。

8

ダムのない中小水力発電、雪氷熱・地
熱・バイナリー発電の導入を促進する
ためにＮＥＤＯ及びＮＥＦ並びに(財)電
源地域振興センター等が行う各種の支
援事業について、いかなる事業を選択
するかについては、独立行政法人たる
ＮＥＤＯ及びＮＥＦ、また財団法人電源
地域振興センターが判断することであ
り、当省は回答する立場にない。

要望の趣旨を関係団体に伝えられた
い。

8 要望については関係団体に伝える。

福井県
原子力・地域産業共
生構想

1084 1084010 112410
エネルギーに関する
環境整備

・原子力技術研究開発の中核
施設および国際的原子力研修
センターの立地
・県内大学および研究機関等
の原子力エネルギーに関する
高等教育、研究環境の整備

・原子力技術研究開発の中核施設および国際
的原子力研修センターの立地
・県内大学および研究機関等の原子力エネル
ギーに関する高等教育、研究環境の整備

　原子力についての研究開発、人材育成、産業の創出・
育成の拠点として整備するためには、原子力技術研究開
発等の集積が必要である。

発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的として、電
源地域の地方公共団体が実施する各
種事業の費用に充てるため交付され
るものである。２００３年１０月には、複
数あった交付金を統合して、交付手続
きの簡素化を図るとともに、交付対象
事業を大幅に拡充したため、地方公共
団体は実施する事業を幅広く選択する
ことが可能となっている。

5

各事業が交付対象となるかについては
個別具体的に検討する必要があるもの
の、２００３年１０月に創設された電源立
地地域対策交付金は、従来の交付金
よりも交付対象事業を大幅に拡充して
おり、地方公共団体が実施を望む事業
については、一般論としてその交付対
象事業とすることが可能となっている。

富岡町

「原子力との共生」電
力生産地と消費地と
の恒常的役割の付
加

1153 1153010 112420 原子力との共生
国の電力生産地に対する中央
との共存の支援

原子力立地との共存共栄を図り、原子力政策
の円滑な相互理解の醸成

電源開発促進税法第１条
発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的として、電
源地域の地方公共団体が実施する各
種事業の費用に充てるため交付され
るものである。２００３年１０月には、複
数あった交付金を統合して、交付手続
きの簡素化を図るとともに、交付対象
事業を大幅に拡充したため、地方公共
団体は実施する事業を幅広く選択する
ことが可能となっている。

5

各事業が交付対象となるかについては
個別具体的に検討する必要があるもの
の、２００３年１０月に創設された電源立
地地域対策交付金は、従来の交付金
よりも交付対象事業を大幅に拡充して
おり、地方公共団体が実施を望む事業
については、一般論としてその交付対
象事業とすることが可能となっている。

Ｗ・ＰＡＣプ
ロジェクト

モデルファームプロ
ジェクト

3039 3039030 112430
既存農業者が新経営
体に参加する場合の
適切な支援策

既存農業者の問題解決と新経
営体の経営の自立継続に向け
た適切な支援策を集中的に実
行する。

・既存農業者の経営再編
・既存債務等の処理
・新しい経営モデルの収支確立
（効果）民間単独ではできない既存農業の阻
害原因の除去と新経営体への支援による自
立と継続が可能になる。

・補助金等の統合及び採択基準、対象、利用条件等の改
善、新しい支援策の創設

6 当省の所管外であるため。

東広島市
合併に伴う都市機能
の再編成

2039 2039070 112440
国合同庁舎建設のた
めの省庁間の調整

各地方機関の合同庁舎の早
期建設のための各省庁間の調
整。

各地方機関の施設・敷地の狭隘化の解消を
図るため、中心市街地への合同庁舎建設。

地方機関が市内各所にバラバラに存在しており、また、
施設・敷地の狭隘化が課題となっている。

5
中国経済産業局及び中国四国鉱山保
安監督部の両方とも合同庁舎にある。
なお、合同庁舎は広島市にある。
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11　経済産業省　再検討要請

15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

横浜市
ナショナルアート
パーク構想

1253 1253060 112450
文化芸術基盤施設整
備

映像コンテンツのデジタルアー
カイブセンター、大学、デジタ
ル映像スタジオ、国際文化芸
術学術交流施設等の文化芸
術基盤施設の整備を行う。

文化芸術基盤施設が設置されることにより、
文化芸術関連事業者を誘致しやすくなり、映
像コンテンツ産業やエンターテイメント産業を
振興することができる。

今後成長が期待される映像コンテンツ産業やエンターテ
イメント産業の振興には、人材育成機関やスタジオ、交流
施設等の設置が不可欠である。

- - 3 -
ご提案については、新たな予算措置が
前提であり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3 -
ご提案については、新たな予算措置
が前提であり、不可能。

環境エコセ
ンター（有）

エコ肥料事業 3011 3011040 112460
地域中小事業の育
成、コンテナターミナ
ルの利用

地域経済を発展させる為に
は、物流を増大させる施策も必
要である。地域的特性を生か
した港湾物流を利用し、活用す
る。又地域の雇用促進にも寄
与できる。

コンテナターミナルの近隣にエコセンターを建
設し、施設利用を促進する。

地域経済発展のため 6

港湾施設の建設や利用促進に関する
ことは経済産業省所管ではなく、地域
新規産業創造技術開発（費補助金）に
ついても、実用化技術開発を支援対象
とする事業であり、港湾施設の建設や
利用促進に対する支援事業ではない。

栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211030 112470

産業再生機構、中小
企業再生支援協議
会、整理回収機構等
の連携

足利銀行の一時国有化による
本県経済の停滞を防ぐために
は、経営不振に陥っている企
業を、迅速かつ集中的に、１社
でも多く再生させる必要がある
ことから、産業再生機構、中小
企業再生支援協議会、整理回
収機構、日本政策投資銀行を
はじめとする政府系金融機関
が相互に連携し、より効果的な
支援が可能となるよう、これら
関係機関によるネットワークを
構築する。

経営不振に陥った企業を再生させていくこと
は、県内経済の活性化に不可欠な方策であ
る。規模、業種等により企業再生の形態も
様々であることから、産業再生機構、中小企
業再生支援協議会、整理回収機構、日本政
策投資銀行をはじめとする政府系金融機関が
相互に緊密な連携を図り、それぞれの支援機
能を最大限に発揮していただくことが重要であ
る。そこで、各機関担当者による連絡調整組
織の整備により、各種支援施策の実効性を確
保するものである。

産業再生機構、中小企業再生支援協議会、整理回収機
構、政府系金融機関が組織の壁を越えて相互に連携を
図ることにより、県内企業に対する各種の再生支援の取
組が迅速かつ効果的に実施されるようになる。

株式会社産業再生機構法第59条
（預金保険機構・整理回収機構・産業再
生機構の協力）

栃木県内の金融・経済の安定を目的
として、関東財務局、関東経済産業
局、県、商工団体、政府系金融機関な
ど金融・経済に関係する機関で構成す
る「栃木県金融・経済安定連絡協議
会」が設置されている。

預金保険機構、整理回収機構及び産
業再生機構の密接な連携を図るた
め、「預金保険機構・整理回収機構・
産業再生機構連絡会」が設置されて
いる。

中小企業の再生については、中小企
業再生支援協議会を軸として、政府系
金融機関、産業再生機構、整理回収
機構など関係機関と連携を図りながら
対応している。

5

足利銀行においては、産業再生機構、
中小企業再生支援協議会、整理回収
機構等の様々な方法を活用して、積極
的に企業再生に取り組むものと考えて
いる。
この際、38.にあるような枠組みを活用
しつつ、適切に対応。
また、栃木県において、県内企業に対
する再生支援のため、産業再生機構
等関係機関の連絡調整組織の整備を
行う場合には、経済産業省としても関
係機関と協力してまいりたい。

要望内容は実現できるのか。
1（地域に限
定して対応）

Ⅶ(運用
で対応)

栃木県から地域再生構想の提案
を受け、栃木県内企業に対する再
生支援を含む各種施策を集中・連
携して行うため、「栃木県金融・経
済安定連絡協議会」に産業再生
機構等が新たに参加することとし
たところ。
今後、地域再生計画の認定を踏
まえ、関係機関から連携状況につ
いて定期的に報告を求めつつ、関
係機関の連携を一層強化するよう
適宜適切に働きかけを行うほか、
当該地方公共団体からの要請等
に応じ、企業再生実務に関する説
明会に対し、同機構等が連携して
専門家を派遣する等、集中的に
支援を行う。

三島町
森林業のビジネス
チェーン再構築によ
る地域再生構想

1098 1098020 112480
複数省庁にまたがる
施策の連携と集中的
実施

農林水産省、総務省、文部科
学省、厚生労働省、経済産業
省、国土交通省、環境省の連
携で行われている「都市と農山
漁村の共生・対流推進会議」
の機能を強化し、現在個別に
実施されている施策を統括的
に活用できるようにする。

そのための相談、申請窓口と
事務機能を推進会議内もしく
は地域再生本部等の適切な機
関内に設ける。

本地域おいては、「エコツーリ
ズム」の推進を目的とした各省
庁の施策を統括的かつ集中的
に実施する。

支援措置番号１において策定したアクションプ
ログラムに基づき、「森林環境を活用したビジ
ネスモデル創造プロジェクト」を推進する。

特に本地域おいて有能な人材を多く保有し、
短期間での成果が期待される「エコツーリズ
ム」におけるビジネスモデルづくりを推進する。

アクションプログラムの継続的な実施を実現す
る人材を確保するため、有能な人材の誘致を
行うと共に、官民問わず地域の有望な若者を
中心に、実践的な教育を実施する。

これにより、本地域に不足しているツアーコー
ディネーターやツアーオペレーターといった、
エコツーリズムに関するプロの人材を創出し、
さらに効果的な施策を実施することのできる公
共スタッフを創出する。

本来複合的な産業である「エコツーリズム」の促進を実現
するためには、既存の省庁の枠組みを超えた支援が必
要となる。

そのため、現在「都市と農山漁村の交流・対流推進会議」
が設置されているが、各省庁の施策を統括的に運用する
までには至っていない。

この問題を解決するため、政府内に地域再生構想の内
容に即したワンパッケージ型の支援策が実施できる、統
括的な運用機関の設置を望む。

①都市と農山漁村の共生・対流
都市と農山漁村の共生・対流に関する
副大臣プロジェクトチーム設置要領

①都市と農山漁村の共生・対流
関係７省の副大臣によるプロジェクト
チームが設置されているところ。（平成
１４年９月１２日設置）
関係省庁は、総務省、文部科学省、厚
生労働省、農林水産省、経済産業省、
国土交通省、環境省である。

②エコツーリズム
平成１５年度より、企業・市民等が連
携して経営感覚に基づいて行う地域に
根ざした環境配慮活動への支援策を
開始

①都
市と農
山漁
村の
共生・
対流
　
5
②エコ
ツーリ
ズム
　
5

①都市と農山漁村の共生・対流
引き続き副大臣プロジェクトチームの枠
組みを活用し、各省の施策の連絡調整
やその情報発信に努めていく。

②エコツーリズム
平成１５年度より、企業・市民が連携し
て経営感覚に基づいて行う地域に根ざ
した環境配慮活動への支援策（環境コ
ミュニティビジネス）を開始。支援を行う
かどうかは個別具体的に判断する必要
があるが、一般論として、その対象とし
ては、地域で行うエコ・ツーリズムも含
みうる。

滝根町
「あぶくま洞（鍾乳
洞）」を核とした活力
ある観光地づくり

1137 1137060 112490
観光振興に活用する
補助制度の整理統
合・一元化

　各省庁の補助金で、観光振
興に活用できる補助金を整理
統合する。
　あるいは、各種施策を連携集
中する。

鍾乳洞を中心とした体験型学習施設、学びの
拠点を整備する。

　観光振興目的の補助金制度というものは存在せず、農
林水産省の「中山間地域総合整備事業」をはじめとした
各省庁の補助金制度から目的に叶うものを見つけ出して
なんとか施設整備をしている状況である。

- - 6 -

観光振興は我が国の活性化にとって
非常に重要であると認識しており、昨
年７月に観光立国行動計画が策定さ
れ、当省としても積極的に取り組んでま
いる所存である。同計画の中で、各省
庁の取り組むべき政策課題がまとめら
れている。今回の提案については、同
計画の中で、当省が対応すべきとされ
ておらず、担当でない。

平田村
平田ICを活用した地
域活性･交流促進事
業構想

1271 1271060 112500

本構想の実施にあた
り、国土交通省･環境
省･農林水産省･経済
産業省・総務省･文部
科学省などの公園整
備･基盤整備･地域活
動に係る助成･支援策
の一元化

同一地域で行われる同一また
は類似の政策目標を有する複
数の施策であって、複数の府
省に所管がまたがっているも
のについて、それらの施策を統
合して実施し、または進行管理
を調整する。

平田村の美しい自然や環境、多彩な産業展開
への取り組みを背景に、あぶくま高原道路平
田IC整備のインパクトを生かして、持続発展的
な地域経済の活性化と、周辺市町村はもとよ
り広域的な観光･文化交流を促進するため、
平田IC周辺地域においてハード･ソフト両面か
ら、①『道の駅ひらた』整備計画、②『あぶくま
高原ファミリー牧場』整備計画、『ほたるの里』
河川公園整備計画に取り組むものです。

同じような施策内容であるにもかかわらず、府省が異なる
と手続きも異なり、またその調整にも多大な時間と手間を
要することから、大きな特定目的の施策の場合は、内容
の統合化と窓口の一本化をしていただきたい。

- - 6 - 当省の所管ではない。
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47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

あさぎり町
石倉を拠点とした駅
前商店街の活性化

2161 2161020 112510
地域資源を利用した
まちづくりに対する財
政支援

石倉を活用したまちづくりは、
商店街の活性化、文化遺産の
保存、観光振興など多様な効
果が期待されるため、所管省
庁の枠を越えた財政措置の検
討をお願いしたい。

免田駅前商店街の活性化策の一つとして、地
域にある石倉を資料館、ギャラリーホール、店
舗等に改造し利用することを検討している。ま
た、他の地区にある石倉をここに移設すること
により、石倉を活用したまちづくりに展開する
ことも検討中である。

石倉の移設等には多額の費用が必要であり、財政が厳
しい中で事業を進めていくためには国の財政支援が必要
である。

中心市街地等商店街・商業集積活性化
施設整備費補助金交付要綱

商業の活性化に資する商業基盤施設
等に対する補助事業

3

厳しい予算制約の中で、政策効果を最
大化する観点から、補助要件・補助対
象を決定。補助要件・補助対象の見直
しについては新たな予算措置が前提と
なり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

当該補助金の目的は商業の活性化
であり、文化遺産の保存は目的では
ない。厳しい予算制約の中で、政策
効果を最大化する観点から、補助要
件・補助対象を決定。補助要件・補助
対象の見直しについては新たな予算
措置が前提となり、不可能。

福島県
ベンチャーランドふく
しま

1197 1197010 112520
各省庁間の産業創出
プロジェクトの効果的
な活用

文部科学省の都市エリア産学
官連携促進事業、独立行政法
人科学技術振興機構の地域
結集型共同研究等と、経済産
業省の産業クラスター推進計
画に基づく地域コンソーシアム
等の補助事業の一括した採
択。

都市エリア産学官連携促進事業、地域結集型
共同研究等と、経済産業省の産業クラスター
推進計画に基づく地域コンソーシアム等の補
助事業を一体的に行うことことにより、県が主
体的かつ迅速に産業創出に対する支援が可
能となる。

文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構の事業
は、大学等が持つシーズを膨らませる事業であり、その
後については各県で事業化に向けての努力が求められ
るが、ここに経済産業の産業クラスター推進計画を組み
合わせることにより、効率的な新事業の創出を図る。

「産業クラスター計画」
「平成１５年度地域新生コンソーシアム
研究開発事業公募要領」

「産業クラスター計画」
　経済産業省では地域経済を支え、世
界に通用する新事業が次々と展開さ
れる産業集積（産業クラスター）の形
成を目指して、「産業クラスター計画」
を推進。全国１９プロジェクト、約５０００
社の世界市場を目指す中堅・中小企
業、約２００大学の参画を得て、産学
官の広域的な人的ネットワークの形成
等を進めているところ。

「地域新生コンソーシアム研究開発事
業」
　地域において新産業・新事業を創出
し、地域経済の活性化を図るため、大
学等の技術シーズや知見を活用した
産学官の強固な共同研究体制（地域
新生コンソーシアム）の下で、実用化
に向けた高度な研究開発を実施。

5 －

１．経済産業省と文部科学省は、それぞれ
「産業クラスター計画」と「知的クラスター創
成事業」等を進めており、
(1)経済産業省では、企業を中心とした実用
化技術開発（地域新生コンソーシアム研究
開発事業等）など産学官連携事業を推進
し、新事業の創出を図る
(2)文部科学省では、大学等公的研究機関
を中心とした基礎的研究分野における産学
官共同研究（知的クラスター創成事業等）を
推進し、新技術シーズの創出を図る
という役割分担の下、施策の重複を避けつ
つ、両省が一致協力して、地域における産
学官連携を推進しているところ。
２．両省は、総合科学技術会議など内閣の
要請も踏まえ、
(1)関係地方自治体と経済産業省、文部科
学省の両省が参加する「地域クラスター推
進協議会」を地域毎に設置するほか、
(2)地域毎に両省の事業の成果に関する「合
同成果発表会」を年１回程度開催し、関係
事業の参加者の間で情報交換を行うなど、
連携体制を構築することとしているところ。
　本提案については、このような体制へ積
極的に参画して頂くことにより、知的クラス
ターからの新技術シーズの提供、産業クラ
スターからの市場ニーズのフィードバックが
行われるなど、具体的な連携を図ることが
できると考えているところ。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3

本制度は、“各地方局毎”にそれぞれ
優良案件を採択するスキームとなっ
ていることから、地域再生計画の認定
地域の有無にかかわらず、優良案件
であれば支援することは可能。
　地域再生計画の認定地域に支援を
集中することは認定地域以外を排除
することとなり、新たな予算措置が前
提となり不可能。

島根県
島根県新産業創出
プロジェクト
～ネオたたら構想～

2131 2131010 112530

自治体主導の新産業
創出に対する一元的
な支援（施策の一本
化）

▼科学技術振興・産業振興を
目的とした各種支援施策のう
ち、文部科学省においては大
学が研究主体となる基礎的研
究を主対象とした制度であり、
また、経済産業省においては
民間企業が事業主体となる商
品開発を主対象とした制度と
なっている。
▼ついては、将来の民間企業
への技術移転を前提として地
方自治体が中心となって行う
市場調査、研究開発・技術応
用、事業化促進などによる一
連の地域産業振興に対する国
の支援施策の一本化を提案す
る。

▼新産業創出のための新機能材料の研究開
発事業

　県産業技術センターのプロジェクトチームを
中心にアメリカテキサス州との技術交流など
により新技術・新素材を開発し、県内企業等
への技術移転を経て、３年後（H１８年度末）に
商品化予定。素材そのものやそれを応用した
製品の県内での事業化（製造・商品展開）と拡
大を目指す。

　文部科学省・経済産業省の支援施策では、対象分野や
実施主体、研究目的等が一致しておらず、本県が展開し
ようとしている技術開発を中心とした一連の産業振興施
策では活用しづらい。
　国の支援施策が一元化されれば、より効率的な国と地
方自治体との協調・協力関係のもとで早期の地域産業の
活性化（＝地域再生）が実現する。

「産業クラスター計画」
「平成１５年度地域新生コンソーシアム
研究開発事業公募要領」

「産業クラスター計画」
　経済産業省では地域経済を支え、世
界に通用する新事業が次々と展開さ
れる産業集積（産業クラスター）の形
成を目指して、「産業クラスター計画」
を推進。全国１９プロジェクト、約５０００
社の世界市場を目指す中堅・中小企
業、約２００大学の参画を得て、産学
官の広域的な人的ネットワークの形成
等を進めているところ。

「地域新生コンソーシアム研究開発事
業」
　地域において新産業・新事業を創出
し、地域経済の活性化を図るため、大
学等の技術シーズや知見を活用した
産学官の強固な共同研究体制（地域
新生コンソーシアム）の下で、実用化
に向けた高度な研究開発を実施。

5 －

１．経済産業省と文部科学省は、それぞれ「産業
クラスター計画」と「知的クラスター創成事業」等を
進めており、
(1)経済産業省では、企業を中心とした実用化技
術開発（地域新生コンソーシアム研究開発事業
等）など産学官連携事業を推進し、新事業の創出
を図る
(2)文部科学省では、大学等公的研究機関を中心
とした基礎的研究分野における産学官共同研究
（知的クラスター創成事業）を推進し、新技術シー
ズの創出を図る
という役割分担の下、施策の重複を避けつつ、両
省が一致協力して、地域における産学官連携を
推進しているところ。
２．両省は、総合科学技術会議など内閣の要請も
踏まえ、
(1)関係地方自治体と経済産業省、文部科学省の
両省が参加する「地域クラスター推進協議会」を
地域毎に設置するほか、
(2)地域毎に両省の事業の成果に関する「合同成
果発表会」を年１回程度開催し、関係事業の参加
者の間で情報交換を行うなど、
連携体制を構築することとしているところ。
　本提案については、このような体制へ積極的に
参画して頂くことにより、知的クラスターからの新
技術シーズの提供、産業クラスターからの市場
ニーズのフィードバックが行われるなど、具体的
な連携を図ることができると考えているところ。

提案者の構想する事業要望に沿って
円滑に実施できるように、関係各省の
間で連携して予算執行する等工夫す
ることができないか、検討されたい。

5

経済産業省「産業クラスター計画」と
文部科学省「知的クラスター創成事
業」については、平成１４年度から具
体的連携を図っており（具体的には先
に記述）、現在２年目にあたる。
なお、両省の連携の内容について
は、各地域毎に異なることから、提案
者自ら各地域の「地域クラスター推進
協議会」等に積極的にご参加頂くこと
により、当該地域の支援のあり方等
を検討したい。

福岡市
福岡アジアビジネス
交流拠点都市構想

2079 2079010 112540
対日直接投資総合案
内窓口の地方への設
置

現在、東京のみに設置されて
いる対日直接投資総合案内窓
口を、対内投資を促進する地
域にも設置し、関係省庁の地
方出先機関の対内投資担当
窓口を一元化することにより、
中国や韓国をはじめとした海
外からの進出に対応する。

本市では、外国企業の進出支援のためのワン
ストップサービス機能を持つ「アジアビジネス
支援センター」を設置する予定であるが、同セ
ンターと関係省庁の地方出先機関の対内投
資担当窓口との連携により、より効果的な外
国企業の誘致を図る。

地方に進出してくる外国人事業者にとって、日本で事業
を実施する際に必要となる手続きは煩雑で分かりにくく、
具体的に進出を検討する際の障害となっている。そのた
め、地方における対内投資の促進にはこのような総合案
内窓口機能が必要である。

「対日直接投資総合案内窓口の設置・
運営に関する基本的考え方」（平成１５
年５月２３日対日投資会議議長決定）に
基づく「経済産業省における対日直接投
資総合案内窓口の運営に関する規則」

平成１５年５月末より「対日直接投資
総合案内窓口」を設置し、投資に関す
る施策や、一般的な投資に関する許
認可等の手続等についての情報提供
を開始している。

5

各省庁に設置されている「対日直接投
資総合案内窓口」は、民間事業者だけ
でなく、各地方自治体又は関連機関か
らの照会も受け付けており、既に地方
自治体からの問い合わせ等に対応して
いる。

提案者は、対日直接投資総合案内窓
口の地方における設置を要望してお
り、これについて検討し回答された
い。

5

平成15年５月に、各省庁及びＪＥＴＲ
Ｏに設置した「対日直接投資総合案
内窓口」において、既に民間事業者
だけでなく、各地方公共団体及び関
係機関等からの照会も受け付けてお
り、地方公共団体からの問い合わせ
等にも対応している。今後、現行制度
において地方自治体から利用しづら
い点があるのであれば、必要に応じ、
関係省庁の地方支分部局にも同様の
窓口を設置することも含めて検討して
いくこととしたい。

非特定営利
法人：名古
屋エアーフ
ロント協会

名古屋エアーフロン
ト・プロジェクト Ⅱ

3045 3045010 112550
正しいＦＢＯの発展の
ため、行政による基準
等の設定

一元化後の名古屋空港は一
部コミューターを除けばGA専
用の空港となる。現在の空港
ビルでは対応できない事柄が
多く出てきてFBOが対応しなけ
ればならない。そのためには
人・物に対する投資が迫られる
が、我国にはFBOの概念が無
いため業界として方針が見出
せない。我国では構内事業とし
てバラバラに監理監督されて
いるためＦＢＯとしての有機的
な指導が行われない。最も底
辺の人達（自家用機等）の発
展のため基準等の整備を要請
する。

一元化後の名古屋空港にグローバル概念に
基づいたＦＢＯを構築する。国内の自家用機
はもとより、事業会社に対するサービスが提供
されなければならないが、国際ビジネス機も網
羅するホスピタリティーに満ちたＦＢＯｶﾞグロー
バル・スタンダードに立って構築されなければ
ならない。

FBOのサービスの多くは構内事業としてバラバラに統括
されている。ＦＢＯとして有機的に纏め上げ新しい事業概
念を構築しなければならない。

6 当省の所管外であるため。
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大津町
「からいも」が育む地
産地消～地産地消
による地域再生～

2062 2062010 112560 特産品の開発
からいもを使ったまったく新し
い製品開発のための財政支
援・大学、企業との連携支援

工業製品としての商品開発・地域特産物とし
ての加工品の開発

工業製品としての開発や地域特産品としての商品には、
大学や企業の連携と開発支援として財政的な支援が必
要であり単独では困難なため

当該補助金は平成１６年度予算とし
て、地場産業活性化のため、国が直
接民間団体等に対して全国的に支援
を行うため、１２．２億円の新規計上を
行っているものである。今後、本制度
のＰＲ、事業計画の募集、審査の上、
１６年度予算の成立時期を目処に、予
算の範囲内で事業採択を行うこととな
る。
なお、支援の対象は、地場産業に属す
る中小企業、組合等が行う地域の資
源等を活用した新商品開発、販路開
拓等の事業であり、国が事業費の１／
２を補助するもの。

5 　
当該提案の事業については、１６年度
地場産業等活力強化事業費補助金を
活用し得る可能性がある。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3 　

当該提案の事業については、１６年
度地場産業等活力強化事業費補助
金を活用し得る可能性がある。地域
再生計画の認定地域に支援を集中
することは認定地域以外を排除する
ことになり、新たな予算措置が前提に
もなり不可能。

西郷町
隠岐の自然を活かし
た地域再生

2065 2065050 112570
産官学の連携による
教育・研究ネットワー
クの構築

・企業が行う研究開発、行政が
行う研究開発、教育関係者が
行う研究について、隠岐島後
で行う海洋研究については組
織間のネットワークを構築する
ため、関係省庁の連携が必要
である。

・企業や大学の研究開発部門が誘致しやすく
なるようにし、産官学一体となった海洋研究を
行う環境を創り出す。

・教育関係や企業の研究機関が集中する都市部では、
組織間のネットワークを構築することは容易であるが、離
島では不利である。隠岐島後での海洋開発や海の教育
に絞り関係各省庁の連携により、ネットワークを構築し企
業や大学の研究部門の誘致が促進されるようにし、交流
人口の拡大を図る。

6 当省の所管外であるため。

茨城県
つくば広域都市圏活
性化プロジェクト

1277 1277060 112580
新エネルギーを用い
た環境共生住宅地の
形成

　環境に配慮した良好な住宅
地を形成するため，新エネル
ギーを導入した環境共生の住
宅の建設にかかる補助事業を
連携して実施する。

　つくばエクスプレス沿線地域において，新エ
ネルギーを導入し，地球環境や資源の有効利
用，自然環境の保全等環境に配慮した先進的
な住宅の建設を促進し，郊外における新しい
住まい方を積極的に提案する。

各事業の受付の窓口や適用条件等がそれぞれ異なるた
め，本地域のように総合的に事業を行なう上で円滑に事
業を実施していくために，窓口を一本化して環境共生や
新エネルギーの施策に関する手続や助言を一括して行
なう等の施策向上を要望する。

①地域エネルギー開発利用事業（地域
新エネルギー導入促進対策）
②住宅用太陽光発電導入促進事業

①地域において新エネルギーの大規
模・集中導入等、先進的な取組等を行
う地方公共団体等に対して、事業費の
一部を補助している。
②太陽光発電の早期自立化を促進す
るため、住宅用太陽光発電システムを
設置する者に対する補助を実施してい
る。

3

地域新エネルギー導入事業は、地方
公共団体等が行う先進的な新エネル
ギー導入事業等を補助するものであ
り、環境共生型住宅の建設は補助対
象とならない。また、住宅用太陽光発
電導入促進事業は個人向けの制度で
あり、住宅供給者に対する制度ではな
く、補助対象とならない。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

目的の異なる支援制度・組織の一元
化は困難である。
さらに、本提案にある環境共生型住
宅の建設においては、地域新エネル
ギー導入事業が地方公共団体等が
行う先進的な新エネルギー導入事業
等を補助するものであって対象となら
ず、また、住宅用太陽光発電導入促
進事業は個人向けの制度であり、住
宅供給者に対する制度ではなく、補
助対象とならない。

愛知県
あいち・なごやモノづ
くり産業振興構想

1354 1354030 112590
受託研究における機
器の継続使用の容易
化

受託研究で使用した機器の受
託研究終了後の取扱いは委託
元機関の要請により処理をし
ているが、委託元機関によって
取扱い方法や手続きが異なる
ため、事務処理が煩雑になっ
ている。受託期間終了後も委
託先が引き続き機器を使用し
て同様の研究をさらに推し進
める場合、無償譲渡が選択で
きるようにし、手続きを容易化
する。
【取扱い例】ＮＥＤＯ(新エネル
ギー産業技術総合開発機構)、
科学技術振興事業団･･･無償
譲渡　　ＴＡＯ(通信・放送機
構)･･･入札による買取　　日本
宇宙フォーラム･･･無償借受
中部科学技術センター･･･買
取、無償借受（条件あり）の選
択

区域内の大学、研究機関がＮＥＤＯ(新エネル
ギー産業技術総合開発機構)等からの受託研
究を実施する場合、受託期間終了後の研究
機器の無償譲渡を選択できるようにすることな
どにより、継続使用が可能となり、研究開発の
一層の推進が期待できる。

委託元機関から入札による研究機器の買取を要請され
た場合、落札できなかったときは機器の継続使用ができ
なくなり、研究開発の推進に支障をきたす。また、無償借
受であっても企業等とコンソーシアムを組んで共同利用
することが条件とされる場合があり、機器活用の自由度
が制限される。

独立行政法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構新エネルギー・産業技術
業務方法書第４１条第３項１号

国、地方公共団体、国公立大学、私立
大学、高等専門学校、国公立の研究
機関、独立行政法人又は公益法人
が、ＮＥＤＯから受託した研究開発又
は調査に関連する研究開発又は調査
を行うとき、随意契約による取得財産
の無償譲渡が可能。

5 　

ＮＥＤＯにおいては受託先である公的
機関に対する随意契約による無償譲
渡は可能であり、実績もあると承知して
いる。

要望の趣旨をNEDOに伝えられたい。 5 NEDOには要望の内容を伝達済み。

千葉県
「バイオマス立県ち
ば」の推進

1306 1306030 112600

バイオマス利用促進
のための新組織設置
及び弾力的な予算枠
の創設

「バイオマス・ニッポン」の制定
により関連省庁による協調体
制の第一歩は踏み出されたと
思うが、事業の推進にあたって
は、事情の変化等に素早く対
応ができ、総合的な調整やワ
ンストップの窓口となる組織の
設置や、年度当初の予算に拘
束されない柔軟な予算である
（仮称）「バイオマス振興調整
費」の創設を提案する。

　千葉県では、本県の持つポテンシャルを有
効に活用し、バイオマス利用に関する先進的
な取組を行なう街づくり「バイオマスタウン」の
構築を進め、これらのバイオマスタウンが相乗
効果を発揮した「バイオマス立県ちば」を目指
すこととしている。
  そのために、バイオマス利活用に取り組む事
業者の参入を促すための制度改正について、
国に対し働きかけをすることとしている。
 具体的には、事業の推進にあたって、事情の
変化等に素早く対応ができ、総合的な調整や
ワンストップの窓口となる組織の設置や、年度
当初の予算に拘束されない柔軟な予算である
（仮称）「バイオマス振興調整費」の創設を提
案する。
　この組織が設置されることで、事業者はバイ
オマス関連技術等の最新情報が入手しやすく
なるなどの利点が生ずる。また、（仮称）「バイ
オマス振興調整費」が創設された場合は、関
係省庁や関係局間の調整が円滑になされるこ
とが期待されるため、事業の実施が一層促進
されることになる。

　「バイオマス・ニッポン」の制定により関連省庁による協
調体制の第一歩は踏み出されたと思うが、事業の推進に
あたっては、事情の変化等に素早く対応ができ、総合的
な調整やワンストップの窓口となる組織の設置や、年度
当初の予算に拘束されない柔軟な予算である（仮称）「バ
イオマス振興調整費」の創設が必要である。
　バイオマスは、資源となる種類、利用技術、最終製品等
が多岐にわたり、同一原料から複数の用途が可能であ
り、有効利用のためには複合的利用が望ましいが、現行
の補助制度は、目的、利用技術、事業主体等が細かく定
められているため、総合利用には適しているとは言いが
たい場合もある。

バイオマス関連施策については、
バイオマス・ニッポン総合戦略推
進会議の場を通して関係府省間の
緊密な連絡体制を取っているほ
か、各地方ブロックごとに各省出
先機関間での連携を密にしてい
る。

5、８

バイオマス関連施策については、バ
イオマス・ニッポン総合戦略推進会
議の場を通して各省間の緊密な連絡
体制を取っているほか、各地方ブ
ロックごとに各省出先機関間での連
携を密にしている。（新たな補助金
の創設、新たな事業の創設等につい
ては、「地域再生構想の提案募集に
ついて」（内閣官房地域再生推進室
平成15年12月19日）において『第１
（２）ニ　新たな補助金や税措置の
創設など、追加的な財政支出を伴わ
ないものであること』とあるた
め。）

提案の趣旨を踏まえ検討された
い。

５，３

バイオマス関連施策については、
バイオマス・ニッポン総合戦略推
進会議の場を通して各省間の緊密
な連絡体制を取っているほか、各
地方ブロックごとに各省出先機関
間での連携を密にしている。
なお、「バイオマス振興調整費」
については、その内容が不明であ
るが、いずれにせよ新たな財政措
置を伴うものであり、不可能。
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千葉県
「東京湾ゲノムベイ
地域」の形成の推進

1303 1303070 112610
研究成果のネットワー
ク化の推進等産学官
の連携の強化

産学官の連携強化を推進する
ため、大学、国立試験研究機
関等全国の知的基盤を提供す
る機関のネットワーク化を進
め、バイオテクノロジーにおけ
る研究成果に係る情報を、関
係省庁横断的に、かつ、一元
的に提供する国による総合的
窓口を整備。

大学、国立試験研究機関等知的基盤を提供
する機関の全国的なネットワーク化に基づく、
国のバイオテクノロジーの研究成果に係る情
報を活用することにより、当地域における産学
官の共同プロジェクトを積極的に推進する。

産学官連携の共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを恒常的に実施していく
ためには、地域を超えた連携が必要であるが、地域間連
携は希薄で、地域のｼｰｽﾞやﾆｰｽﾞを迅速かつｽﾑｰｽﾞに域
外と連携させることが困難な状況にある。
国際競争力のあるゲノム産業を加速化するためには、産
学官の連携強化を推進することが重要であり、公開可能
な研究成果情報の一元的な共有化が必要である。

経済産業省が進めているバイオテクノ
ロジー分野の研究開発については、
主としてＮＥＤＯが研究内容、研究成
果等をインターネットのホームページ、
パンフレット等を通じて公表しており、
一般からのアクセスが可能となってい
る。

5

各府省で実施しているバイオテクノロ
ジー研究の成果を一元的に提供する
総合的窓口が整備されれば、当省とし
ても研究成果に係る情報を、総合的窓
口を通じて提供することは可能である。
(なお、一元的窓口の設置いかんにつ
いては、関係府省と調整を行う必要が
ある。)

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、統合的に
予算執行する等工夫することが出来
ないか、検討されたい。

5

政府では、「バイオテクノロジー戦略
大綱」等に基づき、内閣府・総合科学
技術会議を中心に、バイオテクノロ
ジーの研究成果の活用等の取組を積
極的に進めており、その一環として、
各府省で実施しているバイオテクノロ
ジー研究の成果を一元的に提供する
総合窓口が整備されれば、当省とし
ても、研究成果に係る情報を総合的
窓口を通じて提供することは可能で
ある。（なお、一元的窓口の設置いか
んについては、関係府省と調整を行う
必要がある。）

岡山県
ＩＴフロンティア岡山の
創造

2164 2164020 112620
電子タグの活用実証
実験棟の連携

来年度新たに総務省が行う
「電子タグの高度利活用技術
に関する研究開発の推進」及
び経済産業省が行う「電子タグ
等の導入を通じた革新的な産
業システムの確立」の事業を、
岡山で両省が連携して実施。

　ＩＰｖ６・電子タグに関する第一人者を始め、大
学、メーカー、通信事業者で構成するコンソー
シアムを平成１６年度に設立し、産学官が連
携して、次世代技術の開発普及を進め、ＩＴベ
ンチャー、県内ＩＴ企業のＩＰｖ６産業化等を推進
し、地域経済の活性化と雇用の拡大を図る。

両省が連携して実施することにより、より効率的かつ効果
的な実験が可能になるとともに、地域ＩＴ企業へのインパ
クトも強く、その波及効果が一層高まる。

5

平成１６年度において経済産業省が実
施する電子タグ関連事業は、公募によ
り事業実施主体を募集する予定であ
り、事業を採択するか否かは、応募が
出るのを待って、その内容によって個
別具体的に判断するもの。総務省との
連携については、必要に応じ積極的に
連携していく方針。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、統合的に
予算執行する等工夫することが出来
ないか。

5

平成１６年度において経済産業省が
実施する電子タグ関連事業は、公募
により事業実施主体を募集する予定
であり、事業を採択するか否かは、応
募が出るのを待って、その内容によっ
て個別具体的に判断するもの。総務
省との連携については、必要に応じ
積極的に連携していく方針。

環境エコセ
ンター（有）

エコ肥料事業 3011 3011020 112630
一般生活廃棄物（生ご
み）の有効利用

生ごみをバイオマス化する再
利用技術の開発等が行われて
いるが、残渣は必ず発生する、
その為の生ごみ対策としては
十分な処理が行われていな
い。生ごみ及び残渣を十分利
用できる堆肥・肥料の開発が
必要である。

関西、中国、四国、九州の中間処理された生
ごみ等を大分に輸送し、受け入れ先（顧客）の
要求する成分構成の肥料・土壌改良材として
加工する。

生活ごみの有効利用のため 民活法

地域の環境の保全、健全な農産物の
安定供給、循環型社会の構築を図る
ため有機性廃棄物等を原材料として
肥料を製造する施設については、「民
間事業者の能力の活用による特定施
設の整備の促進に関する臨時措置法
（民活法）」第二条１６号イ施設として、
助成措置が受けられる。

5

各事業が交付対象となるかについては
個別具体的に検討する必要があるもの
の、一般論として、地域の環境の保
全、健全な農産物の安定供給、循環型
社会の構築を図るため有機性廃棄物
等を原材料として肥料を製造する施設
については、「民間事業者の能力の活
用による特定施設の整備の促進に関
する臨時措置法（民活法）」第二条１６
号イ施設として、助成措置の対象にな
り得る。

要望内容は実現できるのか確認され
たい。

5

生ゴミ及び残渣を含め有機性廃棄物
等を原材料とした肥料の製造施設は
民活法における助成措置の対象とな
り得るが、各事業が民活法の認定対
象となるかについては個別具体的に
検討する必要がある

環境エコセ
ンター（有）

エコ肥料事業 3011 3011030 112640 リサイクル技術の発展

各種産業で発生する産業廃棄
物の中で、有機物・無機質の
再生有効利用を研究し、循環
型社会の発展に貢献する技術
開発を行う。

ごみや産業廃棄物の減量化のための、研究を
行う。

資源循環型社会を構築するため
３Ｒ技術の高度化を図り、循環型経済
社会システムを構築するための技術
開発を推進している。

5

現在、３Ｒ技術の高度化を図り、循環
型社会経済システムを構築するための
技術開発を推進しており、その中に
は、各事業が交付対象となるかについ
ては個別具体的に検討する必要があ
るものの、地域における循環型社会構
築のための３Ｒ技術開発支援事業も一
般論として含まれている。

エコとだ
ネットワー
ク

ゴミから花を咲かせ
るコミュニティビジネ
ス

3019 3019010 112650
ゴミの堆肥化と地域通
貨化

①空き店舗を活用したゴミス
テーションの設置（当初２カ年
家賃等）
②大型コンポストの購入
③ゴミ計量器の購入
④ゴミ及び花預金管理用パソ
コンの購入
⑤集配用電動カートの開発・購
入と陸運局・警察の許可
⑥荒川河川敷の堆肥置き場と
しての占用（事前相談済で可
能）
⑦おしゃれなスタッフ作業用具
及び作業着の製作・購入

早稲田商店街と連携して、空き店舗を活用し
て市民の生ごみを持ち込むステーションを設
置し、大型コンポスト２台により２４時間で堆肥
化させ、小中学校のコンポストによる堆肥や現
在受け入れ先のない街路樹枯葉腐葉土と併
せて、河川敷や借用畑等の堆肥置き場で腐葉
土をつくり、併せて園芸花やサクラソウなどの
草花を育て、無料配布又は市緑地公社へ販
売する。持ち込んだゴミは各自が計量器で計
量し（早稲田商店街で実施済み）、量に応じて
花預金として預金できるようにし、パソコンで
管理する。花預金は、堆肥や花と交換するだ
けでなく、地域通貨（とだオールとして実施中）
や、市内商店と協力して野菜や魚、その他の
商品との交換も可能とする。生ごみゴミや花は
高齢者等のために集配も実施し、そのためお
しゃれでクリーンな電動カート（又は低公害車）
による巡回を毎日行う。

生ゴミの分別はゴミ焼却に大きな効果を生み、さらにゴミ
を花に交換できるメリットから、街を花いっぱいにした美し
い街づくりが可能となり、循環型社会の形成により環境
教育や地域の活性化、地域雇用、美しい都市づくりと観
光立国の充実など多様な効果が期待できるため。既にそ
の活動の一部が実施しているため、本格化するために地
域再生事業として展開したい。現状の縦割り行政では、
連携施策によるこのような効果のある施策に対する予算
措置ができないため、地域再生による支援は不可欠であ
る。

中小商業活性化事業費補助金
商業振興に資する空き店舗を活用し
た活性化事業に対する補助

5

商工会議所、商店街振興組合等が補
助事業者になることにより商店街活性
化に資する取り組みを支援することが
可能。

真壁町
歴史的たたずまいを
活かした地域づくり

1004 1004010 112660
総合的・一体的なまち
づくりのための施策の
集中・連携

歴史的街並みの再生・保存や
伝統的文化の継承・地場産業
の振興当を総合的・一体的に
進めるため，各省庁の関連事
業を連携させる。

都市計画事業のメニューに取り組んだ際，そ
れらの調査を特定したものだけでなく，全体的
な整備計画を作成することが可能にし，該当
する事業を随時導入できるような仕組みにす
る。
また，同時に伝統的建造物群保存対策のため
の学術的調査を同時に行えるようにする。

都市計画事業を導入する際，事業ごとのメニューに従っ
て行わなければならず，同じ場所で似た事業を導入する
場合，新たな調査を行わなければならず，地域住民の負
担にもなる。そこで総合的な事業計画を作成することによ
り，全ての事業に取り組めるようになれば負担も少なく，
合理的であるため。

6 当省の所管外であるため。
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11　経済産業省　再検討要請

15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

豊川市、
ＴＭＯ、
豊川地区商
業観光活性
化委員会

万博と地道なまちづ
くりによる豊川稲荷
門前町観光商業活
性化

1301 1301030 112670
既存の中心市街地活
性化法関係補助制度
等の統合化

　中心市街地活性化法関連の
各省庁の既存補助制度等を統
合化し、ひとつの制度へと統合
化し、複数の交付申請、実績
報告、完了検査などの手続き
を簡略化する。また、統合化す
ることで、投資の重点化が図ら
れ、効果的な補助制度等にな
る。

　国土交通省のまちづくり交付金、経済産業
省のリノベーション補助金、総務省の起債事
業などを数年の間で重点実施する場合に、申
請等の手続きがひとつのもので完了すること
で、申請者側及び各省庁にとっても事務の簡
素化につながり、効果的である。
　また、統合化により、熟度の高い中心市街地
活性化事業に重点的に投資することができ、
効果的な補助執行ができる。
【活用予定補助制度】
まちづくり交付金(国交省)
景観形成事業推進費(仮称)(国交省)
中心市街地総合補助金(経産省)
リノベーション補助金(経産省)

　事業主体、所管省庁などバラバラなため、申請手続き
に人件費が割かれたり、重点的な事業実施ができなかっ
たり、効率的ではない。

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、補助金等
の支援制度も別々に措置。
一方、中心市街地活性化推進室及び
中心市街地活性化連絡協議会を設置
し、関係府省庁間の連携の強化を
図っている。

3

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、統一的な補
助金を一課において予算措置、執行を
行うことは困難。
なお、中心市街地活性化について、関
係府省庁の統一窓口である「中心市街
地活性化推進室」を設置し、市町村等
からの問い合わせや相談への対応、
各種情報提供に努めるとともに、関係
府省庁連絡協議会を通じて基本計画
に位置付けられた事業の支援方針等
について協議するなど、関係府省庁の
連携強化を図っている。

提案者の構想するよう要望に沿って
円滑に実施できるように、関係省庁の
間で連携して予算執行する等工夫す
ることが出来ないか。

3

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、統一的な
補助金を一課において予算措置、執
行を行うことは困難。
なお、中心市街地活性化について、
関係府省庁の統一窓口である「中心
市街地活性化推進室」を設置し、市
町村等からの問い合わせや相談への
対応、各種情報提供に努めるととも
に、関係府省庁連絡協議会を通じて
基本計画に位置付けられた事業の支
援方針等について協議するなど、関
係府省庁の連携強化を図っている。

豊川市、
ＴＭＯ、
豊川地区商
業観光活性
化委員会

万博と地道なまちづ
くりによる豊川稲荷
門前町観光商業活
性化

1301 1301040 112680
省庁横断型の交付金
制度の創設

　中心市街地活性化にあたっ
て、地元のまちづくり活動に即
応して、省庁横断的に重点的
に支援をしていただく必要があ
ります。道路事業と店舗等の
ファサード整備をあわせて行う
場合には、国土交通省と経済
産業省に別々に補助申請をす
るのではなく、また、必ず同時
に事業化できるように、申請か
ら交付決定まで、省庁横断の
統一窓口で行うなど、補助金
制度の統合化をしていただき
たい。そして、統合化した補助
制度を市町村の裁量により柔
軟に執行できるように一括交
付金としていただきたい。
　また、地道なまちづくりを支援
するため、任意のまちづくり団
体も補助対象団体とし、当該
団体が行う社会実験等も補助
対象事業とする。

　国土交通省補助事業による豊川市の道路整
備、経済産業省所管の法人格を持たない任意
の団体が行うイベントに対する補助、経済産
業省補助事業によりＴＭＯ又は事業協同組が
行う観光核施設整備などの複数の活性化事
業を同時に効果的に推進する。
　事業の実施時期を地元のまちづくりの状況
を勘案し、場合によっては、社会実験を行い、
その検証に基づき、事業を効果的に執行する
ことで、より高い補助金の費用対効果が得ら
れる。

　事業主体、所管省庁などバラバラなため、申請手続き
に人件費が割かれたり、重点的な事業実施ができなかっ
たり、効率的ではない。

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、補助金等
の支援制度も別々に措置。
一方、中心市街地活性化推進室及び
中心市街地活性化連絡協議会を設置
し、関係府省庁間の連携の強化を
図っている。

3

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、統一的な補
助金を一課において予算措置、執行を
行うことは困難。
なお、中心市街地活性化について、関
係府省庁の統一窓口である「中心市街
地活性化推進室」を設置し、市町村等
からの問い合わせや相談への対応、
各種情報提供に努めるとともに、関係
府省庁連絡協議会を通じて基本計画
に位置付けられた事業の支援方針等
について協議するなど、関係府省庁の
連携強化を図っている。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、関係各省
の間で連携して予算執行する等工夫
することが出来ないか、検討された
い。

3

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、統一的な
補助金を一課において予算措置、執
行を行うことは困難。
なお、中心市街地活性化について、
関係府省庁の統一窓口である「中心
市街地活性化推進室」を設置し、市
町村等からの問い合わせや相談への
対応、各種情報提供に努めるととも
に、関係府省庁連絡協議会を通じて
基本計画に位置付けられた事業の支
援方針等について協議するなど、関
係府省庁の連携強化を図っている。

宮城県
古川市

緊急経済産業再生
市町村連携事業(古
川市緊急経済産業
再生戦略）

1395 1395020 112690

一連の事業で省庁が
異なる補助制度を活
用する場合の連携支
援

地域再生のため地域が策定し
た計画の実現に向けて，施行
者が国土交通省所管市街地
再開発事業等補助金を活用し
て再開発ビルを整備。これを受
け，民間事業者がその保留床
を経産省所管リノベーション補
助金を活用し取得し中心市街
地活性化事業を行うことを計
画。この場合，両事業は相互
依存して事業が成立する。そこ
で，既存の中心市街地活性化
推進室において省庁を横断す
る一連の事業については各事
業を一体的にとらえ，補助決定
等一貫した支援を行うことで円
滑に事業促進が図れる。

　活力ある中心市街地の再生を図るため，「古
川市中心市街地活性化基本計画」及び「ふる
かわＴＭＯ構想」に基づき，平成１６年度と平
成１７年度に実施される二核連携の民間主導
商業施設整備事業。中心市街地の集客力の
向上と周辺小売業等の売上増加及び地域コ
ミュニティとの連携を図るとともに，地域住民
の利便性・快適性の向上を図る。
①緒絶橋プロジェクト（平成１６年度実施予
定）：地域の歴史的資源である酒蔵の空間の
歴史・文化的価値を活かし，食文化をキー
ワードにテナントミックスを行うとともに，地域コ
ミュニティ活用施設を三セク会社㈱醸室が経
産省所管リノベーション補助金を活用し整備。
②台町プロジェクト（平成１７年度実施予定）：
国交省補助事業を活用して整備される再開発
ビルの保留床を三セク会社㈱アクアライト台町
が経産省所管リノベーション補助金を活用し
取得，憩い・潤いや食に着目したシネコン，飲
食店，生鮮食品・物販等の集客効果のある業
種のテナントミックスを行う。
　直接事業効果として，地域に相当数の雇用
創出，集客，販売額が見込まれる他，建設事
業関連，開業に伴う物流関連を加えると＋α
の経済効果。また，この二つの核施設のコラ
ボレーションにより，回遊効果が図られ，既存
中小企業者の積極活用による経済波及効果
や新規投資誘発等の活性化の連鎖が期待さ
れる。

施行者が国土交通省所管市街地再開発事業等補助金を
活用しで再開発ビルを整備し，民間事業者がその保留床
を経産省所管リノベーション補助金を活用し取得し中心
市街地活性化事業を行う場合，両事業は相互依存し事
業が成立し，一方が欠けては一体的事業に大きな齟齬を
生じる。そのため，既存の中心市街地活性化推進室にお
いて省庁を横断する一連の事業について一体的にとらえ
補助決定する等，一貫した支援とすることが円滑にかつ
効率的，統一的に事業が行え有効である。

中心市街地等商店街・商業集積活性化
施設整備費補助金交付要綱

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱

商業の活性化に資する商業基盤施設
等に対する補助事業 5

関係府省庁連絡会議を通じて基本計
画に位置付けられた事業の支援方針
等について協議するなど、関係府省庁
の連携強化を図っている。なお、事業
実施年度に個別の事業箇所毎に事業
内容を審査することが必要。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、関係各省
の間で連携して予算執行する等工夫
することが出来ないか、検討された
い。

5

関係府省庁連絡会議を通じて基本計
画に位置付けられた事業の支援方針
等について協議するなど、関係府省
庁の連携強化を図っている。なお、事
業実施年度に個別の事業箇所毎に
事業内容を審査することが必要。

特定非営利
活動法人さ
が市民活動
サポートセ
ンター

地域活性化プロジェ
クトＳＡＧＡ

3064 3064010 112700
遊休施設活用の情報
交流プラザのＮＰＯ法
人への委託事業

大型空き店舗活用支援事業
は、商店街振興組合、事業協
同組合、商工会、商工会議
所、第３セクター等となっている
が、NPO法人は該当しづらい
状況。そこで遊休施設を行政
で借り上げ、Ｃ．Ｂ事業者・ＮＰ
Ｏ法人の事務所及び活動拠点
への提供を行うことで、にぎわ
いづくりの一助となると思われ
る。

Ｃ．Ｂ事業者間の交流促進と情報発信

従来の地域活性化事業内容は、ハード事業に対する支
援は多いが、ソフト事業に対する支援が少ない。しかも、
Ｃ．Ｂの育成・ＮＰＯ法人の推進が叫ばれる割には、人材
育成の支援システムが不足しているため。

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱

　大型空き店舗活用支援事業は、ＮＰ
Ｏ法人を支援対象にしていない。

5

商店街の空き店舗を活用し、コミュニ
ティビジネスを行う場合、実施する商店
街との連携によりコミュニティ施設活用
商店街活性化事業でＮＰＯ法人が補助
事業の実施主体となることが可能。

要望の内容は、遊休施設の活用、地
域活性化の観点から、検討できない
か。

3

当該補助金の目的は商業の活性化
であり、遊休資産の活用やコミュニ
ティビジネス等の振興は当該補助金
の目的ではない。
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千葉県
雇用対策の推進と産
業人材の育成

1308 1308020 112710

若年者向け就業支援
センターへの支援と関
係省庁の施策相互の
連携推進

県では、若年者の就業につい
て重要な政策課題として捉え、
14年度、フリーター等の若年者
就業について実態調査を実施
し、時代に合った職業訓練や
就業カウンセリングに力を入れ
ていくことにしており、今後は、
これらの実績を踏まえ、若年者
の就業支援のためのワンストッ
プセンターを設置し、施策の一
層の拡充を図ることとしてい
る。このため、厚生労働省、経
済産業省等が平成16年度に計
画している若年者就業支援対
策において、このワンストップ
センターの設置運営を支援す
るとともに、ワンストップセン
ターの運営に関して国の職業
紹介事業との十分な連携の確
保など、国施策の連携促進、を
提案。

若年者向け就業支援センターにおけるキャリ
アカウンセリングや併設されるハローワークで
の職業紹介と併せ、産業人材の育成に係る経
済産業省事業を実施する。これにより、若年
者の就業支援に関するサービスのワンストッ
プでの提供が可能となる。

平成１６年度から３年間に経済産業省で実施する産業人
材育成事業の受け皿として、千葉県では平成１６年度に
若年者向けの就業支援センター（ワンストップサービスセ
ンター（仮称））を設置する予定であり、事業展開に必要
な産学官民の態勢作りにも既に取り組んでいる。こうした
ことから、その事業効果を最大限に発揮するという面か
ら、国の産業人材育成事業を本県で実施することが適当
である。

　都道府県が設置する若年者のため
のワンストップサービスセンターについ
ては、関係省庁と十分連携を図りつ
つ、支援することとしている。
　経済産業省は、１０箇所程度のモデ
ル地域において実施することとしてお
り、当該モデル地域は、予算成立の
後、できるだけ速やかに決定する予
定。

5

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、モデル地域の選定
については、基準に基づき厳正に行う
予定であるが、ご提案に係る事業の応
募があった場合には、個別具体的に行
われる審査の結果次第で選定されるこ
とがありうる。

提案者の趣旨を踏まえ検討された
い。

5

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、モデル地域の選
定については、基準に基づき厳正に
行う予定であるが、ご提案に係る事
業の応募があった場合には、個別具
体的に行われる審査の結果次第で選
定されることがありうる。

富岡町
相双地域観光拠点
事業整備による地域
の再生計画

1154 1154010 112720 広域観光の基盤づくり
電源交付金（特別交付金県配
分）の対象事業としていただき
たい。

観光の受け入れ基盤の整備 ２８と同じ

発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的として、電
源地域の地方公共団体が実施する各
種事業の費用に充てるため交付され
るものである。２００３年１０月には、複
数あった交付金を統合して、交付手続
きの簡素化を図るとともに、交付対象
事業を大幅に拡充したため、地方公共
団体は実施する事業を幅広く選択する
ことが可能となっている。

5

各事業が交付対象となるかについては
個別具体的に検討する必要があるもの
の、２００３年１０月に創設された電源立
地地域対策交付金は、従来の交付金
よりも交付対象事業を大幅に拡充して
おり、地方公共団体が実施を望む事業
については、一般論としてその交付対
象事業とすることが可能となっている。

月舘町
国有施設の開放・有
効活用による地域再
生計画

1082 1082010 112730
国の機関・施設、遊休
国有地等の利活用規
制の緩和

国の機関・施設、遊休国有地
等の利活用を図り、その使用
に当たっての規制を大幅に緩
和する。

国の機関・施設、遊休国有地等は、自由に使
えることを市区町村や住民にＰＲする。その使
い方やアイデアは住民に委ねる。当然、管理
上問題ないよう、義務も負ってもらうのは当然
である。申告許可制でなく、届出制で。

おそらく、現状は「私的」なものには使用させないであろう
し、申請主義で、その内容も「あれ出せ、これを添付しろ、
期間がどうの、内容が」とか事細かで、結局なんやかや
「使用させない」方向に持っていこうとしているのでは。役
所は問題がないほうが楽だから。地域再生を目指すから
には、多少のリスクは必要。住民活動支援、性善説で。

6 当省所管ではないため。

石川県
石川ニッチトップ企業
倍増計画

1052 1052060 112740

若年者のためのワン
ストップサービスセン
ターのモデル地域の
指定

キラリと光る技術を有する企業
に対し、人材不足のデスバ
レーを克服するための支援を
行うため、若年者に対して、カ
ウンセリングから研修等まで一
貫したサービスを実施する、
「若者自立・挑戦プラン」に基づ
く若年者のためのワンストップ
サービスセンター（通称：Job-
Café）整備のためのモデル地
域に指定

キラリと光る技術を有する企業が求める工学
系・ＭＯＴ人材や若年技能者等を養成するた
め、本県に集積する高等教育機関の優秀な学
生等若年者に対し、カウンセリングから一貫し
た教育を実施することにより、ニッチトップ企業
育成のための人材不足のデスバレーを克服
する。

キラリと光る技術を有する企業が、国内外で競争力ある
事業展開を行うためには、それを可能にする人材を育成
する基盤を「いしかわ」に形成し、ニッチトップ企業創出の
土壌形成を図る必要がある。

経済産業省は、若年者のためのワン
ストップサービスセンターの整備を１０
箇所程度のモデル地域において行うこ
ととしている。
モデル地域は、予算成立の後、できる
だけ速やかに決定する予定。

5

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、モデル地域の選定
については、基準に基づき厳正に行う
予定であるが、ご提案に係る事業の応
募があった場合には、個別具体的に行
われる審査の結果次第で選定すること
がありうる。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 5

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、モデル地域の選
定については、基準に基づき厳正に
行う予定であるが、ご提案に係る事
業の応募があった場合には、個別具
体的に行われる審査の結果次第で選
定することがありうる。

長野県
コモンズの視点から
の観光・都市圏交流
型産業の推進

1070 1070120 112750
農家民泊の促進のた
めの旅館業法と食品
衛生法の特例

旅館業法第３条で規定する旅
館営業の許可及び、食品衛生
法第２１条で規定する飲食営
業許可について、グリーンツー
リズム、農作業体験者等を宿
泊させる農家に限り「届出手
続」とし、一般農家にて宿泊営
業ができることとする。

長野県の豊かな自然を育む農山村を都市住
民に体験してもらうためのグリーンツーリズム
事業は、県内各地で多くの事業をもとに活発
に行われている。農家民宿事業も、その大き
な要素であるが、宿泊及び食品提供に係る規
制を緩和し、農家民泊を推進することにより、
都市農村交流を促進して地域再生を図る。

農作業体験などを希望する都市住民が増加するなか、農
家に宿泊し家族的に関わりながら毎シーズン訪れるリ
ピーターも増えている。農家民泊営業は、普段の農家生
活のままでその家族と一緒に宿泊体験するものであり、
一般の民宿とは一線を画すものと考えられるが、関係法
令による営業制限があり交流促進のための資源が有効
活用されていない。そのため旅館業法及び食品衛生法
の許認可を緩和（届出）することで農家生活のままの宿
泊を多くの希望者に体験させることができ、農家民泊の
促進につながり農村都市交流はさらに活発化する。

6 当省の所管外であるため。

茨城県
県央地域ユニバーサ
ルデザイン推進プロ
ジェクト

1279 1279070 112760
福祉機器・住宅改修
技術の研究開発に関
する助成措置

・民間企業が新たな福祉機器・
住宅改修技術の研究・開発を
行う場合の低利政策融資制度
の創設し，また，法人税の減免
等税制上の優遇措置を講じ
る。
・地方公共団体が行う民間企
業の福祉機器・住宅改修技術
の研究・開発への支援措置に
要する経費について，地方交
付税に算入する。

　民間企業が行う福祉機器・住宅改修技術の
研究開発を支援することにより，地域産業の
活性化を図る。

　本格的な高齢社会を控え，福祉機器の活用，住宅改修
の普及は地方公共団体の責務であり，新たな福祉機器・
住宅改修技術の研究・開発は重要な課題である。これま
でも，一定の支援措置が講じられてきたが，そのうえで，
さらに税制上の優遇措置や地方公共団体が支援した場
合の地方交付税措置等支援策を講じることにより，一層
企業活動が活性化し，地域振興が促進される。

福祉用具の研究開発及び普及の促進に
関する法律

日本政策投資銀行において、福祉関
連機器の開発等を行う事業に対し、低
利融資制度（福祉関連機器普及促進）
を実施している。

５．（福
祉機
器に
関する
低利
政策
融資
制度
のみ）
６．（税
制に
ついて
は所
管で
はな
い）

-

引き続き、日本政策投資銀行による低
利融資制度を実施。（福祉機器に関す
る低利政策融資制度のみ）

（参考）
技術開発については、平成１５年度税
制改正で設けられたＲ＆Ｄ税制により、
投資額の１０～１２％が税額控除され
る。
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茨城県
県央地域ユニバーサ
ルデザイン推進プロ
ジェクト

1279 1279090 112770
ホテル・観光施設等に
おけるホスピタリティ
の向上

・ホテル・観光施設等が障害者
やその関係者を講師として迎
えホスピタリティの向上を目指
す「もてなし向上指導事業」に
対し，助成措置を講じる。

　ホテル・観光施設等のホスピタリティの向上
により，滞在型観光客の増加，観光産業の振
興が図れる。

　特に，高齢者，障害者の観光施設の利用を促進するた
めには，ホスピタリティの向上が課題であるが，このホス
ピタリティを養成する場合の助成措置がないのが現状で
ある。このため，助成措置を講じ，地方公共団体等が事
業に積極的に取り組める環境を作る必要がある。

- - 3 -
ご提案については、新たな予算措置が
前提となり、不可能。

提案者の趣旨を踏まえ検討された
い。

3 -
ご提案については、新たな予算措置
が前提となり、不可能。

仙台市
健康づくりウェルネ
ス・コミュニティ構想

1368 1368010 112780

健康施策に関わる総
合的なパッケージ型モ
デル事業としての適用
（各省庁補助事業費
の重点化）

健康寿命の延伸を実現し，医
療保険及び介護保険の費用負
担の膨張を抑制させるための
総合型モデル事業を実施する
ような新制度を創設し，その総
合型モデル事業として本提案
構想を位置付け、各省庁補助
事業の重点配分を行う。

健康寿命の延伸を実現し，介護保険及び医療
保険の費用負担の膨張を抑制させるための
国が指定する総合型モデル事業として本提案
構想を位置付け，各省庁における施策を連携
させかつ補助事業の重点化を図ることにより，
高齢化社会に対応した次世代の健康・福祉施
策を早期に確立させる。これにより，効率的に
かつ早期に本格的な高齢化社会への対応が
可能となる。

本市では既に，国のプロジェクトとして認定を受けた，｢高
齢化社会対応産業クラスター事業｣｢IT活用のフィンランド
健康福祉プロジェクト｣｢健康福祉分野での知的クラスター
創成事業｣があり，また，寝たきり予防・痴呆予防策の研
究を地域で実証実験を展開している｢鶴ヶ谷プロジェクト｣
さらには国際知的産業特区を起因とする東北大学との共
同事業である｢脳機能健康プロジェクト｣等の取り組みを
行っており，これらを総合的に行うモデル事業としての
ベースが十分にある。

なし

平成１６年度新規事業として 「健康
サービス産業創出支援事業（健康
サービス産業モデル事業）」を創設・実
施。地域住民等に対し新たな健康
サービスの提供を行うための事業構
築に取り組む地域活動組織（保険者、
企業、医療福祉機関、大学等により組
織されたコンソーシアム）によるプロ
ジェクト事業を全国公募・選定し、モデ
ル事業としてプロジェクト事業の立ち
上げを支援するもの。

5 -

全国公募により実施、外部有識者によ
る審査を経て採択事業が決定される。
公募時期１６年３月～４月で検討中。公
募要項に申請様式と審査の観点等を
明記する。厳しい予算制約の下で政策
効果を最大化する観点から、１６年度
健康サービス産業創出支援事業の採
択を厳正に行う。ご提案に係る事業の
応募があった場合についても、個別具
体的に行われる審査の結果によって採
択されることがありうる。

地域再生計画が認定された地域に集
中して行われるようにされたい。

3 -

全国公募により実施、外部有識者に
よる審査を経て採択事業が決定され
る。公募時期１６年３月～４月で検討
中。公募要項に申請様式と審査の観
点等を明記する。厳しい予算制約の
下で政策効果を最大化する観点か
ら、１６年度健康サービス産業創出支
援事業の採択を厳正に行う。従って、
地域再生計画が認定された地域に集
中して行うことはできない。ご提案に
係る事業の応募があった場合につい
ても、個別具体的に行われる審査の
結果によって採択されることがありう
る。

東広島市
合併に伴う都市機能
の再編成

2039 2039060 112790
国の各地方機関の行
政管轄区域の統一

市内における国の各地方機関
の行政管轄区域の統一する方
針の決定と統一までの期限の
設定。

合併に伴う新市域内で行政管轄区域を統一
することの政府の方針決定を求めるとともに、
これが迅速に行われるために期限の設定を行
う。

合併後の新市の一体性の強化や住民の利便性の向上を
図るため、これらの管轄区域を同一にすることが必要で
ある。

経済産業省組織令（第１０２条及び第１３
３条）

5
中国経済産業局及び中国四国鉱山保
安監督部において、合併後の新市は
既に同一管轄区域となっている。

石川県
石川ニッチトップ企業
倍増計画

1052 1052010 112800
次世代型企業認定審
査会（仮称）への協力

既存企業の中で、キラリと光る
技術を有する企業の目利きを
行う「次世代型企業認定審査
会」（仮称）において、公正・客
観的な審査を行うためには、当
該審査会の委員を、国及び関
係機関の協力を得ながら、県
内に限らず、国及び関係機関
の研究者など全国から専門家
を選定することが必要である。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業の目利きを行う「次世代型企業認定審査
会」（仮称）において、公正・客観的な審査を行
い、認定された企業に対し、「選択と集中」によ
り一環・集中した支援を行い、中堅企業への
育成を行う。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する企業の目利
きを行う「次世代型企業認定審査会」（仮称）において、公
正・客観的な審査を行うためには、全国から専門家を委
員に選定することが必要である。

3

公正・客観的な審査を行うためにはど
のようにすべきか等、慎重に判断する
必要があり、当該要望に対応可能かど
うかを現時点で判断することは困難。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

公正・客観的な審査を行うためにはど
のようにすべきか等、慎重に判断する
必要があり、当該要望に対応可能か
どうかを現時点で判断することは困
難。

千葉県
「東京湾ゲノムベイ
地域」の形成の推進

1303 1303060 112810
バイオコーディネータ
の確保

バイオテクノロジーの基礎研究
を行う共同研究施設の整備に
おいて、大学等の研究シーズ
を産業化に結びつける、バイオ
テクノロジーと経営の両面に精
通したバイオコーディネータの
配置が必要であるため、育成・
配置する制度を創設。

今後本県が整備するバイオテクノロジーの基
礎研究を行う共同研究施設の整備において、
大学等の研究シーズを産業化に結びつける人
材を配置するにあたり、国において、大学等の
研究シーズを産業化に結びつけるためのバイ
オコーディネータを育成･配置する制度（資格
認定制度や活用支援、継続学習等）を創設
し、産学官の共同プロジェクトを積極的に推進
する。

ﾊﾞｲｵ関係のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀについては、地域の状況に応じて
独自に配置しているものの、地域間連携は希薄で、地域
のｼｰｽﾞやﾆｰｽﾞをｽﾑｰｽﾞに域外と連携させることが困難で
ある。産学官連携の共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを恒常的に実施し
ていくためには、地域を超えて、大学等の研究シーズを
産業化に結びつける、ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰと経営の両面に精通
したﾊﾞｲｵｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの配置が必要である。

バイオ分野における人材供給の充実
を図るとともに、産業の現場が必要と
するスキルを備えた人材を効果的に
育成するため、「バイオ人材育成シス
テム開発事業（平成１４年度補正予
算）」を実施しているところ。

5

平成１６年度においても、引き続きバイ
オ人材育成事業を実施し、バイオテク
ノロジーと経営の両方に精通した人材
等、バイオ関連人材の育成を行うことと
している。

提案者の要望は、新たにバイオコー
ディネーターを育成する資格制度等
の創設であるが、再度検討されたい。

5

バイオ人材育成事業においては、専
門講座の開設や資格試験の創設、能
力測定等を行う際の基盤となる部分
（スキルスタンダード及びカリキュラ
ム）の開発を行うこととしており、バイ
オ関連人材を効率的に育成するため
の環境整備を行うこととしている。

仙台市
健康づくりウェルネ
ス・コミュニティ構想

1368 1368050 112820
フィンランドＲ＆Ｄ施設
建設に対する整備補
助金の適用

本市とフィンランド政府が協定
を締結し実施する福祉機器・
サービスを開発・実用化事業を
実施する｢フィンランドプロジェ
クト｣のＲ＆Ｄ施設整備に対し，
｢新事業支援施設整備費補助
金｣の交付を行う。

本市とフィンランド政府が協定を締結し双方の
福祉産業企業が共同で次世代の介護・福祉
機器やサービスの開発と実用化事業に取組
む。Ｒ＆Ｄ施設と老人介護保健施設を同一敷
地内に設置し，開発した機器やサービスメ
ニューを福祉現場へ応用することにより迅速
かつ効果的な事業を行う。

本事業は，その効果からも重点的に取組むべき事業の
一つであるが，財政運営を取り巻く厳しい環境の中では，
本市独自の財源で賄うことが非常に困難な状況にある。

新事業支援施設整備費補助金交付要
綱

地域における新事業の創出を通じた
地域経済の活性化のために、技術
シーズやアイデアを迅速に事業化する
ことを支援し、将来の地域経済の牽引
役である中小・ベンチャー企業を効果
的・効率的に育成する新事業支援施
設等を整備する地方公共団体等に対
し、国が補助金を交付する。

5

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、16年度新事業支援
施設整備費補助金事業の採択を厳正
に行う。ご提案に係る事業の応募が
あった場合についても、個別具体に行
われる審査の結果によって採択される
ことがありうる。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 5

提案の趣旨を踏まえ検討した結果、
厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、16年度新事業支
援施設整備費補助金事業の採択を
厳正に行うが、ご提案に係る事業の
応募があった場合についても、個別
具体に行われる審査の結果によって
採択されることがありうるものと判断。

大阪府
内外企業の立地促
進

2027 2027010 112830
工業再配置促進法の
廃止

我が国の経済再生にとって大
阪経済の再生は不可欠であ
り、従来の都市部からの工場
移転政策を見直す必要があ
る。そこで、「工業再配置促進
法」の廃止を要望する。

本府としては、都市の産業空洞化をもたらす
府内産業の流出防止に努めるとともにIT、バ
イオ、ナノテクをはじめとする高付加価値の都
市型産業やチャレンジ精神に富む内外の企業
立地を促進し、経済の活性化、雇用の創出を
図る。

我が国の経済再生にとって大阪経済の再生は不可欠で
あり、現在、府内産業の流出防止と、IT、バイオ、ナノテク
をはじめとする高付加価値の都市型産業やチャレンジ精
神に富む内外の企業立地を促進しているところである。
そのためには、都市の産業空洞化を促進する従来の都
市部からの工場移転政策を見直す必要がある。

工業再配置促進法

　工業再配置促進法は、全国的な視
点に立って産業の過密地域と過疎地
域とのバランスを是正するため、移転
促進地域から誘導地域に工場の移転
等を促進することで、国土の均衡ある
発展を図る施策であり、誘導地域にお
ける工場立地を促進するために税制・
財投等の支援をするものであるが、都
市部に比し未だ大きな産業集積の格
差が残る地域が存在している。

3 －

　工業再配置促進法は、全国的な視点
に立って産業の過密地域と過疎地域と
のバランスを是正するため、移転促進
地域から誘導地域に工場の移転等を
促進することで、国土の均衡ある発展
を図る施策であり、誘導地域における
工場立地を促進するために税制・財投
等の支援をするものであるが、都市部
に比し未だ大きな産業集積の格差が残
る地域が存在している現状において見
直しを行うことは困難。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3 －

　工業再配置促進法は、全国的な視
点に立って産業の過密地域と過疎地
域とのバランスを是正するため、移転
促進地域から誘導地域に工場の移転
等を促進することで、国土の均衡ある
発展を図る施策であり、誘導地域に
おける工場立地を促進するために税
制・財投等の支援をするものである
が、都市部に比し未だ大きな産業集
積の格差が残る地域が存在している
現状において見直しを行うことは困
難。
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15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

会津高田町 雇用創出再生事業 1014 1014010 112840
　過疎地域自立促進
特別措置法第３１条の
措置期間１０年に延長

①過疎地域自立促進特別措
置法第３１条、地方税の課税
免除及不均一課税の措置期
間を１０年に延長するとともに
基準財政収入額からの控除期
間もあわせて延長して欲しい。
また、町民税の法人税割につ
いても同様の措置を新設して
欲しい。
②上記の措置分を町では基金
を設置し積立を行い、企業の
新規採用に対して支援金を交
付する。
③町村合併に係る建設計画の
中で、工業地域内に複合文化
施設を計画しているが、工業
用地造成に係る補助金の返還
措置を免除して欲しい。

財政状況の厳しい中で、雇用創出に向けた支
援財源を確保するため、課税免除措置による
財源を新規雇用した企業に対し交付する。

 過疎地域自立促進特別措置法第３１条、地方税の課税
免除及不均一課税の措置では企業が積極的に立地する
メリットとしては薄いため、措置する期間を１０年に延長す
るとともに基準財政収入額からの控除期間もあわせて延
長して欲しい。また、町民税の法人税割についても同様
の措置を新設することにより、企業立地の促進を図る。

電源立地特別交付金（２００３年１０月
からは電源立地地域対策交付金に統
合）は電源地域の産業近代化をその
交付対象の一つとしており、工業用地
の造成等の費用に充てるためにも交
付されていた（電源立地地域対策交付
金も同様）。（③のみ）

２（③
のみ）

Ⅴ

個別具体的な検討が必要であるが、
一般論としては、①補助対象施設を
維持する必要性が当該地域において
乏しくなったこと、②転用を承認し
ない場合には、補助対象施設の遊休
施設化その他の不適切な事態が生じ
る可能性が高いこと、③転用目的
は、可能な限り極力補助目的と密接
に関連する用途とするよう努め、そ
れが困難な場合であっても、公益性
の高い用途に転用されること、等の
要件を満たす用途変更申請に対して
は、承認を行える蓋然性が高い。
（③のみ）

何が新たに認められるのか明確にさ
れたい。

２（③のみ） Ⅴ

補助金適正化法上の処分制限財産
の転用申請について、合理的なもの
に対しては柔軟な対応を徹底するた
め、①補助対象施設を維持する必要
性が当該地域において乏しくなったこ
と、②転用を承認しない場合には、補
助対象施設の遊休施設化その他の
不適切な事態が生じる可能性が高い
こと、③転用目的は、可能な限り補助
目的と密接に関連する用途とするよう
努め、それが困難な場合であっても、
公益性の高い用途に転用されること
等の承認要件を明示した運用通達を
平成16年度中に作成する。

名古屋港管
理組合

名古屋港活性化構
想

1103 1103070 112850
工業用水料金制度の
見直し

工業用水受給水量は、契約時
の数量を変更できないため（責
任水量制）、受給者（企業）は、
使用水量を減少させても当初
契約の金額を支払っている。
工業用水の安定供給、限定さ
れた受給者、事業費の回収等
の工業用水事業の性質上、責
任水量制による運営が多いこ
とは理解できるが、コスト競争
にある国内事業者の競争力低
下の要因であることは否めな
い。そこで、使用量に応じた料
金体系の設定を提案する。（都
道府県によっては使用量に応
じた料金制を設定しているとこ
ろもある）

（３）企業活動の活性化促進
国際水平分業の進展による輸出産業の海外
進出は、地域産業の空洞化や雇用機会の減
少につながる恐れがあり、その影響は広く波
及する。これは名古屋港の取扱貨物量が減少
するというだけの問題でなく、地域社会全体に
深刻な影響を及ぼす問題である。
そこで、これら企業の競争力を高めるべく、現
状の制度の見直し、地域の活性化を促してい
く。

名古屋港に立地する企業群は、世界的な厳しいコスト競
争の中にある。工業用水は、製造業の競争力を左右する
特に重要な要素であり、料金の見直しが、企業のコスト
競争力向上へつながる。

・工業用水道事業法第１７条（供給規程）

経済産業省では、工業用水道事業法
第１７条第１項において、工業用水道
事業者から料金等の供給条件を定め
た供給規程の当省への届出等が義務
付けられており、その際、同条第３項、
料金が能率的な経営の下における適
正な原価に照らし公正妥当なものであ
ること、明確に設定すること等を規定し
ているのみで、料金体系の設定は地
方公共団体たる工業用水道事業者が
定めることとなっている。

5

　料金体系の設定については、国でそ
の方法を規定しておらず、各工業用水
道事業者の裁量に委ねられていること
から、当該地域で工業用水道事業を営
む愛知県に対応を要望されたい。

富山県
とやま産業活性化プ
ロジェクト

1291 1291040 112860

大学と公設試験研究
機関、中小企業の共
同研究開発支援によ
る産学官連携の強化

　大学と中小企業、公設試験
研究機関と中小企業等産学官
の中で連携して共同開発研究
を行う際、共同研究者が成果
を明確に成果を明確に確保で
きるよう、共同研究によって発
生した産業財産権（特許権）の
審査請求料等(審査請求料、登
録料)の免除を拡大し、全額免
除いただきたい。

　中小企業地域新生コンソーシアム研究開発
事業等中小企業が参画する研究開発補助事
業や大学等と中小企業が独自に行う共同研
究において産業財産権が両者に渡る場合（発
明者と出願者が大学と中小企業のとき等）、
現状では審査請求料等(審査請求料、登録料)
の半額が免除されている。
　産学官の共同研究の活性化、大学発ベン
チャーの創出、産業財産権の流通活性化、さ
らには地域産業の活性化を図るため、出願経
費の免除の幅を拡大し全額免除していく。

　共同研究開発の件数が伸びない原因の１つとして、大
学等と中小企業が共同研究成果を産業財産権とする場
合の審査請求料等が中小企業の負担となっていることが
挙げられる。
　このため、共同研究の活性化とその成果普及のために
は、共同研究開発の場合、出願経費を免除することが必
要である。

産業技術力強化法第１６条、第１７条

平成１５年度地域新生コンソーシアム研
究開発公募要領

現在、産業技術力強化法第１６条によ
り、大学の研究者及び大学を対象に、
また同法第１７条により売上高に対す
る試験研究等比率が３％を超える中
小企業を対象に審査請求料及び第１
年目～第３年目の特許料の１／２軽減
措置を講じているところ。なお、平成１
５年の通常国会において産業技術力
強化法を改正し、平成１６年４月より公
設試験研究機関に対する審査請求料
及び第１年目～第３年目の特許料の１
／２軽減措置を創設するとともに、現
在の軽減の対象となる中小企業の範
囲を拡大したところ。

別途、地域新生コンソーシアム研究開
発事業の成果として生じた特許につい
ては、平成１５年度より、その特許関
連出願経費について、委託事業の対
象経費とすることができる。

3

平成１５年の通常国会において、特許
法及び産業技術力強化法を改正し、今
まで全額免除であった独立行政法人に
対して、コスト意識を持たせるといった
観点もあり、軽減率を１／２に引き上
げ、公設試験研究機関に対しては、軽
減率を１／２に引き下げるなどの一律
の１／２の軽減措置を導入したところ。
このような中、大学や公設試験研究機
関のみを全額免除にすることは政策的
な観点からも適切ではないと考える。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

大学、公設試験研究機関に対して、
特許料等を全額免除することは、機
関に対して特許のコスト意識を持たせ
るといった政策的な観点からも適切で
はないと考える。

川崎市
川崎臨海部再生－
アジア起業家村構想

1178 1178030 112870
アジア人留学生のた
めの奨学金制度

東アジアの経済制度・システム
の共通化・国際化の基盤の形
成に資するため、当面、特定
地域において経営者としての
人材育成を支援する奨学金制
度を経済産業省「人材育成支
援事業」などの拡大として実施
する。

アジア起業家村と連動して、アジアの活発な
起業マインドを誘致、市内大学での研究を支
援し、アジア起業家村での創業を誘導する。

技術支援については支援措置があるが、経営者の育成
については特定したものがみられない。アジアの経済連
携を展望し、人材を誘致する視点が重要

6
AOTSは技能研修のみを行う団体であ
り、「留学制度拡充」の対象にあたらな
い。

要望の内容は、アジア人留学生に対
する、経営者として人材育成を支援
する制度の創設であり、再度検討さ
れたい。

6
AOTSは技能研修のみを行う団体で
あり、「留学制度拡充」の対象にあた
らない。
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青森県
オープンソースを活
用した地域産業の振
興

1109 1109010 112880
企業の技術信頼度を
認定する制度の創出

企業及び官公庁のオープン
ソース導入を円滑にし、オープ
ンソースの普及を推進するた
めに、オープンソースに係る企
業の技術信頼度を認定する制
度を創出する。

オープンソースに係る企業技術認定制度を創
出することにより、企業及び官公庁のオープン
ソース導入を円滑にするとともに、関係企業の
信用力向上を図り、地域ＩＴ企業の振興を図
る。

　オープンソースについては、そのオープン性から一方で
その信頼性に懸念を抱く者が存在することも事実である
ことから、このような状況を回避しオープンソースの導入
を円滑にするもの。

オープンソースに係る企業の技術信頼
度を認定する制度はない。

3

「オープンソース（以下、「ＯＳＳ」という。）に
係る企業の技術信頼度の認定」として、具
体的に何を認定することを想定されている
のか明確でないが、仮にＯＳＳを活用した情
報システムの構築に係る技術ということで
あれば、ＯＳＳに係る技術にとどまらず、ソフ
トウェア開発一般のプロセス改善やソフト
ウェア工学の適用が問題となり、これらを総
合的に判断することが必要となる。これにつ
いては、ＣＭＭ（ソフトウェア能力成熟度モ
デル）の普及やソフトフェアエンジニアリング
センター設置に向けた検討の中で、すでに
取り上げられているところ。
また、ＯＳＳの信頼性に対する疑念の払拭
がＯＳＳ導入の円滑化につながるとのご認
識であるが、平成１５年に、社団法人情報
サービス産業協会（ＪＩＳＡ）から発表された
「オープンソース・ビジネス動向調査」によれ
ば、ユーザー企業がＯＳＳを導入しない主な
理由としては、「知識・ノウハウの不足」、
「サポート体制の不足」、「対応アプリケー
ションの不足」等が挙げられており、信頼性
に対する懸念は９位にとどまっている。
経済産業省としては、ＯＳＳの普及のために
は、不足する対応アプリケーションの充実
や人材育成、法的問題についての研究・啓
蒙などがより重要性の高いテーマだと考え
ており、現在、これらの課題に重点的に取り
組んでいるところ。
以上より、ご提案のような認定制度の創出
を行うことは考えられない。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

「オープンソース（以下、「ＯＳＳ」という。）
に係る企業の技術信頼度の認定」として、
具体的に何を認定することを想定されて
いるのか明確でないが、仮にＯＳＳを活用
した情報システムの構築に係る技術とい
うことであれば、ＯＳＳに係る技術にとどま
らず、ソフトウェア開発一般のプロセス改
善やソフトウェア工学の適用が問題とな
り、これらを総合的に判断することが必要
となる。これについては、ＣＭＭ（ソフトウェ
ア能力成熟度モデル）の普及やソフトフェ
アエンジニアリングセンター設置に向けた
検討の中で、すでに取り上げられていると
ころ。
また、ＯＳＳの信頼性に対する疑念の払拭
がＯＳＳ導入の円滑化につながるとのご
認識であるが、平成１５年に、社団法人情
報サービス産業協会（ＪＩＳＡ）から発表さ
れた「オープンソース・ビジネス動向調査」
によれば、ユーザー企業がＯＳＳを導入し
ない主な理由としては、「知識・ノウハウの
不足」、「サポート体制の不足」、「対応ア
プリケーションの不足」等が挙げられてお
り、信頼性に対する懸念は９位にとどまっ
ている。
経済産業省としては、ＯＳＳの普及のため
には、不足する対応アプリケーションの充
実や人材育成、法的問題についての研
究・啓蒙などがより重要性の高いテーマだ
と考えており、現在、これらの課題に重点
的に取り組んでいるところ。
以上より、ご提案のような認定制度の創
出を行うことは考えられない。

石川県
石川ニッチトップ企業
倍増計画

1052 1052050 112890
産学官共同研究開発
大型プロジェクト補助
事業への採択

既存企業の中で、キラリと光る
技術を有する企業に対し、研
究開発補助から事業化まで一
環・集中した支援を行うため、
特に高度な研究開発テーマに
ついては、国の産学官共同研
究開発大型プロジェクト補助事
業に対し提案を行い、国からの
委託研究として実施し、実用化
を図る。

既存企業の中で、キラリと光る技術を有する
企業に対し、研究開発補助から事業化まで一
環・集中した支援を行うため、特に高度な研究
開発テーマについては、国の産学官共同研究
開発大型プロジェクト補助事業に対し提案を
行い、国からの委託研究として実施し、実用化
を図る。

特に高度な研究開発テーマについては、国の産学官共
同研究開発大型プロジェクト補助事業への採択が実用化
に向けて非常に有効である。

経済産業省においては、研究開発プ
ロジェクトを産学官の英知を結集する
形で実施しているところ。
研究開発プロジェクトの実施にあって
は、参加機関の公募を行っており、プ
ロジェクトの目的に合致した優秀な研
究開発能力を有する企業を選定して
いるところ。

5

研究開発プロジェクトを産学官の英知
を結集する形で実施しており、参加機
関は公募を行った結果、選定されてい
る。
研究開発テーマに対し能力を有する企
業であれば、参加可能であることから、
当該制度を有効に活用されたい。

多治見市
バイオマスによる持
続可能な地域社会・
多治見の創造

1382 1382040 112900
バイオマス利活用に
関する補助金の統合
化

BDFと堆肥化・ガス化の統合施
設設置に対して、一部旧来技
術の活用があったとしても補助
対象として運用できるようにす
る。また、農林水産省、環境
省、NEDOの施設補助制度が
あるが、省庁の枠を超えて統
合補助金化する。

バイオマス（堆肥化・ガス化）施設をBDF施設
と併設し、生ごみ資源化を推進する。

新しい技術のみならず、旧来型の施設についても複合施
設化することで、新しい取組みという位置付けをする。

地域新エネルギー導入促進事業

地域において新エネルギーの大規模・
集中導入等、先進的な取組等を行う
地方公共団体等に対して、事業費の
一部を補助している。

3、2 Ⅶ

補助金の統合化については、それぞ
れ目的が異なるため、すべて統合す
ることは困難である。しかしなが
ら、地域の特性を活かし、バイオマ
スを効率的に利活用するバイオマス
タウン構想（仮称）の実現に向け、
関係府省が一体となった支援を試行
的に開始する。

提案者の構想する事業が要望に
沿って円滑に実施できるように、
関係各省の間で連携して予算執行
する等工夫することが出来ない
か、検討されたい。

5

バイオマス関連施策については、
バイオマス・ニッポン総合戦略推
進会議の場を通して各省間の緊密
な連絡体制を取っているほか、各
地方ブロックごとに各省出先機関
間での連携を密にしている。
当省の補助事業については、複合
的機能を持つ施設に対しても他省
庁の補助金と連携して利用するこ
とが可能である。

岡山県
岡山グリーンバイオ・
プロジェクト

2163 2163120 112910

自動車燃料としての
バイオエタノールの普
及拡大に係る措置検
討

米国で行われているような、国
内バイオマスを用いたバイオエ
タノールの精製そのものに対
する補助やバイオエタノールの
使用に対する優遇税制(ガソリ
ン税の適用除外)等を検討す
る。

本支援措置により、国内バイオマスを用いた
バイオエタノール生産や利用の普及拡大を図
る。

米国ではエネルギー政策等の観点から国内バイオマスを
用いたバイオエタノールの活用に対して積極的な支援が
行われており、本支援措置により、我が国のバイオエタ
ノール活用の積極的な推進が図られる。

総合資源エネルギー調査会燃料政策小
委員会

平成１５年２月より、バイオマス燃料の
中期的な利用について議論を行って
いる。

６，３

揮発油税法は財務省所管であるため、
税制の優遇措置は担当ではない。
バイオエタノールの精製そのものに対
する補助については、新たな財政措置
を伴うものであり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 ６，３

揮発油税法は財務省所管であるた
め、税制の優遇措置は担当ではな
い。
バイオエタノールの精製そのものに
対する補助については、新たな財政
措置を伴うものであり、不可能。

岡山県
おかやま木質バイオ
マス産業クラスター
整備構想

2168 2168040 112920
バイオマス製品の利
用推進

バイオマス製品の利用推進を
図るための支援（税制の優遇
措置等）

割高となるバイオマス製品と競合する製品価
格との差額について、国民全体で負担するシ
ステムを構築する必要がある。例えば地域内
で生産されたエタノ－ルを混入したガソリンの
場合は石油関係税の軽減等が考えられる。

製品を市場流通に乗せ、消費拡大を促すためには、製品
の流通価格を極力抑える必要がある。

総合資源エネルギー調査会燃料政策小
委員会

6
揮発油税法は財務省所管であるため、
税制の優遇措置は担当ではない。

大阪府
内外企業の立地促
進

2027 2027040 112930
研究で製造するアル
コールに係る許認可
の免除

研究施設において研究の過程
で製造されるアルコールにつ
いて、許認可を免除

許認可を免除することで、研究に係る事務処
理を軽減し、活動を促進する。このため、研究
機関について酒税法の酒類製造免許、アル
コール事業法のアルコール製造業許可を免除
する。

研究過程で製造されるアルコール類については、一般に
流通する可能性が低く、許認可の対象外としても大きな
影響は発生しないと考えられる。また、研究過程でのア
ルコール製造は一過性、短期的なケースが多く許認可を
とるのが非効率。

アルコール事業法（平成１２年法律第３６
号）第３条第１項、第４条第３号

アルコールの製造を業として行おうと
する者は、経済産業大臣の許可が必
要。しかし、試験研究のためにアル
コールを製造する場合には、許可を受
ける必要はなく、承認を受けるだけで
足りる。

5
アルコール事業法第４条第３号に基づ
き、経済産業大臣の承認を受けること
により対応可能。

要望内容は実現できるのか確認され
たい。

5

試験研究でのアルコール製造にはそ
もそも製造業許可は不要。アルコー
ル事業法第４条第３号に基づき、経
済産業大臣の承認を受けるだけで足
りる。
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福岡県
アジアのITビジネス
交流拠点構築プロ
ジェクト

2137 2137010 112940
IX構築運営のための
創業支援策の創設

〇基本的にIX構築・運営は民
間主体で行われるべきものと
考えているが、ビジネスとして
成立するための条件を整えな
い限り実現は難しい。
　
〇IX事業は接続料収入がその
大部分を占めているが、事業
開始時にはその接続件数も少
なく、ビジネスとしては成り立ち
にくい。　　　　　　　　　　　　そこ
で、事業の立ち上がりをサポー
トする仕組みが必要である。

〇IX事業運営において最も多
額の費用を要するものは、構
築時の機器（ルータ、スイッチ
等）の費用と人件費を中心とす
る運営費であることから、その
機器費用の一部及び事業開始
から３カ年間程度、東京IXまで
の回線費用を含む運営費の一
部について支援が必要。
○国においては、IX事業を国
の重点推進分野として位置づ
け事業者に対する支援策を創
設いただきたい。

〇現在福岡県では、県単独補助金を創設して
「ふくおかiDC」内にインターネット情報集積を
図っている。
この情報集積をインセンティブとしての民間
ISP(インターネットサービスプロバイダー)の接
続や県内中小ISPの「ふくおかiDC」への集約
等を通じてIX構築を目指している。

〇このIXは、県内の中小ISP・大手ISPの接続
を実現し、県内はもとより九州・山口、引いて
は全国のトラフィックを集約し、東京のIXに依
存せずアジア、ひいてはグローバルなトラ
フィック交換を可能とする。
また、国内の地域IXとの連携も視野に入れて
おり、より広域な展開を図っていく。
更に、このIXが存在するふくおかiDCは、デー
タの相互バックアップの観点から、将来各地方
公共団体で設立される公共iDCとの連携も考
えており、これが実現すればますます福岡に
おけるIXの重要性は増すものと思われる。

〇経済集積、地理的な条件等から福岡県はIXの設置場
所として評価が高い。

〇しかし、現状では、ビジネスとしての展望が明確でない
ことから、具体的な動きにまでは発展していない。
特に、接続事業者が少ない事業初期の段階での費用負
担が大きいことが課題であり、これをクリア出来れば実現
出来ることになる。

〇現在、通信事業者との検討会を開催する等県からの
積極的な働きかけ行っているが、これに加えて地域再生
構想としてIXに対する国の認知及び支援が行われること
になれば民間主体のIX構築・運営が更に実現に近づくと
考える。
　

3

補助対象経費については、厳しい予算
制約の中で政策効果の最大化を図る
観点から決定しており、ＩＸ事業におけ
る運営費支援の提案については、新た
な財政措置を伴うものであり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

補助対象経費については、厳しい予
算制約の中で政策効果の最大化を
図る観点から決定しており、ＩＸ事業に
おける運営費支援の提案について
は、新たな財政措置を伴うものであ
り、不可能。

石川県
石川デジタルコンテ
ンツ産地形成推進構
想

1051 1051010 112950

石川県Ｅビジネストラ
イアル事業の大学で
の単位認定化への協
力

デジタルコンテンツ産業を担う
若手人材をＯＪＴにより育成す
る石川県独自のＥビジネストラ
イアル事業について、参加者
（学生）の満足度は高い一方で
学業との両立が課題となって
いることから、学生が学業との
両立に支障なく参加できるよ
う、本県が行う大学に対する単
位認定の働きかけへの協力依
頼

デジタルコンテンツを活用したＥビジネスを推
進できる人材（Ｅビジネスプロデューサー）を養
成するため、県や企業から実際に発注される
Ｅビジネス企画案件にＯＪＴ方式で取り組む教
育プログラム（石川県Ｅビジネストライアル）
に、学生が学業と両立させながら参加すること
を容易にする。

石川県Ｅビジネストライアル事業に、学生が学業と両立さ
せながら参加することを容易にすることにより、本県独自
の人材育成事業を円滑に推進することで、地域ブランド
の確立を目指す。

- - 6 -

経済産業省では、平成１５年度コンテン
ツプロデューサー育成支援事業を実
施。具体的には、プロデュサー育成の
ためのカリキュラム・テキスト（１３分野）
を策定し、これらを用いた講座を実施。
現在、全国６機関において順次開設
中。
ご提案は担当外。

石川県
石川デジタルコンテ
ンツ産地形成推進構
想

1051 1051020 112960

若年者のためのワン
ストップサービスセン
ターのモデル地域の
指定

デジタルコンテンツ産業を担う
若手人材をＯＪＴにより育成す
る石川県独自のＥビジネストラ
イアル事業を核として、若年者
に対して、カウンセリングから
研修等まで一貫したサービス
を実施するために、「若者自
立・挑戦プラン」に基づく若年
者のためのワンストップサービ
スセンター（通称：Job-Café）整
備のためのモデル地域に指定

デジタルコンテンツを活用したＥビジネスを推
進できる人材（Ｅビジネスプロデューサー）を養
成するため、県や企業から実際に発注される
Ｅビジネス企画案件にＯＪＴ方式で取り組む教
育プログラム（石川県Ｅビジネストライアル）
に、カウンセリングから一貫した教育を追加す
ることにより、デジタルコンテンツ産業を担う若
手人材を育成する。

若年者のためのワンストップサービスセンター（通称：
Job-Café）整備のためのモデル地域に指定されることに
より、企業及び若年者の参画と本県独自の石川県Ｅビジ
ネストライアル事業の円滑な推進を図ることで、地域ブラ
ンドの確立を目指す。

経済産業省は、若年者のためのワン
ストップサービスセンターの整備を１０
箇所程度のモデル地域において行うこ
ととしている。
モデル地域は、予算成立の後、できる
だけ速やかに決定する予定。

5

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、モデル地域の選定
については、基準に基づき厳正に行う
予定であるが、ご提案に係る事業の応
募があった場合には、個別具体的に行
われる審査の結果次第で選定すること
がありうる。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 5

厳しい予算制約の下で政策効果を最
大化する観点から、モデル地域の選
定については、基準に基づき厳正に
行う予定であるが、ご提案に係る事
業の応募があった場合には、個別具
体的に行われる審査の結果次第で選
定することがありうる。

石川県
石川デジタルコンテ
ンツ産地形成推進構
想

1051 1051030 112970

全国初のデジタル
アーカイブ研修の実施
及び全国的集客への
協力

平成１６年度より、㈱石川県ソ
フトウェア研修開発センターに
おいて、コンテンツ関連の研修
事業を本格的に実施する予定
としており、全国初のデジタル
アーカイブ研修も開始する予定
であることから、開始に当たっ
ては、国及び関係機関の協力
も得ながら、全国的集客の推
進を図る。

㈱石川県ソフトウェア研修開発センターにおい
て、コンテンツ・ビジネスの起業等を目指すクリ
エイター等を対象として、全国初のデジタル
アーカイブ研修を、国及び関係機関の協力も
得ながら、全国から受講者を募集して実施し、
デジタルアーカイブ技術者を養成することによ
り、デジタルコンテンツ産地育成を人材育成面
から推進する。

全国初のデジタルアーカイブ研修を実施するため、講師
の派遣について国及び関係機関の協力を得るとともに、
全国にアピールして受講者を募集し、地域ブランドの確
立を目指す。

- - 3 -
ご提案については、新たな予算措置が
前提であり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3 -
ご提案については、新たな予算措置
が前提であり、不可能。

石川県
石川デジタルコンテ
ンツ産地形成推進構
想

1051 1051040 112980
コンテンツ関連の国の
研究機関の誘致

デジタルアーカイブ産地を目指
すために、後方より支援する研
究者の集積と誘致を図り、さら
なる集積を目指すため、研究
用のスタジオを所有しコンテン
ツ作成を研究する国の機関や
研究所を誘致する。

ネットワークインフラ技術研究基盤において北
陸先端科学技術大学院大学を核とするいしか
わサイエンスパークの優位性を広くアピールし
て、それを呼び水とし、研究用のスタジオを所
有しコンテンツ作成を研究する国の機関や研
究所を誘致する。

デジタルアーカイブやその利活用には、コンテンツ作成の
技術やアーカイブする手法など複合的に多岐の技術が
含まれていることから、特定分野だけの優位性ではアー
カイブ全体の研究や産地化は困難であり、多岐の分野に
わたる国の研究機関を誘致することにより、複合的一大
拠点を目指す。

- - 3 -
ご提案については、新たな予算措置が
前提であり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3 -
ご提案については、新たな予算措置
が前提であり、不可能。

石川県
石川デジタルコンテ
ンツ産地形成推進構
想

1051 1051050 112990
「ＩＴ－観光事業」の国
の関連団体での企画
採択

本県の文化資産をデジタル
アーカイブする「石川新情報書
府」事業で蓄積された「デジタ
ルアーカイブ技術｣を活用し、
観光産業との連携を図るトライ
アル事業について、国の関連
団体から委託を受けてモデル
事業として実施する。

本県の文化資産をデジタルアーカイブする「石
川新情報書府」事業で蓄積された「デジタル
アーカイブ技術｣を活用し、１６年度に観光産
業との連携を図るトライアル事業の企画書及
びプロトタイプを作成し、国の関連団体（ＴＡ
Ｏ，ＩＰＡ等）に提案を行い、１７年度に国関連
団体からモデル事業として受託し、設計制作
を実施する。

「石川新情報書府」事業での蓄積を多方面に活用すると
ともに、国からモデル事業として採択されることにより、
「デジタルコンテンツ産地」としての全国的な認知及び地
域ブランドの確立を目指す。

- - 3 -
ご提案については、新たな予算措置が
前提であり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3 -
ご提案については、新たな予算措置
が前提であり、不可能。
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福島県
ベンチャーランドふく
しま

1197 1197030 113000

ベンチャー企業の官
公需への積極的な登
用を図ると共に、国が
それを認定するような
制度の創設

ベンチャー企業の創出と存続
を支援するため、地方自治体
が積極的にベンチャー企業が
開発した製品や、技術を登用
することは既に各自治体でも
実施されているところである
が、ベンチャー企業がさらに市
場を他県、他地域に求めたとき
に、どうしても実績のなさや、
経営的な安定性がないことか
ら、参入できない状況であるた
め、国がベンチャー企業を認定
するような制度を制定し、その
認定を受けたベンチャー企業
は全国で官公需の入札等に参
加できる資格認定制度を制定
する。

官公需の発注に際して、ベンチャー企業の信
頼度を認定する全国的な一律の制度を設け、
一定の要件（経営状況や客観的機能性や信
頼性などが確認できること等）を満たし認定を
受けたベンチャー企業は、受注実績の有無に
かかわらず官公需に参加できる仕組みを創設
する。

官公需については、実績を重視した発注先の選考方法を
とっており、実績を有しないベンチャー企業等は官公需へ
の参入が実質困難な状況にある。

会計法
地方自治法

①国の物品等の政府調達は会計法に
基づくものであり、また、地方公共団
体の調達については地方自治法に基
づき行われるものである。
②官公需施策は上記①の会計法令の
範囲内で、官公需法（昭４１法９７）及
び同法に基づき毎年度閣議決定され
る「国等の契約の方針」に基づき展開
しているが、官公需法第３条では、国
等の契約の締結に当たり予算の適正
な使用に留意することを求めており、
閣議決定される「国等の契約の方針」
においても、その前文で国等の契約の
締結に当たっては、予算の適正な使
用に留意し、世界貿易機関政府調達
協定等との整合を十分確保することを
求めている。

6 －

６
　本件は、政府調達に係る入札制度及
び地方公共団体に係る入札制度の運
用の問題であって、会計法、地方自治
法の解釈、運用上等の問題であり、官
公需法、契約の方針で対応できるもの
ではない。
　従って、会計法を所掌する財務省、
地方自治法を所掌する総務省、国の競
争契約参加資格審査統一基準に係わ
る総務省等関係省庁等関係省庁にお
いて検討されるべきものである。
　なお、官公需法においては、国等の
契約を締結するに当たっては、予算の
適正な使用に留意しつつ、中小企業者
の受注の機会の増大を図るように努め
なければならないとしているところであ
り、中小ベンチャー企業の官公需の受
注機会を排除するものではない。

岐阜市
バイオマス・タウンぎ
ふ構想

1321 1321020 113010
生分解性プラスチック
の性能等標準規格化

　従来のプラスチックとの区別
および分解の定義など生分解
性プラスチックの性能等標準
規格化

　現在、バイオ由来プラスチックの使用につい
て、本市グリーン購入方針で指定しているが、
一層の使用拡大を図り、繊維、衣料品なども
含め、市民、事業者による使用促進について
具体的検討を行っている。
　容器包装リサイクル法上では、コンビニ等の
プラスチック包装の食品廃棄物については、プ
ラスチック包装と食品を分別処理しなければな
らない。食品リサイクル推進のため、現在、生
ごみと生分解性プラスチックの混合物の分解
研究について検討しているが、生分解性プラ
スチックの同法上の取り扱いの明確化が課題
となっている。

　従来のプラスチック製品との環境性能の差別が明確
で、使用の安全性等を担保する、認証、表示、規格制度
の確立がないと、市民、事業者による繊維、衣料品なども
含めた使用拡大を進めるのが困難である。
　食品リサイクル推進の上でも、生分解性プラスチックの
容器リサイクル法上の取り扱いを整備されることで、モデ
ル研究事業が推進しやすくなる。

生分解性プラスチックに係る識別表示
制度については、本分野の業界団体
である生分解性プラスチック研究会が
「グリーンプラ識別表示基準」を制定
し、既に運営してきているところ。

5

５
引き続き、「グリーンプラ識別表示基
準」の着実な運用を図るとともに、より
客観性を高めるため、「グリーンプラ識
別表示基準」の環境ＪＩＳ化に向けて、
現在登録作業中。

札幌市
交流と創造の空間・
活動づくり

1258 1258020 113020
ＴＭＯとして認定を受
けることができる者に
ＮＰＯ法人を加える

中小小売商業高度化事業構
想を作成し，市町村の認定を
受けることができる者は，「商
工会，商工会議所，特定会社
又は公益法人であって政令で
定める要件に該当する者その
他中心市街地における中小小
売商業高度化事業の総合的な
推進を図るのにふさわしい者と
して政令で定める者」となって
いるが，これにＮＰＯ法人を加
える

○都心政策のプロデュース
　都心のビジョンの発信と共有化，都心のまち
づくりに関する人材・組織・情報のプラットホー
ムの構築と運用等
○まちづくり計画・事業のコーディネート
　まちづくりガイドラインに基づく個別事業の調
整と誘導，都心のにぎわい創出や魅力向上の
ためのソフト事業の企画・推進等
○都心の公益サービス・事業のマネジメント
　公共施設・公共空間の環境管理，これらを活
用したイベント・アート活動の総合プロデュー
ス，都心観光プログラムの開発等
＜効果＞市民，企業，商店街，ＮＰＯ，行政な
どのさまざまな主体が協働して都心の魅力と
活力を高める

　ＴＭＯは，魅力と活力のある都心の実現に向けて，さま
ざまな主体のまちづくりの取組みを支援するとともに，各
主体間の協調・連携を図り，具体的な事業やプロジェクト
の実現化のためにコーディネーターとしての使命と役割
を担う機関である。
　しかし，現状の商工会議所ＴＭＯは，中小小売商業高
度化事業の推進が中心となり，上記の役割を果たすこと
ができていないことから，行政，民間，市民の中間的・中
立的立場で活動できる組織形態が必要である。

中心市街地活性化法第18条
現在、ＴＭＯとなれる者は商工会、商
工会議所、特定会社又は公益法人

２
Ⅱ

ＴＭＯの主体としてＮＰＯを加える方向
で検討。

実施内容と実施時期を明確にされた
い。

2 Ⅱ

平成１６年度中に、関係機関の了解
が得られることを前提として、ＴＭＯの
主体としてＮＰＯを加える政令改正を
行う。

多治見市 多治見市産業再生 1381 1381010 113030
美濃焼産地としての
多治見市産業再生

平成15年1月にふれあいサロ
ン「ほっとふる」を経済産業省
の補助金を利用して設置。ＴＭ
Ｏが活動拠点としているが、補
助金の要綱上、収益事業が禁
止されているため、これを緩和
し、収益事業をできるようにし
ていただきたい。

ＴＭＯ活動の展開が容易になり、ＴＭＯの自立
を促すことにつながる。市産品を展示するだけ
でなく、実際に購入できるようにすることで、来
訪者の満足につながり、交流を促す効果もあ
る。物品販売や飲食など、集客力のある事業
を行い、ＴＭＯが独自に考え、自主事業を幅広
く展開するための自主財源とする。

ＴＭＯが自立するためには、自主財源が必要であり、それ
を得るためには収益事業を行う必要がある。これにより
中心市街地の活性化が進み、また、国からの補助金を最
大限活かすことができると考える。

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱

「ほっとふる」設置時に活用したコミュ
ニティ施設活用商店街活性化事業
は、保育サービス施設や地域交流施
設を運営し商店街を活性化することが
目的であり、収益事業を想定してい
る。

5
ＴＭＯの経営基盤確立を目的としたＴＭ
Ｏ自立支援事業を活用すれば、収益事
業が実施可能。

要望内容は実現できるのか確認され
たい。

5
ＴＭＯの経営基盤確立を目的としたＴ
ＭＯ自立支援事業を活用すれば、収
益事業が実施可能。

釜石市
環境産業を核とした
釜石の再生構想

1185 1185030 113040
基幹送電線への系統
アクセス費用に関わる
支援策の充実。

基幹送電線と発電サイトとを結
ぶ系統アクセス送電線の整備
に関わる支援策を充実する。

当市北西部に位置する和山牧場（1500ha）で
の風力発電事業の二次展開。このことにより
新エネルギーの普及促進、二酸化炭素排出
量の削減など地球環境にやさしい産業の展開
を可能とする。また、畜産業や農林業は、依然
として厳しい経営環境にあるが、風力発電の
立地による土地賃借料収入が見込まれるなど
経営の建て直しが期待される。さらに、当市に
は、固定資産税収入が見込まれるほか、保守
メンテナンスに関わる地元雇用創出、観光資
源としての活用など、地域活力の増進が図ら
れると期待される。

風力発電適地が山間部に位置するため、電力系統まで
のアクセス距離が遠く、系統アクセス送電線の敷設費用
が膨大となり発電コストの上昇など円滑な事業推進に影
響を与えているため、新エネルギー事業者支援対策事業
の充実にご配慮いただき、新エネルギーの導入目標量の
早期達成を目指すもの。

新エネルギー事業者支援対策事業

「新エネルギー利用等の促進に関する
特別措置法」に基づき認定を受けた利
用計画に従って新エネルギーを導入
する先進的な事業者に対して、事業費
の一部を補助している。

5

各事業が交付対象となるかについて
は、個別具体的に検討する必要がある
ものの、一般論として、新エネルギー事
業者支援対策事業では、風力発電サ
イトと送電線を結ぶ送電設備及びその
敷設に係る工事費も補助対象として認
め、風力発電導入の円滑化を図ってい
るところ。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 5

各事業が交付対象となるかについて
は、個別具体的に検討する必要があ
るものの、一般論として、新エネル
ギー事業者支援対策事業では、風力
発電サイトと送電線を結ぶ送電設備
及びその敷設に係る工事費も補助対
象として認め、風力発電導入の円滑
化を図っているところ。

金山町 内水面漁業の振興 1357 1357010 113050

　アユ冷水病原因究
明のための支援及び
ヒメマス生息環境を改
善するための支援

①沼沢湖は県内唯一のヒメマ
スが生息しているので、生息環
境の改善を行うため、電力発
電用の水位の変動を少なくし、
自然繁殖と害魚の只見川から
の流入を防ぎたい。
②野尻川は、冷水病の発生に
より放流魚の「アユ」及び「在来
魚」が感染し魚の生態系に変
化がおきている。冷水病の解
消と渓流魚の復活を図りたい。
③只見川及び小河川は発電用
ダム及び砂防堰堤の設置によ
り魚の遡上が阻害され、またダ
ム等の設置により水の流れが
滞留して魚の繁殖に影響を及
ぼしているためダム等に魚道
を設置し豊かな漁業資源の復
活を図りたい。

①魚族資源の保護と豊かな川の恵みを復活さ
せるため魚道設置の義務化
②冷水病対策と早期解消
③ヒメマス生息環境の改善を図るため、国県
の支援

　電力会社が水の利用権を持っているため、生息環境の
改善ができない。

6
水利権の問題は河川に係る問題であ
り、当省として主体的に措置を講ずるこ
とは難しい。
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松山市
『坂の上の雲』フィー
ルドミュージアム構
想

2044 2044030 113060

自治体提案の「(仮称)
○○市無電柱化推進
計画｣に基づく電線類
地中化五ヵ年計画の
策定

従来の道路管理者毎の計画
から都市計画としての戦略的
な自治体提案型計画にシフト
し、効率的かつ効果的な地中
化整備を推進する。

自治体が短中期（概ね10年以内）の地中化路
線計画を提案し、国・県の道路管理者と調整
後、「(仮称)○○市無電柱化推進計画｣を策定
し、その後、ブロック別電線類地中化協議会に
おいて決定する仕組みにする。

都市景観の整備は、本来自治体が目指していく都市像の
構築の骨格を構成する要素であるため、自治体が計画
調整することが望ましい。特に、都市観光を振興する本
市の景観整備においては、短期集中投資による経済効
果が見込まれるものと考えている。

電気設備に関する技術基準を定める省
令

省令に定める技術基準を満たしてい
れば電線類の地中化は可能。

6 －
道路管理や都市景観については当省
の所管ではなく、本件要望内容は担当
外である。

特定非営利
活動法人大
阪屋夢八倶
楽部

なにわ百年町 3007 3007010 113070
なにわ百年町の具現
化の障害となる現行
法の検討

なにわ百年町の具現化にあた
り障害となる現行の都市公園
法、建築基準法、高圧ガス保
安法、道路運送車両法、道路
法、消防法、道路交通法、電
気事業法の規制の検討。

１スペースレイアウト　　　　　　　　　町の構造：
長屋、町屋、商屋、芝居小屋、旅籠、朝市、昼
市、夜市の蔵、寺小屋、銭湯、神社、仏閣、疎
水と木船、橋等。　　町の機能：商、祭、観、
学、遊、時。　　環境、エネルギー、インフラ：水
素エネルギー、バイオマス、太陽光発電、バリ
アフリー、防災、古民家移築　　　　　　　　　２
特徴的な商いや遊びなどのソフト　　　人を中
心とした商いを行う。　　　　　　３最新技術内
容　　　　　　　　　　　　CO2を排出しない燃料
電池の移動体、有機物からエネルギーを取り
出すバイオマスエネルギー、ソーラーパネル

なにわ百年町の具現化にあたり現行の都市公園法、建
築基準法、高圧ガス保安法、道路運送車両法、道路法、
消防法、道路交通法、電気事業法の規制が障害となる。

電気事業法第３８条
電気事業法施行規則
第４８条第２項

一般用電気工作物以外の事業用電気
工作物については、電気事業法に基
づき、保安規定の届出、主任技術者
の選任、工事計画の届出及び安全管
理審査を行わなければ使用することが
できない。

燃料
電池：
４
バイオ
マス発
電：３

　提案者に要望内容を確認したところ、
「なにわ百年町」（２００５年着工、２００
６年開園予定）に設置する予定の燃料
電池発電設備（出力１kw：１０～２０基）
とバイオマス発電設備（生ゴミから発生
するメタンガスを利用した燃料電池発
電設備：出力３０～１００kw：１基）を一
般用電気工作物として位置付けてほし
い、というものだった。
　家庭用燃料電池については、特区に
おいて一般用電気工作物への位置付
けを可能としており、また、平成１６年
度中には小出力発電設備として一般
用電気工作物へ位置付けることとして
いる（平成１５年９月１９日閣議報告）。
バイオマス発電設備については、提案
者に確認したところ、具体的にどのよう
な設備を用いるかは決まっていないと
のことであり、当該設備の安全性を確
認するためのデータが十分に示されて
いないため、当該要望に対応可能かど
うかを現時点では判断することはでき
ない。

現時点では判断できないあるが、将
来的には検討されるのか回答された
い。

バイオマス
発電：３

　使用される発電設備の安全性を確
認するためのデータが具体的かつ十
分に示されるならば、検討を行うこと
とする。

只見町
水力発電施設立地
市町村への継続的
支援

1333 1333010 113080
電源立地地域対策交
付金交付規則の改正

交付期間の延長、交付限度額
の引き上げ

地域振興対策事業への長期的な投資
交付金が終了すれば町の財政に大きく影響する。現状の
交付限度額は適正ではない。

電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

水力発電施設周辺地域交付金（以下
「水力交付金」という。）は、２００３年１
０月に電源立地地域対策交付金へと
統合されたが、その交付対象地域、交
付期間、交付限度額算定はそのまま
電源立地地域対策交付金へと引き継
がれたため、水力交付金の交付対象
であった地域については、水力交付金
の最長交付期間である３０年間で交付
期間が終了することとなる。

3

現行の交付期間を延長しないでもすぐ
に交付期間が終了してしまう地方公共
団体はなく、交付期間の延長について
今検討する必要性はない。また、補助
対象経費については、厳しい予算制約
の中で政策効果の最大化を図る観点
から決定しており、交付額の追加は、
交付期間の延長と同様、新たな財政措
置を伴うものであり不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

現行の交付期間を延長しないでもす
ぐに交付期間が終了してしまう地方
公共団体はなく、交付期間の延長に
ついて今検討する必要性はない。ま
た、補助対象経費については、厳しい
予算制約の中で政策効果の最大化
を図る観点から決定しており、交付額
の追加は、交付期間の延長と同様、
新たな財政措置を伴うものであり不
可能。

日立市 市独自財源確保策 1373 1373020 113090
電源立地特別交付金
の有効活用

補助金交付要綱による予算補
助により住民・企業に給付され
ている原子力立地給付金を、
より具体の使途が明確になる
よう市の事業の財源に充当す
る。
そのためには、現在市民・企業
に給付されている交付金を市
の事業財源に充てることがで
きるよう手続きを明確にする。

現在、市民・企業に給付されている交付金を、
市の歳入にできるよう市議会の議決を得るこ
と等を盛り込んでその手続きを明確化する。
使途目的を、防災、教育施設に限定した事業
の財源に充てる。

現在手続きが明確化されていないため、住民・企業へ給
付されている交付金については交付対象者からの同意を
得ることとされている。
議会の承認を得ることで地域住民及び企業の同意をが
得られたものと規定しするなど手続きを明文化されたい。

電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

原子力発電施設等の立地都道府県に
おいては、県が電源立地特別交付金
原子力発電施設等周辺地域交付金枠
（２００３年１０月に電源立地地域対策
交付金に統合）を原資に原子力発電
施設等の所在市町村等に実質的電気
料金の割引となる給付金を交付してき
ている（電源立地地域対策交付金にお
いても同様）。

5

２００３年１０月に創設された電源立地
地域対策交付金のうち、旧来の電源立
地特別交付金に相当する部分につい
ては、県が市町村への配分を決定する
こととなっており、各市が特に実施した
い事業がある場合には、県とよく調整
することが必要となる。

福島県商工
会連合会

電源三法交付金でク
リーンエネルギー発
電

3060 3060010 113100
電源三法交付金でク
リーンエネルギー発電

電源三法交付金の使途に、風
力発電所建設も加えられた
い。

電源三法交付金による風力発電所建設は、設
置する事業者負担が小さいことから低料金で
電気を供給できる。クリーンな電気を低廉に供
給することにより、企業進出を促すことがで
き、雇用も確保される。

発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的として、電
源地域の地方公共団体が実施する各
種事業の費用に充てるため交付され
るものである。２００３年１０月には、複
数あった交付金を統合して、交付手続
きの簡素化を図るとともに、交付対象
事業を大幅に拡充したため、地方公共
団体は実施する事業を幅広く選択する
ことが可能となっている。

5

各事業が交付対象となるかについては
個別具体的に検討する必要があるもの
の、２００３年１０月に創設された電源立
地地域対策交付金は、従来の交付金
よりも交付対象事業を大幅に拡充して
おり、地方公共団体が実施を望む事業
については、一般論としてその交付対
象事業とすることが可能となっている。
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只見町
電源移出市町村の
電気料金軽減対策

1328 1328010 113110
電源地域の電気料金
軽減対策

水力発電立地地域の電気料
金軽減対策を図り、企業誘致
等、雇用対策と地域振興を可
能とする。

新潟市と福島県いわき市を結ぶ一般国道２８
９号の交通不能区間は既に国直轄権限代行
事業による整備が進められている。現在工事
が進められている新潟県境と当町只見町に位
置する｢八十里地点｣の交通不能区間の解消
は高速交通道路網への一時間以内でのアク
セスの実現など、当町にとり将来新潟県中・下
越地方との産業・経済・文化の新たな地域連
携軸となる重要路線と位置づけ、将来の企業
誘致や広域的な観光振興対策を模索してい
る。

原子力立地地域においては、原子力立地給付金が創設
されているが、水力発電地域にはない

電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

原子力発電施設等の立地道県におい
ては、道県が電源立地特別交付金原
子力発電施設等周辺地域交付金枠
（２００３年１０月に電源立地地域対策
交付金に統合）を原資に原子力発電
施設等の所在市町村等に実質的電気
料金の割引となる給付金を交付してき
た（電源立地地域対策交付金になって
も同様）が、水力発電施設にはこのよ
うな制度が存在していなかった。

5

これまで水力発電施設の所在市町村
等に交付されてきた交付金は２００３年
１０月に電源立地地域対策交付金に統
合されたが、電源立地地域対策交付金
においては、水力発電施設の周辺地
域においても、希望があれば実質的電
気料金の割引となる給付金の交付が
可能となっている。

熱塩加納村
地域新エネルギービ
ジョンの推進

1001 1001010 113120
電気事業法の規制緩
和

本村が検討している温泉水温
度差発電システムは、電気事
業法上、発電設備の種類とし
ては、火力の汽力の分野に該
当すると解釈されるが、風力・
太陽光・水力・火力の内燃力と
同様、発電力の小規模な温泉
水温度差発電等は「小出力発
電設備」とし、一般用電気工作
物として指定となるよう電気事
業法の規程を見直し願いた
い。例：電気事業法施行規則
第４８条第４項に「汽力を原動
力とする火力発電設備であっ
て出力２０キロワット未満のも
の」を加える。

本村では、平成11年度に策定した「熱塩加納
村地域新エネルギービジョン」に基ずき、平成
14年度に（株）前川製作所がNEDO（新エネル
ギー・産業技術総合開発機構）の助成を受け
て温泉水温度差発電システムを開発し実験も
成功し終了している。今後は本村が主体と
なって温泉水温度差発電システムによる発電
を検討している。「小出力発電設備」として該
当すれば当該システムによる新エネルギー事
業に容易に着手することができるものと考え
る。また、本村が、約20年前から「自然との共
生」を目標に推進している有機農業の更なる
イメージアップによる農産物への付加価値、観
光の振興などへの経済的な効果のほかに、全
国に約２６０００箇所ある源泉の数パーセント
でこのシステムが稼動したとすれば、地球環
境の保全の面からも大変大きな効果があるも
のと考えられる。

本村が検討している温泉水温度差発電システムは、電気
事業法上、発電設備の種類としては、火力の汽力の分野
に該当すると解釈され、「事業用電気工作物」として規制
されるが、小規模発電であっても安全規制項目が非常に
多く、資源がありながら容易に当該システムの導入に着
手するのが困難である。本村が計画している温泉水温度
差発電システムは１０ｋｗ程度の出力で、全て隣接する公
共施設に供給する考えであり、小規模ながらもいくつか
の産業分野への経済効果や自然環境に寄与すると考え
られる当発電システムの導入を円滑にするため、当支援
措置が必要であると考える。

電気事業法第３８条
電気事業法施行規則第４８条第２項

一般電気工作物以外の事業用電気工
作物については、電気事業法に基づ
き、保安規程の届出、主任技術者の
選任、工事計画の届出及び安全管理
審査を行わなければ使用することはで
きない。

3 -

　当該発電設備を一般用電気工作物と
して位置付けるためには、安全性が確
保されているものかどうかを精査・検討
することが必要である。
　提案者から資料を提供していただい
たが、当該設備の安全性については十
分に示されておらず、また、安全性に
関する実証試験のデータを有していな
いということであるため、今回の要望に
対応することは不可能である。

提案者の要望を将来的には検討され
るのか回答されたい。

3

　使用される発電設備の安全性を確
認するためのデータが具体的かつ十
分に示されるならば、検討を行うこと
とする。

札幌市
交流と創造の空間・
活動づくり

1258 1258060 113130
大学教員及び公設試
験研究機関における
特許料等の免除

大学教員及び公設試験研究機
関における特許取得を促進す
るため，出願・登録する場合の
特許料，手数料等を全額免除
する。

北海道大学を拠点として，特にﾊﾞｲｵ分野につ
いて，遺伝子関連の技術を中心に全国的に見
ても高い集積があり，さらに次世代技術として
期待される糖鎖工学分野において活発な特許
の出願集積がある。
　ﾊﾞｲｵの人材・研究の集積についても全国の
中でも進んでおり，ﾊﾞｲｵ産業発展基盤が十分
満たされた有望な地域である。ついては，特
許料，手数料を免除することにより，特許権の
取得が一層促進され，地域における知的財産
が増大するとともに，特許を有効に企業へ技
術移転することにより，新事業の創出が促進
される。

現行の制度では，特許出願から特許権の設定の登録ま
でに，多大な費用を要し，大学教員個人や財政状況が厳
しい道立の試験研究機関においては，特許を出願する場
合の金銭的・時間的負担が大きく，特許化されずに埋も
れてしまう発明もある。

産業技術力強化法第１６条

現在、産業技術力強化法第１６条によ
り、大学の研究者及び大学を対象に、
審査請求料及び第１年目～第３年目
の特許料の１／２軽減措置を講じてい
るところ。また、平成１５年の通常国会
において、産業技術力強化法第１６条
を改正し、平成１６年４月より公設試験
研究機関に対する審査請求料及び第
１年目～第３年目の特許料の１／２軽
減措置を創設した。

3

平成１５年の通常国会において、特許
法及び産業技術力強化法を改正し、今
まで全額免除であった独立行政法人に
対して、コスト意識を持たせるといった
観点もあり、軽減率を１／２に引き上
げ、公設試験研究機関に対しては、軽
減率を１／２に引き下げるなどの一律
の１／２の軽減措置を導入したところ。
このような中、大学や公設試験研究機
関のみを全額免除にすることは、政策
的な観点からも適切ではないと考え
る。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

大学、公設試験研究機関に対して、
特許料等を全額免除することは、機
関に対して特許のコスト意識を持たせ
るといった政策的な観点からも適切で
はないと考える。

茨城県
県央地域ユニバーサ
ルデザイン推進プロ
ジェクト

1279 1279050 113140
ユニバーサルデザイ
ンに関する特許保護
措置の緩和

圏域内のユニバーサルデザイ
ンに関する特許権の存続期間
（２０年）を短期にする，あるい
は，なくす。

　特許権存続期間の短縮により，圏域内の企
業活動が活発になるとともに，住民生活のユ
ニバーサルデザイン化が促進される。

　企業が新たな福祉機器や住宅改修技術，ユニバーサ
ルデザインの製品等を開発した場合，特許権存続期間２
０年の間は保護される。このため，良いものであっても，
別な企業が同じ商品を作ることを阻害している。圏域に
限り，この存続期間を短期あるいは撤廃することにより，
圏域内の企業活動を活性化させる。

特許法
第六十七条　特許権の存続期間は、特
許出願の日から二十年をもつて終了す
る。

特許権の存続期間については、一部
延長の例外があるほか、一律２０年と
なっている。

3

特許権の存続期間については、出願
日から計算して２０年の期間が経過す
る前に終了してはならないことが、「知
的所有権の貿易関連の側面に関する
協定（ＴＲＩＰＳ協定）」第３３条において
定められている。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 3

特許権の存続期間については、出願
日から計算して２０年の期間が経過
する前に終了してはならないことが、
「知的所有権の貿易関連の側面に関
する協定（ＴＲＩＰＳ協定）」第３３条にお
いて定められている。

大阪府
内外企業の立地促
進

2027 2027030 113150
企業等が行う特許取
得に要する費用の免
除

研究施設の職員又は企業が
行う特許取得に要する費用を
全額免除

特許に要する費用負担を軽減することによっ
て、研究施設及び研究開発型企業の立地を
促進するとともにその活動を支援する

研究者、企業の負担を軽減することによって企業・施設
の立地を促進する

特許法第107条、第109条、第195条、第
195条の2
産業技術力強化法第16条、第17条

現在、資力に乏しい個人・法人に対す
る特許料（1年～３年分）の減免又は猶
予、審査請求料の減免及び試験研究
費等の売上高に対する比率が３％超
の中小企業（研究開発型中小企業）に
対する特許料（１年～３年分）及び審
査請求料の減免を講じているところ。
また、研究開発型中小企業に対する
特許料等の減免措置の対象範囲を拡
大し（現行の試験研究費等比率が収
入金額の３％超に加え）、平成１６年４
月１日より、中小企業創造法認定事
業、ＳＢＩＲ補助金交付事業及び中小
企業経営革新支援法の承認計画に係
る研究開発事業に係る出願を行う中
小企業についても、新たに対象として
追加した。

5 －

産業技術力強化法に基づき、研究開
発型中小企業の審査請求料及び第１
年目～第３年目の特許料の１／２軽減
措置が講じてられているところ。また、
大学、公設試験研究機関、独立行政法
人及びその研究者が行う出願に係る
審査請求料及び特許料（１～３年）の減
免措置が講じられている。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 5

産業技術力強化法に基づき、研究開
発型中小企業、大学、公設試験研究
機関、独立行政法人及びその研究者
が行う出願に係る審査請求料及び特
許料（１～３年）の減免措置が講じら
れているところ。
また、産業財産権行政は、制度を利
用する者に対して平等に費用を求め
ることが原則であり、特定の地域の出
願に対して、特許料等の費用を全額
免除を行うことは困難。
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草加市
古さと新しさが調和
する賑わいと潤いの
ある「今様・草加宿」

1130 1130020 113160

「草加せんべい」を表
示するために必要な
産地・材料・製法等の
基準を定める

「草加せんべい」を表示するた
めに必要な産地・材料・製法等
の基準を定め、この基準を満
たしたせんべいのみ「草加せん
べい」として認証することによっ
て、「草加せんべい」を名乗る
に相応しくない商品を市場から
排除し、消費者に安心と満足
を与え、納得を得ることによっ
て「草加せんべい」ブランドの
確立を図る。

産地を消費者に誤認・混同させるような表示
は不当競争防止法などで禁じられているにも
係わらず、現在、食品の表示では地名を含む
名詞を知的財産として保護することが難しい。
そのため、草加市以外で生産された「粗末な
材料と稚拙な技術による大量生産の草加せん
べい」が大量に流通するなど、産地偽装等の
食品表示の信頼性を根底から揺るがす問題
が相次ぎ、「地域ブランドの保護をより強める
べきだ」との意見が消費者から非常に強く寄
せられている。
　そこで、農林水産省において２，００５年を目
処に「農産加工商品についての地域や一定の
製法基準などを定める基本法」の制定を行うと
聞き及ぶところでもあり、「草加せんべい」を表
示するために必要な産地・材料・製法等の基
準を定め、この基準を満たした”せんべい”の
み「草加せんべい」として認証することによっ
て、「草加せんべい」を名乗るに相応しくない
商品を市場から排除し、消費者に安心と満足
を与え、納得を得ることによって「草加せんべ
い」ブランドの確立を図りたい。

「草加せんべい」が名実ともに草加市が全国に誇れるものとし
て、平成１３年１０月、「草加せんべい醤油のかおり」が全国様々
な候補の中から「環境省かおり風景１００選」として選定されたこ
とは、市内のせんべい業者が培ってきた伝統と卓越した技術、
そして厳しい経済状況下での企業努力の賜物であり、全国の消
費者に本物の「草加せんべい」を味わっていただくためにも、そ
の伝統の技をさらに鍛えながら末永く伝えてく決意である。しか
し、産地を消費者に誤認・混同させるような表示は不当競争防
止法などで禁じられているにも係わらず、現在、食品の表示で
は地名を含む名詞を知的財産として保護することが難しい。そ
のため、草加市以外で生産された「粗末な材料と稚拙な技術に
よる大量生産の草加せんべい」が大量に流通するなど、産地偽
装等の食品表示の信頼性を根底から揺るがす問題が相次ぎ、
「地域ブランドの保護をより強めるべきだ」との意見が消費者か
ら非常に強く寄せられている。そこで、農林水産省において２，０
０５年を目処に「農産加工商品についての地域や一定の製法基
準などを定める基本法」の制定を行うと聞き及ぶところでもあり、
「草加せんべい」を表示するために必要な産地・材料・製法等の
基準を定め、この基準を満たした”せんべい”のみ「草加せんべ
い」として認証すことによって、「草加せんべい」を名乗るに相応
しくない商品を市場から排除し、消費者に安心と満足を与え、納
得を得ることによって「草加せんべい」ブランドの確立を図りた
い。

6
本件提案は農林水産省において検討
中の施策である。

喜多方市
地域ブランド育成事
業

1344 1344010 113170 商標法の改正

  原則として認められていない
産地表示を活用した団体商標
登録が可能となるよう商標法を
改正していただきたい。

喜多方ラーメン等の団体商標登録

  現行商標法では、その商品の産地を普通に用いられる
方法で表示する標章のみからなる商標は登録することが
できないとされている。

商標法第３条第１項第３号では、商品の
産地を普通に用いられる方法で表示す
る標章のみからなる商標は登録すること
ができないとされている。
参考：商標法
第三条 　自己の業務に係る商品又は役
務について使用をする商標については、
次に掲げる商標を除き、商標登録を受け
ることができる。
　三 　その商品の産地、販売地、品質、
原材料、効能、用途、数量、形状（包装
の形状を含む。）、価格若しくは生産若し
くは使用の方法若しくは時期又はその役
務の提供の場所、質、提供の用に供す
る物、効能、用途、数量、態様、価格若
しくは提供の方法若しくは時期を普通に
用いられる方法で表示する標章のみか
らなる商標

団体商標であっても商標法第３条の原
則は同様に適用される。

3

現在、産業構造審議会知的財産政策
部会商標制度小委員会において、団
体商標制度の拡充等について検討中
であり、同委員会は平成１６年度の
早々には中間とりまとめを行う予定で
ある。

要望内容が検討に含まれているのか
確認されたい。

3

商標制度小委員会では、団体商標制
度の拡充に関する審議を行い、権利
主体や識別性に関する議論が行わ
れた。今後もこれらの議論を踏まえ更
に検討を行う予定である。

富山県
とやま産業活性化プ
ロジェクト

1291 1291090 113180
ＮＰＯ法人の中小企業
者としての適用

　ＮＰＯ法人については、中小
企業基本法第２条に定める中
小企業者の対象外となってい
るが、ＮＰＯ法人は、今後、地
域貢献型事業（コミュニティビ
ジネス）等、地域活性化の主体
となることが期待されるため、
同法の中小企業者として規定
されるよう改正を要望するも
の。

　現在、ＮＰＯ法人は中小企業者として規定さ
れていないため、商工労働施策の対象となっ
ていないが、中小企業基本法を改正し、新た
にＮＰＯ法人を中小企業者とすることにより、
各種中小企業施策の利用が可能となり、地域
活性化に大きく寄与することが期待できる。

　ＮＰＯ法人が中小企業者となることによって各種施策の
利用が可能となり、コミュニティビジネスの事業主体として
地域活性化に大きく寄与することが期待できる。
　具体的には、
①補助金を活用できることから、施設整備や研究開発の
促進、
②信用保証協会の保証対象となることから、制度融資の
活用による事業の円滑な実施
などが期待できる。

中小企業基本法第二条第１項

中小企業基本法では、施策の対象と
する中小企業者を事業を営む会社及
び個人としており、営利性を有しない
公益法人やＮＰＯ法人等は対象として
いない。

3

中小企業基本法は、国の施策の対象
とする中小企業者のおおむねを示して
おり、中小企業者の範囲については、
個別の施策が効率的に実施されるよう
施策ごとに定めることとしている。

要望の内容の実現により、地域貢献
型事業（コミュニティビジネス）等、地
域活性化が期待されるため、その趣
旨を踏まえ検討されたい。

3

中小企業基本法は、国の施策の対象
とする中小企業者のおおむねを示し
ており、中小企業者の範囲について
は、個別の施策が効率的に実施され
るよう施策ごとに定めることとしてい
る。

栃木県
栃木県経済新生構
想

1211 1211060 113190
地域中小企業支援セ
ンターによる再生に向
けた企業の取組支援

平成１６年度以降、地域中小
企業支援センターの支援対象
業務から経営革新が除外さ
れ、主に一般的な経営相談及
び創業支援を行うこととされ、
また、専門家派遣事業も廃止
されることとされているが、地
域の中小・零細企業が再生を
目指し、経営革新や第二創業
等の新たな事業展開に取り組
むことを支援するため、経営革
新支援業務と専門家派遣事業
の継続を求める。

地域中小企業支援センターが経営革新支援
業務を継続して行うことにより、各地域の中
小・零細企業が、それぞれの実情に応じて、そ
れぞれ特色のある商工会・商工会議所、地域
中小企業支援センター、中小企業再生支援協
議会の支援機能をフルに活用できることにな
り、経営革新等の実効性が確保され、企業の
再生が実現する。

地域の中小・零細企業が、再生に向けて、経営革新や第
二創業等に取り組もうとする場合、ノウハウの不足が否
めず、専門家による助言指導が必要となる。また、企業
の規模や業種により多様な再生の形態があり、一般的な
経営相談から高度な専門的指導まで、求める支援内容も
様々である。特に、本県では、足利銀行の一時国有化に
伴い、経営不振に陥った中小・零細企業に対する総合的
かつ木目細かな支援が求められており、県内５箇所にあ
る地域中小企業支援センターによる地域の実情に応じた
支援が欠かせない。ところが、平成１６年度から同セン
ターの支援対象業務から経営革新が除外され、専門家
派遣事業も廃止予定であることから、これらの機能の存
続を求めるものである。

中小企業経営資源強化対策費補助金
交付要綱第４条（５）

 都道府県等中小企業支援センターが
行う経営資源の確保支援に関する
種々の支援策を中小企業者のニーズ
に応じて、効果的かつ効率的に実施
するため、都道府県等中小企業支援
センターが行う事業を一貫して管理す
るプロジェクトマネージャー、サブマ
ネージャーを都道府県等中小企業支
援センターに設置する。
 中小企業支援センターのついては、
平成１２年度より国、都道府県、広域
での３類型支援センターとして整備し、
地域支援センターにおいては、広域市
町村域における地域の中小企業の身
近な支援機関として、創業や経営革新
等の課題に対する支援を担ってきてい
るところである。

3

 平成１６年度からは、都道府県経由補
助金の削減方針を受け、また、３類型
支援センターでの適切な役割分担によ
る緊密な連携により、地域における中
業企業支援体制を維持していこうとす
る考えから、地域支援センターにおい
ては、「地域の創業や経営革新等の課
題を有する中小企業者等への気軽で
身近な相談窓口」としての役割へ見直
しし、窓口機能に特化することで、専門
家派遣事業を廃止することとした。
　なお、今後、専門家派遣事業への対
応については、都道府県等支援セン
ター及び地域の商工会議所、商工会に
おける派遣事業との有機的な連携によ
る対応を期待する。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

3

 平成１６年度からは、都道府県経由
補助金の削減方針を受け、また、３類
型支援センターでの適切な役割分担
による緊密な連携により、地域におけ
る中業企業支援体制を維持していこ
うとする考えから、地域支援センター
においては、「地域の創業や経営革
新等の課題を有する中小企業者等へ
の気軽で身近な相談窓口」としての
役割へ見直しし、窓口機能に特化す
ることで、専門家派遣事業を廃止する
こととした。
　なお、今後、専門家派遣事業への
対応については、都道府県等支援セ
ンター及び地域の商工会議所、商工
会における派遣事業との有機的な連
携による対応を期待する。
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27.地域再生のため
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案事項
（事項名）
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31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
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等の方
法」の
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47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

特定非営利
活動法人
やまなし県
民政策ネッ
トワーク

環境と産業の共生に
よる地域再生

3040 3040010 113200

１．遊休資源流動化
２．バイオマスの利用
機会拡大
３．都市農山村交流促
進
４．事業・予算の集中
５．産業育成資金支援
制度

１．地域の放置森林、遊休耕
地をバイオマス産業に有効活
用するための遊休資源流動化
促進制度を創設する。
２．公有林の民間管理委託
３．塩漬け農地の規制緩和
４．地方公共団体の農地取得
の要件緩和
５．発電事業を行うのにあたっ
ての電気事業法の緩和
６．木造建築物の規制緩和
７．都市農山村交流事業の拠
点として、遊休公共施設の目
的外使用の認可、あるいは民
間の空き屋を流動化させ、これ
に活用できる制度を創設する。
８．市民農園開設者の民間へ
の拡大
９．都市農山交流事業をおこな
う際の旅行業法上の規制緩
和・撤廃
１０．森林整備補助金の収集
輸送費用への拡大使用緩和
措置
１１．緑の雇用、緊急雇用対策
事業のバイオマス事業への集
中
１２．RPS法の電力最低買い取
り要件の緩和
１３．産官学民混合バイオマス
産業育成機関の設置
１４．バイオマス産業育成金融
機関の設置要件緩和

１．高齢化や不在地主等の原因で放置されている民有林
や遊休耕地をバイオマス産業に有効活用するための資源
流動化促進制度を創設する。（添付資料参照）これにより、
放置森林や遊休耕地の流動化が促進され、バイオマス資
源として有効に活用される。　　２．公有林の管理をＮＰＯ、
株式会社等民間に委託し、そこで得られる木質バイオマス
資源をバイオマス事業に活用することによって、公有林の
整備管理が促進される。　　３．不動産開発等で取得した
農地が塩漬け化しているケースが見られるが、バイオマス
利用や都市農山村交流等地域活性化目的に使用する際
には、その転用申請の際の規制を緩和する。これによっ
て、塩漬け農地の流動化を促進させる。　　４．塩漬け農地
や長期放置農地等、荒廃が極端に進んでしまった農地等
に関して、農地の存在する市町村の農地取得の緩和。こ
れによって農地の流動化を促進させる。　　５．発電事業
の実施における届け出や能力規制等の規制緩和。これ
により地域資源に適した規模における発電事業が実施さ
れる。　　６．地域木材の利用を促進させるための木造建
築物の規制緩和　　７．都市農山村交流活動を促進するた
め、交流の拠点を確保する。そのために、地域で遊休化し
ている公共施設を目的外に使用できるよう規制を緩和す
る。またこの時、この施設が償却期間中でも、補助金を返
還しなくてもこれが実施できるようにする。また、民間の空
き屋もこれに活用できるよう、空き屋バンク制度を地方公
共団体に設置し、その流動化を促進させる。これにより交
流の拠点が、新たに大きな予算をかけずに設置ができ、
結果的に交流が促進される。　　８．ＮＰＯや民間会社が市
民農園主体として経営できるように規制緩和する。これに
より遊休耕地が有効活用される。　　９．都市農山村交流
事業を行う際の旅行業法の規制緩和。具体的には、農家
の宿泊認可、有償での人の輸送認可。これにより都市農
山村交流事業が活発化する。　　１０．間伐等の森林整備
補助金を間伐作業以外の材の収集輸送に柔軟に活用で
きるように補助金の利便性を向上する。　　１１．現在実施
されている緊急雇用対策事業「緑の雇用」制度における労
働をバイオマス産業分野へ一部集中させることによって、
バイオマス資源の調達におけるコストを低減される。　　１
２．ＲＰＳ法における最低電力買い取り電力の低減措置を
とることにより、バイオマス小規模発電産業の成長が促進
される。　１３．地域でバイオマス産業クラスターを育成する
機関として 産官学民混合の専門機関を設置することによっ

地域にはバイオマス資源が山林、農地等豊富にあるが、それが流動化
されていないという課題がある。すなわち、耕作管理や山林管理を放棄
したままとなっている状況にある。これらは地域の後継者が活用すれば
よいのだが、農山村部の高齢化や、また地主の不在、不動産開発等開
発行為の破綻等によって、地域ではもはや活用していくすべがなくなって
きているのが現状である。そこで、これの流動化促進制度を創設し、放
置森林や遊休耕地の流動化を促し、これを積極的に活用したいＮＰＯや
民間会社を地域外からも広く公募しながら、活用していく仕組みが必要
なのである。そのための流動化制度であり、遊休耕地の市町村の取得
なのである。市町村の農地取得に関していえば、現在都道府県におい
ては公共目的使用において農地の取得が農地法第３条の許可なく取得
できるが、市町村の場合はこれが必要となる。このあたりの規制緩和も
必要である。またこの流動化を進めるのと同時に、薄く広く分布するバイ
オマス資源を産業として成立できるコストで収集輸送してくる仕組みが一
方で必要となる。これを森林整備補助金の柔軟な運用や緊急雇用対策
事業として行われている緑の雇用の労働力をバイオマス産業に集中さ
せる等を行うことによって、そのコスト低減をはかる仕組みをつくる。例え
ば今、現在、間伐を積極的に進める目的で森林整備補助金が広く活用
されているが、多くは間伐作業のみがその対象となるため、伐採された
材の多く、約８７％（山梨県実績）は山林に放置されたままという状況で
ある。そこでこの補助金の運用において、収集輸送の運用に関しては柔
軟に対応できるように緩和することが必要となる。それによって、材の有
効利用、バイオマスへの有効利用につながる。またこの事業のサービス
の出口としての電力や熱の買い取りの仕組みを準備することも必要とな
る。これに関してまず最低限、構造改革特区の電気事業法における特
例措置を活用して電気事業の緩和要件を最大限活用することはいうま
でもないことだが、しかし、それだけでも発電された電気やまた熱等から
得られる収入源だけでは、経営が難しい点があげらえる。これに関して
は、ＲＰＳ法において電力会社の買い取り価格や基準が、柔軟に運用さ
れるように緩和されることが必要である。また、このバイオマス地域産業
を運動的、さらに社会文化的に育成していく手段として都市農山村交流
事業の活用があげられる。すなわち、森林ボランテイアや援農ボランテ
イア等の活用である。しかし、これを行うにあたってネックとなるのが、そ
の交流の拠点の確保である。新たに交流拠点を作ることも考えられるが、

５．電気事業法第２条
　　電気事業法第３条
　　電気事業法第４条
　　電気事業法第５条

１２．ー

５．特定電気事業については、コジェ
ネレーションなど中小規模の電源を需
要地に近接して有し、特定の供給地点
における需要に自らの発電設備・送電
配電設備で応ずることができる事業者
の参入を想定して、一般電気事業者と
のネットワークから独立した形で電気
の供給が行い得ることを念頭に、平成
７年の電気事業法改正によって創設さ
れた制度。

１２．ＲＰＳ法は、経済産業大臣が、予
め達成すべき目標を設定し、市場での
新エネルギー等電気相当量取引を通
じて、最適なコストによる新エネルギー
等電気の導入を促進することを目的と
した法律。

５．3

１２．3

５．国民生活及び国民経済上不可欠なエネル
ギーである電気については、低廉かつ安定的な
供給を通じて需要家の利益保護を図る必要があ
ることから、特定電気事業の許可に当たっては、
他者の供給能力に依存することなく、自ら保有す
る電気工作物の供給能力によりその供給地点の
需要に応ずることが可能であること、また、供給
地点の需要に対して効率的な供給を行い得る適
切性を有していること等、一定の基準を満たすこ
とが必要である。このため、特定電気事業により
電気の供給を受ける需要家の利益保護を図る観
点からは、こうした一定の基準を緩和することは
困難であることから、一般電気事業者の送電設
備を利用することを前提とした特定電気事業の許
可を行うことはできない。

１２．RPS法は電気事業者に毎年一定量以上の
新エネルギー等電気の利用を義務づける法律で
あり、新エネルギー等電気の購入価格を規制す
る法律ではない。新エネルギーにより発電された
電気の購入価格は、電気事業者が創意工夫を凝
らし、自主的に経営判断として決定しているもの
であり、国としてこれに関与するものではないと考
えている。

要望を実現することが出来ないか再
度検討されたい。

５．3

１２．3

５．国民生活及び国民経済上不可欠
なエネルギーである電気について
は、低廉かつ安定的な供給を通じて
需要家の利益保護を図る必要がある
ことから、特定電気事業の許可に当
たっては、他者の供給能力に依存す
ることなく、自ら保有する電気工作物
の供給能力によりその供給地点の需
要に応ずることが可能であること、ま
た、供給地点の需要に対して効率的
な供給を行い得る適切性を有してい
ること等、一定の基準を満たすことが
必要である。このため、特定電気事業
により電気の供給を受ける需要家の
利益保護を図る観点からは、こうした
一定の基準を緩和することは困難で
あることから、一般電気事業者の送
電設備を利用することを前提とした特
定電気事業の許可を行うことはでき
ない。

１２．RPS法は電気事業者に毎年一
定量以上の新エネルギー等電気の
利用を義務づける法律であり、新エネ
ルギー等電気の購入価格を規制する
法律ではない。
「RPS法の電力最低買い取り要件の
緩和」と要望されているが、ＲＰＳ法で
は電力会社の電力買取価格・基準に
ついて規制しておらず、存在しない規
制を緩和することは不可能。

特定非営利
活動法人
えがおつな
げて

環境と産業の共生に
よる地域再生

3041 3041010 113210

１．遊休資源流動化
２．バイオマスの利用
機会拡大
３．都市農山村交流促
進
４．事業・予算の集中
５．産業育成資金支援
制度

１．地域の放置森林、遊休耕
地をバイオマス産業に有効活
用するための遊休資源流動化
促進制度を創設する。
２．公有林の民間管理委託
３．塩漬け農地の規制緩和
４．地方公共団体の農地取得
の要件緩和
５．発電事業を行うのにあたっ
ての電気事業法の緩和
６．木造建築物の規制緩和
７．都市農山村交流事業の拠
点として、遊休公共施設の目
的外使用の認可、あるいは民
間の空き屋を流動化させ、これ
に活用できる制度を創設する。
８．市民農園開設者の民間へ
の拡大
９．都市農山交流事業をおこな
う際の旅行業法上の規制緩
和・撤廃
１０．森林整備補助金の収集
輸送費用への拡大使用緩和
措置
１１．緑の雇用、緊急雇用対策
事業のバイオマス事業への集
中
１２．RPS法の電力最低買い取
り要件の緩和
１３．産官学民混合バイオマス
産業育成機関の設置
１４．バイオマス産業育成金融
機関の設置要件緩和

１．高齢化や不在地主等の原因で放置されている民有林
や遊休耕地をバイオマス産業に有効活用するための資源
流動化促進制度を創設する。（添付資料参照）これにより、
放置森林や遊休耕地の流動化が促進され、バイオマス資
源として有効に活用される。　　２．公有林の管理をＮＰＯ、
株式会社等民間に委託し、そこで得られる木質バイオマス
資源をバイオマス事業に活用することによって、公有林の
整備管理が促進される。　　３．不動産開発等で取得した
農地が塩漬け化しているケースが見られるが、バイオマス
利用や都市農山村交流等地域活性化目的に使用する際
には、その転用申請の際の規制を緩和する。これによっ
て、塩漬け農地の流動化を促進させる。　　４．塩漬け農地
や長期放置農地等、荒廃が極端に進んでしまった農地等
に関して、農地の存在する市町村の農地取得の緩和。こ
れによって農地の流動化を促進させる。　　５．発電事業の
実施における届け出や能力規制等の規制緩和。これによ
り地域資源に適した規模における発電事業が実施され
る。　　６．地域木材の利用を促進させるための木造建築
物の規制緩和　　７．都市農山村交流活動を促進するた
め、交流の拠点を確保する。そのために、地域で遊休化し
ている公共施設を目的外に使用できるよう規制を緩和す
る。またこの時、この施設が償却期間中でも、補助金を返
還しなくてもこれが実施できるようにする。また、民間の空
き屋もこれに活用できるよう、空き屋バンク制度を地方公
共団体に設置し、その流動化を促進させる。これにより交
流の拠点が、新たに大きな予算をかけずに設置ができ、
結果的に交流が促進される。　　８．ＮＰＯや民間会社が市
民農園主体として経営できるように規制緩和する。これに
より遊休耕地が有効活用される。　　９．都市農山村交流
事業を行う際の旅行業法の規制緩和。具体的には、農家
の宿泊認可、有償での人の輸送認可。これにより都市農
山村交流事業が活発化する。　　１０．間伐等の森林整備
補助金を間伐作業以外の材の収集輸送に柔軟に活用で
きるように補助金の利便性を向上する。　　１１．現在実施
されている緊急雇用対策事業「緑の雇用」制度における労
働をバイオマス産業分野へ一部集中させることによって、
バイオマス資源の調達におけるコストを低減される。　　１
２．ＲＰＳ法における最低電力買い取り電力の低減措置を
とることにより、バイオマス小規模発電産業の成長が促進
される。　１３．地域でバイオマス産業クラスターを育成する
機関として、産官学民混合の専門機関を設置することによっ

地域にはバイオマス資源が山林、農地等豊富にあるが、それが流動化
されていないという課題がある。すなわち、耕作管理や山林管理を放棄
したままとなっている状況にある。これらは地域の後継者が活用すれば
よいのだが、農山村部の高齢化や、また地主の不在、不動産開発等開
発行為の破綻等によって、地域ではもはや活用していくすべがなくなって
きているのが現状である。そこで、これの流動化促進制度を創設し、放
置森林や遊休耕地の流動化を促し、これを積極的に活用したいＮＰＯや
民間会社を地域外からも広く公募しながら、活用していく仕組みが必要
なのである。そのための流動化制度であり、遊休耕地の市町村の取得
なのである。市町村の農地取得に関していえば、現在都道府県におい
ては公共目的使用において農地の取得が農地法第３条の許可なく取得
できるが、市町村の場合はこれが必要となる。このあたりの規制緩和も
必要である。またこの流動化を進めるのと同時に、薄く広く分布するバイ
オマス資源を産業として成立できるコストで収集輸送してくる仕組みが一
方で必要となる。これを森林整備補助金の柔軟な運用や緊急雇用対策
事業として行われている緑の雇用の労働力をバイオマス産業に集中さ
せる等を行うことによって、そのコスト低減をはかる仕組みをつくる。例え
ば今、現在、間伐を積極的に進める目的で森林整備補助金が広く活用
されているが、多くは間伐作業のみがその対象となるため、伐採された
材の多く、約８７％（山梨県実績）は山林に放置されたままという状況で
ある。そこでこの補助金の運用において、収集輸送の運用に関しては柔
軟に対応できるように緩和することが必要となる。それによって、材の有
効利用、バイオマスへの有効利用につながる。またこの事業のサービス
の出口としての電力や熱の買い取りの仕組みを準備することも必要とな
る。これに関してまず最低限、構造改革特区の電気事業法における特
例措置を活用して電気事業の緩和要件を最大限活用することはいうま
でもないことだが、しかし、それだけでも発電された電気やまた熱等から
得られる収入源だけでは、経営が難しい点があげらえる。これに関して
は、ＲＰＳ法において電力会社の買い取り価格や基準が、柔軟に運用さ
れるように緩和されることが必要である。また、このバイオマス地域産業
を運動的、さらに社会文化的に育成していく手段として都市農山村交流
事業の活用があげられる。すなわち、森林ボランテイアや援農ボランテ
イア等の活用である。しかし、これを行うにあたってネックとなるのが、そ
の交流の拠点の確保である。新たに交流拠点を作ることも考えられるが、

５．電気事業法第２条
　　電気事業法第３条
　　電気事業法第４条
　　電気事業法第５条
１２．ー

５．特定電気事業については、コ
ジェネレーションなど中小規模の電
源を需要地に近接して有し、特定
の供給地点における需要に自らの
発電設備・送電配電設備で応ずる
ことができる事業者の参入を想定
して、一般電気事業者とのネット
ワークから独立した形で電気の供
給が行い得ることを念頭に、平成７
年の電気事業法改正によって創設
された制度。

１２．ＲＰＳ法は、経済産業大臣が、
予め達成すべき目標を設定し、市
場での新エネルギー等電気相当
量取引を通じて、最適なコストによ
る新エネルギー等電気の導入を促
進することを目的とした法律。

５．3
１２．3

５．国民生活及び国民経済上不可欠なエネル
ギーである電気については、低廉かつ安定的な
供給を通じて需要家の利益保護を図る必要があ
ることから、特定電気事業の許可に当たっては、
他者の供給能力に依存することなく、自ら保有す
る電気工作物の供給能力によりその供給地点の
需要に応ずることが可能であること、また、供給
地点の需要に対して効率的な供給を行い得る適
切性を有していること等、一定の基準を満たすこ
とが必要である。このため、特定電気事業により
電気の供給を受ける需要家の利益保護を図る観
点からは、こうした一定の基準を緩和することは
困難であることから、一般電気事業者の送電設
備を利用することを前提とした特定電気事業の許
可を行うことはできない。

１２．RPS法は電気事業者に毎年一定量以上の
新エネルギー等電気の利用を義務づける法律で
あり、新エネルギー等電気の購入価格を規制す
る法律ではない。新エネルギーにより発電された
電気の購入価格は、電気事業者が創意工夫を凝
らし、自主的に経営判断として決定しているもの
であり、国としてこれに関与するものではないと考
えている。

要望を実現することが出来ないか再
度検討されたい。

５．3
１２．3

５．国民生活及び国民経済上不可欠
なエネルギーである電気について
は、低廉かつ安定的な供給を通じて
需要家の利益保護を図る必要がある
ことから、特定電気事業の許可に当
たっては、他者の供給能力に依存す
ることなく、自ら保有する電気工作物
の供給能力によりその供給地点の需
要に応ずることが可能であること、ま
た、供給地点の需要に対して効率的
な供給を行い得る適切性を有してい
ること等、一定の基準を満たすことが
必要である。このため、特定電気事業
により電気の供給を受ける需要家の
利益保護を図る観点からは、こうした
一定の基準を緩和することは困難で
あることから、一般電気事業者の送
電設備を利用することを前提とした特
定電気事業の許可を行うことはでき
ない。

１２．RPS法は電気事業者に毎年一
定量以上の新エネルギー等電気の
利用を義務づける法律であり、新エネ
ルギー等電気の購入価格を規制する
法律ではない。
「RPS法の電力最低買い取り要件の
緩和」と要望されているが、ＲＰＳ法で
は電力会社の電力買取価格・基準に
ついて規制しておらず、存在しない規
制を緩和することは不可能。

ＡＭＯ研究
会

200ha標準モデルに
よる当別21プラン

3042 3042010 113220

既存農業者と異業種
である建設業者とで共
同経営をすすめる場
合の適切な支援策

既存農業者の問題解決と新経
営体の経営の自立継続に向け
た適切な支援策を集中的に実
行する。

・既存農業者の経営再編
・既存債務等の処理
・新しい経営モデルの収支確立
（効果）民間単独ではできない既存農業の阻
害原因の除去と新経営体への支援による自
立と継続が可能になる。

・補助金等の統合及び採択基準、対象、利用条件等の改
善、新しい支援策の創設

6
提案事項の内容は当省の所掌範囲外
であるため。
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からの回答

草加市
古さと新しさが調和
する賑わいと潤いの
ある「今様・草加宿」

1130 1130030 113230

中小小売商業高度化
事業構想の認定対象
者の追加及び対象事
業の拡大

中心市街地活性化法第１８条
では、ＴＭＯになり得る組織とし
て、商工会議所、商工会、第三
セクター特定会社、第三セク
ター公益法人の４者が挙げら
れいる。この該当組織に、地縁
住民自治組織、商店街組織と
いった既存の地域組織が含ま
れるよう同法の変更又は緩和
すること。
　取り扱う活性化の項目を商
業に限定せず、中心市街地に
求められる都市機能（福祉、住
宅、文化等）もその対象事業と
して追加すること。

　現在、住民主体によるまちづくり活動を促進
させるための「パートナーシップによるまちづく
り事業」を進めているが、まちづくりに関する内
容を最終的に決定するのは、行政である。現
在参加型まちづくりといった名称により「住民
参加」が標榜されているが、参加型まちづくり
は決定までの「仕組み」の中には十分に取り
入られていないのが現状であるといわざるを
得ない。住民参加、住民による決定した内容
によってまちづくりを進めていくためには、それ
だけの権限、自治権を住民側に付与し、本当
の重み・責任を持たせなければ、本質的な
パートナーシップとはなり得ないし、まちづくり
は進められない。
　当該事業では、住民主体によるまちづくり活
動を進めながら、その地域の問題・課題の整
理、それを受けて地域の将来像の検討、そし
て、その将来像を実現させるための計画づくり
を行っている。しかし、できあがった計画は、現
状では地域内での合意、紳士協定的なもので
しかなく、何らかの権限や規制、拘束力を持ち
合わせていない。そこで、住民の作成した計
画、住民の意思をより確実に実現するため
に、今回の中心市街地活性化法の運用が必
要である。

　平成１２年度現在、活性化基本計画を策定している市
町村は２０４存在するが、その反面、市町村がＴＭＯ構想
を認定した団体は３５団体のとどまっている。これは、各
自治体がＴＭＯ構想については、市民参加によりじっくり
と取り組んで行きたいといった意向が強いと考えられる。
しかし、既存のまちづくり制度にはない新しい試みである
ＴＭＯにはいくつかの改善すべき課題が内在していると考
えられる。まず第１に、まちづくり組織が成熟していない
都市において、無理にＴＭＯを設立し、補助金の受け皿
機関的に利用している事例が見受けられる。周到な準備
抜きにして本来の機能を十分に発揮するＴＭＯの設立は
困難であると考えられる。さらに、ＴＭＯのモデルといわれ
るアメリカのＢＩＤでは、専任スタッフを配置している。それ
らは、地元の市民組織などの指導者だったものやショッピ
ング・センターの経営者や大企業の営業担当者からの転
身組が多く、そのための専門のノウハウを持ち、経営能
力が高いのが特徴といえる。アメリカとは異なり、地縁住
民自治組織、商店街組織がある日本においては、こうし
た地域組織をＮＰＯ等との連携のもとに積極的に活かす
ことが重要である。次に、ＴＭＯは、中心市街地活性化法
上では「中小小売商業高度化事業構想の認定構想推進
事業者」として位置づけられている。ここでのＴＭＯは商業
機能の活性化に特化してしまっている。本来あるべきＴＭ
Ｏとしてのまちづくり会社になるためには、商業機能だけ
ではなく、福祉・居住・文化など総合的なまちづくりの視点
が必要とされるが、法律ではそのあたりにふれられてい
ない。また、全国一律に定められているため、より地域の
実情に合わせた形での対応が難しくなっている。このよう
な現状を反映し、中心市街地に求められる都市機能をふ
まえたＴＭＯの位置づけ、再構築が必要である。以上のよ
うに地域組織の活用、総合的なまちづくりの視点に立っ
た活性化を実現するためには、右記の法令の改正、緩和
が必要であると考えます。

中小商業活性化事業費補助金交付要
綱

現在、ＴＭＯとなれる者は商工会、商
工会議所、特定会社又は公益法人

2 Ⅱ
ＴＭＯの主体としてＮＰＯを加える方向
で検討。

実施内容及び実施時期を明確にされ
たい。

2 Ⅱ

平成１６年度中に、関係機関の了解
が得られることを前提として、ＴＭＯの
主体としてＮＰＯを加える政令改正を
行う。

岡山県
岡山グリーンバイオ・
プロジェクト

2163 2163040 113240

バイオマスプラスチッ
ク原料等の生産プラン
ト建設等に対する支援

バイオマスプラスチック原料や
バイオエタノールの生産プラン
ト建設等に対し支援（補助、政
策金融等）を行う。

本支援措置により、バイオマスプラスチック原
料等を生産する企業がプラント建設等を進め
る。

高度なバイオ技術を駆使する分野で企業がプラント建設
等を行うには多大な経費を要し、本支援措置により、グ
リーンバイオの核となるプラントの建設等を進めることが
できる。

平成15年10月から、環境省におい
てバイオエタノールを低濃度混合
したガソリン等を自動車用等の燃
料として利用するための混合設
備、貯蔵設備等の整備を行う事業
者等に対し、事業費の一部を補助
している。

6 環境省の施策である。
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岡山県
岡山グリーンバイオ・
プロジェクト

2163 2163050 113250
バイオマスプラスチッ
クの製品・技術開発等
に対する支援

バイオマスプラスチックの原料
となるプルラン等の詳細な物性
に係る調査・研究や機能性向
上に係る研究開発、他の自然
素材(木粉、竹繊維、ケナフ繊
維等)を活かした製品開発、バ
イオマスプラスチック原料の効
率的な高度生産技術開発に係
る研究などに対し支援（補助、
政策金融等）するとともに、こう
した研究開発等には高度なバ
イオ技術等を駆使する故に高
額な経費を要することから、地
域新生コンソーシアム事業の
補助金限度額の引き上げな
ど、補助金等の要件の改善を
行う。

本支援措置により、「岡山グリーンバイオ研究
会」や国の研究機関等が連携・協力を図りな
がら、プルラン等の詳細な物性に係る調査・研
究や機能性向上に係る研究開発、他の自然
素材を活かした製品開発、バイオマスプラス
チック原料の効率的な高度生産技術開発に係
る研究などを積極的に推進する。

高度なバイオ技術等を駆使するグリーンバイオの分野で
の研究開発には、多額の経費と知見等を必要とし、本支
援措置により、各種研究開発を積極的に推進することが
できる。

①「バイオプロセス実用化開発プロジェク
ト公募要領」

②「平成１５年度地域新生コンソーシア
ム研究開発事業公募要領」
「平成１５年度地域新規産業創造技術開
発費補助金公募要領」

①「バイオプロセス実用化開発プロ
ジェクト」
製造プロセスの省エネルギー化、新規
高付加価値製品の製造等を可能とす
るバイオプロセスを製造工程に導入す
るための実用化開発を行う企業を補
助する（課題設定型提案公募事業）。
実施期間は平成１６年度から平成１８
年度。

②「地域新生コンソーシアム研究開発
事業」
　地域において新産業・新事業を創出
し、地域経済の活性化を図るため、大
学等の技術シーズや知見を活用した
産学官の強固な共同研究体制（地域
新生コンソーシアム）の下で、実用化
に向けた高度な研究開発を実施（提案
公募による事業実施）
委託費
【一般枠】１億円程度以内／件×２年
以内
【中小企業枠】３０００万円程度以内／
件×２年以内

①5

②3

　バイオマスプラスチックの実用化開発
を含めた企業のバイオプロセス実用化
開発を補助する事業をＮＥＤＯが１６年
度から実施すると承知している。ただ
し、当該事業における補助対象の具体
的選定については、独立行政法人たる
ＮＥＤＯが判断することであり、当省は
回答する立場にない。

　地域新生コンソーシアムに関する事
業限度額については、厳しい財政制約
の中で、政策効果を最大化する観点か
ら設定しているものであり、限度額の引
き上げは新たな財政措置を伴うことか
ら、不可能。

要望の趣旨を踏まえ検討されたい。
①5

②3

①バイオマスプラスチックの実用化開
発を含めた企業のバイオプロセス実
用化開発を補助する事業をＮＥＤＯが
１６年度から実施すると承知してい
る。ただし、当該事業における補助対
象の具体的選定については、独立行
政法人たるＮＥＤＯが判断することで
あり、当省は回答する立場にない。

②地域新生コンソーシアム研究開発
事業に関しては、仮に、現在の予算
規模のまま、一件あたりの限度額を
引き上げることは、結果として採択案
件が減少することとなる。このことは、
結果として不採択案件が増加し、各
地域毎の技術開発の機会の減少が
懸念されることから、限度額の引き上
げは不可能。

大阪商工会
議所

医療機器・研究開発
支援機器の開発促
進コンソーシアム

3067 3067010 113260

医療機器・研究開発
支援機器開発補助制
度の一元化と適用枠
の設定

各省のもつ医療機器・研究開
発支援機器開発補助金制度を
一元化することで、補助金を求
める企業が申請しやすい環境
を整備するよう窓口も一本化
する。その上で、大阪商工会議
所が運営する医療機器・研究
開発支援機器開発促進コン
ソーシアムからたちあがった共
同プロジェクトに対して、補助
金枠を設定、あるいは少なくと
も優先審査制度の設定を提案
する。これにより、重要な案件
開発が確実に助成を受けるこ
ととなる。これが有効に機能す
るかどうか見極めるため、まず
3年をめどに見極めを行うこと
が妥当と考える。

大阪商工会議所では、医療機器・研究開発支
援機器開発を促進する「次世代医療システム
産業化フォーラム」を実施。医療機関のニー
ズ、研究者のシーズが提示され、その製品化
にむけて共同開発が進められる。すでに22の
研究機関や大学、114社の企業が参加してお
り、18もの具体的な共同開発プロジェクトがた
ちあがり、確実に機器開発が促進されるプラッ
トフォームとして有効に機能している。これによ
り在阪企業の潜在する技術力を生かして医療
機器・研究開発支援機器産業の活性化を図る
ことができ、新たなビジネスチャンス創出が実
現する。

各省の機器開発補助金制度の最新情報を得ることは、
補助金を求める企業や産学連携コンソーシアムといった
申請主体にとって煩雑な作業を伴い、結果的に申請時期
を逃してしまうなど不便が多い。各省の制度を一元化して
一括して情報を得ることはできれば、最適の制度に申請
を行うことが可能となり、申請主体にとって利便性が高ま
る。また、大商の「次世代医療システム産業化フォーラ
ム」のように、有用な案件で望ましい共同開発チームが
組まれている重要な案件は、補助対象として優先順位の
高いものでるが、これまでの補助金制度では、一律の審
査しか実施されていないため、適用枠の設定により、助
成すべき案件に補助金を与えることが必要であると考え
る。

国民の生活の質の向上に資する、「国
民の健康寿命延伸に資する医療機器
等の実用化開発」を実施中。（Ｈ１６年
度政府予算案２．２億円）。（独）新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構によ
り、公募・採択されている。

8

　この補助金制度については、（独）新
エネルギー・産業技術総合開発機構が
実施しており、窓口も一元化されてい
る。
　「国民の健康寿命延伸に資する医療
機器等の実用化開発」事業について、
いかなる事業を採択するかについては
独立行政法人たる新エネルギー・産業
技術総合開発機構が行うことであり、
当省は回答する立場にない。

江別市
ITを活用した地域経
済の再生

1020 1020010 113270

各種施策の集中およ
び連携とその利便性
の向上による支援措
置

提案する支援措置について

総務省IT関連施策
・IT生きがい・ふれあい支援セ
ンター施設整備事（補助率
1/3）
・マルチメディア街中にぎわい
創出事業（補助率1/2）

経済産業省
・新事業創出基盤施設整備費
補助金（補助率1/2）

その他事業に関連する各種施
策の連携と集中および補助裏
にかかる地財措置として高率
（70％以上）な交付税の充当を
実現することでその利便性の
向上を提案する。

１．江別ブランド事典事業（詳細別紙）
平成１５年度より実施している本事業について次の①およ
び②の機能を追加し、添付資料の効果を最大限発揮させ
る。
①江別ブランド事典システムの機能拡張
・ナビゲーションシステムの機能拡張
・データの充実
・アンケート調査の実施
・e-コマース機能の追加
・物流システム機能の追加
②江別ブランドアンテナショップの設置
・歴史的建造物の活用
・物流機能の追加
・江別ブランドの陳列、販売
・江別ブランドの紹介
・江別ブランド事典の広報
・江別ブランド選定のアンケート窓口
・江別ブランド認定以前の商品の紹介
２．江別ブランド事典センターの設置（詳細別紙）
経済の活性化にITを積極的に活用していくため、市民およ
び市内の企業のデジタルディバイドを抑制し、さらにシステ
ムの維持運用コストの削減という効果を考え次の事業を実
施する。
・データセンター
・インキュベーション施設
・IT教育用施設（江別ブランド事典システム利用者、江別ブ
ランド活用生産者、製造者）
・サテライトオフィス

現状の制度での問題点

１．本事業の推進に当たって様々な補助事業の活用が考
えられるが、それぞれの補助事業が省庁別、事業別に細
かく区別されているため本事業のように１ヶ所で集中的に
実施することで最大限の効果を狙った事業では、それぞ
れが分断された事業となってしまい、期待した効果を発
揮しにくい。

２．江別市は、通常の補助事業を活用した場合、特別な
財政措置がなく市の単独負担額が大きい。厳しい財政状
況については他の自治体と大差なく、本事業の推進にあ
たっては、補助金裏負担に係る手厚い財政措置が必要
である。

新事業支援施設整備費補助金交付要
綱

地域における新事業の創出を通じた
地域経済の活性化のために、技術
シーズやアイデアを迅速に事業化する
ことを支援し、将来の地域経済の牽引
役である中小・ベンチャー企業を効果
的・効率的に育成する新事業支援施
設等を整備する地方公共団体等に対
し、国が補助金を交付する。

5

提案における当省の施策の具体的位
置付けと関係省庁の施策との関係が
明確になった段階で、当省の施策の範
囲内で、関係省庁の関係施策との連携
を図る方向を検討する。

提案の趣旨を踏まえ検討されたい。 5

提案における当省の施策の具体的位
置付けと関係省庁の施策との関係が
明確になった段階で、当省の施策の
範囲内で、関係省庁の関係施策との
連携を図る方向を検討する。

八尾町
「日本の駅」
越中八尾スロータウ
ンステーション構想

1324 1324010 113280

越中八尾駅前周辺整
備事業を総合的、一
体的行うため県・町・
民間等の輻輳する事
業について町など一
括採択を受けて実施
することができる補助
金制度の創設（日本
の駅・八尾の採択）

八尾町中心市街地活性化基
本計画において重点地域に位
置付けた福島地区のJR越中
八尾駅前の周辺整備事業を総
合的、一体的に実施するため
県・町・民間等の輻輳する事業
について「日本の駅」という理
念の基に町などが一括採択を
受けて実施することができる補
助金制度を創設していただて
実施することとしたい。

①駅舎建替え事業･･･駅・まち一体改善事業
の推進事業
②まちづくり総合支援事業（福島大橋建設事
業
③街路事業（町並み景観）
④県道改良事業
⑤小売商業等店舗集団化事業（ＴＭＯ・市街
地再開発組合）
⑥観光物産館等建設事業（小規模企業支援
事業）
越中八尾駅周辺整備事業として上記事業を一
体的に行う。効果としては、快適で魅力的な駅
舎の建替えやコミュニティホールや情報発信
機能を有する観光案内施設、地区の利便性・
アクセス性向上のための道路整備及び駅前ひ
ろばや駐車場・駐輪場の整備等を「おわらの
まち」にふさわしい空間演出、町並みの形成づ
くりという共通の理念で建設することにより快
適で魅力ある都市空間が創出することにより
年間１００万人の観光が来町し、通年型観光
による商業の活性化を実現することができる。

八尾町が進める駅舎の建設（再生）に合わせて実施の要
望が強い県道の狭隘部分を拡幅改良や商工会､商店街
が進める１００万の交流都市を実現する商業機能の再
生、コミュニティ機能、情報発信機能を強化する施設の整
備事業等の実施においては日本の貴重な歴史的な空間
を再整備するという共通の理念の基で実施する必要があ
ることから、一括採択による各種施策の集中と連携が必
要である。

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、補助金等
の支援制度も別々に措置。
一方、中心市街地活性化推進室及び
中心市街地活性化連絡協議会を設置
し、関係府省庁間の連携の強化を
図っている。

3

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、統一的な補
助金を一課において予算措置、執行を
行うことは困難。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、関係各省
の間で連携して予算執行する等工夫
が出来ないか検討されたい。

3

各省庁各担当部局においてそれぞれ
の所管する業務の別から、統一的な
補助金を一課において予算措置、執
行を行うことは困難。

68 / 73 ページ



11　経済産業省　再検討要請

15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）
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域再生推進室からの再検討要請
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47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

富岡町
地域の再生計画
（「小さな町をつくって
しまおう」）

1152 1152010 113290 ２２に同じ

中央での生活者について地方
への環境享受を促し、同時に
地方の地域活性化と住環境と
しての見直しを図る。

地方の再生を図ることによる安定した生活国
土の編成

２２から２４に同じ

発電用施設周辺地域整備法第７条、第
１０条
電源開発促進対策特別会計法第１条第
２項

電源三法交付金は、発電用施設の設
置及び運転の円滑化を目的として、電
源地域の地方公共団体が実施する各
種事業の費用に充てるため交付され
るものである。２００３年１０月には、複
数あった交付金を統合して、交付手続
きの簡素化を図るとともに、交付対象
事業を大幅に拡充したため、地方公共
団体は実施する事業を幅広く選択する
ことが可能となっている。

5

２００３年１０月に創設された電源立地
地域対策交付金は、従来の交付金より
も交付対象事業を大幅に拡充し、従来
のように産業の振興や住民福祉だけで
なく地域を活性化するための事業を広
く実施できるようになっているため、本
交付金の活用により、従来の枠組みの
ままで特段の措置をすることなく提案
内容について実現することが可能と考
える。

福岡県
青少年科学技術立
県運動

2138 2138010 113300

科学技術に対する関
心と理解の増進を目
的とする取り組みに対
する支援

・地域における科学技術振興
に対する
  地方財政措置（地方債償還
金利子の
  交付税への算入等）
・地域における特色ある科学技
術啓発
　活動に対する補助金の創設
・国等の実施する科学関連施
策の集中
　実施

・技術者、教育者等のＯＢ人材の組織化及び活動
の支援（科学技術教育に熱心な学校と外部講師
（会員）のマッチングなど）を実施する。
・県内企業等に対して施設を利用した青少年向け
活動を促すとともに、インターネットや本運動の広報
ツールを活用した青少年に対する情報提供を行う
・日本科学未来館で蓄積されたノウハウを積極的に
導入する等、県の青少年科学館等の活動強化をは
かるとともに、当該科学館と他の科学関連教育施設
等との協働促進等により青少年が科学技術に触れ
る場の広がりをはかる
・校外活動や活動成果発表の場の提供、科学関連
ＮＰＯ等との相互交流の促進等を通じ、小中高校に
おける科学関連部活動の活性化をはかる。
・科学教育や産業教育において、学校間交流のみ
ならず、高校生による科学実験の実演や研究作品
のデモなどを通じた小中高校等、縦の交流をモデ
ル的に実施し、教育現場への情報還元等を行う。
・過去８年間にわたって取り組んできたサイエンスマ
ンス（科学技術創造月間）事業のノウハウを活か
し、年間を通じた本運動の周知徹底に資するイベン
トの開催や誘致等により効果的な気運醸成をすす
める。

青少年科学技術立県運動の推進のためには、国立研究
施設や研究員等の活用が不可欠であるが、一定の手続
きが必要であり、そのための要件は欠かせない。また同
様に、地域だけの取り組みでは限界があることから、国
等の主催イベントの併催や財政措置等の積極的な協力
が必要である。

特になし

当省所管の公的研究機関において、
次代を担う青少年の科学技術に対す
る理解と関心の増進に資する活動を
行っている。

5
（補助
金創
設に
ついて
は３）

－

産業技術総合研究所において、既に年
に１度、主要地域（北海道、東北、つく
ば、名古屋、大阪、中国、四国、九州）
にある研究センターにおいて、市民に
向けて一般公開（研究施設の公開、デ
モンストレーションの実施等）を実施し、
市民への広報に努めるなど地域に役
立つ研究所を目指して取り組んでい
る。
なお、補助金の創設は新たな財政措置
を伴うものであり、不可能。

提案の趣旨を踏まえ検討できない
か。

5
（補助金創
設について
は３）

産業技術総合研究所において、既に
年に１度、主要地域（北海道、東北、
つくば、名古屋、大阪、中国、四国、
九州）にある研究センターにおいて、
市民に向けて一般公開（研究施設の
公開、デモンストレーションの実施等）
を実施し、市民への広報に努めるな
ど地域に役立つ研究所を目指して取
り組んでいる。なお、補助金の創設は
新たな財政措置を伴うものであり、不
可能。

財団法人本
庄国際リ
サーチパー
ク研究推進
機構／
学校法人早
稲田大学

エコユーザーの育成
と参加を通じた <自
律･循環>の地域づく
り

3043 3043030 113310

バイオエタノール混合
燃料の利用・取扱に
関する課税措置の緩
和

【バイオエタノール②】
●バイオエタノール混合燃料
の利用・取扱に関する課税措
置の緩和（非課税化）
※自動車用燃料としてすでに
課税済のガソリンにエタノール
を混和するプロセスを販売店
において実施した場合、法律
の規定により販売店に揮発油
税等が新規に課税されることと
なるが、本プロジェクトが限ら
れた地域における実証事業で
あること、および将来的なアル
コール類混和率の向上と「エコ
燃料」としての普及拡大を視野
に入れたパイロット事業である
ことを勘案して、当該課税措置
の緩和（非課税化）による支援
措置を提案したい。

◆バイオマス由来のバイオエタノールを既存のガソリンや
重油等に混入して製造する｢エコ燃料｣を、本庄地域内に
おいて実車・実機に導入し実際に活用することにより、原
料バイオマスの確保から収集・運搬、生成プロセス技術、
保管・貯蔵技術、供給インフラ整備、利活用対象機器の整
備、アフターケアなど、｢エコ燃料｣の普及を促進し社会シス
テムに定着させていくための総合的な実証研究を実施す
る。
◆具体的には、原料確保～燃料生成～燃料輸送・販売～
燃料利用機器・部品の製造・販売（整備・再利用を含む）、
燃焼装置管理（ボイラ等）などに関わる関連事業者に、燃
料消費者である一般家庭を含めた実証実験の実施と並行
して、地域的な｢エコ燃料｣の普及促進のための組織（エコ
ユーザー・ネットワーク）を設置・運営する。
＊各種利用機器等の信頼性評価の実施による機器等の
改良および効率的利用の技術的ノウハウの開発を含む。
◆こうした取り組みを進める中で、地域住民をはじめとする
エコユーザーの育成と参加をさらに促進しつつ、地域内の
資源循環に資するバイオマス利用を拡大し、地球温暖化
防止に寄与するカーボンニュートラルのエネルギー利用を
促すとともに、参加事業者にとっての新規ビジネス機会を
創出することが可能となり、新規技術のみならず、先導的
な社会システムとしての新規性を創出することが期待され
る。

○現行制度では、自動車ガソリンをはじめとする揮発油
には、製造場から出荷する際に製造者に対して揮発油税
および地方道路税が課税されており、その際のアルコー
ル混和量はガソリンに対して最大３％と規定されている。
しかし、かかる課税済燃料に販売段階でさらにアルコー
ル燃料を混和する場合には、その全量に対して改めて揮
発油税等が課せられることになる。
○本プロジェクトでは、自動車ガソリンへのバイオエタノー
ルの混和量を５～20％前後まで高めた混合燃料にも対
応可能な機器・装置・インフラの改良・開発と実証評価が
不可欠である。このため、当該法制度（揮発油等の品質
の確保等に関する法律の一部を改正する法律）に関し
て、限定された地域におけるエコ燃料の製造および販売
を促進するために、エタノール燃料混合に関わる課税措
置の緩和（非課税化）が必要である。

総合資源エネルギー調査会燃料政策小
委員会

平成１５年２月より、バイオマス燃料の
中期的な利用について議論を行って
いる。

6
揮発油税法は財務省所管であるため、
税制の優遇措置は担当ではない。

稚内市
地球環境に貢献す
る国際交流都市の
形成

1327 1327110 113310
自由貿易地域の指定
拡大

自由貿易地域の指定によ
り、サハリン州との貿易を
促進する。

サハリン大陸棚石油・天然ガス開発事業
やインフラ整備等により稚内港を中継基
地とした貨物の輸出入が増加している。
フリートレードゾーンの設定によるサハ
リン州と我が国との人や物の自由な往来
は「サハリンプロジェクト支援基地化」
に大きな弾みとなるものである。当市が
目指す国際交流都市の形成に資するもの
であり、地域経済の活性化や地域雇用の
創出に繋がるものである。

ロシア連邦では、サハリン州を自由貿易地域に指定
する構想をもっており、至近に位置する稚内港にお
けるフリートレードゾーンの設定はサハリン州と我
が国との人や物の自由な往来を可能とする新たな
「自由貿易圏」を形成し、地域経済の活性化、地域
雇用の創出に繋がるものである。

3
国際問題であり、ある程度時間をか
けて検討する必要がある。

提案の趣旨を踏まえ検討された
い。

3
国際問題であり、ある程度時間を
かけて検討する必要がある。

㈱東京
リーガル
マインド

「民間事業者」の
範囲

3078 3078010 113320
民間委託先を株式会
社等の事業法人に限
定

行政サービスの民間委託先
を株式会社等の普通法人に
限定

行政サービスの委託先を普通法人に限定
し、民間事業者による入札・プロポーザ
ルによるコンペティションを通じて、
リーズナブルな行政サービスを実施す
る。

民間活力による地域経済の活性化を実現させるため - - 3 -

行政サービスを担う事業者主体は、
当該行政サービスの目的や地域ごと
の事情に応じて選定されるべきもの
であり、その選定に当たっては、住
民、行政、民間事業者の間で十分に
検討がなされたものであることが望
ましい。

提案の趣旨を踏まえ検討された
い。

3 -

行政サービスを担う事業者主体
は、当該行政サービスの目的や地
域ごとの事情に応じて選定される
べきものであり、その選定に当
たっては、住民、行政、民間事業
者の間で十分に検討がなされたも
のであることが望ましい。
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11　経済産業省　再検討要請

15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

ニセコ町
公共施設住民組織
による運営及び財
産の委譲

1378 1378010 113330
公共施設財産の住民
組織への委譲及び運
営

・公共施設財産の住民組織
への財産及び管理運営権限
の委譲の円滑化
・地方公共団体事務の住民
組織への事務委譲の円滑化

○公共施設財産の住民組織への委譲及び
運営の際の地方自治法第244条及び244条
の2、補助金等に関する予算の執行の適正
化に関する法律第22条の適用除外。
○地方公共団体事務の住民組織への事務
委譲
・蓄犬、野犬掃討、動物愛護事務
・一般廃棄物の収集及び処理事務
・道路の維持管理、除排雪に関する事務
事業
・保育所、幼稚園、学童保育に関する事
務事業
・産業政策の立案、事業実施に関する事
務　　　・公営住宅の管理運営に関する
事務　　　　　　　・上下水道の維持管
理、運営に関する事務

補助金等により設置した公共施設財産を住民組織へ
委譲し、より柔軟かつ効率的な運営を図りたいが、
このような財産委譲をする場合、補助金返還等を行
なわなければならず、現実には、財政的負担が厳し
いため、円滑に進まない状況にある。　　また、公
共団体事務の一部に、住民組織へ移譲した方がよ
り、効率的な運用が図られるものがあるが、個々の
法律の制限があるため、事務委譲できない状況にあ
る。これら事務の委譲を一括して行うことにより、
更なる住民自治が図られ地域再生につながるものと
期待される。

（公共施設財産の住民組織への財産
及び管理運営権限の委譲の円滑化）
・地方自治法第244条及び244条の2
・補助金等に関する予算の執行の適
正化に関する法律第22条

（公共施設財産の住民組織への財
産及び管理運営権限の委譲の円滑
化）
・補助金等により設置した公共施
設財産を委譲する場合には、補助
金返還等が必要。

2（公
共施
設財
産の
住民
組織
への
財産
及び
管理
運営
権限
の委
譲の
円滑
化）

Ⅶ
（公
共施
設財
産の
住民
組織
への
財産
及び
管理
運営
権限
の委
譲の
円滑
化）

・ ①当該施設の用途が維持される
こと（当省が転用を承認した場合を
除く）、②管理体制が相当程度効率
化され、かつ、適切な管理体制が確
保されていること、③譲渡を受けた
者が処分制限を承継すること、④無
断処分等の不適切な事態が生じた場
合の責任関係が明らかになっている
こと、⑤売却益が発生した場合には
一定割合を国庫に納付すること、等
の要件を満たす場合には、財産委譲
の承認を行える蓋然性が高い。

何が新たに認められ、その時期は
いつなのかを明確にされたい。

2（公共施
設財産の住
民組織への
財産及び管
理運営権限
の委譲の円
滑化）

Ⅴ（公
共施設
財産の
住民組
織への
財産及
び管理
運営権
限の委
譲の円
滑化）

御提案があった補助金適正化法上
の処分制限財産の処分申請につい
て、合理的なものに対しては柔軟
な対応を徹底するため、①当該施
設の用途が維持されること（当省
が転用を承認した場合を除く）、
②管理体制が相当程度効率化さ
れ、かつ、適切な管理体制が確保
されていること、③譲渡を受けた
者が処分制限を承継すること、④
無断処分等の不適切な事態が生じ
た場合の責任関係が明らかになっ
ていること、⑤売却益が発生した
場合には一定割合を国庫に納付す
ること、等の承認要件を明示した
運用通達を平成16年度中に作成す
る。

足寄町
とかちペ
レット生
産組合

木質バイオマス燃
焼機器製造構想

1017 1017020 113340 関税率の引き下げ
海外製品への関税率の引き
下げ

ペレットストーブの部品類を輸入し、廃
校学校体育館で組立を行う。

ペレットストーブの普及を図るために、海外製品の
価格の低減が重要課題である。

関税定率法
具体的な税率が関税定率法に記載
されている

6
木質ペレットはＨＳコード44.01
（木のくず）に該当し、所轄省は農
水省（林野庁）であるため。

提案の内容は、ストーブの部品の
輸入に関するものであり、再度回
答されたい。

3
国際問題及び通商問題でもあり、
ある程度時間をかけて検討する必
要がある。

天栄村

再生可能エネル
ギーの導入によ
る、森を単位にし
た地域再生計画

1075 1075020 113350

「石油特会」に定め
る補助金対象要件へ
の「中小水力発電」
追加支援及び省内関
連補助事業要件への
「中小水力発電」追
加

中小水力発電の設置に対す
る補助については、既に
「電源開発促進対策特別会
計」で補助の対象になって
いるため「石油及びエネル
ギー需給構造高度化対策特
別会計」での補助金等の対
象とはしないという関係省
庁の見解が一般的である
が、中小水力発電は、電源
開発を目的とする大規模水
力発電事業とは異なるもの
であると考えられる。中小
水力発電の設置に対する補
助金をいわゆる「石油特
会」での補助対象要件に追
加し、環境省「環境と経済
の好循環のまちモデル事
業」及び「二酸化炭素排出
抑制対策事業」等補助事業
実施要項にも「中小水力発
電」の設置に対する補助金
を追加・反映し、ダムの無
い中小水力発電導入促進に
支援をお願いいたしたい。

ダムの無い小水力発電導入促進事業：ブ
ナの森からの湧水による小型水力発電所
の建設は、ブナの森がダムであり、ダム
建設の必要がない理想的な水力発電シス
テムとして、環境保全と地域背源の活用
の両面からシンボル的な施策となる。ま
た、その水はバイナリー発電の冷却水と
してにさらに活用し、温水となった時点
で園芸温室等にも利用することで、山間
地域の農業振興に資するものとなり、本
事業は極めてモデル性の高い事業であ
る。中小水力発電の設置に対する補助金
をいわゆる「石油特会」での補助対象要
件に追加していただき、環境省「環境と
経済の好循環のまちモデル事業」・「二
酸化炭素排出抑制対策事業」等補助事業
実施要項に「中小水力発電」の設置に対
する補助金を追加し、導入促進のために
補助率を引き上げる支援をお願いいたし
たい。

電源開発を主目的とした大規模水力発電事業と異な
り、ダムの建設を伴わない中小水力発電事業は、エ
ネルギー起源二酸化炭素の排出の抑制にのためにと
られる施策として、いわゆる「石油特会」の趣旨に
合致した石油代替エネルギーとして充分に要件に該
当するものであるため、「石油及びエネルギー需給
構造高度化対策特別会計法施行令」第１条に定める
エネルギーに「中小水力」を対象要件に追加してい
ただき、環境省「環境と経済の好循環のまちモデル
事業」及び「二酸化炭素排出抑制対策事業」等補助
事業実施要項に「中小水力発電」の設置に対する補
助金を追加してダムのない中小水力発電導入促進に
支援をお願いいたしたい。

①石油及びエネルギー需給構造高度化
対策特別会計法施行令第１条、②電源
開発促進対策特別会計法施行令第１条
第３項第１号、③中小水力発電開発費
補助金交付要綱第３条

石油及びエネルギー需給構造高度化
対策特別会計においては石油等の安
定供給や新エネルギー・省エネルギー
対策等を、電源開発促進対策特別会
計においては、長期間にわたり安定的
な電力供給源であり、かつ、二酸化炭
素の排出量の低減にも資する原子
力、水力、地熱発電施設等の設置の
円滑化、利用の促進を図るための施
策等を、それぞれ歳出対象としてお
り、石油及びエネルギー需給構造高
度化対策特別会計において、中小水
力発電の設置について補助対象とす
ることはできない。
ただし、電源開発促進対策特別会計
の中小水力発電開発費補助金は、中
小水力発電の設置について補助対象
としており、具体的には、中小水力発
電開発費補助金交付要綱において、
中小水力発電施設を構成する設備
（取水設備、導水路等）の設置や改造
に係る費用を補助対象としており、現
時点においてもダムのない中小水力
発電設備の導入促進のための支援は
可能である。

5

電源開発促進対策特別会計法施行令
第１条第３項第１号、及び、中小水力発
電開発費補助金交付要綱第３条に基
づき、中小水力発電開発費補助金によ
り中小水力発電設置に対する補助事
業を実施しており、最大で３０％の補助
率となっている。また、新技術を利用し
た導入事業については５０％の補助率
となっている。本事業により、ダムのな
い中小水力発電設備の導入促進のた
めの支援は可能である。
また、これに関連して、中小水力開発
促進指導事業基礎調査委託費（未開
発地点調査等）、中小水力開発促進指
導事業費補助金（技術指導等）も併せ
て実施している。
なお、補助率の引き上げは新たな財政
措置を伴うこととなり、不可能。

要望内容は実現できるのか、確認さ
れたい。また、補助対象の追加につ
いては、提案の趣旨を踏まえ検討さ
れたい。

5（補助率引
上げや補助
対象の追加
は３）

電源開発促進対策特別会計法施行
令第１条第３項第１号、及び、中小水
力発電開発費補助金交付要綱第３条
に基づき、中小水力発電開発費補助
金により中小水力発電設置に対する
補助事業を実施しており、最大で３
０％の補助率となっている。また、新
技術を利用した導入事業については
５０％の補助率となっている。本事業
により、ダムのない中小水力発電設
備の導入促進のための支援は可能
である。
また、これに関連して、中小水力開発
促進指導事業基礎調査委託費（未開
発地点調査等）、中小水力開発促進
指導事業費補助金（技術指導等）も
併せて実施している。
なお、補助率の引き上げ及び補助対
象の追加は新たな財政措置を伴うこ
ととなり、不可能。

茨城県
つくば広域都市圏
活性化プロジェク
ト

1277 1277150 113360

業務核都市における
中核的民間施設に適
用される無利子融資
（ＮＴＴ－Ｃタイ
プ）の対象に係る第
三セクター要件の撤
廃

業務核都市の育成・整備を
図るためには，一般民間企
業による業務集積地区への
立地が不可欠であることか
ら，一定要件を満たす第三
セクターのみが対象となっ
ている無利子融資（NTT-Cタ
イプ）について，一般の民
間企業にも摘要を認める。

施策のＰＲに努め，業務集積地区におけ
る未利用地に，商業・教育・福祉医療等
多様な都市的機能や民間企業による中核
的民間施設の立地を促進する。

業務核都市の育成・整備を図るためには，一般民間
企業による業務集積地区への立地が不可欠であるこ
とから，一定要件を満たす第三セクターのみが対象
となっている無利子融資（NTT-Cタイプ）につい
て，一般の民間企業にも摘要を認める必要がある。

日本電信電話株式会社の株式の売却
収入の活用による社会資本の整備の
促進に関する特別措置法／第３条第
１項
日本電信電話株式会社の株式の売却
収入の活用による社会資本の整備の
促進に関する特別措置法施行令／第
１条の２第６項／法第三条第一項 に
規定する政令で定める事業

国は、当分の間、国民経済の基盤
の充実に資する施設の整備を民間
事業者の能力を活用して促進する
ことを目的とする法律に基づき当
該施設を整備する事業その他の政
令で定める事業のうち、地方公共
団体の出資又は拠出に係る法人が
行う事業でこれらの事業により整
備される施設がその周辺の相当程
度広範囲の地域に対して適切な経
済的効果を及ぼすと認められるも
のに係る資金について、日本政策
投資銀行及び沖縄振興開発金融公
庫が行う無利子の貸付けに要する
資金の財源に充てるため、日本政
策投資銀行等に対し、無利子で、
必要な資金の貸付けをすることが
できる。

3

「地域再生構想の提案募集について」
（内閣官房地域再生推進室平成15年12月
19日）において、『第1（２）ニ　新た
な補助金や税措置の創設など、追加的な
財政支出を伴わないものであること』と
あるため。
無利子融資（ＮＴＴ－Ｃタイプ）の対象
事業主体が地方公共団体の出資又は拠出
に係る法人（いわゆる第３セクター）に
限られている理由は、国民共有の資産で
あるＮＴＴ株式売却収入を活用して国民
共有の社会資本の整備促進を図るという
本制度の基本的枠組に照らして、公共性
の高い事業主体を対象とすべきであると
の考え方によるものである。
このため、純民間事業者に対して無利子
融資（ＮＴＴ－Ｃ）を認めることは、新
たな無利子融資制度（＝新たな財政措
置）を創設することになり、対応できな
い。
しかしながら、無利子融資（ＮＴＴ－Ｃ
タイプ）に準ずるものとして、公益性の
高い事業を行っている民間事業者等に対
し、日本政策投資銀行等においてＮＴＴ
株式売却収入を活用した低利融資（ＮＴ
Ｔ－Ｃ′）を行っており、一般の融資よ
りも有利な融資制度を整備していること
から、そちらを活用されたい。
（注）ＰＦＩ事業については、純民間事
業者であっても、無利子融資を受けるこ
とが可能。（平成18年3月末までの措
置）

茨城県
つくば広域都市圏
活性化プロジェク
ト

1277 1277160 113370
業務核都市基本構想
変更手続きの簡素化

中核的民間施設の追加等，
基本構想の部分的な変更に
ついては，予備調査を廃止
するなど現行の変更手続き
の簡素化と，調整期間の短
縮化を図る。

民間事業者の立地動向に即応し，優遇措
置の摘要が可能となるよう，タイムリー
な基本構想変更を図る。

民間事業者の立地スケジュールに柔軟に対応できる
よう，中核的民間施設の追加等，基本構想の部分的
な変更については，予備調査を廃止するなど現行の
変更手続きの簡素化と，調整期間の短縮化を図る必
要がある。

「業務核都市基本構想の作成等につ
いて」（平成元年4月27日）
国土庁、通商産業省、運輸省、建設
省、自治省
（業務核都市制度主管課長会議説明
資料）

基本構想の承認申請を行おうとす
る都県等は、業務核都市として整
備しようとする地域について予備
調査を行い、その結果を事前に主
務省庁に提出するものであるこ
と。

2 Ⅴ

直近の予備調査から一定の期間内
に、中核的民間施設に係る事項の追
加・修正等のみを行う場合には予備
調査を不要とする。
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富山県
キャリアアップ教
育推進構想

1298 ####### 113380
　インターシップ受
入企業への助成措置

　国のインターンシップ推
進等に関する事業費等の使
途拡大

　ジュニア・インターシップ推進事業費
の受入企業への助成金としての使途拡大

インターシップの実施においては、受入企業の負担
が大きく、実施規模の拡大には、受入企業への支援
が必要。

6
ジュニアインターンシップ事業につ
いては、担当省は文部科学省であ
る。

千葉県
「バイオマス立県
ちば」の推進

1306 1306020 113390
バイオマス関連補助
制度の統合

  バイオマス利用の一層の
促進のために、バイオマス
利活用に係る補助金につい
て、省庁間、同一省庁の部
局間にわたっているものに
つき、一括して補助事業が
利用できるよう、制度の統
合を提案する。
　例えば、メタン発酵施設
を利用した産地直売所を建
設する場合、バイオマス利
活用フロンティア整備事業
（農村振興局）と農業経営
総合対策事業（経営局）を
併用しなければならない
が、所管部局が異なる。
　また、下水汚泥と食品残
さを併せてメタン発酵する
場合は、前者が国土交通
省、後者が農林水産省とに
分かれるため、個別の協議
が必要となり、両者の承認
がないと事業の実施が不可
能になるばかりでなく、両
者を調整する窓口も存在し
ない。

　千葉県では、本県の持つポテンシャル
を有効に活用し、バイオマス利用に関す
る先進的な取組を行なう街づくり「バイ
オマスタウン」の構築を進め、これらの
バイオマスタウンが相乗効果を発揮した
「バイオマス立県ちば」を目指すことと
している。
　そのために、バイオマス利活用に取り
組む事業者がバイオマス利活用に係る補
助金を導入することについて、支援をす
ることとしている。また、これらの事業
者の参入を促すための制度改正につい
て、国に対し働きかけをすることとして
いる。
　具体的には、バイオマス利活用に係る
補助金について、省庁間、同一省庁の部
局間にわたっているものにつき、一括し
て補助事業が利用できるよう、制度の統
合を提案する。
　これにより、手続き等の簡素化が進
み、バイオマス関連事業の実施が一層促
進されることとなる。

　バイオマスは、その種類、利用技術、最終製品と
もに多岐にわたるため、総合的に利用することが、
その推進にあたっては不可欠であるが、補助制度を
利用するためには事業計画を細分化して作成するな
どの必要がある。
　事業者としては、行う事業は一つという認識があ
り、補助制度の利用にあたっての効率性の向上を望
む声が強い。
　バイオマス事業の一体的で効率的な推進という見
地からは改善をする必要がある。

①地域新エネルギー導入促進事業
②新エネルギー事業者支援対策事業

①地域において新エネルギーの大規
模・集中導入等、先進的な取組等を行
う地方公共団体等に対して、事業費の
一部を補助している。
②「新エネルギー利用等の促進に関
する特別措置法」に基づき認定を受け
た利用計画に従って新エネルギーを
導入する先進的な事業者に対して、事
業費の一部を補助している。

３，
２

Ⅶ

目的の異なる補助制度をすべて統合
することは困難である。しかしなが
ら、農林水産省におけるバイオマス
関係のソフト事業、ハード事業につ
いては、それぞれ総合的な支援を目
的とした、バイオマス利活用フロン
ティア推進事業、バイオマス利活用
フロンティア整備事業が利用可能で
ある。これに加え、地域の特性を活
かし、バイオマスを効率的に利活用
するバイオマスタウン構想（仮称）
の実現に向け、関係府省が一体と
なった支援を試行的に開始する。

提案者の構想する事業が要望に沿っ
て円滑に実施できるように、関係各省
の間で連携して予算執行する等工夫
が出来ないか検討されたい。

5

バイオマス関連施策については、
バイオマス・ニッポン総合戦略推
進会議の場を通して関係府省間の
緻密な連絡体制を取っているほ
か、各地方ブロックごとに各省出
先機関間での連絡を密にしてい
る。

浜松市
世界都市浜松・ユ
ニバーサルデザイ
ン構想

1370 1370030 113400
ユニバーサルデザイ
ン商品のロゴ商標登
録

ユニバーサルデザイン商品
のロゴ商標登録（要望）を
行う。ロゴマークを作成
し，認定された製品等に対
してそのマークの使用を許
可し，ユニバーサルデザイ
ンに関する商品の一元化を
図る。

ユニバーサルデザイン商品のロゴ商標登
録（要望）を行う。一元化されたロゴ
マークを作成し，認定された製品等に対
してそのマークの使用を許可する。

ユニバーサルデザイン商品のロゴマークを作成し，
商品（マーク）の一元化を図る。民間事業者に対し
その意識を向上させることによって，一般市民に対
してもそのロゴマークが目に触れるのと同時にユニ
バーサルデザインの意識が向上し，官・民・事業者
の三位一体となったユニバーサルデザインの推進が
図られる。

存在しない 3

ユニバーサルデザインは、達成目標
ではなく理念であることから、個々
の商品についてユニバーサルデザイ
ンか否かを明確に区別することは困
難。現段階では、むしろユニバーサ
ルデザインを目指す取組自体を幅広
に評価し、社会全体の改善を促すこ
とが肝要であると考える。
なお、ユニバーサルデザインを支え
る周辺関連分野については、国際標
準や国家標準として指針やガイドラ
インが定められているところ。ま
た、表彰制度として財団法人日本産
業デザイン振興会が行うグッドデザ
イン賞にユニバーサルデザイン賞が
設けられている。

提案の趣旨を踏まえ検討された
い。

3

ユニバーサルデザインは、達成目
標ではなく理念であることから、
個々の商品についてユニバーサル
デザインか否かを明確に区別する
ことは困難。現段階では、むしろ
ユニバーサルデザインを目指す取
組自体を幅広に評価し、社会全体
の改善を促すことが肝要であると
考える。
なお、ユニバーサルデザインを支
える周辺関連分野については、国
際標準や国家標準として指針やガ
イドラインが定められているとこ
ろ。また、表彰制度として財団法
人日本産業デザイン振興会が行う
グッドデザイン賞にユニバーサル
デザイン賞が設けられている。

宇多津町
宇多津臨海部活性
化構想

2013 2013010 113410
補助金用件の改善と
国庫補助制度の利便
性の向上

この近隣公園内には、産業
（工業）再配置補助金（旧
通産省）をもらって建設し
た宇多津町産業資料館があ
るが、リニューアルするに
は残存価額に見合う補助金
返還を求められる。また、
公園のリニューアルについ
ても補助（国交省）を受け
るには修繕程度の変更でな
ければならない。時代の
ニーズに対応するにはあま
りにもきびしすぎる内容で
あり、今後地域再生（活性
化）を進めて行くうえで改
善（緩和）措置を講じられ
たい。

現在検討中である海岸環境整備事業と並
行に公園や公園施設のリニューアルを考
えている。また、この公園は、国交省の
道の駅の指定も受けており地域の活性化
や観光客の利便性の向上のため、産業資
料館の増改築を行ない施設の充実を図っ
ていく。また、施設の運営管理を民間委
託し雇用の創出を図っていく。

この地域は、国土交通省のまちづくり総合支援事業
を活用し、地域の観光資源をいかしながら施設整備
や面整備を総合的に推進することにより、地域の活
性化を図っていきたいが、補助を受けた社会資本に
ついてのリューアルにつては、補助金の返還が生じ
るという現行制度の障壁があり改善を望むものであ
る。

補助金等に係る予算の執行の適正化
に関する法律第22条
産業再配置促進施設整備費補助金交
付規則第14条

工業再配置促進費補助金（現産業
再配置促進施設整備費補助金）
は、工業再配置促進法に規定する
移転促進地域から誘導地域への工
場の移転、誘導地域における新増
設を促進すべく、誘導地域に新増
設を行った工場の所在地を管轄す
る市町村に対し、教育文化施設等
の設置費に対し補助金を交付する
制度である。

5

ご提案の内容を精査する必要がある
ものの、リニューアルが合理的な理
由に基づくものであり、リニューア
ル後も補助目的に整合的な施設の用
途が維持されるのであれば、補助金
適正化法22条所定の手続を前提に、
ご提案は現行制度でも可能である。
また、リニューアルによって貴自治
体が収入を得ることがないのであれ
ば補助金返還は必ずしも必要ではな
い。

青梅市

圏央道青梅イン
ターチェンジ周辺
複合物流拠点整備
構想

1037 1037040 113420

市の計画策定、整備
に対する財政的支援
と、本事業計画につ
いて、首都圏整備計
画等に位置づけ願い
たい。

首都圏整備計画に位置づけ
ていただくとともに、計画
策定、整備に対する財政支
援を願いたい。

首都圏中央連絡自動車道・青梅インター
チェンジの北側隣地（今井４丁目）の約
５３ヘクタールの農地について、東京都
多摩地域や埼玉県南西部地域の産業およ
び生活拠点地区の活動を支援する広域性
の高い複合機能型物流拠点を整備する。
具体的には、トラックターミナル、倉
庫、卸売市場および商業施設などを誘導
する。

首都圏整備計画では、物流拠点が位置づけられてい
ない。整備の円滑な推進を図られたい。

－ － 6 －
今回の提案にある「首都圏整備法」
について、当省の所掌範囲では無い
ため。
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財団法人
本庄国際
リサーチ
パーク研
究推進機
構／
学校法人
早稲田大
学

エコユーザーの育
成と参加を通じた
<自律･循環>の地域
づくり

3043 3043020 113430

バイオエタノールの
製造・利用等に関す
る研究開発補助金の
統合化

【バイオエタノール①】
●バイオエタノール及びバ
イオエタノール混合燃料の
製造・利用等に関わる各種
研究開発補助金の統合化
※バイオマス由来の｢エコ燃
料｣（バイオエタノールとそ
の混合燃料）の現行機器へ
の利用拡大に際しては、生
成・製造技術や保管・貯蔵
技術の確立（経済性の成立
等）、機器使用部品の腐食
調査や安全性等の技術的な
開発・検証と課題解決のほ
か、エコ燃料の普及促進に
向けた組織体制の構築及び
維持・運営、利用者優遇策
の導入等を含めたトータル
システムとしての包括的取
り組みが必要とされること
から、各種の研究開発補助
金の統合化や各種普及施策
等の関連施策を集中した支
援措置により、円滑な実証
実験の実施とこれによる普
及拡大の迅速化を期待する
ことができる。

◆バイオマス由来のバイオエタノールを既存のガソ
リンや重油等に混入して製造する｢エコ燃料｣を、本
庄地域内において実車・実機に導入し実際に活用す
ることにより、原料バイオマスの確保から収集・運
搬、生成プロセス技術、保管・貯蔵技術、供給イン
フラ整備、利活用対象機器の整備、アフターケアな
ど、｢エコ燃料｣の普及を促進し社会システムに定着
させていくための総合的な実証研究を実施する。
◆具体的には、原料確保～燃料生成～燃料輸送・販
売～燃料利用機器・部品の製造・販売（整備・再利
用を含む）、燃焼装置管理（ボイラ等）などに関わ
る関連事業者に、燃料消費者である一般家庭を含め
た実証実験の実施と並行して、地域的な｢エコ燃料｣
の普及促進のための組織（エコユーザー・ネット
ワーク）を設置・運営する。
＊各種利用機器等の信頼性評価の実施による機器等
の改良および効率的利用の技術的ノウハウの開発を
含む。
◆こうした取り組みを進める中で、地域住民をはじ
めとするエコユーザーの育成と参加をさらに促進し
つつ、地域内の資源循環に資するバイオマス利用を
拡大し、地球温暖化防止に寄与するカーボンニュー
トラルのエネルギー利用を促すとともに、参加事業
者にとっての新規ビジネス機会を創出することが可
能となり、新規技術のみならず、先導的な社会シス
テムとしての新規性を創出することが期待される。

○バイオエタノール等のエコ燃料の開発・利用に関
わる現行の研究開発補助金は、制度上、原料バイオ
マスの種別や、技術開発及び普及促進などの対象事
業別に区分された利用条件が設定されているが、本
プロジェクトでは、本庄地域をフィールドとして、
各種原料資源によるバイオエタノールの生成から普
及促進に向けた組織体制の整備及び維持・運営等に
至るトータルシステムの実証実験を計画しているこ
とから、各種研究開発補助金の統合により関連施策
を集中した支援措置を受けることによって、当該実
証実験の円滑な実施とこれによるエコ燃料の普及拡
大が図られるものと期待される。

①バイオマスエネルギー高効率転換
技術開発

①経済性の制約を克服し、バイオ
マスエネルギーの実用化・導入を
図るため、高効率に燃料転換を行
う技術開発を実施している。

5

バイオマスエタノールの利用につい
ては、そのあり方を含め、現在関係
省において連携を図りながら検討を
進めており、その実証・研究開発に
ついても各省連携の下進められてい
る。なお経済産業省においては、提
案公募型の研究開発事業を実施して
おり、北海道開発局農林水産部の実
証研究で栽培された農産物のエタ
ノール化を本事業で行うなど可能な
限り各省連携を図っているところ。

新座市
新座市「観光によ
る地域再生」構想

1312 1312010 113440
国の地域再生施策
（まちづくり交付金
等）の集中実施

各府省等の地域再生施策と
して「まちづくり交付金」
等の諸制度があるが、これ
らの施策の集中により、観
光都市として「地域観光基
本計画」を策定し、道の駅
整備事業やうどん・そば等
の地場産業の育成・公用車
の休祭日のレンタカー利
用・都市公園のワイナリー
整備事業等の諸施策を効率
的に推進する。

・　道の駅整備事業（（仮称）ふるさと新座館の設
置）
→　市中央部の観光地の情報発信基地として、機能
する施設として効果がある。

・　うどん、そば屋等の産業集積
→　地域雇用の促進・新たな地場産業の育成に効果
がある。

・　西堀浄水場高架水槽・市庁舎の展望ラウンジの
設置事業
→　眺望抜群の本市庁舎最上階を活用し、来客者を
楽しませる飲食施設を設置することで、集客の目玉
にする。

・　公用車の休祭日のレンタカー利用
→　話題性に富み、かつ安価な料金設定が可能なた
め、来客者の利便性の向上に資する。

・　都市公園のワイナリー整備事業
→　観光の目玉となるとともに、地域雇用の促進・
新たな地場産業の育成に効果がある。

・　都市公園内のキャンプ場整備事業
→　観光の目玉となるとともに、地域雇用の促進に
資する。

　これらの諸制度は、いずれも国の各府省の枠を超
えているが、一体的な整備を行う上で、非常に有効
な制度であると評価しており、左記施策を効率的に
実施していくに当たって、施策の集中をお願いする
もの。

－ － 6 － 当省の所管でない。

神奈川県
国際観光県「かな
がわ」推進構想

1285 1285030 113450 産業観光への支援

京浜臨海部等で取り組んで
いる産業観光振興に向けた
取り組みに対する、国土交
通省と経済産業省が連携し
た支援

新しい観光として注目されている産業観
光について、モニタツアーの実施、旅行
商品造成に向けた取り組み、コンベン
ション客・修学旅行客等の誘致を進め
る。

経済産業省及び国土交通省がそれぞれ事業を実施し
ている。

－ － 8 －

観光立国行動計画に基づき、産業観
光への取り組みについて、現在、検
討を行っているところであり、特別
な予算手当がされているものではな
い。

提案の趣旨を踏まえ検討された
い。

8 －

観光立国行動計画に基づき、産業
観光への取り組みについて、現
在、検討を行っているところであ
り、特別な予算手当がされている
ものではない。

飯山市
地域の宝を活かす
賑わい創出・旅産
業おこし

1311 1311040 113460
・地域イベントに係
る経費への支援

・地方のもつ伝統・文化・
自然を活用し、新たなるイ
ベント等の開催に対し、３
年程度（軌道にのせるま
で）の支援を行い、地域市
民と都市との交流人口拡大
が図れるようにお願いした
い。

・伝統工芸品（内山紙など）を活用し、
イベントの装飾として用い、市内全域を
飾り付ける（例：イベントや盆、彼岸な
どに一斉に灯籠を点灯、千曲川一面に灯
籠流し）
・自然（雪や菜の花、棚田）を活かした
イベントを興し、都市との交流人口を増
やし、滞在型観光に結びつける。

・地域の宝をいかしたイベントの企画：開催によ
り、都市との交流人口拡大が図られ、滞在型観光、
更には定住へと結びつけ、地域の活性化を図るた
め。

－ － 6 － 当省の所管でない。

非特定営
利法人：
名古屋エ
アーフロ
ント協会

名古屋エアーフロ
ント・プロジェク
ト Ⅱ

3045 3045020 113470

フラクショナルオー
ナーシステム用の運
航・税法上の統一見
解

一元化後の名古屋空港は国
際ビジネス機拠点構想を模
索している。そのためＦＢ
Ｏ構築を民間事業者に標榜
しているが、フラクショナ
ルオーナーシステム等が行
き渡らなければＦＢＯな発
展もありえない。そのため
早急な運航・税法上の統一
見解が必要である。

広大なエプロンを有する現名古屋空港が
一元化するとスロット・スポットは充分
すぎるほどに確保できる。国内ＧＡの規
模はまだ小さく、空港の品格向上のため
にも国際ビジネス機の誘致は必須の要件
である。そのためには当面フラクショナ
ルオーナーシステムの導入が必要とな
る。

わが国のＧＡの現状は経済の中心が中央に偏ってお
り定期便が中央から地方へ放射線状に広がっている
ためビジネス機が発展しない。一方で1企業のみで
の機体所有も不経済の面もあり、新しい制度の導入
が要望される。このような制度による機体でのアジ
ア地域全域での活用が望まれる。

6 当省の所管でない。

72 / 73 ページ



11　経済産業省　再検討要請

15.提案主
体名

19.地域再生構想の
名称

a.地域
再生構
想管理
番号

b.支援
措置提
案事項
管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のため
の支援措置に係る提

案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措
置に係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連する法令、告示、

通達等の定め
38.制度等の現状

39.措
置等
の分
類

40.措
置等
の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.各省庁からの回答に対する地
域再生推進室からの再検討要請

45.「措置
等の分類」
の見直し

46.
「措置
等の方
法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁
からの回答

(財)公害
地域再生
センター

公害地域の環境再
生

3104 3104010 113480 施策の連携

既存の法律内では解決し得
てない環境課題に関して、
各種の施策を集中的に実施
する。

＊環境基準達成のための総合的な大気汚
染施策の集中的な実施。
＊積極的に環境対策に取り組む中小企業
の支援体制の整備。
＊環境に配慮した地域形成のための土地
利用計画づくり。

＊大気汚染対策としては、単体規制・車種規制だけ
では限界が生じており、他の施策とあわせて地域全
体で取り組む体制がなければこれ以上の改善が見込
めない。
＊疲弊した公害地域の環境再生のためには、区画整
理や再開発といったハード整備を中心とした既存の
まちづくりの範囲では限界がある。良好な環境づく
りのためには、積極的にこれを推進する体制が必要
である。
＊激甚な公害を経験した地域においては、地域経済
を中小企業が支えている場合が多い。地域の環境改
善のためには、事業者が主体的になって取り組む環
境保全の活動が必要であるが、低成長期にあっては
具体的な取り組みには結びつかない。意欲ある事業
者にインセンティブを与える支援体制が必要であ
る。

租税特別措置法
地方税法等

公害対策に関する規制等の施策は環
境省が中心に行っている。また、土地
利用計画に係る施策は国土交通省が
所管している。経済産業省としては、
積極的に公害対策に取り組む中小企
業に対し、税制上の優遇措置や政府
系金融機関による低金利融資による
支援を行っている。

5

中小企業に対する支援として、公害防
止用設備を導入する企業に対する特
別償却、固定資産税制等の特例、政策
投資銀行等の政府系金融機関による
低利融資を行っている。

㈱東京
リーガル
マインド

デュアルシステム
の促進（短期的政
策）

3087 3087010 113490
デュアルシステムの
促進（短期的政策）

一定の条件を満たす企業の
インターンシップ受入れ義
務の法制化

１．インターンシップ前の学生に対する
“社会人としてのマナー研修”
２．受入れ企業のインターンシッププロ
グラムの作成補助
３．インターンシッププログラム実施中
の一部研修請負

インターンシップ受入れにおける募集に係るコスト
や、受入れにおけるトラブルを過剰に意識するた
め、受入れが進まず、社会的に必要とされる受入量
に達することができない。これによって、若年者雇
用問題の解決という社会的な便益の極めて高い問題
解決に関わるビジネスもまた、利益の出せるものと
することができない。

なし

インターンシップの受け入れ先企
業を開拓する事業を経済団体等に
委託して実施している。
インターンシップの推進を図るた
め、受け入れ企業の開拓、学生と
受け入れ企業のコーディネート等
の事業を行う機関に対する普及啓
蒙を目的としたシンポジウム等の
開催を実施しているところ。

3

インターンシップの受け入れは、各
企業において、自社の置かれた状況
等を加味しつつ、主体的に対応すべ
きものであり、法令によって一律に
義務化することは不適切と考える。
しかしながら、要望にあるようなイ
ンターンシップ普及の必要性を十分
踏まえ、３８に記載したような事業
を講じ、受け入れ企業の開拓を図る
こととしている。

提案の趣旨を踏まえ検討された
い。

3

インターンシップの受け入れは、
各企業において、自社の置かれた
状況等を加味しつつ、主体的に対
応すべきものであり、法令によっ
て一律に義務化することは不適切
と考える。しかしながら、要望に
あるようなインターンシップ普及
の必要性を十分踏まえ、３８に記
載したような事業を講じ、受け入
れ企業の開拓を図ることとしてい
る。

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出す
るまち

2066 2066130 113500
補助事業の採択基準
のローカルルール策
定

画一的な基準は離島のよう
な地域には合わないため、
地域の実情に即したローカ
ルルールを策定する。

全国画一的に採択基準により補助事業を
行うのではなく、補助事業のローカル
ルールを策定し、地域の産業構造や立地
条件に即した事業の展開や、住民要望に
よる“まちづくり”事業の推進を容易に
し、地域の活性化を図る。

補助事業の採択には費用対効果等数値の算出が求め
られるが、離島という特殊性などにより、画一的な
基準ではクリアが困難な状況にある。費用対効果だ
けでは計れない地域の特殊事情を考慮したローカル
ルールにより補助事業を有効活用する。

当初の検討要請に対し、担当省
庁が全て「６」と回答したた
め、当室にて検討したところ、
貴省が担当省庁と考えられる。
ついては、提案内容が実現でき
ないか、検討し回答されたい。

6 当省の施策との関係が不明。

西郷町
観光を機軸に交
流・産業を創出す
るまち

2066 2066140 113510
各種補助金・助成金
等の一体的活用

各種補助金・助成金の一体
的活用を実施する。

現在、各種補助金・助成金はそれぞれの
港湾・漁業・観光・中心市街地等の各課
で行われている。結果として、助成金が
細切れになる傾向にあるため、それぞれ
が有効な効果が得られづらい傾向にあ
る。そのためで一体的に活用することで
まちづくり事業を実施する。

補助金・助成金は、使用目的が細かく限定され、細
切れであるため、効果的な投資ができないのが現状
となっている。

当初の検討要請に対し、担当省
庁が全て「６」と回答したた
め、当室にて検討したところ、
貴省が担当省庁と考えられる。
ついては、提案内容が実現でき
ないか、検討し回答されたい。

6 当省の担当ではない。
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